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令和４年９月 足立区は令和 4 年 5 月 20 日に SDGs 未来

都市に指定されました。
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　施策体系および施策・事務事業評価調書　一覧

確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み
課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

施策

ユニバーサルデザインの推進

虐待の防止とひとり親家庭への支援

文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援
生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

人権尊重意識の啓発
男女共同参画社会の推進
多文化共生社会の実現

生涯スポーツ活動の充実と地域還元

児童・生徒の心身の健全な発達の支援

子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実
子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援



概要-1 

【事務事業評価結果の概要】 

１ 視点別事業費の割合 

                                 単位：千円 

※人件費は常勤・非常勤職員の平均給与で算出しています。また、特別職・管理職 

 はその仕事が各分野や施策にまたがるため算入していません。したがって、各年 

 度の決算額とは異なります。  

視  点 令和２年度 令和３年度 増減 

ひ  と 93,757,482 125,293,676 31,536,194

く ら し 336,640,056 291,464,177 △45,175,879

ま  ち 26,864,225 25,263,084 △1,601,141

行 財 政 43,191,476 41,067,557 △2,123,919

合計（全視点） 500,453,239 483,088,494 △17,364,745

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
ひと
19％

くらし
67％

くらし
60％

ひと
26％

行財政
9％

まち
5％

まち
5％

行財政
9％



概要-2 

２ 視点別事務事業評価の結果 

  全ての事務事業（６３５事業）について、《１ 妥当性》、《２ 有効性》、 

《３ 効率性》、《４ 公平性》、《５ 協働》、《６ 環境》の視点から１０項目に 

ついて評価を行いました。 

《１ 妥当性》

① 事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか 

② 今後も区が実施する事務事業として妥当か 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
増大している
149(23％)

減少している
10(2％)

変わらずにある
410(64％)

減少している
 14(2％)

その他
 72(11％)

変わらずにある
421(66％)

増大している
132(21％)

その他
 72(11％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
妥当である
613(95％)

妥当である
605(95％)

検討を要する
32(5％)

検討を要する
30(5％)



概要-3 

③ 事業の休止・終了による区民生活への影響は大きいか 

《２ 有効性》

④ 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
大きい

451(70％)

大きい
450(71％)

中位
165(26％)

中位
158(25％)

小さい
29(4％)

小さい
27(4％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
大きい

440(68％)

大きい
438(69％)

中位
182(28％)

小さい
23(4％)

中位
175(28％)

小さい
22(3％)



概要-4 

⑤ 他の施策に対する具体的な波及効果はあるか 

《３ 効率性》 

⑥ 関連・類似事務事業との統合はできないか 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
ある

337(52％)

ある
335(53％)

特にない
228(35％)

特にない
223(35％)

内部業務（全体波及）
80(13％)

内部業務（全体波及）
77（12％）

60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
できない
558(87％)

できない
556(88％)

検討可能
87(13％)

検討可能
79(12％)



概要-5 

⑦ 民間への外部化（民営化・業務委託）は可能か 

《４ 公平性》

 ⑧ 受益者負担の水準は妥当だと考えられるか 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
困難である
389(60％)

困難である
374(59％)

検討可能
65(10％)

実施済
191(30％)

実施済
196(31％)

検討可能
65(10％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
妥当である
184(28％)

妥当である
187(30％)

負担導入は困難
27(4％)

該当しない
410(64％)

該当しない
400(63％)

負担導入は困難
27(4％)

検討を要する
21(3％)

検討を要する
24(4％)



概要-6 

《５ 協働》

⑨ 区民等と協働して事業を展開しているか 

※「協働している」に該当し､かつ､「協創の可能性がある」事業が 11 ありました。 

《６ 環境》

 ⑩ 事務事業の実施に際し環境に配慮しているか 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)

環境に配慮
している
212(33％)

環境に配慮
している
207(33％)

一部配慮している
183(28％)

一部配慮している
182(28％)

該当しない
250(39％)

該当しない
246(39％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３年度

(635事業)

２年度

(645事業)
協働している
282(44％)

協働している
290(46％)

協働は困難である
347(53％)

協働は困難である
327(51％)

協働している かつ
協創の可能性がある

12(2％)

協働している かつ
協創の可能性がある

11(2％)

協創の可能性がある
4(1％)

協創の可能性がある
7(1％)



概要-7 

３ 各部の事務事業評価の結果 

《総合評価》 

※事業費がない（人件費のみ）事業も評価の対象としています。また、国民健康保険

関連事業など予算上細分化されているものを、資格、給付、徴収等と取り組み毎に

まとめて評価しています。したがって、予算・決算書の事業数とは異なります。 
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令和４年度行政評価（ 令和３年度事業実施分）

個別事務事業評価調書

※システムの都合上、「 平成３１年度」 の表記が残っている部分があります。



施策体系および施策・事務事業評価調書　一覧

《　ひと　》 ※ページ番号は分冊１から分冊３まで通し番号としています。

施策群 事　務　事　業 ページ
1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

1.1
児童・生徒の褒賞事業 1
中学校特別大会等助成事業 2
小学校特別大会等助成事業 3
校外施設管理運営事業 4
小学校保健指導事業 5
小学校健康管理事業 6
中学校保健指導事業 7
中学校健康管理事業 8
小学校給食業務運営事業 9
中学校給食業務運営事業 10
小学校給食調理室改修事業 11
中学校給食調理室改修事業 12

1.2
教育委員会運営事務 13
教育政策管理事務 14
学習支援ボランティア事業 15
特別指導講師派遣事業 16
学力向上対策推進事業 17
学校の指導事務 18
学校教育充実事務 19
教職員の研修事務 20
教科書採択事務 21
学校支援管理事務 22
小学校教育研究会等助成事業 23
中学校教育研究会等助成事業 24
学校図書充実事業 25
幼児教育振興事業 26

1.3
外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 27
特別支援教育事業 28
こども支援センターげんき運営事務 29
発達障がい児支援事業 30
教育相談事業 31

1.4
学校教育関係施設改修事業 32
小学校施設の設備管理事業 33
小学校施設の維持補修事業 34
中学校施設の設備管理事業 35
中学校施設の維持補修事業 36
義務教育施設建設等資金積立基金積立金 37
区立小学校の改築事業 38
区立中学校の改築事業 39
小学校施設の保全事業 40
中学校施設の保全事業 41
教職員人事・給与支給管理事務（予算に紐付かない） 42
小学校周年行事等指導事業 43
中学校周年行事等指導事業 44
開かれた学校づくり推進事業 45
小学校用務委託事業 46
中学校用務委託事業 47
小学校公共料金管理事業 48
小学校運営管理事業 49
中学校公共料金管理事業 50

児童・生徒の心身の健全な発達の支援

確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

施策

安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

一覧-1



施策体系および施策・事務事業評価調書　一覧

施策群 事　務　事　業 ページ施策
中学校運営管理事業 51
第四中学校夜間学級運営管理事業 52
学校運営協議会推進事業 53
学校安全衛生委員会運営事務 54
教職員の被服貸与事務 55
健康管理事務 56
学校検査事務 57
学校施設管理事務 58
学校適正配置推進事業 59
就学事務事業 60
小学校災害共済給付事業 61
小学校環境衛生事業 62
中学校災害共済給付事業 63
中学校環境衛生事業 64

1.5
子どもの貧困対策・若年者支援事業 65
あだち子どもの未来応援事業 66
あだち子どもの未来応援基金積立金 67
鹿浜いきいき館児童館運営事業 68
児童施設維持補修事務 69
鹿浜いきいき館児童館管理事務 70
こども未来創造館管理運営事務 71
放課後子ども教室推進事業【経常】 72
小学校自然教室事業 73
中学校自然教室事業 74
家庭教育推進事務 75
成人の日記念事業 76
青少年委員の活動支援事業 77
青少年対策事業 78
青少年教育管理事務 79
青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業 80
青少年団体の支援事業 81
体験学習推進事業 82

2 妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える
2.1

子育てサロン管理運営事務 83
児童手当の支給事業 84
児童手当の支給事業【投資】 85
子育て世帯への臨時特別給付金の支給事務【経常】 86
子育て世帯への臨時特別給付金の支給事務【投資】 87
妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 88
母子健康手帳・ファミリー学級事業 89
妊産婦・乳幼児相談事業 90
妊婦健康診査事業 91
乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 92
子ども政策一般管理事務 93
子育て支援推進事業 94
あだち子育て応援隊事業 95
子育て短期支援事業 96

2.2
学童保育室運営事業 97
学童保育室管理事務 98
学童保育室大規模改修・開設事務 99
子ども医療費助成事業 100
私立認定こども園事業 101
私立幼稚園助成費用負担事務 102
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業 103

妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

一覧-2



施策体系および施策・事務事業評価調書　一覧

施策群 事　務　事　業 ページ施策
公立保育園の管理運営事務 104
幼稚園施設型給付事業 105
幼稚園地域子ども・子育て支援事業 106
子ども・子育て施設整備基金積立金 107
子ども施設指導検査事務 108
公立保育園の管理運営事務 109
公立保育園の施設維持管理委託事業 110
公立保育園の施設維持補修事業 111
公立保育園の整備事業 112
公立保育園の管理運営委託事業 113
区立認可外保育室の管理運営委託事業 114
区立認定こども園管理運営事業 115
区立認定こども園施設維持管理事業 116
公立保育園の民営化事業 117
民間保育園連合会助成事業 118
私立保育園の運営費助成事業 119
保育士確保・定着対策事業 120
私立保育園一般管理事務 121
私立保育園施設整備助成事業 122
保育施設利用調整事務 123
地域型保育事業 124
家庭的保育事業 125
認証保育所運営経費助成事業 126
認証保育所等利用者助成事業 127
子ども施設入園一般管理事務 128
企業主導型保育事業 129
保育施設整備事業 130

2.3
児童扶養手当等の支給事業 131
児童育成手当の支給事業 132
ひとり親家庭等医療費助成事業 133
ひとり親家庭総合支援事業 134
子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給事務【投資】 135
子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給事務【経常】 136
子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）の支給事務【投資】 137
子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）の支給事務【経常】 138
就学援助庶務事務 139
育英資金事業 140
小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 141
小学校特別支援学級児童就学奨励事業 142
小学校罹災児童学用品用経費援助事業 143
中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 144
中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 145
中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 146
養育困難改善事業 147

3 生涯にわたる学習・文化・スポーツ活動を実践できる仕組みをつくる
3.1

地域文化一般管理事務 148
文化芸術振興基金積立金 149
文化芸術を担う人材の育成事業 150
文化芸術施設の管理運営事務 151
郷土博物館管理運営事業 152
展示等運営事業 153
文化財保護事業 154
伊興遺跡公園管理運営事業 155
文化芸術施設維持補修事業 156
区民の文化活動支援事業 157
文化芸術施設改修事業 158

虐待の防止とひとり親家庭への支援

文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

一覧-3



施策体系および施策・事務事業評価調書　一覧

施策群 事　務　事　業 ページ施策
3.2

地域学習センター改修事業 159
指定管理者管理運営事務 160
生涯学習関係施設維持補修事業 161
生涯学習支援事業管理事務 162
図書館管理事務 163
図書館図書資料貸出・整備事業 164
図書館ネットワークシステム管理事務 165
読書活動推進事業 166
図書館施設運営事務 167
図書館サービス運営事務 168
図書館の大規模改修・開設事業 169
生涯学習振興公社運営事業 170

3.3
小学校施設利用管理委託事業 171
中学校施設利用管理委託事業 172
学校施設の地域開放事業 173
スポーツ推進委員会活動支援事業 174
スポーツ振興事務 175
地域団体活動支援事業 176
体育協会活動支援事業 177
スポーツ施設指定管理者管理運営事務 178
生涯スポーツ施設改修事業 179

4 多様な個性やライフスタイルを認めあう風土を醸成する
4.1

人権啓発普及事務 180
人権教育啓発事業 181
人権啓発普及事務 182

4.2
男女参画プラザ管理運営事務 183
男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 184

4.3
多文化共生推進事業 185

4.4
ユニバーサルデザイン推進事業 186

ユニバーサルデザインの推進

生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

人権尊重意識の啓発

男女共同参画社会の推進

多文化共生社会の実現

生涯スポーツ活動の充実と地域還元

一覧-4



標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

褒賞件数（団体） 区長褒賞、教育委員会褒賞で団体を表 目標値 35 35 35 35 40
指

彰した件数
実績値 33 39 11 47標

　目標値は令和３年度実績をもとに設
１

[単位] 件 定 達成率 94% 111% 31% 134%

褒賞件数（個人） 区長褒賞、教育委員会褒賞で個人を表 目標値 220 230 230 230 250
指

彰した件数
実績値 234 296 192 347標

　目標値は令和３年度実績をもとに設
２

[単位] 人 定 達成率 106% 129% 83% 151%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　これまで区立小中学校を対象としていたが、今回 総事業費 5,752 7,679 9,769 10,989
から区内在住、在学の児童・生徒に対象を拡大した 事 業 費 1,324 1,583 895 2,237 2,960
ことから褒賞件数が増加し、目標を達成した。団体

人 件 費競技やスポーツの中止が相次ぐ中、文化分野で個人 総 4,428 6,096 8,874 8,752

受賞が増加していることから、コンクールに力を入 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
れている学校が多かったと推察される。 常

人　　数業 0.5 0.7 1 1
勤

計費 4,428 6,096 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　児童・生徒が様々な分野で意欲を持って取り組み 人　　数訳 常 0 0 0 0
、好成績を収めた者を表彰することで、さらなる意 勤 計 0 0 0 0
欲と自己肯定感を喚起することに繋がっている。

国庫支出金　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大 0 0 0 0 0

により、令和元年度、２年度に続いて、褒賞式の中 都 支 出 金 0 0 0 0 0
止を余儀なくされたが、対象の拡大もあって褒賞件 財

受益者負担金 0 0 0 0 0数が増加傾向にある中で、感染対策を取りながら褒 源
賞式を実施できる会場の確保が課題である。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 内

基　　金 0 0 0 0 0
【貢献度】児童・生徒の自己肯定感の向上をはじめ 訳

起　　債、心身の健全育成に寄与している。 0 0 0 0 0

一般財源 5,752 7,679 9,769 10,989 2,960

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　スポーツ、文化に関する大会等で優秀な成績を収めた児童・生徒に対し、区として褒賞することで、児童・生徒の自己肯定感を高
め、心身の健全な育成を図る一助となっていることから、今後も継続をしていく。

1

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4017 児童・生徒の褒賞事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-5961 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

・社会的にその権威が高く評価されている教育文化に関する行事・大会にお スポーツ振興課協事 目
いて優秀な成績を収めて表彰されたことにより、区の名を高めるとともに、

働務 的
他の児童・生徒に対し影響を与えた者を表彰し、その功績を称える。

事 の ・
令和３年度実績

業 概 内 協
・区長褒賞：２５団体（２３４名）個人１４３名その他１９名

要 容 創・教育委員会褒賞：２２団体（２７６名）個人２０４名その他１１名
根 拠 ・足立区教育委員会児童・生徒褒賞要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目



0 310 310 310 310
指

生徒数
実績値 316 303 17 274標

新型コロナウイルスの影響で実績減と
１

[単位] 人 なったため目標値は令和元年度目標値 達成率 137% 98% 5% 88%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、令和２年 総事業費 23,822 29,798 12,138 24,967
度に開催された大会は少なく、派遣した学校は関東 事 業 費 19,394 21,089 3,264 16,215 26,141
大会の１校のみであった。令和３年度は、例年に近

人 件 費い数の大会が開催され、派遣した生徒の数は例年の 総 4,428 8,709 8,874 8,752

８割を超えた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.5 1 1 1
勤

計費 4,428 8,709 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　各種大会に係る事業費の助成により、生徒が文化 人　　数訳 常 0 0 0 0
・スポーツを通じて日頃の成果を発表し、学校間の 勤 計 0 0 0 0
交流を図れたことで生徒の豊かな人間性の育成に寄

国庫支出金与した。 0 0 0 0 0

　令和３年度は、関東大会に１６７人、全国大会に 都 支 出 金 0 0 0 0 0
１０７人計２７４人の生徒が大会に参加した。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　参加費や交通費などの助成により、保護者の私費 源
負担軽減が図られている。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 23,822 29,798 12,138 24,967 26,141

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　全国・関東大会に係る経費の補助は、生徒がより多くの貴重な経験を得ることができる機会の提供に寄与している。今後も、多く
の体験活動の場を提供するため事業を継続していく。また、生徒の移送および楽器の運搬等に使用するバスの借上げ時には、ドライ
ブレコーダーの搭載や低燃費型のバスの利用を推奨していく。

2

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4021 中学校特別大会等助成事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・教職員係
電 話 番 号 03-3880-5972 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

各種大会等に参加する生徒の輸送費を補助することにより、クラブ活動の振 協事 目
興及び義務教育の本旨である私費負担の軽減を図る。

働務 的
事 の ・

１　各種大会等に参加する生徒の輸送費補助
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 足立区立中学校連合行事等各種大会参加に係る生徒輸送費等補助要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

関東・全国大会派遣数 関東・全国大会規模の大会へ派遣した 目標値 23



6 186
指

児童数
実績値 170 186 0 0標

目標値は令和元年度実績
１

[単位] 人 達成率 213% 109% 0% 0%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　新型コロナウイルス感染症拡大により、大会に参 総事業費 3,571 3,029 1,775 1,782
加する学校は少なく、令和３年度も関東・全国大会 事 業 費 1,800 1,287 0 32 2,090
規模の大会に参加した学校はなく、実績値は「０」

人 件 費である。 総 1,771 1,742 1,775 1,750

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.2 0.2 0.2 0.2
勤

計費 1,771 1,742 1,775 1,750

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に 人　　数訳 常 0 0 0 0
より、例年参加している全国大会は中止となった。 勤 計 0 0 0 0
令和３年度は大会に参加する学校は少なく、令和３

国庫支出金年度も関東・全国大会規模の大会は参加がなかった 0 0 0 0 0

。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　年々、吹奏楽を楽しむ児童は増加している。大会 財

受益者負担金 0 0 0 0 0は、区外は元より全国規模で行われており、音楽を 源
通じて学校間の交流が図られることから、児童の豊 その他特定財源 0 0 0 0 0
かな人間性の育成に寄与しているものと考えられる 内

基　　金 0 0 0 0 0
。また、楽器の運搬や交通費などの助成により、保 訳

起　　債護者の私費負担軽減が図られている。 0 0 0 0 0

【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 一般財源 3,571 3,029 1,775 1,782 2,090

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　関東及び全国大会参加を通し、一人でも多くの児童により貴重な経験を与えることで、豊かな人間性の育成に寄与できるよう今後
も事業を継続していく。また、児童の移送や楽器の運搬などに使用するバスの借上げ時には、ドライブレコーダーの搭載や、より低
燃費で排気ガスの少ない環境に配慮したバスの使用を推奨していく。

3

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4029 小学校特別大会等助成事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・教職員係
電 話 番 号 03-3880-5972 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

特別大会等参加児童の輸送費を補助することにより、児童の資質の向上及び 協事 目
義務教育の本旨である私費負担の軽減を図る。

働務 的
事 の ・

特別大会等参加児童の輸送費補助
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 足立区立小学校連合行事等各種大会参加に係る児童輸送費等補助要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

関東・全国大会派遣数 関東・全国大会規模の大会へ派遣した 目標値 80 170 186 18



、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

施設利用者数 日光自然教室参加者数＋一般利用者数 目標値 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500
指

実績値 12,344 12,608 2,084 7,034標

１
[単位] 人 達成率 107% 110% 18% 61%

施設利用者数 鋸南自然教室参加者数＋一般利用者数 目標値 14,400 14,400 14,400 14,400 14,400
指

実績値 14,381 8,103 3,604 7,643標

２
[単位] 人 達成率 100% 56% 25% 53%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】【指標２】 総事業費 211,941 222,611 211,710 208,456
自然教室は、１泊２日に減泊したものの全ての小学 事 業 費 203,086 213,902 201,061 199,704 243,078
校で実施することができた。一方、緊急事態宣言の

人 件 費発令やまん延防止等重点措置の適用に伴う、およそ 総 8,855 8,709 10,649 8,752

８か月に及ぶ休館や教育委員会事業の中止、一般利 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
用者の利用控えなどにより、目標値を大幅に下回っ 常

人　　数業 1 1 1.2 1た。 勤
計費 8,855 8,709 10,649 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

新型コロナウイルス感染症に伴う休館期間が長かっ 人　　数訳 常 0 0 0 0
たため、利用者数が減少したのはやむを得ないが、 勤 計 0 0 0 0
自然教室を全校実施できたことは、子ども達の心身

国庫支出金の健全育成や社会性の向上などに大きな効果があっ 0 0 0 0 0

たと考えられる。校外施設は、利用者が食事、入浴 都 支 出 金 0 0 0 0 0
などマスクをはずす機会が多い施設のため、今後も 財

受益者負担金 0 0 0 0 0感染予防対策を徹底しながら管理運営を実施する。 源
・日光林間学園　 その他特定財源 0 0 0 154 137
　一般利用1,294人　自然教室5,740人 内

基　　金 0 0 0 0 0
・鋸南自然の家　 訳

起　　債　一般利用2,010人　自然教室5,633人 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 一般財源 211,941 222,611 211,710 208,302 242,941

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
校外施設は、足立区の子ども達が自然教室で集団宿泊体験を実施する施設であるとともに、学校が利用しない期間については、区民
の健康増進に寄与する宿泊施設でもある。日光林間学園・鋸南自然の家とも老朽化しており、施設の長寿命化を図るためには大規模
改修が必要なため、施設のあり方等についても今後、検討を進める必要がある。また、当該施設は指定管理制度を導入しており、５
年ごとに選定審査会を開催し、適切な指定管理者を選定する必要がある。令和５年度は日光林間学園の選定の年のため、滞りなく進
める必要がある。

4

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4087 校外施設管理運営事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・自然教室係
電 話 番 号 03-3890-5970 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

学校利用及び一般区民利用時における快適な学園生活の維持及び安全確保を 指定管理者と協働し、施設の管理運営を協事 目
図る。 実施している。

働務 的
事 の ・

施設の運営・維持管理。利用見込み：（日光）自然教室　5,000人、一般区
業 概 内 協

民利用　6,500人　(鋸南）自然教室　5,000人、一般区民利用　9,500人　　
要 容 創日光は平成１７年度、鋸南は平成１８年度から指定管理者による管理運営

根 拠 足立区校外施設条例・足立区校外施設条例施行規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は



償に関する条例、同条例施行規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学校医等の平均勤務回数 全小学校の学校医等の勤務回数÷全小 目標値 6 6 6 6 6
指

学校学校医等の合計数
実績値 6.3 6.6 6.3 6.7標

(目標値は過去3年間実績値の平均値)
１

[単位] 回 達成率 105% 110% 105% 112%

学校医等の定期健康診断以 全小学校の定期健康診断以外の事由（ 目標値 5 5 5 5 5
指

外の事由での平均勤務回数 学校保健委員会や保健指導・講話等）
実績値 4.9 5.1 4.8 5.2標

での勤務回数÷全小学校学校医等の合
２

[単位] 回 計数(目標値は指標1と同様) 達成率 98% 102% 96% 104%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　学校医等は、児童の健康診断や健康相談、学校の 総事業費 144,994 144,835 144,983 144,534
環境衛生に関する検査等を実施している。 事 業 費 141,452 141,351 141,433 141,033 139,732
「指標１、２」新型コロナウイルス感染症の感染拡

人 件 費大防止策として、学級閉鎖の実施有無についての電 総 3,542 3,484 3,550 3,501

話相談件数増により勤務回数が増えたと分析する。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.4 0.4 0.4 0.4【参考】延べ勤務回数2,307回（前年度2,175回） 勤
計費 3,542 3,484 3,550 3,501

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校医等への報酬の支払いや足立区学校保健会に 人　　数訳 常 0 0 0 0
対する運営費の補助を行うことにより、各学校の保 勤 計 0 0 0 0
健事業の適正な執行を支え、児童の心身の健全な発

国庫支出金達の実現につながっている。 0 0 0 0 0

　今後も各学校での健康診断のみならず、保健指導 都 支 出 金 0 0 0 0 0
等が円滑に実施できる体制を維持していく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

【貢献度】：児童の健康状態や学校内の環境衛生状 その他特定財源 0 0 0 0 0
態を把握し、心身の健全な発達を支えるための事業 内

基　　金 0 0 0 0 0
であり、貢献度は大きい。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 0 0 0 0 0

一般財源 144,994 144,835 144,983 144,534 139,732

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校医等は、子どもたちの健康や学校の環境衛生の管理・指導を行っており、学校及び児童にとって身近な存在である。今後も足
立区の医師会や学校歯科医会、学校薬剤師会の協力を得ながら、学校医等との連携を強化していく。

5

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4091 小学校保健指導事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

学校医等に対する報酬支払事務及び学校保健事務の円滑な運営を図る。 【庁内協働】衛生部足立保健所長が足立協事 目
区学校保健会役員になっている。

働務 的
事 の ・

１　学校医等に対する報酬（内科医・眼科医・耳鼻科医・歯科医・薬剤師）
業 概 内 協

２　学校医等の公務災害補償に関する保険
要 容 創３　足立区学校保健会に対する補助金

根 拠 学校保健安全法第２３条、同法施行規則、同法施行令、足立区非常勤職員の報酬および費用弁償に関する条例、同条例施行
法令等 規則、足立区立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医、学校薬剤師の公務災害補



４条、同法施行規則、同法施行令、足立区学校結核対策委員会設置要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

定期健康診断受診率 受診者数÷在籍者数 目標値 100 100 100 100 100
指

実績値 99.3 99.2 98.5 99.1標

１
[単位] ％ 達成率 99% 99% 99% 99%

結核健康診断精密検査実施 精密検査延べ実施人数 目標値 4 4 2 2 1
指

人数 (目標値は過去3年間の実績値の平均値
実績値 1 4 0 0標

)
２

[単位] 人 達成率 400% 100% 0% 0%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」健診当日の欠席や不登校などもあり、在 総事業費 77,903 81,273 85,851 81,493
籍児童全員の定期健康診断実施は困難だが、児童の 事 業 費 62,849 66,468 73,606 68,399 70,275
健康状況の把握及び健康管理は、概ね適正に実施さ

人 件 費れていると分析する。 総 15,054 14,805 12,245 13,094

「指標２」健診および問診調査の結果、令和３年度 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
も結核検診精密検査対象者はいなかった。 常

人　　数業 1.7 1.7 1.2 1.2
勤

計費 15,054 14,805 10,649 10,502

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校保健安全法に定められた各種健康診断等を実 人　　数訳 常 0 0 0.5 0.8
施したことで、児童の疾病の早期発見と適切な健康 勤 計 0 0 1,596 2,592
管理を図ることができた。指標に挙げていない検診

国庫支出金のうち、尿検査（糖尿検診）の２次検診での陽性者 0 0 5,022 1,560 0

は５人であった。そのうち１名は３次検診で所見な 都 支 出 金 0 0 5,331 0 0
し、２名は既に病院管理中などであった。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　また、各種健診について、学校医と連携し、健診 源
未受診者へのフォローや健康状態に応じた保健指導 その他特定財源 0 0 0 0 0
も適宜行っている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
　R2からR3への繰越明許費8,971千円。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.3、3.4 0 0 0 0 0

一般財源 77,903 81,273 75,498 79,933 70,275

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校保健安全法で定められた健診であり、児童の健康保持・増進を図るために重要な事業である。引き続き、学校医、養護教諭と
連携し、プライバシーの保護や男女差等への配慮をした学校健診等を実施していく。今後も児童の健康状態の把握や分析に努め、健
診結果に所見があった児童については、受診勧奨や個別指導を行い、健康状態の改善を図っていく。

6

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4092 小学校健康管理事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

　小学校での児童の健診に必要な環境を整え、学校保健事業の円滑な運営と 【庁内協働】学校における結核健診の精協事 目
向上に資する。また、定期健康診断及び各種検診を実施し、児童の健康保持 密検査対象者決定の際、必要に応じて衛

働務 的
増進を図り、もって学校教育の円滑な実施とその成果の確保に資する。 生部長及び衛生部足立保健所長から専門

事 の ・
１　学校健診等の運営 的な助言を受けている。

業 概 内 協
２　就学時健康診断の実施

要 容 創３　各種検診の実施(尿・心臓疾患・脊柱側わん症・結核健診)
根 拠 学校保健安全法第１１条～第１



務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学校医等の平均勤務回数 全中学校の学校医等の勤務回数÷全中 目標値 5 5 5 5 5
指

学校学校医等の合計数
実績値 4.8 4.5 5.6 5.8標

(目標値は過去3年間実績値の平均値)
１

[単位] 回 達成率 96% 90% 112% 116%

学校医等の定期健康診断以 全中学校の定期健康診断以外の事由（ 目標値 4 4 4 4 4
指

外の事由での平均勤務回数 学校保健委員会や保健指導・講話等）
実績値 3.5 3.2 4.2 4.4標

での勤務回数÷全中学校学校医等の合
２

[単位] 回 計数(目標値は指標1と同様) 達成率 88% 80% 105% 110%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　学校医等は、生徒の健康診断や健康相談、学校の 総事業費 78,611 78,549 75,167 77,977
環境衛生に関する検査等を実施している。 事 業 費 75,069 75,065 71,617 74,476 71,641
「指標１、２」新型コロナウイルス感染症の感染拡

人 件 費大防止策として、学級閉鎖の実施有無についての電 総 3,542 3,484 3,550 3,501

話相談件数増により勤務回数が増えたと分析する。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.4 0.4 0.4 0.4【参考】延べ勤務回数1,010回（前年度976回） 勤
計費 3,542 3,484 3,550 3,501

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校医等への報酬の支払いや足立区学校保健会に 人　　数訳 常 0 0 0 0
対する運営費の補助を行うことにより、各学校の保 勤 計 0 0 0 0
健事業の適正な執行を支え、生徒の心身の健全な発

国庫支出金達の実現につながっている。 0 0 0 0 0

　今後も各学校での健康診断のみならず、保健指導 都 支 出 金 0 0 0 0 0
等が円滑に実施できる体制を維持していく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

【貢献度】生徒の健康状態や学校内の環境衛生状態 その他特定財源 0 0 0 0 0
を把握し、心身の健全な発達を支えるための事業で 内

基　　金 0 0 0 0 0
あり、貢献度は大きい。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 0 0 0 0 0

一般財源 78,611 78,549 75,167 77,977 71,641

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校医等は、子どもたちの健康や学校の環境衛生の管理・指導を行っており、学校及び生徒にとって身近な存在である。今後も足
立区の医師会や学校歯科医会、学校薬剤師会の協力を得ながら、学校医等との連携を強化していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4095 中学校保健指導事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

学校医等に対する報酬支払事務及び学校保健事務の円滑な運営を図る。 【庁内協働】衛生部足立保健所長が足立協事 目
区学校保健会の役員になっている。

働務 的
事 の ・

１　学校医等に対する報酬
業 概 内 協

２　学校医等の公務災害補償に関する保険
要 容 創３　修学旅行随行看護師に対する謝礼及び旅費

根 拠 学校保健安全法第２３条、同法施行規則、同法施行令、足立区非常勤職員の報酬および費用弁償に関する条例、同条例施行
法令等 規則、足立区立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例、同条例施行規則

事



貧血・小児生活習慣病予防健診の実施 で各保健センターと連携し実施した。
根 拠 学校保健安全法第１３条及び第１４条、同法施行規則、同法施行令、足立区学校結核対策委員会設置要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

定期健康診断受診率 受診者数÷在籍者数 目標値 100 100 100 100 100
指

実績値 96.3 95.3 95.3 95.7標

１
[単位] ％ 達成率 96% 95% 95% 96%

結核健康診断精密検査実施 精密検査延べ実施人数 目標値 1 2 1 1 1
指

人数 (目標値は過去3年間実績値の平均値)
実績値 0 0 0 0標

２
[単位] 人 達成率 0% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：健診当日の欠席や不登校などもあり、 総事業費 65,939 68,558 71,090 71,673
在席生徒全員の定期健康診断実施は困難だが、生徒 事 業 費 50,885 53,753 58,845 58,579 61,797
の健康状況の把握及び健康管理は、概ね適正に実施

人 件 費されていると分析する。 総 15,054 14,805 12,245 13,094

「指標２」：健診および問診調査の結果、令和３年 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
度も結核検診精密検査対象者はいなかった。 常

人　　数業 1.7 1.7 1.2 1.2
勤

計費 15,054 14,805 10,649 10,502

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校保健安全法に定められた各種健康診断等を実 人　　数訳 常 0 0 0.5 0.8
施したことで、生徒の疾病の早期発見と適切な健康 勤 計 0 0 1,596 2,592
管理を図ることができた。指標に挙げていない健診

国庫支出金のうち、貧血・小児生活習慣病予防健診では、養護 0 0 2,547 636 0

教諭や栄養士等と連携し、事前事後指導を行い、生 都 支 出 金 0 0 2,469 0 0
徒が自分の生活習慣について振り返ることができる 財

受益者負担金 0 0 0 0 0よう働きかけを行った。 源
　また、各種健診について、学校医と連携し、健診 その他特定財源 0 0 0 0 0
未受診者へのフォローや健康状態に応じた保健指導 内

基　　金 0 0 0 0 0
も適宜行っている。 訳

起　　債　R2からR3への繰越明許費4,622千円。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.3、3.4 一般財源 65,939 68,558 66,074 71,037 61,797

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校保健安全法に定められた健診であり、生徒の健康保持・増進を図るために重要な事業である。引き続き、学校医、養護教諭と
連携し、プライバシーの保護や男女差等への配慮をした学校健診等を実施していく。今後も生徒の健康状態の把握や分析に努め、健
診結果に所見があった生徒については、受診勧奨や個別指導を行い、健康状態の改善を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4096 中学校健康管理事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

中学校での生徒の健診に必要な環境を整え、学校保健事業の円滑な運営と向 【庁内協働】学校における結核健診の精協事 目
上に資する。また、定期健康診断及び各種検診を実施し、生徒の健康保持増 密検査対象者決定の際、必要に応じて衛

働務 的
進を図り、もって学校教育の円滑な実施とその成果の確保に資する。 生部長及び衛生部足立保健所長から専門

事 の ・
１　学校健診等の運営 的な助言を受けている。貧血・小児生活

業 概 内 協
２　各種検診の実施(尿・心臓疾患・脊柱側わん症検査、結核健診) 習慣病予防健診の保健指導などを、数校

要 容 創３　



症予防法

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

給食備品の更新 更新計画と学校の要望を考慮し老朽化 目標値 100 95 95 106 114
指

した調理用備品を順次更新する。目標
実績値 100 111 95 110標

値は更新計画件数に学校要望件数を加
１

[単位] 件 えた数値。実績値は購入達成件数。 達成率 100% 117% 100% 104%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】緊急対応や大型冷蔵庫の増設により、年 総事業費 1,809,054 1,833,254 1,992,230 2,072,837
度当初の購入計画を上回って購入することができた 事 業 費 1,769,955 1,794,791 1,951,946 2,034,589 2,162,014
ため、目標を達成した。

人 件 費総 39,099 38,463 40,284 38,248

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 4 4 4 4
勤

計費 35,420 34,836 35,496 35,008

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校要望も踏まえながら、経年劣化する給食調理 人　　数訳 常 1 1 1.5 1
備品を計画的に更新することで安全な給食運営につ 勤 計 3,679 3,627 4,788 3,240
なげた。

国庫支出金　令和3年度より新たに開始した「多子世帯への学 0 0 12,650 245 0

校給食費補助」により、多子世帯の学校給食費の負 都 支 出 金 0 0 0 0 0
担軽減に努めた。また、長引くｺﾛﾅ禍に配慮し、令 財

受益者負担金 0 0 0 0 0和2年度給食費改定時に当初予定していた保護者負 源
担の増額分（1食5円）について、令和3年度も公費 その他特定財源 198 147 113 388 0
負担を継続実施した。 内

基　　金 0 0 0 0 0
　食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応においては、教員向けの研修やﾏﾆ 訳

起　　債ｭｱﾙ改訂により、安全性向上を図った。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 一般財源 1,808,856 1,833,107 1,979,467 2,072,204 2,162,014

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　給食室へのｴｱｺﾝ設置（R3～R5の3年計画）を踏まえ、当初の備品更新計画を一部修正しながら適切に更新していく。
　令和2年度給食費改定（小学校：1食20円の増）に伴い大きく拡充した「1食あたりの公費負担」に加え、令和3年度より開始した「
多子世帯への学校給食費補助」により、保護者の負担軽減に努めていく。
　安全・安心なおいしい給食の維持・向上のため、食物アレルギー対応では、「声だし・指さし」確認による除去食の確認を徹底す
るとともに、学校に対し有効な研修等を実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4100 小学校給食業務運営事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校給食係
電 話 番 号 03-3880-5975 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

児童の心身の発達を図るため、円滑な学校給食運営を行う。 【庁内協働】中部・東部・西部地区建設協事 目
課：給食施設に関すること、教育指導課

働務 的
：食育に関すること、学校支援課：栄養

事 の ・
給食調理業務委託（小学校６７校　中学校３３校　小中一貫校２校） 職員に関すること、足立保健所：衛生管

業 概 内 協
調理備品・食器食缶等消耗品の購入、廃棄物収集 理に関すること

要 容 創栄養士（会計年度任用職員）の採用等人事管理 【重点プロジェクト事業】
根 拠 学校給食法　同施行令　同施行規則
法令等 食品衛生法　　　感染



症予防法

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

給食備品の更新 更新計画と学校の要望を考慮し老朽化 目標値 65 52 49 74 38
指

した調理用備品を順次更新する。目標
実績値 65 63 49 77標

値は更新計画件数に学校要望件数を加
１

[単位] 件 えた数値。実績値は購入達成件数。 達成率 100% 121% 100% 104%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】緊急対応や大型冷蔵庫の増設により、年 総事業費 811,708 824,227 897,503 934,463
度当初の購入計画を上回って購入することができた 事 業 費 792,975 803,182 874,967 904,967 916,499
ため、目標を達成した。

人 件 費総 18,733 21,045 22,536 29,496

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 1.7 2 2 3
勤

計費 15,054 17,418 17,748 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校要望も踏まえながら、経年劣化する給食調理 人　　数訳 常 1 1 1.5 1
備品を計画的に更新することで安全な給食運営につ 勤 計 3,679 3,627 4,788 3,240
なげた。

国庫支出金　令和3年度より新たに開始した「多子世帯への学 0 0 6,108 114 0

校給食費補助」により、多子世帯の学校給食費の負 都 支 出 金 0 0 0 0 0
担軽減に努めた。また、長引くｺﾛﾅ禍に配慮し、令 財

受益者負担金 0 0 0 0 0和2年度給食費改定時に当初予定していた保護者負 源
担の増額分（1食5円）について、令和3年度も公費 その他特定財源 210 180 180 180 0
負担を継続実施した。 内

基　　金 0 0 0 0 0
　食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応においては、教員向けの研修やﾏﾆ 訳

起　　債ｭｱﾙ改訂により、安全性向上を図った。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 一般財源 811,498 824,047 891,215 934,169 916,499

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　給食室へのｴｱｺﾝ設置（R3～R5の3年計画）を踏まえ、当初の備品更新計画を一部修正しながら適切に更新していく。
　令和2年度給食費改定（中学校：1食26円の増）に伴い大きく拡充した「1食あたりの公費負担」に加え、令和3年度より開始した「
多子世帯への学校給食費補助」により、保護者の負担軽減に努めていく。
　安全・安心なおいしい給食の維持・向上のため、食物アレルギー対応では、「声だし・指さし」確認による除去食の確認を徹底す
るとともに、学校に対し有効な研修等を実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4102 中学校給食業務運営事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校給食係
電 話 番 号 03-3880-5975 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

生徒の心身の発達を図るため、円滑な学校給食運営を行う。 【庁内協働】中部・東部・西部地区建設協事 目
課：給食施設に関すること、教育指導課

働務 的
：食育に関すること、学校支援課：栄養

事 の ・
給食調理業務委託（小学校６７校　中学校３３校　小中一貫校２校） 職員に関すること、足立保健所：衛生管

業 概 内 協
調理備品・食器食缶等消耗品の購入、廃棄物収集 理に関すること

要 容 創栄養士（会計年度任用職員）の採用等人事管理 【重点プロジェクト事業】
根 拠 学校給食法　同施行令　同施行規則
法令等 食品衛生法　　　感染



画と学校の要望を考慮し老朽化 目標値 20 18 22 27 37
指

した調理用の高額備品を更新する。目
実績値 20 18 23 27標

標値は更新計画件数に学校要望件数を
１

[単位] 件 加えた数値。実績値は購入達成件数。 達成率 100% 100% 105% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】年度当初の更新計画通りに購入すること 総事業費 72,632 72,190 79,398 92,068
ができたため、目標を達成した。 事 業 費 70,861 67,835 74,961 87,692 90,310

人 件 費総 1,771 4,355 4,437 4,376

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.2 0.5 0.5 0.5
勤

計費 1,771 4,355 4,437 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　経年劣化する給食調理備品においては、更新計画 人　　数訳 常 0 0 0 0
に沿って令和3年度は以下のとおり更新することで 勤 計 0 0 0 0
、安全・安心な給食運営につなげた。

国庫支出金 0 0 0 0 0

・回転釜（揚物用）　　　　　6台 都 支 出 金 0 0 0 0 0
・食器洗浄機　　　　　　　　7台 財

受益者負担金 0 0 0 0 0・熱風消毒保管庫（固定式）　2台 源
・熱風消毒保管庫（昇降式） 10台 その他特定財源 0 0 0 0 0
・真空冷却機　　　　　　　　2台 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 0 0 0 0 0

一般財源 72,632 72,190 79,398 92,068 90,310

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　経年劣化した給食調理用の高額備品については、学校の要望も踏まえながら、引き続き安全性・衛生面を考慮して計画的に更新し
ていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 10703 小学校給食調理室改修事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校給食係
電 話 番 号 3880-5975 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

児童の心身の発達を図るため、円滑な学校給食運営を行えるように高額備品 【庁内協働】中部・東部・西部地区建設協事 目
の更新を行う。 課：給食施設に関すること、足立保健所

働務 的
：衛生管理に関すること

事 の ・
調理備品（高額備品）の購入

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 　学校給食法　同施行令　同施行規則
法令等 　食品衛生法　　　感染症予防法 

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

給食備品（高額）の更新 更新計



と学校の要望を考慮し老朽化 目標値 13 16 17 15 14
指

した調理用の高額備品を更新する。目
実績値 13 16 17 15標

標値は更新計画件数に学校要望件数を
１

[単位] 件 加えた数値。実績値は購入達成件数。 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】年度当初の更新計画通りに購入すること 総事業費 39,512 44,704 59,502 46,792
ができたため、目標を達成した。 事 業 費 38,626 40,349 55,065 42,416 37,840

人 件 費総 886 4,355 4,437 4,376

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.1 0.5 0.5 0.5
勤

計費 886 4,355 4,437 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　経年劣化する給食調理備品においては、更新計画 人　　数訳 常 0 0 0 0
に沿って令和3年度は以下のとおり更新することで 勤 計 0 0 0 0
、安全・安心な給食運営につなげた。

国庫支出金 0 0 0 0 0

・回転釜（揚物用）　　　　　4台 都 支 出 金 0 0 0 0 0
・食器洗浄機　　　　　　　　2台 財

受益者負担金 0 0 0 0 0・熱風消毒保管庫（固定式）　5台 源
・熱風消毒保管庫（昇降式）  3台 その他特定財源 0 0 0 0 0
・ｽﾁｰﾑｺﾝﾍﾞｸｼｮﾝｵｰﾌﾞﾝ　　　　 1台 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 0 0 0 0 0

一般財源 39,512 44,704 59,502 46,792 37,840

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　経年劣化した給食調理用の高額備品については、学校の要望も踏まえながら、引き続き安全性・衛生面を考慮して計画的に更新し
ていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 10723 中学校給食調理室改修事業
施 策 名 1.1 児童・生徒の心身の健全な発達の支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校給食係
電 話 番 号 3880-5975 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

生徒の心身の発達を図るため、円滑な学校給食運営を行えるように高額備品 【庁内協働】中部・東部・西部地区建設協事 目
の更新を行う。 課：給食施設に関すること、足立保健所

働務 的
：衛生管理に関すること

事 の ・
調理備品（高額備品）の購入

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 　学校給食法　同施行令　同施行規則
法令等 　食品衛生法　　　感染症予防法

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

給食備品（高額）の更新 更新計画



執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

教育委員会定例会、臨時会 会議開催回数（開催予定回数） 目標値 14 13 13 13 13
指

開催回数
実績値 15 23 22 19標

１
[単位] 回 達成率 107% 177% 169% 146%

教育委員協議会開催回数 協議会開催回数（開催予定回数） 目標値 12 12 12 12 11
指

実績値 12 12 11 12標

２
[単位] 回 達成率 100% 100% 92% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】令和3年度は、定例会を12回、臨時会を7 総事業費 29,659 29,095 29,105 28,748
回開催し、目標を大幅に上回った。新型コロナウイ 事 業 費 12,834 12,548 12,244 12,119 13,480
ルス感染症拡大に伴う育英資金条例の改正など、臨

人 件 費時で審議を行う必要性が生じたためである。 総 16,825 16,547 16,861 16,629

【指標２】令和3年度は、開催予定どおり12回開催 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
して目標を達成した。教育委員との情報共有・意見 常

人　　数業 1.9 1.9 1.9 1.9交換の機会となった。 勤
計費 16,825 16,547 16,861 16,629

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

令和3年度は、教育委員会定例会・臨時会を合計19 人　　数訳 常 0 0 0 0
回開催して、51件の議案（前年度比19件減）を審議 勤 計 0 0 0 0
することで教育行政の基本的な方向性の決定に貢献

国庫支出金した。今後も、教育目標の実現と教育課題の解決に 0 0 0 0 0

向けて、円滑な教育委員会運営に取り組んでいく。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度・波及効果】 財

受益者負担金 0 0 0 0 0教育委員会定例会・臨時会は、教育行政の基本的な 源
方向性を決定する会議でもあるため、上位施策への その他特定財源 0 0 0 0 0
貢献度が高く、他の施策に対する波及効果が大きい 内

基　　金 0 0 0 0 0
。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1、4.1、4.6 0 0 0 0 0

一般財源 29,659 29,095 29,105 28,748 13,480

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和3年度は、前年度と同様、新型コロナウイルス感染症に関する重要かつ緊急の案件について多くの審議・報告を行った。
令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の状況を考慮しつつ、「身近な教育委員会」を合言葉に区民（保護者）が教育行政に関心
を持てるような区民参加型の取り組み（例えば、ＰＴＡ等の保護者との教育施策懇談会等）の開催を検討する。また、定例会・臨時
会の様子を区のホームページに掲載するなど、多くの区民に教育行政へ関心をもってもらえるような運営を継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4015 教育委員会運営事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育政策課・教育政策
電 話 番 号 03-3880-5962 E - m a i l k-seisaku@city.adachi.tokyo.jp

・教育の政治的中立、教育行政の安定確保、教育行政と一般行政との調和を 協事 目
  図る。

働務 的
・国及び都との連携により教育目標の実現を図る。

事 の ・
・委員構成：教育長…1名、教育長職務代理…1名、委員…3名

業 概 内 協
・開催予定：定例会…12回、臨時会…1回、協議会…11回

要 容 創

根 拠 ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
法令等 ・教育長交際費支出基準　・教育委員会事務局庁用交際費支出基準

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝



指
ング等の開催回数（開催予定回数）

実績値 16 16 10 13標

１
[単位] 回 達成率 100% 100% 63% 81%

学校図書館支援業務の実施 学校図書館の環境整備業務や読書・学 目標値 104 104 104 104 103
指

校数 習支援業務を行う実施校数（目標値は
実績値 104 104 104 104標

※平成31年度指標追加 全区立小中学校数）
２

[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】目標を下回った。新型コロナウイルス感 総事業費 136,124 254,921 508,767 423,085
染症により教育委員会部課長会や予算説明会を中止 事 業 費 92,734 59,175 326,942 240,544 121,139
したが、懸案事項等の進捗管理について、教育委員

人 件 費会内での情報共有を徹底することにより連携強化に 総 43,390 195,746 181,825 182,541

努めた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標２】目標を達成した。小学校は派遣事業2年 常

人　　数業 4.9 7.9 7.9 7.9目となり、学校からの評価も向上した。中学校は、 勤
研修等の実施により支援員の能力向上を図った。 計費 43,390 68,801 70,105 69,141

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

各部が懸案事項等の適切な進捗管理を行い、教育委 人　　数訳 常 0 35 35 35
員会内での情報共有の徹底、連携の強化を図ったこ 勤 計 0 126,945 111,720 113,400
とで、円滑な教育行政の運営、教育施策の充実に繋

国庫支出金げることが出来た。 0 0 0 0 0

学校図書館支援事業については、長引くコロナウイ 都 支 出 金 0 0 178,833 63,929 0
ルス感染症により制約がある中でも、各校で図書館 財

受益者負担金 0 0 0 0 0支援員を中心に工夫しながら学校図書館の活用を進 源
めることにより、児童・生徒の読書活動推進や調べ その他特定財源 85 1,242 2,387 2,980 300
学習の充実を図ることが出来た。また、各校での学 内

基　　金 0 0 0 0 0
校図書館基本計画・評価シートの活用により、学校 訳

起　　債図書館運営におけるＰＤＣＡに基づく進捗管理が定 0 0 0 0 0

着しつつある。【SDGsターゲット】1、4.1、4.6 一般財源 136,039 253,679 327,547 356,176 120,839

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
教育振興ビジョンの点検評価について、今年度から対象の施策を絞って各事業の点検を深く行い、より効果的な進捗管理体制とする
ことで、さらなる教育施策の充実を図る。
小学校の図書館支援事業については、これまでの派遣事業の成果について検証するとともに、直接雇用支援員のモデル校への配置等
により、メリット・デメリットを精査した上で今後の事業のあり方を検討していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4016 教育政策管理事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育政策課・教育政策
電 話 番 号 03-3880-5962 E - m a i l k-seisaku@city.adachi.tokyo.jp

教育委員会に属する事務の円滑的運用を図る。 協事 目
働務 的

事 の ・
・教育委員会事務局内の総合調整及び連携強化

業 概 内 協
・学校図書館の利活用推進

要 容 創・教育振興ビジョンの進捗管理
根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

教育委員会連絡調整会議等 教育委員会部課長会、懸案事項ヒアリ 目標値 16 16 16 16 16



ンティア活動件数 その年度に活動したボランティアの延 目標値 10,000 10,000 7,800 8,100 8,400
指

べ活動件数
実績値 8,404 7,536 5,153 6,090標

１
[単位] 件 達成率 84% 75% 66% 75%

学習支援ボランティアの登 各小・中学校における学習支援ボラン 目標値 500 500 452 464 476
指

録者数 ティアの登録者数
実績値 463 440 267 347標

２
[単位] 名 達成率 93% 88% 59% 75%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】目標値を下回った。新型コロナウイルス 総事業費 14,343 13,561 9,636 11,079
感染症により、学校が外部人材の受け入れに慎重な 事 業 費 12,572 11,819 7,861 9,329 12,750
こともあり目標値には届かなかったが、昨年度から

人 件 費活動件数は増加しており、コロナ禍でも学校によっ 総 1,771 1,742 1,775 1,750

ては一定の需要があることが伺える。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標２】目標値を下回った。上記と同様の理由で 常

人　　数業 0.2 0.2 0.2 0.2目標値に届かなかったが、学生の登録者数について 勤
は昨年度から９７人増加している。 計費 1,771 1,742 1,775 1,750

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

新型コロナウイルス感染症対策のため、実績は活動 人　　数訳 常 0 0 0 0
件数、登録者数ともに令和２年度に引き続き低い水 勤 計 0 0 0 0
準となっている。一方、ボランティア人材を補習活

国庫支出金動等に有効活用させることで、コロナ禍における子 0 0 0 0 0

どもたちの学習機会の確保にも寄与した。令和２年 都 支 出 金 0 0 0 0 0
度に大幅に減少した学生ボランティアについては、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0学校へのインターンシップ等により増加傾向にある 源
。今後、学校の需要を捉えて、広報活動の充実等、 その他特定財源 0 0 0 0 0
人材確保に向けた取組みを進めていく必要がある。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1、4.1、4.6 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 14,343 13,561 9,636 11,079 12,750

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
ボランティアの人材確保に向けて、新たに導入したオンライン申請システムの活用を推進するとともに、広報活動の充実や区内外大
学への直接訪問による事業のＰＲを行う。あわせて、アンケート調査等の実施により、事業における課題や学校、ボランティア従事
者のニーズを把握するよう努める。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4129 学習支援ボランティア事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育政策課・教育政策
電 話 番 号 03-3880-5962 E - m a i l k-seisaku@city.adachi.tokyo.jp

　授業の補助や放課後の補習を支援する、学習支援ボランティアを小中学校 【協働】地域の方や大学生等の協力を得協事 目
に派遣し、児童・生徒の学力向上を図る。 て実施している。

働務 的
事 の ・

１）学習支援ボランティアの派遣　２）図書カードの購入・配付
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 学習支援ボランティア実施要綱　
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

ボラ



教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの延べ配置(支援) 目標値 20,020 24,941 24,646 24,451 24,255
指

支援)時間数 時間数【R3年度に小学校外国語活動ｱﾄ
実績値 13,557 11,923 14,267 12,033標

ﾞﾊﾞｲｻﾞｰから英語教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰへ名称
１

[単位] 時間 変更】目標値：延べ授業時数の7割 達成率 68% 48% 58% 49%

ALT(外国語指導助手)の派 中学校へのALT（外国語指導助手）の 目標値 12,324 15,960 14,298 14,430 14,622
指

遣時間数 延べ派遣時間数
実績値 12,144.25 15,594 13,548.5 14,129.5標

目標値：延べ派遣予定時間数
２

[単位] 時間 達成率 99% 98% 95% 98%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新型コロナウイルス感染拡大による学校 総事業費 176,166 151,096 148,294 129,125
の臨時休業や午前授業の対応による授業時数の減少 事 業 費 24,185 31,979 41,528 40,602 63,635
と、英語教育アドバイザーの実人員の減少により、

人 件 費目標値を下回っている。 総 151,981 119,117 106,766 88,523

【指標２】学校の臨時休業措置に対しては派遣日を 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
振替えることで対応し、振替えによるＡＬＴの活用 常

人　　数業 1.5 1.6 1.6 1.6を中学校に積極的に案内したことが達成率９８％に 勤
繋がった。 計費 13,283 13,934 14,198 14,003

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

小学校は専科教員制度などの環境変化に伴い、学級 人　　数訳 常 37.7 29 29 23
担任に対象を絞ることで、英語教育アドバイザーに 勤 計 138,698 105,183 92,568 74,520
よる効果的な支援に繋げている。

国庫支出金中学校はＡＬＴ（外国語指導助手）の派遣により、 0 0 0 0 0

実践的なコミュニケーションの機会を提供し、英語 都 支 出 金 0 0 0 0 0
４技能（聞く、読む、話す、書く）の育成に寄与し 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ている。 源
【貢献度】教員だけでは実現できない教育環境の創 その他特定財源 0 0 0 0 0
出、授業づくりの支援 内

基　　金 0 0 0 0 0
【波及効果】英語に対する学習意欲の向上に加え、 訳

起　　債文化の違いや多様性への理解にも寄与 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 一般財源 176,166 151,096 148,294 129,125 63,635

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
小学校外国語教育では、英語教育アドバイザーを追加募集し適切な人材の確保に努めるとともに、時々の情勢を踏まえて工夫を織り
交ぜ学校を支援していく。また、明海大学や文科省との連携によるスキルアップ研修の実施のほか、今年度より新たに採用した外国
語担当の教科指導専門員を巡回させ、教員の英語力・指導力の向上を図っていく。更に、令和４年度は小学校へのＡＬＴ派遣を全校
実施に拡充し、より実践的なコミュニケーション活動を通した学習意欲の向上策としていく。中学校ＡＬＴ派遣については、教科別
研修や教科指導専門員による教員への指導・助言により授業における効果的なＡＬＴの活用方法の横展開を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4027 特別指導講師派遣事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・学力定着推進課・事業
電 話 番 号 03-3880-5964 E - m a i l gaku-tei@city.adachi.tokyo.jp

１）小中学校における英語指導の充実 【協働】ＡＬＴ派遣事業において、外国協事 目
語指導助手と連携し、効果的な授業を実

働務 的
施

事 の ・
１）外国語指導助手（ＡＬＴ）の派遣（中学校）　２）英語教育アドバイザ

業 概 内 協
ーの派遣（小学校）

要 容 創

根 拠 会計年度任用職員設置要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

英語教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの配置( 英語



員設置要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

区学力調査の受験者数（小 目標値＝在籍者数×教科数 目標値 127,509 130,607 130,613 130,570 130,752
指

・中学校合算） 実績値＝学力調査受験者数
実績値 122,120 125,263 0 124,781標

１
[単位] 人 （目標値は４月７日現在数） 達成率 96% 96% 0% 96%

「あだち小学生夏休み学習 目標値：学習教室実施予定延時間数 目標値 1,035 1,035 1,035 1,035 1,020
指

教室」実施延時間数 実績値：学習教室実施延時間数
実績値 1,035 1,035 0 390標

45分×4ｺﾏ×5日×68校（R3まで69校）
２

[単位] 時間 達成率 100% 100% 0% 38%

「数学チャレンジ講座」実 目標値：講座実施予定延時間数 目標値 583 583 583 517 0
指

施延時間数 実績値：講座実施延時間数
実績値 583 418 583 517標

50分×2ｺﾏ×2学年×5日×31校（R2ま
３

[単位] 時間 で35校）　※R3で事業終了 達成率 100% 72% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】例年、当日の受検欠席者が同程度いるた 総事業費 932,323 858,780 759,437 788,438
め、達成率は横ばいであり、目標に届かなかった。 事 業 費 178,330 177,743 153,619 178,385 413,759
（新型コロナで中止となった令和2年度は除く）

人 件 費【指標２】新型コロナのため8月以降（予定期間の6 総 753,993 681,037 605,818 610,053

割以上）が中止となり、目標に届かなかった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標３】新型コロナ感染防止対策を徹底しながら 常

人　　数業 6.5 7.4 6.4 6.4、オンライン授業にする工夫なども交えることで中 勤
止なく全行程を終え、目標を達成した。 計費 57,558 64,447 56,794 56,013

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【指標１】学力調査結果の分析が、個々のつまずき 人　　数訳 常 189.3 170 172 171
の早期発見や学校経営計画の改善に繋がり、個に応 勤 計 696,435 616,590 549,024 554,040
じた学習の充実と教員の授業改善に寄与した。

国庫支出金【指標２】実施途中で事業中止となったため、効果 0 0 0 0 0

測定が行えなかったが、使用教材を活用した。 都 支 出 金 7,682 1,422 1,459 0 0
【指標３】実施方法の工夫により全行程を実施でき 財

受益者負担金 0 0 0 0 0たことで、つまずきの深化防止・早期解消を図り、 源
基礎学力の定着に結びついた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【貢献度・波及効果】調査結果の分析が教員の授業 内

基　　金 0 0 0 0 0
改善につながり、児童・生徒の学力の定着にも貢献 訳

起　　債している。関連事業に対する波及効果が大きい。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1、4.1、4.6 一般財源 924,641 857,358 757,978 788,438 413,759

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学力向上対策は、学力調査等の結果を徹底的に分析して授業改善に繋げる「教員の授業力向上」と、児童・生徒の一人ひとりのつ
まずきを把握し、解消を図る「個に応じた学習の充実」の2本柱で取り組んできた。この取組を継続し、学校ごとの課題に応じたき
め細かい支援で、学力の定着・向上を推進していく。併せて、１人１台のタブレット環境を生かし、小・中学校全校へ導入したＡＩ
ドリルの活用で、さらなる学力向上対策の発展・充実を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4109 学力向上対策推進事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・学力定着推進課・推進係
電 話 番 号 03-3880-6717 E - m a i l gaku-tei@city.adachi.tokyo.jp

児童・生徒の基礎学力の定着を図ることを目的として、学力調査結果を活か 【重点プロジェクト事業】協事 目
した授業改善とともに、社会資源の活用も図りながら、児童・生徒一人ひと 【協働・協創】民間教育事業者と連携し

働務 的
りに応じた学習指導と教育環境の充実・向上を目指す。 、学力調査及び学習教室を実施

事 の ・
・職員旅費、事務用消耗品の購入・支出

業 概 内 協
・学力向上対策事業

要 容 創・足立区学力定着に関する総合調査
根 拠 各事業実施要綱、会計年度任用職



付⑤いじめ等問題対策委員会事務⑥外国籍等児童・生徒への支援
根 拠 いじめ等問題対策委員会設置条例、同条例施行規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

校内研修等における指導主 目標値＝１校当たり訪問回数（8回） 目標値 832 832 832 832 824
指

事等の訪問回数　　　　　 ×小・中学校数　
実績値 644 522 550 485標

　　 実績値＝訪問回数実績　
１

[単位] 回 達成率 77% 63% 66% 58%

課題解決のための教育調査 目標値＝１校当たり訪問回数（3回） 目標値 312 312 312 312 309
指

研究員の訪問回数　　　　 ×小・中学校　実績値＝訪問回数実績
実績値 320 380 210 310標

　　　　　 【低減目標】
２

[単位] 回 達成率 98% 82% 149% 101%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新型コロナウイルス感染症の影響により 総事業費 89,595 493,767 684,479 940,879
訪問回数が減り、目標値に及ばなかったが、限られ 事 業 費 42,864 52,420 46,410 38,687 66,902
た訪問の中で課題のある教職員への指導など、迅速

人 件 費な対応を実施することができた。【指標２】学校か 総 46,731 441,347 638,069 902,192

らの訪問要請や、計画的な訪問を行ったことで、児 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
童生徒の問題行動等の未然防止に寄与することがで 常

人　　数業 3.2 3.2 3.2 3.5き、概ね目標通りの実績となった。 勤
計費 28,336 27,869 28,397 30,632

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指導主事の学校訪問については、計画訪問月間を設 人　　数訳 常 5 114 191 269
けて管理職及び教職員に直接指導を行い、「いじめ 勤 計 18,395 413,478 609,672 871,560
防止」「コロナ禍の対応」など、各校が抱える課題

国庫支出金の解決に大きく寄与した。また、教育調査研究員の 162 134 0 0 0

訪問については、元警察官としての知識や経験が、 都 支 出 金 2,701 9,081 161,372 277,577 419,951
各校の抱える生活指導上の問題への的確な指導・助 財

受益者負担金 0 0 0 0 0言につながり、適正な学校運営に一定の貢献を果た 源
した。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 86,732 484,552 523,107 663,302 △353,049

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
学校事故や学校が対応に苦慮している案件については、即座に指導主事を派遣し、早期の段階から学校の支援を行うほか、分かりや
すい授業の実現に向けて、教員の指導力を向上させるために、全指導主事が特別支援教育や人材育成等の視点をもち、実態に応じた
指導助言を行っていく。同時に、各校が作成した教育課程の実現のため、定期的に訪問指導を行い、円滑な学校経営に向けた支援を
実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4107 学校の指導事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育指導課・教育指導係
電 話 番 号 03-3880-5974 E - m a i l kyo-sidou@city.adachi.tokyo.jp

①学力の定着を図るため指導主事を学校へ派遣し教育活動への取組を支援② 教育課題の研究や情報提供については、協事 目
学校における課題を把握・解決するためアンケート実施や専門非常勤による 各学校・教育指導課・教育委員会各課が

働務 的
学校巡回③教材等を作成・配付し地域学習やキャリア教育の充実を図る。 協働により実施している。

事 の ・
①指導主事による学校指導訪問②専門非常勤による学校巡回等の実施③いじ

業 概 内 協
め・体罰アンケートの実施④社会科副読本やキャリアパスポート等の作成、

要 容 創配



率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

hyper-QU調査実施者数 目標値＝対象児童・生徒の延べ人数（ 目標値 34,246 34,030 69,006 68,381 68,310
指

5/1現在）
実績値 33,630 33,273 65,868 65,361標

実績値＝延べ実施者数　※令和２年度
１

[単位] 人 から年２回実施 達成率 98% 98% 95% 96%

体力調査の受検者数 目標値＝在籍者数 目標値 45,018 44,791 44,059 44,658 44,022
指

実績値＝体力調査実施者数
実績値 45,103 43,887 0 43,316標

２
[単位] 人 達成率 100% 98% 0% 97%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】目標値と実績値に若干の乖離があるが、 総事業費 87,996 90,217 89,866 142,517
これは新型コロナウイルスの影響で、リモート学習 事 業 費 61,431 64,090 63,244 116,261 100,877
等が生じ、一部の児童・生徒が実施ができなかった

人 件 費ことが主な原因である。令和４年度以降はWEBでの 総 26,565 26,127 26,622 26,256

実施になるため、タブレットを活用して実施率の向 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
上を図る。【指標２】目標値と実績値の差は不登校 常

人　　数業 3 3 3 3者数とほぼ合致する。達成率向上のために、不登校 勤
対策とも連携して取り組む必要がある。 計費 26,565 26,127 26,622 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【指標１】児童・生徒に対して行う「友達との関係 人　　数訳 常 0 0 0 0
、学習意欲、教師との関係」等の調査結果から潜在 勤 計 0 0 0 0
的な不満や不安を把握・分析することで、安定した

国庫支出金学級集団を作り出すことに一定の成果を上げた。 489 550 3,972 291 400

【指標２】令和３年度体力調査の結果分析から、ほ 都 支 出 金 17,688 15,934 9,256 7,716 714
ぼ全ての種目について、これまでの平均から低下が 財

受益者負担金 0 0 0 0 0見られた。これは、新型コロナウイルス感染症の影 源
響で、学校での体育科や休み時間の外遊び等に制限 その他特定財源 0 0 0 0 0
がかかり、児童・生徒の運動に取り組む時間や質が 内

基　　金 0 0 0 0 0
低下したためと考えられる。 訳

起　　債【SDCsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 0 0 0 0 0

一般財源 69,819 73,733 76,638 134,510 99,763

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和４年度から、これまでの紙ベースのhyper-QUではなく、デジタルのWeb-QUを活用していく。調査直後からQUの結果を活かしたク
ラス指導が可能になることを学校に周知するほか、QU調査２回実施の利点や児童・生徒理解・学級経営への活用方法について教職員
の理解を深めることを目的とした研修会を実施していく。また、コロナ禍による子ども達の体力低下を踏まえ、怪我の防止に配慮し
つつ、各校の実情に合わせて運動・体育の取り組みを徐々に拡大するなど、体力の回復と向上をめざす。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4108 学校教育充実事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育指導課・教育指導係
電 話 番 号 03-3880-5974 E - m a i l kyo-sidou@city.adachi.tokyo.jp

小･中学校における教育上の問題や当区の教育課題に対する研究・実践を行 協事 目
い、確かな学力の定着と学校教育の充実を図る。

働務 的
事 の ・

１　各研究推進校　２　特別な技術支援等に対する謝礼　３　よりよい学校
業 概 内 協

生活と友達づくりのためのアンケート調査　４　オリンピック・パラリンピ
要 容 創ック教育推進・関連事業　５　キャリア教育支援事業 等

根 拠 　教育公務員特例法、各実施要項、設置要綱等
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成



教諭、養護教諭　教育課
要 容 創題研修＝理科安全教育、水泳事故防止、武道等

根 拠 地方公務員法第３９条、教育公務員特例法第２１条～２５条、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４５条、東京都
法令等 教育委員会の事務処理の特例に関する条例、足立区立学校職員研修実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

研修会回数 目標値:法定研修のほか、職層研修や 目標値 70 87 87 87 87
指

教職員の資質・能力の向上及び教育課
実績値 94 83 71 82標

題に関し必要とされる研修回数　実績
１

[単位] 回 値：開催回数 達成率 134% 95% 82% 94%

研修受講者数 教職員の資質・能力の向上を図るため 目標値 4,000 7,300 7,600 7,600 7,600
指

の研修への受講者数　目標値：各研修
実績値 6,890 7,585 5,685 7,093標

の参加想定人数　実績値：受講者数
２

[単位] 人 達成率 172% 104% 75% 93%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】【指標２】ともに令和２年度よりも上回 総事業費 34,858 35,757 30,466 40,532
ったが、目標値には至らなかった。新型コロナウイ 事 業 費 8,293 9,630 3,844 7,274 11,684
ルス感染症拡大防止により、施設の利用制限があっ

人 件 費たためである。回数が減った研修に対しては、資料 総 26,565 26,127 26,622 33,258

の送付や事前課題を設定し、受講生の理解が深まる 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
よう工夫をした。 常

人　　数業 3 3 3 3.8
勤

計費 26,565 26,127 26,622 33,258

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

区の施策や学校経営上の課題に即した研修を実施す 人　　数訳 常 0 0 0 0
ることで、学校経営の支援をすることができた。令 勤 計 0 0 0 0
和２年度と比較し、研修受講者数も増えており、そ

国庫支出金の要因として、一部の研修方法をオンデマンド配信 0 0 0 0 0

に変更したことが挙げられる。 都 支 出 金 1,179 1,864 170 186 1,200
その一方で、学校のＩＣＴ化推進に伴い、他課の研 財

受益者負担金 0 0 0 0 0修が約２０回増えたため、全体としての研修回数の 源
増加が学校の負担だという声もある。服務事故防止 その他特定財源 0 0 0 0 0
など現状、課題となっている研修を新設するととも 内

基　　金 0 0 0 0 0
に、従前の研修内容の見直しや一部縮減を検討する 訳

起　　債。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 一般財源 33,679 33,893 30,296 40,346 10,484

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和４年度も新型コロナウイルスの感染状況次第では研修回数や対象者数を限定することもありえる。受講生が研修成果を同僚や若
手教員に還元できるよう、組織的なＯＪＴ体制を確立して指導力の向上を図るため、職層ごとの役割を明確にした研修を行う。また
、管理職と教職員や教職員同士の職場環境を良好なものとするため、外部人材を活用したコミュニケーション能力の向上やメンタル
ヘルス個別相談会を実施する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4111 教職員の研修事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育指導課・研修係
電 話 番 号 03-3880-6443 E - m a i l k-kenshu@city.adachi.tokyo.jp

「すべての子供がわかる授業づくり」を目標に、教員の専門性を高め授業力 教職員の指導力・授業力の向上に向けて協事 目
向上を図るため授業モデルを構築し、すべての教員が活用・実践できるよう 教育指導部各課、こども支援センターげ

働務 的
、職層・経験に応じた研修を実施する。 んき等の協働のもとで実施している。

事 の ・
人材育成研修＝１年次（初任者）、２年次、３年次、４年次、中堅教諭等資 学力定着推進課常勤0.2人分

業 概 内 協
質向上　職層研修＝校長、副校長、主幹教諭、主任



展示会運営
根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、足立区立中学校使用教科用図書採択要綱、義務教育諸学校の教科用図書の無償
法令等 措置に関する法律

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

審議会開催数 目標値＝採択資料提出までに要する回 目標値 3 5 5 2 0
指

数
実績値 3 5 5 2標

実績値＝開催した回数
１

[単位] 回 達成率 100% 100% 100% 100%

審議会及び調査委員会の委 目標値＝要綱に定める委員数 目標値 14 74 68 14 0
指

員委嘱数 実績値＝委嘱した委員数
実績値 14 63 74 13標

２
[単位] 人 達成率 100% 85% 109% 93%

教科書展示会開催のべ時間 目標値＝法定展示会＋特別展示会の時 目標値 192 192 192 192 0
指

数 間数（東京都実施要項）8時間×24日
実績値 720 700 160 192標

実績値＝区内で開催した展示会の合計
３

[単位] 時間 時間数 達成率 375% 365% 83% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】年度当初の目標通り計画的に実施した。 総事業費 7,270 7,735 6,721 5,015
【指標２】実績値が目標値を下回っているが、これ 事 業 費 1,957 2,510 1,397 639 0
は昨年度の歴史的分野の調査委員が引き続いて担当

人 件 費したことによるもので、各委員会については円滑に 総 5,313 5,225 5,324 4,376

運営することができた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標３】年度当初の目標通り計画的に実施した。 常

人　　数業 0.6 0.6 0.6 0.5
勤

計費 5,313 5,225 5,324 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

令和３年度は本来教科書の採択替え年度ではなかっ 人　　数訳 常 0 0 0 0
たが、文部科学省教科書検定に合格した教科書があ 勤 計 0 0 0 0
ったため、改めて実施したものである。コロナ禍に

国庫支出金よる教科書展示会の規模縮小等の課題はあったもの 0 0 0 0 0

の、概ね例年通りの日程で、調査委員、審議委員等 都 支 出 金 0 0 0 0 0
から各種資料の提出を受け、足立区の現状に即した 財

受益者負担金 0 0 0 0 0教科書を採択することができた。 源
【貢献度】採択教科書によって、学校現場での指導 その他特定財源 0 0 0 0 0
内容等が変わるため、当事業の影響は大きい。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1、4.6 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 7,270 7,735 6,721 5,015 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和４年度においては、文部科学省教科書検定に合格した教科書はないため、各委員会を立ち上げての教科書採択は実施しない。
令和５年度においては、小学校使用教科書の採択が予定されているため、令和４年度中に教科書展示会場を予約するなど、事前準備
を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 21574 教科書採択事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 教育指導部・教育指導課・教育指導係
電 話 番 号 03-3880-5974 E - m a i l kyo-sidou@city.adachi.tokyo.jp

令和4年度から使用する中学校教科書(社会・歴史的分野)の採択を公正かつ 【協働】教科書展示会において集めた区協事 目
円滑に行うため、要綱に基づき、審議会・調査委員会を設置し、採択に必要 民意見の反映、審議会への保護者代表の

働務 的
な資料を作成する。また、教科書展示会の管理運営を行う。 参加を通じて区民と協働を行っている。

事 の ・
１　教科書採択に係る委員会委員への謝礼（審議会、調査委員会）

業 概 内 協
２　採択用資料作成に伴う委員会の運営

要 容 創３　教科書採択に伴う教科書



令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

「あだち教育だより」発行 保育施設・幼稚園・こども園の園児数 目標値 218,700 225,000 225,000 231,000 240,000
指

部数 、区立小学校の家庭数、区立中学校の
実績値 225,000 225,000 154,000 231,000標

生徒数、区内各施設数
１

[単位] 部 達成率 103% 100% 68% 100%

「学校情報データブック　 保育施設・幼稚園・こども園の５歳児 目標値 7,800 7,400 7,400 6,300 6,700
指

小学校編」発行部数 数、区内各施設数
実績値 7,400 7,400 7,400 6,300標

２
[単位] 部 達成率 95% 100% 100% 100%

「学校情報データブック　 区立小学校６年生の児童数、区内各施 目標値 7,000 7,200 7,200 6,400 6,500
指

中学校編」発行部数 設数
実績値 7,200 7,200 7,500 6,400標

３
[単位] 部 達成率 103% 100% 104% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」保育施設を中心に在籍者数が増加したた 総事業費 280,004 259,405 82,565 81,098
め、配布数が増えた。 事 業 費 199,109 189,446 7,582 7,667 36,332
「指標２」フルカラー化やデザイン、レイアウトの

人 件 費仕様変更に伴い、１冊あたりの単価が上昇したが、 総 80,895 69,959 74,983 73,431

施設ごとの配布数を見直ししたため、発行部数の減 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
少に至った。 常

人　　数業 8.72 7.2 8.09 8.02
勤

計費 77,216 62,705 71,791 70,191

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　教育だよりでは、報道広報課と検討や撮影を共に 人　　数訳 常 1 2 1 1
し、インパクトのある表紙づくりに努めた。教育委 勤 計 3,679 7,254 3,192 3,240
員会だけでなく、区長部局の取り組みにもアンテナ

国庫支出金を張り、積極的に掲載の呼びかけを行うことで広範 0 0 0 0 0

な情報を掲載することができた。 都 支 出 金 51,234 48,388 53,419 0 0
　学校情報データブックでは、仕様の見直しによる 財

受益者負担金 0 0 0 0 0サイズ変更や、写真映えに資するフルカラー化によ 源
って、持ち運びやすく見やすい紙面構成に改善を図 その他特定財源 3,564 4,692 467 179 810
った。各学校情報ページが強調されるよう、シティ 内

基　　金 0 0 0 0 0
プロモーション課や委託業者と綿密な検討をして最 訳

起　　債良のものとなるよう努めた。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 一般財源 225,206 206,325 28,679 80,919 35,522

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　「あだち教育だより」は、保護者に周知したい事業や保護者の関心が高い取り組みなどについて、教育委員会事務局及び他部から
情報を集め、さらなる内容の充実を図っていく。「学校情報データブック」は、長引くコロナ禍により学校公開が難しい状況を踏ま
え、新小・中学一年生の保護者が学校選択に際して、わかりやすくより必要な情報が提供できるよう努める。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4022 学校支援管理事務
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-5961 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

教育行政に対する区民の正しい理解を養うことを目的とし、教育委員会所管 教育行政の広報、特に保護者へ周知すべ協事 目
の事務に係る施策等を広報誌を通して周知する。 き情報の収集に関し、教育委員会事務局

働務 的
各課を含む庁内各課、及び紙面構成検討

事 の ・
「学校情報データブック」の発行      「あだち教育だより」の発行 のためシティプロモーション課と連携し

業 概 内 協
「足立の教育」の発行（隔年） 、最新の情報を提供している。

要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
法



実施する各種連合行事の運営費補助
要 容 創３　連合行事に参加する児童の輸送費補助

根 拠 １　足立区立学校長会等教育団体に対する補助要綱　２　足立区立学校教育研究会の実施に係る連合行事運営費補助要綱　
法令等 ３　足立区立小学校連合行事等各種大会参加に係る児童輸送費等補助要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

連合行事参加に伴う輸送費 連合行事参加のための輸送費補助対象 目標値 2,900 3,096 3,345 3,345 3,345
指

補助児童対象者数 となった児童数。目標値はコロナ禍前
実績値 3,096 3,345 0 0標

の年度実績。
１

[単位] 団体 達成率 107% 108% 0% 0%

各教育団体会議等開催数 各教育団体が開催した研究委員会、部 目標値 530 535 505 505 505
指

会等実施数。目標値はコロナ禍前の年
実績値 535 505 288 511標

度実績。
２

[単位] 回 達成率 101% 94% 57% 101%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：コロナウイルス感染予防対策で連合行 総事業費 15,975 15,680 10,713 11,525
事が中止となった結果の数値。本来、連合行事での 事 業 費 13,761 13,503 8,051 8,899 15,479
体験は、児童にとってとても価値ある貴重なものと

人 件 費なっている。 総 2,214 2,177 2,662 2,626

「指標２」：コロナウイルス感染予防対策の影響を 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
受けた結果の数値。本来、創意工夫を凝らした団体 常

人　　数業 0.25 0.25 0.3 0.3の効率的な活動・運営が求められている。 勤
計費 2,214 2,177 2,662 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　本来、連合行事は貴重な体験を伴う事業であり、 人　　数訳 常 0 0 0 0
児童の豊かな成長に多大な効果を与えている。今後 勤 計 0 0 0 0
も教育団体の支援を継続していく。

国庫支出金　教員の研究活動を、活発・充実したものとしてい 0 0 0 0 0

くために、今後も支援を継続していくことで児童の 都 支 出 金 0 0 0 0 0
一層の成長に繋げていく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 15,975 15,680 10,713 11,525 15,479

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度は、コロナウイルス感染予防対策の影響を受け、連合行事が中止となった。
　区立小学校の各教育団体の活動充実は、足立区の小学校児童がより良い体験活動を経験することで豊かに成長するために、とても
重要なものとなっている。今後も、各教育団体と教育委員会事務局の連携を保ちながら、効果的な支援を図り成果に繋げていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4028 小学校教育研究会等助成事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校検査
電 話 番 号 03-3880-5183 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

１教育団体へ運営費等を補助することにより、児童のより豊かな人間性の育 【庁内協働】教育指導課と連携し、区教協事 目
成に資するとともに、教職員の資質の向上を図る。２連合行事参加児童の輸 育委員会が示す「教育研究会重点テーマ

働務 的
送費を補助することにより、義務教育の本旨である私費負担の軽減を図る。 」を盛り込んだ活動について、必要な経

事 の ・
１　校長会･副校長会・教育研究会の各教育団体に対する運営費補助等 費の一部を補助している。

業 概 内 協
２　足立区立小学校教育研究会が



実施する各種連合行事の運営費補助
要 容 創３　連合行事に参加する生徒の輸送費補助

根 拠 １　足立区立学校長会等教育団体に対する運営費補助要綱　２　足立区立学校教育研究会の実施に係る連合行事運営費補助
法令等 要綱　３　足立区立中学校連合行事等各種大会参加に係る生徒輸送費等補助要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

連合行事参加に伴う輸送費 連合行事参加のための輸送費助成対象 目標値 5,400 5,966 7,175 7,175 7,175
指

助成生徒対象者数 となった生徒数。目標値はコロナ禍前
実績値 5,966 7,175 12 101標

の年度実績。
１

[単位] 団体 達成率 110% 120% 0% 1%

各教育団体会議等開催数 各教育団体が開催した研究委員会、部 目標値 370 376 349 349 349
指

会等実施数。目標値はコロナ禍前の年
実績値 376 349 198 147標

度実績。
２

[単位] 回 達成率 102% 93% 57% 42%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：コロナウイルス感染予防対策で連合行 総事業費 19,685 18,058 9,044 10,356
事等の事業がほぼ中止となった結果の数値。本来、 事 業 費 17,471 15,881 6,382 7,730 17,332
学校同士の交流を伴う体験行事は、生徒にとってと

人 件 費ても価値のある大変貴重なものとなっている。 総 2,214 2,177 2,662 2,626

「指標２」：コロナウイルス感染予防対策の影響を 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
受けた結果の数値。本来、創意工夫を凝らした、よ 常

人　　数業 0.25 0.25 0.3 0.3り効率的で実りのある会議等の実施が求められてい 勤
る。 計費 2,214 2,177 2,662 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　本来、連合行事への参加は、生徒にとって将来に 人　　数訳 常 0 0 0 0
向かってより大きな目標や夢を持てる大変貴重な機 勤 計 0 0 0 0
会となっている。

国庫支出金　文化やスポーツの各分野に、より広くより深く関 0 0 0 0 0

われるように、今後も各教育団体の支援を継続して 都 支 出 金 0 0 0 0 0
いく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 19,685 18,058 9,044 10,356 17,332

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度は、コロナウイルス感染予防対策の影響を受け、ほとんどの連合行事が中止となった。
　区立中学校の各教育団体の活動充実は、足立区の中学校生徒がより良い体験活動を経験することで豊かに成長するために、とても
重要なものとなっている。今後も、各教育団体と教育委員会事務局の連携を保ちながら、効果的な支援を図り成果に繋げていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4032 中学校教育研究会等助成事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校検査
電 話 番 号 03-3880-5183 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

１教育団体へ運営費等を補助することにより、生徒のより豊かな人間性の育 【庁内協働】教育指導課と連携し、区教協事 目
成に資するとともに、教職員の資質の向上を図る。２連合行事参加生徒の輸 育委員会が示す「教育研究会重点テーマ

働務 的
送費を補助することにより、義務教育の本旨である私費負担の軽減を図る。 」を盛り込んだ活動について、必要な経

事 の ・
１　校長会･副校長会・教育研究会の各教育団体に対する運営費補助等 費の一部を補助している。

業 概 内 協
２　足立区立中学校教育研究会が



行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

国基準図書蔵書率を超えて 国基準図書蔵書率を超えている学校数 目標値 104 104 104 104 103
指

いる学校数
実績値 101 104 102 104標

１
[単位] 校 達成率 97% 100% 98% 100%

蔵書の配分比率を超える項 学校図書館メディア基準の配分比率を 目標値 104 104 104 103
指

目が３項目以上ある学校数 超える項目が3項目以上ある学校数
実績値 104 47 55標

【Ｒ２年度から定義変更】 【文科省基準から全国学校図書館協議
２

[単位] 校 会基準に変更】 達成率 0% 100% 45% 52%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」は蔵書率を意識した図書の更新の取組み 総事業費 43,582 42,946 44,460 44,784
により目標値を達成した。 事 業 費 34,727 34,237 35,586 36,032 38,626
「指標２」は、国の分類比率から全国学校図書館協

人 件 費議会の学校図書館メディア基準(配分比率)に変更し 総 8,855 8,709 8,874 8,752

た影響で５５校と達成率は微増であった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
国基準図書蔵書率を全校で超えることができ、配分 常

人　　数業 1 1 1 1比率を超える項目も着実に増加し改善している。 勤
計費 8,855 8,709 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

 劣化した図書の更新など、蔵書率を意識した購入 人　　数訳 常 0 0 0 0
計画を促している。蔵書率を全校で達成したことで 勤 計 0 0 0 0
、子ども達の本に触れる機会をより増やすことがで

国庫支出金きた。十進分類の分野別比率により、図書の内容充 0 0 0 0 0

実を図り、図書館の環境整備を継続的に行っていく 都 支 出 金 0 0 0 0 0
。【SDGsターゲット】4.1 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 300 0 53 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 43,582 42,646 44,460 44,731 38,626

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　蔵書率を保持しつつ分類比率の達成項目の向上を図ることで、児童・生徒が多種多様な本に触れられる調べ学習の機会を提供し、
健全な教養の育成とともに学習意欲を刺激する効果が上がるよう図書館の環境整備を行っていく。今後も、クラス数の変動により最
低基準冊数を下回る学校へは適正な金額を配付し、さらなる図書の充実を促すことで、子どもたちの学習環境の向上を図る。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4038 学校図書充実事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

児童・生徒の読書習慣を身につけさせるため、国基準の蔵書数を保持しつつ 教育指導部教育政策課においては、図書協事 目
、質の向上を高める。 支援員に関する業務内容を、同部教育指

働務 的
導課においては、学校図書館の運営等に

事 の ・
図書購入及び図書整理委託の支援 ついて協働のうえ、事業展開を図る。

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執



さい。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

教育・保育力向上研修（年 区内就学前施設従事者を対象とした幼 目標値 7 11 17 29 29
指

齢別運動遊び研修を含む） 児教育研修のうち、教育・保育力向上
実績値 7 11 29 27標

実施回数 研修会の開催回数　目標値＝開催予定
１

[単位] 回 数　実績値＝開催数 達成率 100% 100% 171% 93%

接続期教育研修会の開催回 小学校教員と就学前施設の保育者を対 目標値 2 2 2 2 2
指

数 象とした接続期教育研修会の開催数　
実績値 2 2 2 2標

目標値＝開催予定数　実績値＝開催数
２

[単位] 回 達成率 100% 100% 100% 100%

幼保小連携ブロック担当者 13ブロックの代表校長・代表園長等を 目標値 2 2 2 2 2
指

会議の開催回数 対象とした会議の開催数　目標値＝開
実績値 2 2 1 0標

催予定数　実績値＝開催数
３

[単位] 回 達成率 100% 100% 50% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新型コロナウイルス感染の影響によるオ 総事業費 62,943 72,740 69,181 75,746
ンデマンド形式への一部変更があったが概ね達成し 事 業 費 7,631 5,978 6,361 4,762 7,599
た。

人 件 費【指標２】新型コロナウイルス感染の影響下ではあ 総 55,312 66,762 62,820 70,984

ったが、感染防止対策を行ったうえで実施。達成で 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
きた。【指標３】新型コロナウイルス感染の影響に 常

人　　数業 5 6 6 7より、書面での開催となり、対面形式の会議が開催 勤
できなかった。 計費 44,275 52,254 53,244 61,264

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　各研修会を実施することで子どもの基本的生活習 人　　数訳 常 3 4 3 3
慣の確立につながっている。しかし、接続期教育研 勤 計 11,037 14,508 9,576 9,720
修会は目標回数を達成したが、参加施設数は全体の

国庫支出金半分強にとどまっており、特に私立幼稚園、保育園 1,503 1,518 1,572 1,650 1,543

の参加拡大が今後の課題である。新型コロナウイル 都 支 出 金 0 0 0 0 0
ス感染拡大のため、対面による職員の研修会や児童 財

受益者負担金 0 0 0 0 0園児の交流会が開催できず、連携意識の低下が懸念 源
される。今後はリモート機器を利用した研修や交流 その他特定財源 1,896 1,174 842 0 0
会等を、創意工夫をこらして実施していく。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【貢献度】幼保小接続期における教育・保育内容の 訳

起　　債質の向上によって、学力定着推進に貢献している。 0 0 0 0 0

【ＳＤＧｓターゲット】4-2 一般財源 59,544 70,048 66,767 74,096 6,056

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　会議や研修会のあり方については、新型コロナウイルスの感染状況をふまえ、オンデマンド形式等の導入を検討していく。とくに
研修については幼保小連携のための接続期カリキュラム推進のために、感染防止対策を確実に実施したうえで対面形式を模索しつつ
も、リモート実施でも研修意図が伝わるよう創意工夫を重ねていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4045 幼児教育振興事業
施 策 名 1.2 確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・就学前教育
電 話 番 号 03-3880-5431 E - m a i l syugaku-zen@city.adachi.tokyo.jp

人間形成の基礎をつくる最も重要な幼児期の子どもたちを地域社会全体で育 重点プロジェクト事業協事 目
む幼児教育環境をつくりあげていく。 子ども政策課

働務 的
教育指導課

事 の ・
各種研修会

業 概 内 協
認定こども園・幼稚園・保育園・小学校連携事業

要 容 創

根 拠 幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてくだ



実績値＝補助金交付者数
実績値 174 170 166 174標

１
[単位] 人 達成率 102% 100% 92% 102%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

補助金の交付者数は前年度と比較して増加し、目標 総事業費 13,981 14,403 14,424 14,441
値を上回った。本補助金の対象者は、公立の小・中 事 業 費 12,210 11,790 11,762 11,815 12,960
学校と異なり、人口動態を反映するものではないた

人 件 費め目標値の設定は難しい。 総 1,771 2,613 2,662 2,626

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.2 0.3 0.3 0.3
勤

計費 1,771 2,613 2,662 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

外国人学校に在籍する児童・生徒の保護者の教育に 人　　数訳 常 0 0 0 0
かかる経費の負担軽減を図るため、申請に基づき生 勤 計 0 0 0 0
徒一人当たり月額6,000円を補助金として交付した

国庫支出金。 0 0 0 0 0

学校教育法に基づく公立小・中学校と同法に基づき 都 支 出 金 0 0 0 0 0
認可を受けた各種学校である外国人学校との学費の 財

受益者負担金 0 0 0 0 0格差を少なくし、外国人保護者の経済的負担を軽減 源
することができた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】4.1 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 13,981 14,403 14,424 14,441 12,960

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
国や東京都、他自治体の動向を見ながら引き続き外国人児童・生徒の保護者への助成を実施する。また、現在一律に支給している補
助金について、近隣区等の状況を踏まえ、所得制限等の導入および月額補助額についても検討する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3776 外国人児童、生徒保護者負担軽減事務
施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・私幼第一係
電 話 番 号 03-3880-6147 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

外国人学校の児童・生徒の保護者に対し、学費の一部を助成し保護者の負担 協事 目
軽減を図る。

働務 的
事 の ・

児童・生徒１人月＠6,000円、対象者数170人
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 足立区外国人学校児童・生徒保護者負担軽減補助金交付要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

対象児童・生徒数 目標値＝補助金申請者見込数 目標値 170 170 180 170 180
指



ども園、区立小学校・中学校
要 容 創流事業 と連携

根 拠 学校教育法、障害者基本法、発達障害者支援法、足立区就学支援委員会設置要綱、足立区立学校心身障がい等児童・生徒に
法令等 対するスクールアシスタント配置方針 、足立区特別支援教育連絡会等事業補助金交付要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

スクールアシスタントを配 目標値＝１００％ 目標値 100 100 100 100 100
指

置している子どもの割合 実績値＝配置数／承認数
実績値 93 94 95 98標

１
[単位] ％ 達成率 93% 94% 95% 98%

就学相談が完結した割合 目標値＝就学相談完結見込み割合 目標値 97 98 99 99 100
指

実績値＝就学相談が完結した件数÷申
実績値 99 99.5 99 99標

込み件数×100　※基本計画の目標値
２

[単位] ％ に合わせることとする。 達成率 102% 102% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】承認数は137人で、うち134人に配置する 総事業費 209,145 214,993 175,573 178,251
ことができた。 事 業 費 86,251 99,051 16,622 15,765 29,684
【指標２】就学相談の申込み件数は1,218件で、う

人 件 費ち完結した件数は1,214件となった（前年度は申込 総 122,894 115,942 158,951 162,486

み1,062件、完結1,052件）。令和2年度に特別支援 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
教室の全校配置が完了し、ニーズが高まったことが 常

人　　数業 6.4 5.4 8.2 8.2申込み件数の増加に繋がったと思われる。 勤
計費 56,672 47,029 72,767 71,766

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　スクールアシスタントが、主に行動や情緒に課題 人　　数訳 常 18 19 27 28
のある児童・生徒に対して、個別の見守りや声掛け 勤 計 66,222 68,913 86,184 90,720
を行うことで、児童・生徒の安心した学校生活に繋

国庫支出金げることが出来た。 823 884 44 0 0

　就学相談は、児童・生徒の教育的ニーズを把握す 都 支 出 金 3,600 6,900 0 0 0
ることで、一人ひとりに応じた学びの場に繋げるこ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0とができた。【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.5 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 204,722 207,209 175,529 178,251 29,684

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　スクールアシスタントについては、人材募集の周知方法を工夫し、承認した児童・生徒への確実な配置へと繋げた。今後も大学等
との連携を強化し、一層の安定的な人材確保に努め、支援の質の向上も図っていく。
　就学相談については、全小・中学校への特別支援教室の設置が完了し、令和2年度より申込み件数が約150件増加した。今後も申込
み件数の推移を見ながら、検査や医師診察等の内容や方法を検証し、一層丁寧で確実な児童・生徒の就学先の判定へと繋げていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4124 特別支援教育事業
施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・支援管理課・特別支援係
電 話 番 号 03-3852-2875 E - m a i l kodomo-sienkanri@city.adachi.tokyo.jp

ＬＤ・ＡＤＨＤ・ＡＳＤ等を含む障がいのある児童・生徒をはじめ、特別な 学校支援課への執行委任に係る０人分の協事 目
支援が必要な全ての児童・生徒の一人ひとりの教育的ニーズを把握し、必要 人件費を含む

働務 的
な支援・指導を行い、共生社会の形成を図る。

事 の ・
就学相談、就学支援委員会、特別支援教室、心身障がい児童・生徒に対する 就学相談では、障がい福祉センター及び

業 概 内 協
スクールアシスタントの配置、区小研及び特別支援教育連絡会支援、研究交 保育園・こ



も支援センターげんき 目標値＝利用見込件数（前年度実績を 目標値 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400
指

研修室利用状況 勘案した値）
実績値 1,389 1,252 1,275 1,349標

実績値＝研修室利用総数
１

[単位] 件 達成率 99% 89% 91% 96%

施設管理運営経費の執行実 目標値＝光熱水費、電話料の予定額 目標値 13,733 14,299 13,378 12,878 12,491
指

績 実績値＝光熱水費、電話料の支払額
実績値 11,384 11,490 10,256 10,569標

２
[単位] 千円 達成率 121% 124% 130% 122%

修繕回数 目標値＝１２条点検等による修繕見込 目標値 5 8 8 8 8
指

回数
実績値 11 8 8 8標

実績値＝修繕回数
３

[単位] 回 達成率 45% 100% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新型コロナウイルス感染防止対策を継続 総事業費 72,374 76,792 83,868 84,440
することにより、前年度よりも利用数が伸びた。 事 業 費 36,817 41,813 39,154 39,973 48,263
【指標２】新型コロナウイルス感染防止対策を継続

人 件 費することにより、施設利用数の増加に伴い、光熱水 総 35,557 34,979 44,714 44,467

費が増加した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標３】台風や地震による施設への被害が無く目 常

人　　数業 3.6 3.6 3.6 3.6標値に収まった。 勤
計費 31,878 31,352 31,946 31,507

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【指標１】施設の感染防止対策の継続が利用者の安 人　　数訳 常 1 1 4 4
心に繋がり、利用件数が伸びた。今後も安心して利 勤 計 3,679 3,627 12,768 12,960
用できる施設としての情報発信と調整に努める。

国庫支出金【指標２】Ｒ１年度ひかり回線の導入により通話料 68 146 187 316 341

は前年度よりも大幅に節減され、運営経費は微増で 都 支 出 金 34 72 93 158 170
収まった。今後も光熱水費の節減に努める。 財

受益者負担金 225 191 60 91 141【指標３】開設から13年が経過し、建物本体や設備 源
の老朽化が進んでいる。日常での設備の維持管理や その他特定財源 496 305 275 137 29
保守点検報告により修繕し、施設の安全性・適法性 内

基　　金 0 0 0 0 0
を確保していく。 訳

起　　債 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 一般財源 71,551 76,078 83,253 83,738 47,582

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
各課の事業拡大に伴う人員増により、事務室の狭隘化が深刻である。令和４年４月から１年間、プルミエ改修工事のため、綾瀬教育
相談係が移転してきており、人員が過密状態となっている。また、Ｒ２年度に水害時第二次避難所の指定を受け、今後さらに執務ス
ペースの改善や物資保管場所を確保しなければならない。事務室の狭隘化の解決策として、フリーアドレスオフィス（職員が個々の
席を持たずに空いている席を自由に使用し仕事をする）の導入なども含めて検討する。教育相談課・こども家庭支援課と今後の執務
スペースについて協議していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 18735 こども支援センターげんき運営事務
施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・支援管理課・支援管理係
電 話 番 号 03-3852-2861 E - m a i l kodomo-genki@city.adachi.tokyo.jp

こども支援センターげんきの運営・維持管理を行う。 協事 目
働務 的

事 の ・
こども支援センターげんき内施設の管理運営

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３０条　足立区こども支援センターげんき条例・同施行規則　足立区こども支
法令等 援センターげんき処務規程　

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

こど



も家庭
要 容 創 部

根 拠 ・児童福祉法　・発達障害者支援法　・障害者基本法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

発達相談件数 電話、窓口での相談件数 目標値 1,050 1,260 1,260 1,260 1,350
指

目標値=前年度実績からの見込数
実績値 1,258 1,244 1,201 1,311標

実績値=電話、窓口相談の実績値
１

[単位] 件 達成率 120% 99% 95% 104%

発達障がい児への早期支援 支援した児の延べ人数 目標値 1,000 1,200 1,500 1,300 1,300
指

をした人数 目標値＝前年度実績からの見込数
実績値 1,172 1,314 1,035 1,035標

実績値＝定期巡回、専門職派遣で支援
２

[単位] 人 した延べ人数 達成率 117% 110% 69% 80%

発達支援コーディネーター 育成した人数 目標値 12 12 12 0 0
指

を育成した人数 目標値＝年間１２名育成
実績値 12 11 0 0標

実績値＝育成人数
３

[単位] 人 達成率 100% 92% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：休園・休校・リモート学習等の生活の中で 総事業費 100,610 121,635 177,473 191,910
、保護者と子どもが一緒に過ごす時間が増えたこと 事 業 費 4,829 14,976 11,436 16,464 26,390
で発達特性に気づき相談につながった。

人 件 費指標2：休園・休校が多く訪問には制限があった。 総 95,781 106,659 166,037 175,446

指標3：療育機関での実習の受け入れが中止された 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ため、令和３年度は未実施である。 常

人　　数業 5 6 7.2 8.2
勤

計費 44,275 52,254 63,893 71,766

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標1：相談をした保護者が、児童・生徒の特性を 人　　数訳 常 14 15 32 32
理解し、園や学校に伝えることで、児童・生徒の困 勤 計 51,506 54,405 102,144 103,680
り感が軽減した。

国庫支出金指標2：専門職が、園や学校へ訪問し保育者や教員 0 15,280 1,553 1,669 1,718

に助言をすることで、児童・生徒の発達特性に応じ 都 支 出 金 4,829 19,254 11,798 6,071 11,826
た適切な支援を行うことができた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0指標3：発達支援保育の指導力の低下につながるた 源
め、令和４年度はコーディネーター資格者のスキル その他特定財源 0 0 0 0 0
アップを図る研修を実施予定である。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】1.1　3.4　4.5　 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 95,781 87,101 164,122 184,170 12,846

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
ライフステージに沿った支援の継続、特に入学後に適切な支援が受けられるよう、学校訪問や電話相談を充実していく。また、関係
機関とのオンラインでの相談を試行実施し、支援の手法の検討を引き続き行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 21710 発達障がい児支援事業
施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・支援管理課・発達支援係
電 話 番 号 03-5681-0134 E - m a i l kodomo-sienkanri@city.adachi.tokyo.jp

気軽に相談できる窓口を開設。発達支援児について先駆的な支援の仕組みを 【重点プロジェクト事業】協事 目
実践し合理的配慮内容を就学先に伝えこどもの困り感の軽減を図る。

働務 的
発達支援検討委員会：政策経営部／あだ

事 の ・
・早期発見しくみの取組　・子育て応援シート作成　・相談事業　・専門職 ち未来支援室／地域のちから推進部／福

業 概 内 協
派遣（心理士・言語聴覚士・作業療法士等）　・専門研修、出張学習会　 祉部／衛生部／教育指導部／子ど



ター、足立保健所
要 容 創学校支援事業）、不登校対策事業

根 拠 足立区教育相談員設置要綱、足立区(統括)スクールカウンセラー設置要綱、足立区(統括)スクールソーシャルワーカー設置
法令等 要綱、足立区チャレンジ学級設置要綱、登校サポーター派遣事業実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

教育相談の年度内解決率 目標値＝教育相談の解決率60％ 目標値 60 60 60 60 60
指

実績値＝教育相談の終結人数÷相談人
実績値 49 43 44 45標

数
１

[単位] ％ 達成率 82% 72% 73% 75%

スクールカウンセラー（Ｓ 目標値＝350件×学校数 目標値 36,400 36,400 36,400 36,400 36,050
指

Ｃ）が関わった児童・保護 実績値＝ＳＣが関わった、児童・保護
実績値 38,255 36,768 34,433 35,592標

者・教員数 者・教員等の延べ人数
２

[単位] 件 達成率 105% 101% 95% 98%

登校サポーターの派遣で支 目標値＝昨年度実績値＋5％増（令和2 目標値 155 157 206 256 272
指

援した児童・生徒の人数 年度目標値は前年度の約10％増）
実績値 143 188 244 288標

実績値＝登校サポーターの派遣を受け
３

[単位] 人 た児童・生徒の人数 達成率 92% 120% 118% 113%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】相談内容の多様化により対応が長期化し 総事業費 452,140 510,246 575,873 596,441
ており、実績値は前回から微増したものの、目標未 事 業 費 56,051 79,308 51,935 67,945 89,543
達成となった。【指標2】実績値は、前年度比で3ポ

人 件 費イント増加したが、目標値の98ポイントとなり、目 総 396,089 430,938 523,938 528,496

標にわずかながら届かなかった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標3】登校サポーターの人数の増加や、活用に 常

人　　数業 9 12 13 13ついて学校の意識が深まったことにより、目標を達 勤
成した。 計費 79,695 104,508 115,362 113,776

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【指標1】相談人数は1,555人で、前年度から微増と 人　　数訳 常 86 90 128 128
なった。教育相談により、5割弱の相談者の早期解 勤 計 316,394 326,430 408,576 414,720
決につながった。【指標2】SCが、不登校や性格・

国庫支出金行動に関する問題や悩みに対して、カウンセリング 2,500 2,150 2,150 2,150 8,185

や行動観察を通して、児童・生徒の心のケアや保護 都 支 出 金 255 193 180 3,810 11,100
者・教員の接し方の助言をすることが出来た。【指 財

受益者負担金 0 0 0 0 0標3】お迎え支援を62人、39校（小学校27校、中学 源
校12校）、別室登校支援を226人、40校（小学校14 その他特定財源 0 0 1 0 0
校、中学校26校）を対象に実施した。前年度から44 内

基　　金 0 0 0 0 0
人増となる288人の児童・生徒に対し登校サポータ 訳

起　　債ーによる寄添い支援を実施することができた。【SD 0 0 0 0 0

Gsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3・4.1 一般財源 449,385 507,903 573,542 590,481 70,258

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
不登校児童・生徒について、学校から毎月提出される長期欠席児童・生徒状況表により定期的な状況把握を行い、不登校の未然防止
や早期解決に努めている。児童・生徒が抱える問題は、家庭環境や本人の特性等様々な要因が関係しており、SC、SSW、教育相談員
が学校、保護者等と連携し、必要な支援につないでいく。また、学校以外の学びの場として、適応指導教室等を9箇所で実施するほ
か、委託事業者による訪問型家庭学習支援を引続き実施していく。ＩＣＴを活用した不登校支援として、SCによるオンライン相談を
行うほか、モデル校を選定して実践例の視察、効果検証を行い、学校における取り組みの好事例を全校へ情報共有していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 18696 教育相談事業
施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・教育相談課・不登校施策
電 話 番 号 03-6807-2216 E - m a i l kodomo-kyouikusoudan@city.adachi.tokyo.jp

家庭での子育てに関する問題や教育上の諸問題の解決のために助言・指導を 【重点プロジェクト事業】協事 目
通じて、家庭及び学校に対しての支援を行う。 【庁内協働】支援管理課、こども家庭支

働務 的
援課、区立小・中学校、学校ICT推進担

事 の ・
教育相談室の運営、適応指導教室の運営、スクールカウンセラー（ＳＣ）の 当課、足立福祉事務所、くらしとしごと

業 概 内 協
派遣、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の派遣、学校教育相談事業（ の相談セン



全性を確保した廃校等の 適宜、改修や補修を行うなど廃校等の 目標値 7 8 6 2 4
指

件数 安全性を確保する。
実績値 7 8 6 2標

１
[単位] 件 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　予定どおり学校施設関連２施設（旧青少年寮施設 総事業費 164,398 546,025 533,373 45,406
、旧本木東小学校）の老朽化に対する安全を確保し 事 業 費 154,746 523,991 517,222 33,503 8,254
、適正に管理を行った。

人 件 費　なお、令和４年度は江北小学校と高野小学校の統 総 9,652 22,034 16,151 11,903

合校新築に伴い新たに２校が廃校となるため、件数 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
は４件となる。 常

人　　数業 1.09 2.53 1.82 1.36
勤

計費 9,652 22,034 16,151 11,903

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和３年度は緊急工事は発生しなかったが、安全 人　　数訳 常 0 0 0 0
性確保のための適正な管理を実施したことにより、 勤 計 0 0 0 0
老朽化に対する安全性を確保した。

国庫支出金　なお、統合校新築に伴い新たに廃校となった２校 0 0 0 0 0

については、跡地利用が決定しているため、令和４ 都 支 出 金 0 0 0 0 0
年度中に解体に着手する予定である。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 164,398 546,025 533,373 45,406 8,254

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　廃校等の教育関連施設の適正管理を実施するとともに、随時必要に応じた補修を行い、安全性の確保に努める。
　なお、跡地利用が決まっている旧江北小学校および旧高野小学校の解体に、令和４年度中に着手する。

32

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4054 学校教育関係施設改修事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

教育関係施設の保全等を効率的に行う。 【庁内協働】西部地区建設課、東部地区協事 目
建設課、学校施設管理課

働務 的
事 の ・

教育関係施設の緊急工事費
業 概 内 協

江北小学校、高野小学校、旧本木東小学校の解体設計委託の実施
要 容 創

根 拠 学校教育法第一条（学校の範囲）・児童福祉法第三十五条第三項（児童福祉施設の設置）
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

安



業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

各種保守点検を実施した学 法定点検等の各種保守点検を実施した 目標値 69 69 68 68 68
指

校数 小学校数
実績値 69 69 68 68標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

機械警備設置校数 夜間・休日に機械警備を行う小学校数 目標値 69 69 69 69 68
指

実績値 69 69 69 69標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　「指標１」：各種保守点検において指摘された不 総事業費 190,732 238,060 261,437 228,669
具合等について、補修等を迅速に実施し、リース契 事 業 費 164,964 212,717 235,614 209,992 252,603
約に保守点検が含まれる仮設賃借校（綾瀬小学校）

人 件 費を除く全小学校の安全確保を実施した。 総 25,768 25,343 25,823 18,677

　「指標２」：機械警備による不法侵入の防止を図 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
り、学校運営を支障無く行うことができた。なお、 常

人　　数業 2.91 2.91 2.91 2.06江北小学校と高野小学校の統合新校開校に伴い、令 勤
和４年度の目標値は１減となる。 計費 25,768 25,343 25,823 18,029

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　下記の事業を実施したことにより、学校施設の安 人　　数訳 常 0 0 0 0.2
全性、衛生環境の確保を実現した。 勤 計 0 0 0 648
（１）消防設備点検、ガス暖房機保守点検、救助袋

国庫支出金の点検、緊急通報システム保守点検等の安全面の各 0 0 0 0 0

種機器点検や機械警備委託の実施。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
（２）受水槽・高架水槽清掃等の衛生面の点検清掃 財

受益者負担金 0 0 0 0 0の実施。 源
（３）救助袋の買換えの実施 その他特定財源 0 0 0 0 0
「貢献度」：設備管理事業における教育環境の整備 内

基　　金 0 0 0 0 0
は、快適に学べる教育施設の整備と運営の充実に大 訳

起　　債きく貢献している。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 一般財源 190,732 238,060 261,437 228,669 252,603

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校施設の安全性および衛生環境の確保には、必要不可欠な事業である。各種保守点検費用等は、人件費の上昇等により年々増加
傾向であるが、関連法令を遵守し、安全・安心な施設環境の維持を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4056 小学校施設の設備管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

小学校における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保する 【庁内協働】東部地区建設課、西部地区協事 目
。 建設課、学校施設管理課、スポーツ振興

働務 的
課

事 の ・
校具等購入、救助袋等購入

業 概 内 協
各種保守点検・清掃委託・機械警備委託

要 容 創

根 拠 学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校保健法施行規則第二十二条の二（環
法令等 境衛生検査）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定



単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

予算配付校数 小破修繕費用及び原材料費を予算配付 目標値 69 69 69 69 68
指

する小学校数
実績値 69 69 69 69標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

施設点検調査実施校数 施設点検調査を行い実態を把握できた 目標値 69 69 68 68 68
指

小学校数
実績値 69 69 68 68標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　「指標１」：築年数・面積等に基づく全小学校６ 総事業費 226,801 209,084 173,455 181,638
９校に対する配付額の算出を行い、適正な予算管理 事 業 費 203,670 186,332 149,406 159,758 260,396
を実施し、目標を達成した。なお、江北小学校と高

人 件 費野小学校の統合新校の令和４年度開校に伴い、令和 総 23,131 22,752 24,049 21,880

４年度の目標値は１減となる。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
　「指標２」：リース契約に保守が含まれる仮設賃 常

人　　数業 2.5 2.5 2.71 2.5借校であった綾瀬小学校を除く６８校について、施 勤
設点検を実施し、目標を達成した。 計費 22,138 21,773 24,049 21,880

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　全小学校６９校に対し、施設維持補修消耗品費を 人　　数訳 常 0.27 0.27 0 0
含む小破修繕費および原材料費を予算配付し、技術 勤 計 993 979 0 0
系職員の助言のもと学校長権限による小破修繕を実

国庫支出金施すると共に、学校長権限を越える案件については 0 0 0 0 0

、担当課として修繕を行い、安全な学校運営を実現 都 支 出 金 0 0 0 0 0
した。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

「貢献度」：維持補修事業による教育環境の整備は その他特定財源 25,174 21,237 12,658 12,245 0
、快適に学べる教育施設の整備と運営の充実に大き 内

基　　金 0 0 0 0 0
く貢献した。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 0 0 0 0 0

一般財源 201,627 187,847 160,797 169,393 260,396

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校施設の安全性および衛生環境の確保には、必要不可欠な事業である。関連法令を遵守し、事業を実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4057 小学校施設の維持補修事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

小学校における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保する 【庁内協働】東部地区建設課、西部地区協事 目
。 建設課、学校施設管理課

働務 的
事 の ・

小学校施設小破修繕費
業 概 内 協

小学校施設等補修材料購入費
要 容 創

根 拠 学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安
法令等 全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／



業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

各種保守点検を実施した学 法定点検等の各種保守点検を実施した 目標値 35 35 34 34 35
指

校数 中学校数
実績値 35 35 34 34標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

機械警備設置校数 夜間・休日に機械警備を行う中学校数 目標値 35 35 35 35 35
指

実績値 35 35 35 35標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　「指標１」：各種保守点検において指摘された不 総事業費 102,481 128,071 133,728 113,447
具合等について、補修等を迅速に実施し、リース契 事 業 費 82,911 108,824 114,116 100,896 128,456
約に保守点検が含まれる仮設賃借校（千寿青葉中学

人 件 費校）を除く全中学校の安全確保を実施した。なお、 総 19,570 19,247 19,612 12,551

令和４年度は千寿青葉中学校の改築完了に伴い対象 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
校は、３５校となる。 常

人　　数業 2.21 2.21 2.21 1.36　「指標２」：機械警備による不法侵入の防止を図 勤
り、学校運営を支障無く行うことができた。 計費 19,570 19,247 19,612 11,903

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　下記事業を実施し、安全な学校運営を実現した。 人　　数訳 常 0 0 0 0.2
（１）消防設備点検、ガス暖房機保守点検、救助袋 勤 計 0 0 0 648
の点検、緊急通報システム保守点検等の安全面の各

国庫支出金種機器点検や機械警備委託の実施。 0 0 0 0 0

（２）受水槽・高架水槽清掃等の衛生面の点検清掃 都 支 出 金 0 0 0 0 0
の実施。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0（３）救助袋の買換えの実施 源
「貢献度」：設備管理事業における教育環境の整備 その他特定財源 0 0 0 0 0
は、快適に学べる教育施設の整備と運営の充実に大 内

基　　金 0 0 0 0 0
きく貢献している。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 0 0 0 0 0

一般財源 102,481 128,071 133,728 113,447 128,456

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校施設の安全性および衛生環境の確保には、必要不可欠な事業である。各種保守点検費用等は、人件費の上昇等により年々増加
傾向であるが、関連法令を遵守し、安全・安心な施設環境の維持を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4061 中学校施設の設備管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

中学校における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保する 【庁内協働】東部地区建設課、西部地区協事 目
。 建設課、学校施設管理課、スポーツ振興

働務 的
課

事 の ・
校具等購入、救助袋等購入

業 概 内 協
各種保守点検・清掃委託・機械警備委託

要 容 創

根 拠 学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校保健法施行規則第二十二条の二（環
法令等 境衛生検査）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定



単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

予算配付校数 小破修繕費用及び原材料費を予算配付 目標値 35 35 35 35 35
指

する中学校数
実績値 35 35 35 35標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

施設点検調査実施校数 施設点検調査を行い実態を把握できた 目標値 35 35 34 34 35
指

中学校数
実績値 35 35 34 34標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　「指標１」：築年数・面積等に基づく全中学校３ 総事業費 156,875 126,095 103,041 89,112
５校に対する配付額の算出を行い、適正な予算管理 事 業 費 135,145 104,721 79,880 75,459 129,410
を実施し、目標を達成した。

人 件 費　「指標２」：リース契約に保守点検が含まれる仮 総 21,730 21,374 23,161 13,653

設賃借校であった千寿青葉中学校を除く３４校につ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
いて、施設点検を実施し、目標を達成した。なお、 常

人　　数業 2.4 2.4 2.61 1.56令和４年度は千寿青葉中学校改築完了に伴い対象校 勤
は３５校となる。 計費 21,252 20,902 23,161 13,653

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　全中学校３５校に対し、施設維持補修消耗品費を 人　　数訳 常 0.13 0.13 0 0
含む小破修繕費および原材料費を予算配付し、技術 勤 計 478 472 0 0
系職員の助言のもと学校長権限による小破修繕を実

国庫支出金施すると共に、学校長権限を越える案件については 0 0 0 0 0

、担当課として修繕を行い、安全な学校運営を実現 都 支 出 金 0 0 0 0 0
した。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0「貢献度」：維持補修事業による教育環境の整備は 源
、快適に学べる教育施設の整備と運営の充実に大き その他特定財源 12,815 12,438 8,595 8,904 36
く貢献した。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 144,060 113,657 94,446 80,208 129,374

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校施設の安全性および衛生環境の確保には、必要不可欠な事業である。関連法令を遵守し、事業を実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4062 中学校施設の維持補修事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

中学校における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保する 【庁内協働】東部地区建設課、西部地区協事 目
。 建設課、学校施設管理課

働務 的
事 の ・

中学校施設小破修繕費
業 概 内 協

中学校施設等補修材料購入費
要 容 創

根 拠 学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安
法令等 全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／



2 3 4

基金現在残高 ３月３１日現在の残高 目標値
指

実績値標

１
[単位] 千円 達成率 90% 96% 94% 102%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　基金充当予定事業費が入札等により低くなったた 総事業費 13,051,748 7,547,416 3,545,900 13,043,603
め、実績値は目標を上回る結果となった。 事 業 費 13,050,862 7,546,545 3,545,013 13,042,728 42,240

人 件 費総 886 871 887 875

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.1 0.1 0.1 0.1
勤

計費 886 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　改築等の経費として基金を活用することにより、 人　　数訳 常 0 0 0 0
財政状況に影響を受けにくく、計画的に事業を推進 勤 計 0 0 0 0
することが可能であった。　

国庫支出金　なお、令和２年度より本基金は、学校施設の新築 0 0 0 0 0

・改築・保全事業に加え、ＩＣＴ事業にも活用する 都 支 出 金 0 0 0 0 0
こととし、令和３年度は９,１７２百万円の取崩し 財

受益者負担金 0 0 0 0 0を行うとともに、今後の学校改築等経費に備えるた 源
め、１３,０００百万円の積み増しを行った。 その他特定財源 50,863 46,545 45,012 42,727 42,240
「貢献度」：学校改築等経費の財源として、貢献度 内

基　　金 0 0 0 0 0
は大きい。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 0 0 0 0 0

一般財源 13,000,885 7,500,871 3,500,888 13,000,876 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度予算として取崩しを行った約９２億円は、主に江北小学校・高野小学校統合校の新築、綾瀬小学校および千寿青葉中学
校の改築、ＩＣＴ事業の経費として繰入れを行った。
　引き続き施設更新等の財源として、基金の活用を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値 44,228,690 49,919,695 55,351,044 45,498,873 50,778,463
指

実績値 39,730,803 47,808,494 52,024,738 46,394,822標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4070 義務教育施設建設等資金積立基金積立金
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

学校施設の老朽化等への対応に必要な財源を確保し、もって教育環境の向上 【庁内協働】政策経営部財政課及び会計協事 目
に資する。 管理室（基金の管理・運用）

働務 的
教育指導部教育政策課（基金利用）

事 の ・
義務教育施設建設等資金積立基金運用利子等の積立

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 義務教育施設建設等資金積立基金条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31



適正規模・適正配置計画及び改築に関する報告書
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

改築工事学校数 竣工した学校数/竣工予定の学校数 目標値 1 0 0 2 1
指

実績値 1 0 0 2標

１
[単位] 校 達成率 100% 0% 0% 100%

小学校の施設更新進捗率 基本構想から完成に至るまで、設計1､ 目標値 62 41
指

2年目を各25％、工事1､2年目を各25％
実績値 50 41標

の計100％で設定し当初計画どおり進
２

[単位] ％ 展しているかどうかの指標とした 達成率 81% 100% 0% 0%

小学校の施設更新進捗率 基本構想から完成まで、設計1､2年目 目標値 200 275 120
指

を各25ﾎﾟｲﾝﾄ、工事1､2年目を各25ﾎﾟｲﾝ
実績値 200 275標

ﾄの100ﾎﾟｲﾝﾄで設定し当初計画どおり
３

[単位] ポイント 進展しているかどうかの指標とした 達成率 0% 0% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：令和３年度は綾瀬小学校と江北小学校 総事業費 4,283,236 429,711 4,067,672 10,838,817
（高野小との統合校）の２校が竣工した。 事 業 費 4,208,854 341,924 3,977,159 10,727,797 4,068,065
「指標２」：目標値設定に不備があったため、令和

人 件 費２年度より「指標３」に変更した。 総 74,382 87,787 90,513 111,020

「指標３」：竣工した綾瀬小学校と江北小学校は、 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
４年中４年目の進捗を達成して100ﾎﾟｲﾝﾄ、工事１年 常

人　　数業 8.4 10.08 10.02 12.5目の北鹿浜小・鹿浜西小統合校は、４年中３年目の 勤
進捗を達成して75ﾎﾟｲﾝﾄであった。 計費 74,382 87,787 88,917 109,400

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　「足立区学校施設の個別計画」に基づき、教育環 人　　数訳 常 0 0 0.5 0.5
境の充実や防犯・防災対策、環境負荷の低減等に配 勤 計 0 0 1,596 1,620
慮した学校改築を進めている。令和３年度は綾瀬小

国庫支出金学校と江北小学校（高野小との統合校）の改築工事 467,626 0 362,943 1,264,800 506,862

（２年目）、北鹿浜小・鹿浜西小統合校は改築工事 都 支 出 金 0 0 0 26,000 26,000
（１年目）を実施した。令和２年度は２校、令和３ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0年度は３校の改築工事が行われたため、総事業費は 源
増額となった。 その他特定財源 0 0 0 0 0
「貢献度」：改築事業によって施設の老朽化に対応 内

基　　金 3,529,883 186,428 2,257,958 4,973,765 3,270,268
することで、快適に学べる教育施設の整備に大きく 訳

起　　債貢献している。 0 0 836,400 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 一般財源 285,727 243,283 610,371 4,574,252 264,935

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度の小学校改築は工事１校（２年目）、設計１校（１年目）の予定である。北鹿浜小・鹿浜西小統合校については、令和
５年３月の新校舎完成に向けて取り組んでいく。東渕江小学校の設計については、庁内各課や開かれた学校づくり協議会等と連携し
ながら、より良い学校施設づくりに向けて取り組んでいく。

　令和４年度進捗見込み：１２０ポイント（北鹿浜小・鹿浜西小統合校１００ポイント、東渕江小学校２０ポイント）
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4072 区立小学校の改築事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・学校改築係
電 話 番 号 03-3880-5072 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

こどもたちの「生きる力」の向上に寄与する教育環境の向上を目指し、施設 【庁外協働】開かれた学校づくり協議会協事 目
の老朽化や統合に伴う学校改築を行う。 等（より良い学校施設づくりのため、計

働務 的
画段階から意見交換等を行っている）

事 の ・
綾瀬小学校の改築工事、江北・高野小学校統合校の新築工事、北鹿浜・鹿浜 【庁内協働】教育委員会各課（教育環境

業 概 内 協
西小学校統合校の新築工事の実施等 向上のため、教育委員会全体で取り組ん

要 容 創 でいる）
根 拠 足立区小・中学校の



報告書
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

改築工事学校数 竣工した学校数/竣工予定の学校数 目標値 1 0 0 1 0
指

実績値 1 0 0 1標

１
[単位] 校 達成率 100% 0% 0% 100%

中学校の施設更新進捗率 基本構想から完成に至るまで、設計1､ 目標値 67 60
指

2年目を各25％、工事1､2年目を各25％
実績値 67 60標

の計100％で設定し、当初計画どおり
２

[単位] ％ 進展しているかどうかを指標とした 達成率 100% 100% 0% 0%

中学校の施設更新進捗率 基本構想から完成まで、設計1､2年目 目標値 100 140 60
指

を各25ﾎﾟｲﾝﾄ、工事1､2年目を各25ﾎﾟｲﾝ
実績値 100 140標

ﾄの100ﾎﾟｲﾝﾄで設定し当初計画どおり
３

[単位] ポイント 進展しているかどうかの指標とした 達成率 0% 0% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：令和３年度は千寿青葉中学校が竣工し 総事業費 3,614,169 1,907,128 1,121,749 4,008,833
た。 事 業 費 3,539,787 1,848,604 1,060,520 3,952,329 2,649,570
「指標２」：目標値設定に不備があったため、令和

人 件 費２年度より「指標３」に変更した。 総 74,382 58,524 61,229 56,504

「指標３」：竣工した千寿青葉中学校は５年中５年 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
目の進捗を達成して100ﾎﾟｲﾝﾄ、設計２年目の東綾瀬 常

人　　数業 8.4 6.72 6.72 6.16中学校は５年中２年目の進捗を達成して40ﾎﾟｲﾝﾄで 勤
あった。（５年計画の場合、１年分のﾎﾟｲﾝﾄは20） 計費 74,382 58,524 59,633 53,912

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

「足立区学校施設の個別計画」に基づき、教育環境 人　　数訳 常 0 0 0.5 0.8
の充実や防犯・防災対策、環境負荷の低減等に配慮 勤 計 0 0 1,596 2,592
した学校改築を進めている。令和３年度は千寿青葉

国庫支出金中学校の改築工事（３年目）、東綾瀬中学校は設計 448,182 19,996 26,381 115,073 243,186

業務（２年目）を実施した。千寿青葉中学校の工期 都 支 出 金 22,000 0 0 0 0
延長の影響で令和２年度よりも工事費が増加し、令 財

受益者負担金 0 0 0 0 0和３年度の事業費は増額となった。 源
「貢献度」：改築事業によって施設の老朽化に対応 その他特定財源 39 0 0 0 0
することで、快適に学べる教育施設の整備に大きく 内

基　　金 941,945 1,163,340 592,399 2,782,298 2,306,398
貢献している。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 1,552,000 616,000 308,400 0 0

一般財源 650,003 107,792 194,569 1,111,462 99,986

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度の中学校改築は東綾瀬中学校（工事１年目）の予定である。令和６年７月の新校舎完成に向けて取り組んでいく。

　令和４年度進捗見込み：６０ポイント（東綾瀬中学校６０ポイント）
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4073 区立中学校の改築事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・学校改築係
電 話 番 号 03-3880-5072 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

こどもたちの「生きる力」の向上に寄与する教育環境の向上を目指し、施設 【庁外協働】開かれた学校づくり協議会協事 目
の老朽化や統合に伴う学校改築を行う。 等（より良い学校施設づくりのため、計

働務 的
画段階から意見交換等を行っている）

事 の ・
千寿青葉中学校の改築工事の実施、東綾瀬中学校の改築設計の実施等 【庁内協働】教育委員会各課（教育環境

業 概 内 協
向上のため、教育委員会全体で取り組ん

要 容 創 でいる）
根 拠 足立区小・中学校の適正規模・適正配置計画及び改築に関する



み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

保全工事実施率 保全計画に対しての保全工事実施率 目標値 100 100 100 100 100
指

実績値 100 94 32 99標

１
[単位] ％ 達成率 100% 94% 32% 99%

施設点検調査実施校数 施設点検調査を行い、実態を把握でき 目標値 69 69 68 68 68
指

た小学校数
実績値 69 69 68 68標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：予定してた保全工事７８件のうち、校 総事業費 3,135,042 3,908,386 2,616,322 5,488,085
庭改修工事１件が入札不調により令和４年度実施と 事 業 費 3,081,060 3,839,614 2,541,248 5,331,424 4,426,504
なったため、実施率は１００とならなかった。

人 件 費「指標２」：改築のため仮設賃借校の１校を除く小 総 53,982 68,772 75,074 156,661

学校６８校の設備点検を実施し、目標を達成した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
なお、令和４年度の実施校数は、改築完了に伴う１ 常

人　　数業 5.93 7.73 8.46 17.9増、統合校新築に伴う２減となるため、６８校で変 勤
更は無い。 計費 52,510 67,321 75,074 156,661

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　入札不調により１件の校庭改修工事が令和４年度 人　　数訳 常 0.4 0.4 0 0
実施へ順延となったが、その他の保全工事は、計画 勤 計 1,472 1,451 0 0
に基づき工事を実施するとともに、老朽化等による

国庫支出金緊急工事を実施し、安心・安全な学校運営を実現し 135,611 133,080 63,660 375,379 84,837

た。 都 支 出 金 85,863 156,557 24,850 191,087 11,094
財

受益者負担金 0 0 0 0 0「貢献度」：保全工事による教育環境の整備は、快 源
適に学べる教育施設の整備と運営に大きく貢献して その他特定財源 0 0 211,298 333,823 276,000
いる。 内

基　　金 1,112,706 762,696 38,368 1,034,523 1,702,972
訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 0 0 0 0 0

一般財源 1,800,862 2,856,053 2,278,146 3,553,273 2,351,601

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年３月に策定した「学校施設の個別計画（長寿命型改修計画）」に基づき、計画的な内外装改修および各種設備改修等の保
全工事を実施することにより、緊急工事の減少を図り、良好な教育環境を維持していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 5014 小学校施設の保全事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

小学校における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保する 【庁内協働】東部地区建設課、西部地区協事 目
。 建設課、学校施設管理課

働務 的
事 の ・

外壁改修、電気設備及び機械設備改修、緊急工事、各種設計委託、エアコン
業 概 内 協

リース等
要 容 創

根 拠 学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安
法令等 全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読



み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

保全工事実施率 保全計画に対する保全工事実施率 目標値 100 100 100 100 100
指

実績値 100 92 50 100標

１
[単位] ％ 達成率 100% 92% 50% 100%

施設点検調査実施校数 施設点検調査を行い、実態を把握でき 目標値 35 35 34 34 35
指

た中学校数
実績値 35 35 34 34標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：予定工事３１件は全て実施したため、 総事業費 1,565,235 1,964,352 1,024,470 2,208,641
目標値を達成した。 事 業 費 1,527,928 1,913,463 970,072 2,112,570 2,411,502

人 件 費「指標２」：改築のため仮設賃借校の１校を除く中 総 37,307 50,889 54,398 96,071

学校３４校の設備点検を実施し、目標を達成した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
なお、令和４年度の実施校数は、改築完了に伴う１ 常

人　　数業 4.13 5.76 6.13 10.94増により３５校となる。 勤
計費 36,571 50,164 54,398 95,747

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　入札不調等による工事延期案件発生せず、予定工 人　　数訳 常 0.2 0.2 0 0.1
事はすべて実施すると共に、老朽化等による緊急工 勤 計 736 725 0 324
事を実施し、安全・安心な学校運営を実現した。

国庫支出金 48,257 77,562 14,484 187,716 50,243

「貢献度」：保全工事による教育環境の整備は、快 都 支 出 金 47,988 140,143 5,022 93,393 41,275
適に学べる教育施設の整備と運営に大きく貢献して 財

受益者負担金 0 0 0 0 0いる。 源
その他特定財源 0 0 90,000 143,067 134,000

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】４a 内
基　　金 363,384 538,266 0 26,694 83,687

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,105,606 1,208,381 914,964 1,757,771 2,102,297

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年３月に策定した「学校施設の個別計画（長寿命型改修計画）」に基づき、計画的な内外装改修および各種設備改修等の保
全工事を実施することにより、緊急工事の減少を図り、良好な教育環境を維持していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 5018 中学校施設の保全事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 施設営繕部・中部地区建設課・庶務係
電 話 番 号 03-3880-8020 E - m a i l kensetsu-shomu@city.adachi.tokyo.jp

中学校における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保する 【庁内協働】東部地区建設課、西部地区協事 目
。 建設課、学校施設管理課

働務 的
事 の ・

校庭改修、電気設備及び機械設備改修、緊急工事、各種設計委託、エアコン
業 概 内 協

リース等
要 容 創

根 拠 学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安
法令等 全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読



ください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

都費教職員数 人事、服務管理、給与支給、福利厚生 目標値 3,293 3,176 3,291 3,331 3,293
指

事務等の対象となった常勤・再任用・
実績値 3,293 3,176 3,291 3,331標

産休育休代替・期限付任用・非常勤・
１

[単位] 人 再雇用など教職員の総数。(5/1現在） 達成率 100% 100% 100% 100%

区費職員数 人事、服務管理、給与支給、福利厚生 目標値 9 9 8 7 5
指

事務等の対象となった常勤・非常勤・
実績値 9 8 8 7標

再雇用など職員（用務）の総数。
２

[単位] 人 達成率 100% 113% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】東京都教育委員会策定の「東京都公立学 総事業費 70,840 69,672 70,992 70,016
校教職員定数配置基準」の規程に基づいて、各小・ 事 業 費 0 0 0 0 0
中学校の学級数に応じた教職員定数の教員数を配置

人 件 費した。 総 70,840 69,672 70,992 70,016

【指標２】学校配置の区費職員（用務）は、退職不 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
補充方針の下に順調に削減し常勤職員は０名である 常

人　　数業 8 8 8 8。再任用フルタイム職員が２名、再任用短時間職員 勤
が３名となっている。（令和４年４月１日現在） 計費 70,840 69,672 70,992 70,016

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

東京都教育委員会からの通知に基づいて、各小・中 人　　数訳 常 0 0 0 0
学校に在籍する教職員の人事・服務管理業務及び給 勤 計 0 0 0 0
与・福利厚生事務を行っている。いずれの業務も迅

国庫支出金速かつ正確に処理されることが、各教職員が安心し 0 0 0 0 0

て教育活動等に専念できる勤務環境の維持・提供に 都 支 出 金 0 0 0 0 0
繋がり安定した学校運営の支援に寄与している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【貢献度】 源
適時適切に教職員の人事・給与事務を処理すること その他特定財源 0 0 0 0 0
は、教職員の安定した勤務条件・勤務環境を維持す 内

基　　金 0 0 0 0 0
ることにも繋がり、円滑な学校運営を維持すること 訳

起　　債への貢献度は非常に高い。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 一般財源 70,840 69,672 70,992 70,016 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
東京都教育委員会の規程・基準等に基づいて、引き続き適時適切な事務処理を行っていくことにより、良好な教育環境の維持・提供
と安定した学校運営・経営の支援を行う。
あわせて、主体的・対話的で深い学びの視点からの「わかる授業」「魅力ある授業」の実現や、足立区教育委員会の基礎学力の向上
やＩＣＴ教育の更なる充実等といった教育施策の具現化に向け、東京都教育委員会に対して指導力のある教員の配置について要望を
継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 21489 教職員人事・給与支給管理事務（予算に紐付かない）
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 教育指導部・教育指導課・教員人事係
電 話 番 号 03-3880-5465 E - m a i l kyouinjinji@city.adachi.tokyo.jp

小・中学校の円滑な運営を推進する。 学校支援課常勤3.0人分（教員の人事・協事 目
服務、区費職員の人事および教員の給与

働務 的
・福利厚生）

事 の ・
都費教職員および区費職員の人事並びに服務管理、都費給与・報酬・旅費等

業 概 内 協
の支給および福利厚生を行う。

要 容 創

根 拠 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例、学校職員の給与に関する条例等
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えて



１
[単位] 校 達成率 100% 100% 50% 86%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　１０年ごとに実施する周年記念事業等の実施予定 総事業費 4,054 3,541 3,262 4,913
小学校数を指標として設定している。 事 業 費 1,397 928 600 2,287 2,200
　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防

人 件 費止の観点から、教育委員会の方針として、祝賀会の 総 2,657 2,613 2,662 2,626

実施をしないこと、記念式典を実施する場合は規模 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
の縮小と感染対策の徹底を図るよう求めた。前年度 常

人　　数業 0.3 0.3 0.3 0.3からの延期校を含む１２校が記念式典を行ったが、 勤
２校は見合わせた。 計費 2,657 2,613 2,662 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　事業費は、周年記念誌の印刷代として１校あたり 人　　数訳 常 0 0 0 0
２０万円を支出したものである。 勤 計 0 0 0 0
　学校は地域の象徴的な存在であり、周年事業は各

国庫支出金校が地域とともに工夫を凝らして実施し、共に祝う 0 0 0 0 0

慣習が根付いている。地域のニーズも高く、児童の 都 支 出 金 0 0 0 0 0
貴重な体験にもなっている。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 4,054 3,541 3,262 4,913 2,200

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度の周年記念式典等の実施については、新型コロナウイルス感染症の状況を注視しつつ、教育委員会としての対応方針を
周年記念実行委員会に示し、記念事業実施の調整を進めていく。

43

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4019 小学校周年行事等指導事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・庶務係
電 話 番 号 3880-5961 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

区立小学校周年記念事業の円滑な運営を図る。 【協働】周年記念事業実行委員会と協働協事 目
働務 的

事 の ・
区立小学校周年記念行事実施校　１１校

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
法令等 足立区立学校の管理運営に関する規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

周年記念事業等実施校数 周年記念事業等を実施した校数 目標値 7 5 6 14 11
指

実績値 7 5 3 12標



位] 校 達成率 100% 100% 0% 33%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　１０年ごとに実施する周年記念事業等の実施予定 総事業費 1,286 1,399 887 1,274
校数を指標として設定した。 事 業 費 400 528 0 399 400
　令和３年度は、教育委員会の方針として、新型コ

人 件 費ロナウイルス感染症拡大防止の観点から、祝賀会を 総 886 871 887 875

実施しないこと、記念式典を実施する場合は、規模 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
の縮小と感染対策の徹底を図るよう求めた。 常

人　　数業 0.1 0.1 0.1 0.1　 勤
計費 886 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　事業費は、周年記念誌の印刷代として１校あたり 人　　数訳 常 0 0 0 0
２０万円を支出している。 勤 計 0 0 0 0
　学校は地域の象徴的な存在であり、周年事業は各

国庫支出金校が地域とともに工夫を凝らして実施し、共に祝う 0 0 0 0 0

慣習が根付いている。地域のニーズも高く、生徒の 都 支 出 金 0 0 0 0 0
貴重な体験にもなっている。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,286 1,399 887 1,274 400

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度の周年記念式典等の実施については、新型コロナウイルス感染症の状況を注視しつつ、教育委員会としての対応方針を
周年記念実行委員会に示し、記念事業実施の調整を進めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4020 中学校周年行事等指導事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・庶務係
電 話 番 号 3880-5961 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

区立中学校の周年記念事業の円滑な運営を図る。 【協働】周年記念事業実行委員会と協働協事 目
働務 的

事 の ・
区立中学校周年記念行事の実施　１校

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
法令等 足立区立学校の管理運営に関する規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

周年記念事業等実施校数 周年記念事業等を実施した校数 目標値 2 3 2 3 2
指

実績値 2 3 0 1標

１
[単



容 創活動を支援する。 子どもたちの育成を支えている。
根 拠 足立区開かれた学校づくり協議会補助金交付要綱　　　
法令等 足立区学校支援者ボランティア保険取扱要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

開かれた学校づくり協議会 活動量を把握する。小中とも、協議会 目標値 2,171 2,171 2,171 1,530 1,530
指

ならびに部会等の実施総数 ：年4回、部会:年8回、授業診断･学校
実績値 1,643 1,531 535 626標

評価:年3回の合計で、コロナ禍前の平
１

[単位] 回 成31年度実績を目標値とする。 達成率 76% 71% 25% 41%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　協議会開催回数は、小学校平均2.6回、中学校平 総事業費 49,978 49,116 35,587 35,503
均2.2回であった。（小中一貫校は中学校に含む。 事 業 費 26,955 26,386 21,122 21,237 30,798
）家庭教育等各部会は、小学校134回、中学校70回

人 件 費、授業診断は、小学校、中学校ともに34回。学校評 総 23,023 22,730 14,465 14,266

価は、小学校65回、中学校35回であった。前年度に 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
比べて自粛期間が短く、どの活動も実績値が微増し 常

人　　数業 2.6 2.61 1.63 1.63た。目標値を下方修正したこともあり、達成率は41 勤
％となった。 計費 23,023 22,730 14,465 14,266

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　すべての活動で実績値が微増となった。これは新 人　　数訳 常 0 0 0 0
型コロナウイルス感染症対策が緩和された時期に協 勤 計 0 0 0 0
議会活動を実施できたことや、会場を体育館に変更

国庫支出金するなど会議の実施方法に工夫を凝らしたことが影 0 0 0 0 0

響している。このことにより地域に開かれ、信頼さ 都 支 出 金 0 0 0 0 0
れる学校づくりが進められた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【貢献度】学校支援活動や評価活動は学校の安定し 源
た運営に不可欠である。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【波及効果】子どもたちの学力や体力の向上、自己 内

基　　金 0 0 0 0 0
肯定感の獲得等に寄与している。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.4 0 0 0 0 0

一般財源 49,978 49,116 35,587 35,503 30,798

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　家庭・学校・地域との協働による「開かれた学校づくり」を推進するためには、引き続き各校の協議会活動の活性化に向けた支援
を行うことが重要である。新型コロナウイルス感染症対策の動向を注視しながらの協議会活動は困難を極めるが、協議会活動を途切
れさせないためにも、感染予防策を徹底した上での会議や事業等の実施方法の工夫などについて、働きかけていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4024 開かれた学校づくり推進事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・地域連携
電 話 番 号 03-3880-5347 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

　子どもを取り巻く今日的課題に対応するため、家庭・学校・地域が連携し 学校施設管理課：開かれた学校づくり協協事 目
た教育環境を構築することで、子どもの「たくましく生き抜く力」を育むと 議会支援

働務 的
ともに、地域に開かれ、信頼される学校づくりを進める。 教育指導課：学校評価システムの円滑な

事 の ・
　開かれた学校づくりを推進する中核的組織として、各学校に家庭・学校･ 推進支援

業 概 内 協
地域のメンバーで構成された「開かれた学校づくり協議会」を設置し、その 【協働】家庭・学校・地域の協働体制が

要



ている。「執行委任」（スポーツ振興課
要 容 創２　施設利用管理委託：学校内外の施設利用管理等 ）非常勤 0.2含む。

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

委託校における学校からの 目標値＝委託事業者に関する評価項目 目標値 69 69 69 69 68
指

評価 に×や満足度の低い項目がない学校数
実績値 43 57 51 62標

１
[単位] 校 達成率 62% 83% 74% 90%

委託校における学校からの 目標値＝委託事業者に関する評価項目 目標値 69 69 68
指

評価【Ｒ３年度新規】 で満足度の高い項目がある学校数
実績値 43 25標

＊但し、満足度の低い項目がない学校
２

[単位] 校 達成率 0% 0% 62% 36%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」は、対前年度11校増、達成率は16ポイン 総事業費 817,877 832,587 896,040 937,289
ト増であった。感染症防止の消毒作業が2年目で作 事 業 費 808,286 823,153 886,528 927,014 930,776
業の手際がよくなりポイント増につながったと思わ

人 件 費れる。「指標２」は▲18校、達成率は▲26ポイント 総 9,591 9,434 9,512 10,275

であった。消毒作業の負担増から、日常業務の平均 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
化により学校が求める満足度に至らなかった。委託 常

人　　数業 1 1 1 1.1事業者へ各校の評価結果を提示することでスキルア 勤
ップにつなげている。 計費 8,855 8,709 8,874 9,627

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　小学校全校が民間委託となっている。令和2年度 人　　数訳 常 0.2 0.2 0.2 0.2
より、新型コロナウイルス感染症予防対策として消 勤 計 736 725 638 648
毒作業が加わり安全な学校運営に寄与している。

国庫支出金 0 0 28,690 85,000 0

【貢献度】様々な業務について、民間事業者による 都 支 出 金 0 0 0 0 0
専門的なサービスを受けることができ、学校の安定 財

受益者負担金 0 0 0 0 0的な運営に寄与している。 源
【SDGsターゲット】4.1 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 817,877 832,587 867,350 852,289 930,776

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　新型コロナウイルス感染防止対策のための消毒や清掃作業など、学校環境の整備に用務委託事業者の役割は大きい。今後も、学校
からの要望を踏まえたうえで仕様書を見直すとともに、用務業務の質の向上のため事業費についても見直しを行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4031 小学校用務委託事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

１　小学校用務業務委託：退職不補充による用務職の業務を民間委託する。 「協働」事業者の継続契約と新規選定に協事 目
２　施設利用管理委託：施設利用管理業務を一部委託し円滑な学校運営を確 あたり、区民参画によるプロポーザル方

働務 的
　　　　　　　　　　　保する。 式を導入し、事業者からの提案を取入れ

事 の ・
１　小学校用務業務委託：用務職員が行っていた業務全般およびトイレ清 ながら、仕様書の見直しを継続的に行っ

業 概 内 協
　　　　　　　　　　　　掃､プール清掃、樹木剪定、給食場換気扇清掃等



食場換気扇清掃等 っている。「執行委任」（スポーツ振興
要 容 創２　施設利用管理委託：学校内外の施設利用管理等 課）非常勤 0.2含む。

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

用務業務委託校数 用務職員退職不補充による用務職員業 目標値 33 33 33 33 33
指

務を民間に委託した校数
実績値 33 33 33 33標

１
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

委託校における学校からの 目標値＝委託事業者に関する評価項目 目標値 33 33 33 33 33
指

評価 に×や満足度の低い項目がない学校数
実績値 25 28 31 32標

２
[単位] 校 達成率 76% 85% 94% 97%

委託校における学校からの 目標値＝委託事業者に関する評価項目 目標値 33 33
指

評価【Ｒ３年度新規】 で満足度の高い項目がある学校数
実績値 25 15標

＊但し、満足度の低い項目がない学校
３

[単位] 校 達成率 0% 0% 76% 45%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」は、用務職員の非配置校の対応となるた 総事業費 384,522 388,442 416,958 439,793
め、関係所管と連携を図り、引続き目標とする。「 事 業 費 376,702 380,750 408,511 429,518 448,097
指標２」は、対前年度比1校の増、達成率が3ポイン

人 件 費ト増加した。「指標３」は、対前年度比▲10校、達 総 7,820 7,692 8,447 10,275

成率は▲31ポイントであった。消毒作業の負担増か 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ら日常業務の平均化により学校が求める満足度に至 常

人　　数業 0.8 0.8 0.88 1.1らなかった。委託事業者へ各校の評価結果を提示す 勤
ることでスキルアップにつながっている。 計費 7,084 6,967 7,809 9,627

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　全校用務業務委託を目指している。新型コロナウ 人　　数訳 常 0.2 0.2 0.2 0.2
イルス感染症予防対策として消毒作業が加わり、安 勤 計 736 725 638 648
全な学校運営に寄与している。

国庫支出金 0 0 13,721 43,000 0

【貢献度】様々な業務について、民間事業者による 都 支 出 金 0 0 0 0 0
専門的なサービスを受けることができ、学校の安定 財

受益者負担金 0 0 0 0 0的な運営に寄与している。 源
【SDGsターゲット】4.1 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 384,522 388,442 403,237 396,793 448,097

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　新型コロナウイルス感染防止対策のための消毒や清掃作業など、学校環境の整備に用務委託事業者の役割は大きい。今後も、学校
からの要望を踏まえたうえで仕様書を見直すとともに、用務業務の質の向上のため事業費についても見直しを行っていく。また、退
職者不補充による業務委託は令和５年度に１校増見込み。今後も用務職員の退職状況にあわせて委託対象校の拡大を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4035 中学校用務委託事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

１　中学校用務業務委託：退職不補充による用務職の業務を民間委託する。 「協働」：事業者の継続契約と新規選定協事 目
２　施設利用管理委託：施設利用管理業務を一部委託し、円滑な学校運営を において、区民参画によるプロポーザル

働務 的
　　　　　　　　　　　確保する。 方式を導入し、事業者からの提案を取り

事 の ・
１　中学校用務業務委託：用務職員が行っていた業務全般およびトイレ清　 入れながら仕様書の見直しを継続的に行

業 概 内 協
　　　　　　　　　　　　掃､プール清掃、樹木剪定、給



1校あたりの平均執行額を100とした場
実績値 96 90 104標

合の指数。実績値＝当該年度の平均執
１

[単位] 指数 行額/11,469千円 達成率 0% 115% 107% 92%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　令和３年度平均執行額11,927千円で目標値を達成 総事業費 795,358 761,601 716,609 827,384
できなかった。 事 業 費 791,373 758,030 712,971 823,008 871,411
　要因として前年との比較では緊急事態宣言による

人 件 費休校がなく登校日数が増えたことや、感染症拡大予 総 3,985 3,571 3,638 4,376

防対策として全教室にサーキュレータを設置したこ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
とによる電気料金の増や換気による空調の使用増が 常

人　　数業 0.45 0.41 0.41 0.5考えられる。 勤
計費 3,985 3,571 3,638 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和２年度に全校体育館にエアコン設置、令和３ 人　　数訳 常 0 0 0 0
年度に全教室へサーキュレータ各２台を設置が完了 勤 計 0 0 0 0
し、なおかつ感染症予防の換気をしながら冷暖房機

国庫支出金を使用するため、公共料金が増額はしている。猛暑 0 0 0 0 0

や寒波など天候により左右される影響も否めない。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
指数となる平成30年度の執行額に比べ増となってい 財

受益者負担金 0 0 0 0 0るが、空調を使用することにより感染対策の換気を 源
十分に行い学習環境の保全となっている。 その他特定財源 93 59 285 15 60
【貢献度】児童の快適な教育環境の整備に加え、再 内

基　　金 0 0 0 0 0
生可能エネルギーの利用等による児童への環境教育 訳

起　　債に関する貢献度は高い。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.1 一般財源 795,265 761,542 716,324 827,369 871,351

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　気候変動や設備の設置等によりに大きく影響を受ける事業だが、副校長や事務職員連絡会等の場を活用しながら、学校への光熱水
費等の節減の呼びかけを継続的に行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4039 小学校公共料金管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

小学校の適正な維持管理を行う。 協事 目
働務 的

事 の ・
小学校６９校及び弥生小学校ふれあい広場の光熱水費、通信費等

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

１校あたりの光熱水費指数 目標値＝平成30年度光熱水費の小学校 目標値 110 96 96 104
指

【Ｈ３１年度新規】



等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

図書蔵書の充足率 目標値＝国の標準蔵書数の充足率 目標値 112 115 117 123 125
指

実績値＝年度末蔵書数/国の標準蔵書
実績値 115 117 123 125標

数
１

[単位] ％ 達成率 103% 102% 105% 102%

配分比率の各分野別冊数が 目標値＝学校図書館メディア基準の蔵 目標値 104 69 69 68
指

２分野以上超えている学校 書の配分比率による各分野別冊数
実績値 69 41 53標

【Ｒ２年度から定義変更】 【文科省から全国学校図書館協議会基
２

[単位] 校 準に変更】 達成率 0% 66% 59% 77%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」は、学校図書の蔵書数に対する意識は浸 総事業費 606,398 715,836 665,396 698,581
透しており、目標値は達成した。「指標２」は、各 事 業 費 586,474 696,583 646,105 679,671 700,007
校への予算配付時等に配分比率を意識した図書の更

人 件 費新を働きかけることで、配分比率の各分野別冊数が 総 19,924 19,253 19,291 18,910

２分野以上超えている学校を着実に増加させること 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ができたが、目標値には達成しなかった。 常

人　　数業 1.98 1.94 1.94 1.92
勤

計費 17,533 16,895 17,216 16,804

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

古い本や劣化の激しい図書の更新を目的に予算配付 人　　数訳 常 0.65 0.65 0.65 0.65
している。蔵書数を維持しながら、様々な分野の図 勤 計 2,391 2,358 2,075 2,106
書が取入れられ、分野別による偏りは生じつつも充

国庫支出金足率が上がることで、多様な図書に触れる機会を向 0 0 19,216 75,057 3,857

上させている。 都 支 出 金 0 0 404 0 0
なお、当事務事業では、図書の購入の外、教材用新 財

受益者負担金 0 0 0 0 0聞や教員用指導書の購入等、違う角度からも教育の 源
充実に貢献している。 その他特定財源 0 0 700 700 0
【貢献度】児童が本に触れる機会を増やし、豊かな 内

基　　金 0 0 0 0 0
人間性の育成や学習の場としての環境整備であり、 訳

起　　債貢献度は高い。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.1 一般財源 606,398 715,836 645,076 622,824 696,150

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　国基準の蔵書数は保持しつつ、学校図書メディア基準を目指した分野別の多種多様な本を偏りなく増やすことで、児童に多くの本
に触れる機会を増やし、調べ学習の効果や学習意欲向上につがるような環境整備を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4040 小学校運営管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

小学校の円滑な運営を図り、小学校教育の充実・発展に資する。 協事 目
働務 的

事 の ・
・実施内容　小学校運営　　　・学校数　　６９校

業 概 内 協
・学級数　　１，０６０学級（うち、特別支援学級（固定級）５２学級）

要 容 創・児童数　　３０，７７８人（うち、特別支援学級（固定級）３４４人）
根 拠 ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律      ・足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等 ・理科教育振興法（学校教育設備等補助金交付要綱）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務



00とした
実績値 95 90 108標

場合の指数　実績値＝当該年度の平均
１

[単位] 指数 執行額/12,017千円 達成率 0% 116% 106% 88%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　令和３年度平均執行額12,978千円で目標値を達成 総事業費 423,708 401,796 382,085 456,783
できなかった。 事 業 費 420,609 399,096 379,334 454,245 476,036
　要因として前年との比較では緊急事態宣言による

人 件 費休校がなく登校日数が増えたことや、感染症拡大予 総 3,099 2,700 2,751 2,538

防対策として全教室にサーキュレータを設置したこ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
とによる電気料金の増や換気による空調の使用増が 常

人　　数業 0.35 0.31 0.31 0.29考えられる。 勤
計費 3,099 2,700 2,751 2,538

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和２年度に全校体育館にエアコン設置、令和３ 人　　数訳 常 0 0 0 0
年度に全教室へサーキュレータ各２台を設置が完了 勤 計 0 0 0 0
し、なおかつ感染症予防の換気をしながら冷暖房機

国庫支出金を使用するため、公共料金が増額はしている。猛暑 0 0 0 0 0

や寒波など天候により左右される影響も否めない。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
指数となる平成30年度の執行額に比べ増となってい 財

受益者負担金 0 45 41 41 47るが、空調を使用することにより感染対策の換気を 源
十分に行い学習環境の保全となっている。 その他特定財源 411 117 104 54 90
【貢献度】生徒の快適な教育環境の整備に加え、再 内

基　　金 0 0 0 0 0
生可能エネルギーの利用等による生徒への環境教育 訳

起　　債に関する貢献度は高い。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.1 一般財源 423,297 401,634 381,940 456,688 475,899

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　気候変動や設備の設置等によりに大きく影響を受ける事業だが、副校長や事務職員連絡会等の場を活用しながら、学校への光熱水
費等の節減の呼びかけを継続的に行っていく。

50

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4041 中学校公共料金管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

中学校の適正な維持管理を行う。 協事 目
働務 的

事 の ・
中学校３５校の光熱水費、通信費等

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

１校あたりの光熱水費指数 目標値＝平成30年度光熱水費の中学校 目標値 110 95 95 108
指

【Ｈ３１年度新規】 １校あたりの平均執行額を1



見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

図書蔵書の充足率 目標値＝国の標準蔵書数の充足率 目標値 114 118 119 120 121
指

実績値＝年度末蔵書数/国の標準蔵書
実績値 118 119 120 121標

数
１

[単位] ％ 達成率 104% 101% 101% 101%

配分比率の各分野別冊数が 目標値＝学校図書館メディア基準の蔵 目標値 35 35 35
指

２分野以上越えている学校 書の配分比率による各分野別冊数
実績値 35 34 34標

【Ｒ２年度から定義変更】 【文科省から全国学校図書館協議会基
２

[単位] 校 準に変更】 達成率 0% 100% 97% 97%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」は、中学校の図書の充足率は、121%で目 総事業費 371,386 369,132 441,540 462,498
標値は達している。「指標２」は、各校への予算配 事 業 費 359,383 357,673 430,040 452,612 426,172
付時等に配分比率を意識した図書の更新を働きかけ

人 件 費ることにより、全校の基準冊数超の分類総数は着実 総 12,003 11,459 11,500 9,886

に増加しているが、目標値には達成しなかった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 1.21 1.17 1.17 1
勤

計費 10,715 10,190 10,383 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

古い本や劣化の激しい図書の更新を目的に予算配付 人　　数訳 常 0.35 0.35 0.35 0.35
している。蔵書数を維持しながら、様々な分野の図 勤 計 1,288 1,269 1,117 1,134
書が取入れられ、分野別による偏りは生じつつも充

国庫支出金足率が上がることで、多様な図書に触れる機会を向 0 0 6,517 44,511 9,014

上させている。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
なお、当事務事業では、図書の購入の外、教材用新 財

受益者負担金 0 0 0 0 0聞や教員用指導書の購入等、違う角度からも教育の 源
充実に貢献している。【貢献度】生徒が書籍を活用 その他特定財源 0 0 300 300 0
できる環境を整備し、学習の場を充実させる事業で 内

基　　金 0 0 0 0 0
あるため、貢献度は高い。 訳

起　　債【SDGsターゲット】4.1 0 0 0 0 0

一般財源 371,386 369,132 434,723 417,687 417,158

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　国基準の蔵書数は保持しつつ、学校図書メディア基準を目指した分野別の多種多様な本を偏りなく増やすことで、生徒に多くの本
に触れる機会を増やし、調べ学習の効果や学習意欲向上につがるような環境整備を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4042 中学校運営管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

中学校の円滑な運営を図り、中学校教育の充実・発展に資する。 協事 目
働務 的

事 の ・
・実施内容　中学校運営　　・学校数　３５校

業 概 内 協
・学級数　　４３７学級（うち、特別支援学級（固定級）２９学級）

要 容 創・生徒数　　１３，７４０（うち、特別支援学級（固定級）２００人）
根 拠 ・地方教育行政の組織及び運営に関する法律　・足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等 ・理科教育振興法（学校教育設備整備費等補助金交付要綱）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝



さい。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学級数 目標値＝運営予算配付の積算根拠とな 目標値 6 6 5 4 5
指

る夜間普通学級及び日本語学級数
実績値 6 5 4 5標

実績値＝設置学級数
１

[単位] 学級 達成率 100% 83% 80% 125%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　前年度の実績値としている目標値に対し、実績値 総事業費 2,694 2,396 2,215 2,341
は一般学級が前年度比１学級増、日本語学級は同じ 事 業 費 2,605 2,309 2,126 2,253 2,519
２学級で計５学級となり目標値は達成した。義務教

人 件 費育未修了者の学びの場の提供に貢献している。 総 89 87 89 88

なお、クラス編成は学力のレベルに合わせて一般学 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
級は３クラス、日本語学級は５クラスで授業を行っ 常

人　　数業 0.01 0.01 0.01 0.01ている。 勤
計費 89 87 89 88

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　一般学級は学力に応じて入学する学年を決めてい 人　　数訳 常 0 0 0 0
る。日本語学級は生徒数上限２０人で１学級となる 勤 計 0 0 0 0
混合学級のため生徒数３０人で２学級であるが、学

国庫支出金力に応じて５クラスで授業を行っていた。 0 0 0 0 0

　夜間学級は、義務教育未修了者に学びの場を提供 都 支 出 金 0 0 0 0 0
するとともに、引揚帰国子女やコロナ禍で入国者に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0変動がある中でも外国人等の受け入れの場として重 源
要な役割を担っている。 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.1 訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 2,694 2,396 2,215 2,341 2,519

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　第四中学校夜間には、夜間専任の事務職員は配置されていない。そのため、昼間の事務職員と適宜、情報共有を行いながら学校運
営に必要な物品等の購入を行っている。また、備品などは、配備されている物を共有することで、効率的な学校運営を行っている。
今後も学校運営を円滑に進めるための支援を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4043 第四中学校夜間学級運営管理事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校経理係
電 話 番 号 03-3880-5483 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

義務教育未修了者に対し教育の機会を提供し、かつ引揚帰国子女に日本語能 【協働】外国語支援（講師）などに、区協事 目
力を修得させるための夜間中学の管理・運営を図る。 内居住者の協力を得るなど、学校運営に

働務 的
おいて区民との協働が継続的に行われて

事 の ・
夜間一般学級　３学級　１３人 いる。

業 概 内 協
日本語学級　　２学級　３０人

要 容 創

根 拠 足立区立学校の管理運営に関する規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてくだ



法律　足立区学校運営協議会規則　足立区コミュニティ・スクール推進校指定要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学校運営協議会開催回数 学校経営の年間サイクルに応じて、年 目標値 66 60 72 52 56
指

間６回の協議会開催を目標とする。
実績値 57 52 39 49標

目標値＝開催予定数
１

[単位] 回 実績値＝開催数 達成率 86% 87% 54% 94%

「開かれた学校づくり協議 開かれた学校づくり協議会に学校運営 目標値 12 11 13 14 14
指

会型コミュニティ・スクー 協議会の機能を付加したコミュニティ
実績値 10 11 12 13標

ル」（開かれ型CS）設置校 ・スクール設置校数。目標値＝設置予
２

[単位] 校 定校数　実績値＝設置校数 達成率 83% 100% 92% 93%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：協議会開催回数は、6回3校、5回1校、4回3 総事業費 8,045 8,875 10,374 10,832
校、3回2校、2回4校であった。前年度に比べて自粛 事 業 費 3,617 4,520 4,162 4,706 7,171
期間が短く、活動できる機運が高まったため開催数

人 件 費は増加したが、目標達成には至らなかった。R4年度 総 4,428 4,355 6,212 6,126

はコロナの影響を踏まえ、年間４回を目標とする。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標2：令和4年2月に設置意向調査を実施した。95 常

人　　数業 0.5 0.5 0.7 0.7％以上の学校が「予定なし」と回答しており、急激 勤
な増加は見込めない。1校増を目標とする。 計費 4,428 4,355 6,212 6,126

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　「学校運営協議会」は、学校が地域の方と情報を 人　　数訳 常 0 0 0 0
共有し、地域と一体となって目標に向かう組織とし 勤 計 0 0 0 0
て活躍している。

国庫支出金　協議会開催数は昨年度に比べ１０回増加し、保護 0 0 0 0 0

者・地域の教育ニーズをより学校運営に反映するこ 都 支 出 金 0 0 0 0 0
とができた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

【貢献度】法律に基づく重要な役割を担っており、 その他特定財源 0 0 0 0 0
学校運営の充実に寄与している。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 8,045 8,875 10,374 10,832 7,171

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　国では、コミュニティ・スクール（以下、ＣＳ）設置を努力義務としている。足立区では、足立区版ＣＳ「開かれた学校づくり協
議会型ＣＳ」の設置拡大を目指しているが、既存の開かれた学校づくり協議会（以下、開かれ協議会）の中には、開かれ協議会が十
分に機能していることやＣＳ運営の負担感を理由にＣＳへの移行を躊躇する開かれ協議会がある。国の動向を注視しながら、開かれ
協議会のＣＳに対する理解を深め、不安感・負担感の解消を図ることでＣＳ設置を促していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4048 学校運営協議会推進事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・地域連携
電 話 番 号 03-3880-5347 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

「開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクール」の設置・拡大によ 学校・家庭・地域社会が一体となって、協事 目
り、保護者・地域の教育ニーズを学校運営に反映し、地域に開かれ、信頼さ より良い教育の実現に取り組んでいる。

働務 的
れる学校づくりを進める。

事 の ・
全校に設置された「開かれた学校づくり協議会」に、法律に基づく「学校運

業 概 内 協
営協議会」の機能を付加した「開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・

要 容 創スクール」の設置拡大を目指す。
根 拠 地方教育行政の組織及び運営に関する



。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

公務災害発生率 目標値＝他区市を含む東京都教育委員 目標値 7 7.6 7 7.5 7.4
指

会全体の職員の公務災害発生率
実績値 6 6.4 4.8 5.1標

実績値＝足立区の教職員の公務災害発
１

[単位] ‰(ﾊﾟｰﾐﾙ=1/1000) 生率【低減目標】 達成率 117% 119% 146% 147%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　令和3年度公務災害発生率は前年度0.1ポイント増 総事業費 10,756 16,289 16,560 16,970
となった。部活・体育など運動によるものが6件、 事 業 費 3,672 3,225 3,249 3,842 6,836
通勤災害が10件であった。安全衛生委員会等を開催

人 件 費し、学校等との連携や情報の共有化を通じて、公務 総 7,084 13,064 13,311 13,128

災害の軽減を図り、学校教育への影響を最小限にと 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
どめる。公務災害発生件数　令和3年度25件、令和2 常

人　　数業 0.8 1.5 1.5 1.5年度19件、元年度25件 勤
計費 7,084 13,064 13,311 13,128

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

（１）学校総括安全衛生委員会を開催 人　　数訳 常 0 0 0 0
（２）毎月健康相談を実施するとともに健康だより 勤 計 0 0 0 0
を発行

国庫支出金（３）講演会は新型コロナウイルス感染症の感染拡 0 0 0 0 0

大防止のため中止となった 都 支 出 金 0 0 0 0 0
（４）学校巡視　2校実施　 財

受益者負担金 0 0 0 0 0効果：産業医の助言を得ながら職場の安全衛生活動 源
に対する意識を高め、安全で快適な職場環境の形成 その他特定財源 0 0 0 0 0
の一助となった。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a,4.c 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 10,756 16,289 16,560 16,970 6,836

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　小・中１０３校の快適で安全な職場環境や、安全衛生の維持・向上を図っていくうえで必要不可欠な事業である。今後も継続して
各学校の管理職や衛生管理者・推進者と連携し、情報の共有化を図りながら、教職員の労働安全と衛生管理を推進するとともに、執
務環境の形成を促進していく。一方で、安全衛生委員会の招集について、設置規程第７条に月1回開催となっており、本庁舎での年3
回の開催の他、講演会や学校巡視、産業医等の健康相談実施状況等を安全衛生委員会として切り替えていく。また、各学校への周知
については、校務支援システムの文書配信を利用して紙の節減に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4113 学校安全衛生委員会運営事務
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・教職員係
電 話 番 号 03-3880-5972 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

区立学校における勤務者の労働安全と衛生管理を推進するとともに、快適な 協事 目
勤務環境の形成を促進する。

働務 的
事 の ・

１）安全衛生委員会の開催　２）安全衛生講演会の開催　３）産業医（主任
業 概 内 協

および学校）の設置　４）健康推進図書の配布
要 容 創

根 拠 労働安全衛生法第１９条、足立区学校安全衛生委員会設置規程、足立区学校安全衛生管理者等設置規程、足立区教職員健康
法令等 管理規程

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください



職員の円滑な業務遂行を図るため、 目標値 168 164 164 163 159
指

要綱に基づき貸与する被服件数
実績値 115 102 119 114標

目標値＝養護教諭・栄養士の実数【低
１

[単位] 件 減目標】 達成率 146% 161% 138% 143%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　達成率は前年度同様高い水準を保っている。事前 総事業費 1,311 1,373 1,280 1,263
に被服貸与の需要数調査を行い、各自の節約への意 事 業 費 425 502 393 388 734
識と不必要な貸与が無いように辞退を促すなど努め

人 件 費た結果、目標を達成した。 総 886 871 887 875

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.1 0.1 0.1 0.1
勤

計費 886 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　足立区学校職員貸与被服要綱に基づき、養護教諭 人　　数訳 常 0 0 0 0
に白衣のみ、都栄養士に白衣、短靴、帽子の中から 勤 計 0 0 0 0
一つを選択してもらい貸与した。令和３年度につい

国庫支出金ても被服貸与者に需要数調査を行い、継続使用が可 0 0 0 0 0

能な物については、新規貸与を辞退してもらうなど 都 支 出 金 0 0 0 0 0
不必要な貸与が生じないための取組みを実施した。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0最低限必要な貸与被服を購入し、経費節減に貢献し 源
た。 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a，4.c 訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,311 1,373 1,280 1,263 734

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　養護教諭と都費栄養士については、学校内で高い衛生管理が求められ、白衣や短靴等の貸与は業務遂行上必要不可欠である。今後
も、最低限必要な需要数を把握し経費節減に努めつつ貸与を継続する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4114 教職員の被服貸与事務
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・教職員係
電 話 番 号 03-3880-5972 E - m a i l kyoushokuin@city.adachi.tokyo.jp

衛生管理が求められる養護教諭・学校栄養職員（栄養士・栄養教諭）に対し 協事 目
、必要な被服を貸与する。

働務 的
事 の ・

白衣の購入（養護教諭、学校栄養職員）
業 概 内 協

短靴の購入（学校栄養職員）調理帽子の購入（学校栄養職員）
要 容 創※区費会計年度任用職員栄養士は学務課で対応

根 拠 足立区立学校教職員被服貸与要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

被服貸与件数 教



５３条

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

結核検診受診率 結核検診受診率 目標値 100 100 100 100 100
指

受診率の向上が生徒等の結核感染予防
実績値 99.9 99.9 99.9 99.9標

につながる。
１

[単位] ％ 目標は１００％ 達成率 100% 100% 100% 100%

定期健康診断受診率（一次 教職員の定期健康診断受診率 目標値 100 100 100 100 100
指

健診） 教職員の健康確保が、児童・生徒への
実績値 99.8 99.8 99.8 100標

教育活動の向上に寄与する。
２

[単位] ％ 目標は１００％ 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標1・2」ともに受診率は昨年度同様、ほぼ100% 総事業費 67,713 70,313 72,926 73,088
となった。未受診者への個別受診勧奨や健康だより 事 業 費 57,972 57,249 59,615 59,347 66,239
等で受診案内を徹底し、受診率100%を維持する。

人 件 費総 9,741 13,064 13,311 13,741

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 1.1 1.5 1.5 1.57
勤

計費 9,741 13,064 13,311 13,741

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　小・中学校の教職員を対象に学校保健安全法に基 人　　数訳 常 0 0 0 0
づき、各種健診を実施した。 勤 計 0 0 0 0
【効果】：疾病の早期発見と予防のために健康診断

国庫支出金を実施をすることで教職員の健康の維持・増進につ 0 0 0 0 0

ながった。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
※定期健康診断受診率 財

受益者負担金 0 0 0 0 0令和3年度：3,030人・100% 源
（令和2年度2,984人・99.8%、令和元年度2,925人・ その他特定財源 0 0 0 0 0
99.8%） 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a，4.c 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 67,713 70,313 72,926 73,088 66,239

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校現場における教職員の健康維持・健康増進、感染症発生の未然防止を目的として、各種法令等に基づき健康診断を実施してい
る。健康診断の実施項目については、平成28年度から消化器・前立腺がん検診、乳がん検診のエコー等を加え充実した。今後も受診
率向上を図るため、健診方法の見直し、校務支援システムの掲示板活用等、効果的な周知を継続する。また、ストレスチェックの導
入を機に教職員自身のストレスへの気づきを促すとともに、メンタルヘルス不調の未然防止に努める。引き続き、教職員が安心して
児童・生徒と向き合い、活力ある教育活動に専念できるように、こころとからだの両面から、健康維持・健康増進を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4115 健康管理事務
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・教職員係
電 話 番 号 03-3880-5972 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

教職員の健康診断を実施することにより健康増進を図り、学校教育の円滑な 協事 目
実施とその成果の確保に資する。また、教職員の結核検診を実施することに

働務 的
より児童・生徒並びに教職員等への伝染を未然に防止する。

事 の ・
１）定期健診　２）結核検診　３）大腸がん検診　４）消化器検診　５）女

業 概 内 協
性検診　６）情報機器作業健診

要 容 創

根 拠 労働安全衛生法第６６条、学校保健安全法第１５条第１項、学校保健安全法施行規則第１３条・第１４条、感染症の予防及
法令等 び感染症の患者に対する医療に関する法律第



単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

私費会計検査実施校数 私費会計検査として訪問した学校数 目標値 53 51 52 51 51
指

実績値 54 51 52 50標

１
[単位] 校 達成率 102% 100% 100% 98%

公費会計・服務事務検査実 公費会計・服務検査として訪問した学 目標値 10 10 15 11 11
指

施校数 校数
実績値 10 15 11 0標

２
[単位] 校 達成率 100% 150% 73% 0%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」：２年間で全ての小・中学校の検査支援 総事業費 13,283 11,670 11,714 11,553
を実施するために、33校の小学校・17校の中学校を 事 業 費 0 0 0 0 0
訪問し、適切な会計管理支援のための点検・助言を

人 件 費行った。 総 13,283 11,670 11,714 11,553

「指標２」：定期監査は毎年約３分の１の学校で実 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
施されている。対象校のうち11校について、事前の 常

人　　数業 1.5 1.34 1.32 1.32個別支援を実施予定であったが、コロナウイルス感 勤
染予防対策で監査が一年順延となり中止した。 計費 13,283 11,670 11,714 11,553

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　小・中学校ともに、各校の公費・私費の適正な会 人　　数訳 常 0 0 0 0
計処理、校内における会計点検機能の向上が課題と 勤 計 0 0 0 0
なっている。公費については、計画的な事務執行管

国庫支出金理や効率的な予算管理を促すとともに、訪問等によ 0 0 0 0 0

る各校の状況に即した検査・支援を行っている。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　私費では、事務処理手順等に対する理解が深まる 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ように「学納金徴収の手引き」等、事務の手引きの 源
改定を行ってきた。その有用性が確認できたため、 その他特定財源 0 0 0 0 0
さらなる会計処理の適正化に向け取り組んでいく。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【貢献度】不当・不正な支出を未然に防止すること 訳

起　　債で、安定した学校運営に寄与している。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 一般財源 13,283 11,670 11,714 11,553 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　学校における会計及び服務事務の適正管理には、自校の検査体制を充実させていくことが重要である。副校長や事務職員の異動等
から、著しく例外的な事務処理や遅延等が見受けられた場合には、速やかに当該校の学校訪問による支援や、検査実施による改善を
進めているところである。特に令和元年度からは、教員の働き方改革の一方策として私費会計を担う非常勤職員（学校事務専門員Ⅱ
）を配置したことから、これを機に併せて事務書式等の標準化を進め効率的な学校経営を支援している。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 21491 学校検査事務
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・学校検査
電 話 番 号 03-3880-5183 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

区立学校で扱う服務事務、公費・私費及び教育団体補助金等会計事務につい 協事 目
て、適正な処理と管理の徹底を図る。

働務 的
事 の ・

・学校監査、校内検査事務の助言、支援
業 概 内 協

・私費会計検査の実施
要 容 創・保護者が負担する教育費の調査

根 拠 地方行政の組織及び運営に関する法律　足立区立学校内部検査実施要綱
法令等 足立区学校徴収金事務取扱に関する実施指針　足立区学校財務要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／



うち、廃校等で未利用となっている
実績値 5 3 2 2標

ものの件数（最終的には０になること
１

[単位] 件 が目標） 達成率 100% 167% 150% 100%

廃校等施設における樹木剪 樹木剪定等実施回数（廃校等管理施設 目標値 4 8
指

定等回数【令和４年度新規 数×２回、ただし旧青少年関連施設を
実績値 2標

】 除き、弥生ふれあい広場（草刈り）を
２

[単位] 回 含む） 達成率 0% 0% 0% 50%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】旧青少年関連施設、旧本木東小の計２施 総事業費 64,225 92,270 66,149 47,956
設について、適切な維持管理を行いつつ跡地利用に 事 業 費 39,520 62,746 39,793 18,199 30,386
向けた調整を実施し教育財産の廃止を目指したが、

人 件 費R3年度は現状維持となった（低減目標のため達成率 総 24,705 29,524 26,356 29,757

100%）。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標２】旧本木東小及び弥生ふれあい広場につい 常

人　　数業 2.79 3.39 2.97 3.4て、樹木の生育状況等現況確認の上各１回ずつの剪 勤
定実施が最適と判断したため、目標を下回った。 計費 24,705 29,524 26,356 29,757

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　旧本木東小については西部地区建設課や資産管理 人　　数訳 常 0 0 0 0
課、災害対策課等との綿密な調整を行い、予定通り 勤 計 0 0 0 0
R4年度に解体工事着手予定である。これによりR4年

国庫支出金度中には跡地活用所管へ財産引継ぎし、未利用状態 0 0 0 0 0

の教育財産数の減につなげる。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　廃校等施設の樹木剪定については、旧本木東小、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0弥生ふれあい広場ともに樹木等の生育状況を現況確 源
認の上、年１回の樹木剪定・草刈り実施とした。指 その他特定財源 859 286 158 14 0
標の目標は下回ったが、必要最低限の予算で適切な 内

基　　金 0 0 0 0 0
廃校等施設管理を行い、地域の安全・安心な防犯・ 訳

起　　債衛生環境維持に大きく貢献できた。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 一般財源 63,366 91,984 65,991 47,942 30,386

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　当事業において廃校等の施設管理と合わせ、小・中学校計１０３校の土地・建物等の財産管理や施設貸出・使用許可事業など、学
校運営を支える基礎的な管理業務を行っている。また、施設営繕部各課と連携し、学校における工事・修繕に係る予算配布および支
出事務処理を行うことで、安全・安心な学校施設の維持・管理に貢献している。
　今後も児童・生徒にとって安全かつ快適な学習環境の維持・向上に資するため、引き続き効率的でかつ適切な教育施設管理事業に
取り組んでいく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4053 学校施設管理事務
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校施設管理課・施設管理係
電 話 番 号 03-3880-5965 E - m a i l g-shisetsukanri@city.adachi.tokyo.jp

区立小学校68校、区立中学校35校における安全かつ衛生的な環境を維持する 協事 目
。

働務 的
事 の ・

学校施設運営
業 概 内 協

営繕関係（学校施設図面データ作成委託等）
要 容 創教育財産管理関係（火災共済保険等）

根 拠 足立区公有財産規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

未利用財産の件数 教育財産として管理する土地・建物等 目標値 5 5 3 2 2
指

の



地区実施計画等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

実施計画に基づく事業進捗 統合までの進捗率 目標値 35 56 78 100
指

状況（江北小学校と高野小 ※実施計画(案)の完成（H29.9）から
実績値 35 56 78 100標

学校の統合） 統合前月（R4.3）までの全55ヶ月の進
１

[単位] ％ 捗月数（年度末現在） 達成率 100% 100% 100% 100%

実施計画に基づく事業進捗 統合までの進捗率 目標値 24 43 62 81 100
指

状況（北鹿浜小学校と鹿浜 ※実施計画(案)の完成（H30.1）から
実績値 24 43 62 81標

西小学校の統合） 統合前月（R5.3）までの全63ヶ月の進
２

[単位] ％ 捗月数（年度末現在） 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】学校等との連携を密にし、新校舎での学 総事業費 25,872 25,684 36,094 19,651
校運営の準備及び高野小学校の閉校事業等を支援す 事 業 費 192 167 1,130 2,672 7,519
ることで、予定どおりに統合できた（事業終了）。

人 件 費【指標２】コロナ禍ではあるが、何とか統合地域協 総 25,680 25,517 34,964 16,979

議会を開催して校名案と校章案の選定まで終了した 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
。校歌の制作については、コロナ禍により会議を延 常

人　　数業 2.9 2.93 3.94 1.94期したために令和4年度にずれ込んだが、令和5年4 勤
月の統合に向け、概ね順調に進んでいる。 計費 25,680 25,517 34,964 16,979

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

義務教育という大切な時期に、適正な児童・生徒数 人　　数訳 常 0 0 0 0
の集団生活の中で、互いに認め合い、助け合い、競 勤 計 0 0 0 0
い合いながら成長できる教育環境を整えることが、

国庫支出金子どもたちの人間力の育成と学力向上の両面におい 0 0 0 0 0

て大切である。今回、ともに小規模校だった江北小 都 支 出 金 0 0 0 0 0
学校と高野小学校を統合したことで、統合校である 財

受益者負担金 0 0 0 0 0江北小学校は適正規模校となった。 源
【貢献度】適正規模・適正配置事業を推進すること その他特定財源 0 0 0 0 0
により、教育環境の向上に寄与している。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【波及効果】教育環境が向上することにより、子ど 訳

起　　債もたちの学力向上と人間力の育成につながる。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 一般財源 25,872 25,684 36,094 19,651 7,519

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　北鹿浜小学校と鹿浜西小学校は、統合地域協議会を中心に校歌などの統合に伴う諸課題を協議する。会議の開催にあたっては、新
型コロナウイルス感染症拡大防止を図りながら、会議の開催時期の検討や開催方法を工夫していく。統合地域協議会で決定した内容
は、統合地域協議会ニュースの発行等により保護者や地域住民に周知していく。令和5年4月の統合に向けて、両校の負担を少しでも
軽減して統合が円滑に迎えられるように、児童の交流事業、新校舎での学校運営の準備及び両校の閉校事業等を支援する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4839 学校適正配置推進事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学校施設管理課・適正配置
電 話 番 号 03-3880-5426 E - m a i l g-shisetsukanri@city.adachi.tokyo.jp

　小・中学校の適正規模・適正配置を進めることにより、教育環境および教 【協働】町会・自治会、学校関係者の代協事 目
育効果の向上を図る。 表者等で構成する統合地域協議会で校名

働務 的
や校章など統合に伴う様々な課題を協議

事 の ・
　小・中学校の適正規模・適正配置ガイドライン、対象地区の実施計画等に している。

業 概 内 協
基づき、適正配置事業を推進する。 【庁内協働】教育指導部及び学校運営部

要 容 創 の各課
根 拠 学校教育法施行規則
法令等 小・中学校の適正規模・適正配置ガイドライン、対象



事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

希望選択票の提出率 小・中学校の新1年生が希望選択票を 目標値 100 100 100 100 100
指

提出した割合（回収数÷選択票送付数
実績値 97.6 95.8 96.2 96.7標

）
１

[単位] ％ 達成率 98% 96% 96% 97%

登下校等通知メール小学校 小学校の1年生の中で、登下校等通知 目標値 60 60 60 60
指

１年生加入率 メールを利用している児童の割合（利
実績値 57.6 48 49.7標

用者数÷児童数）
２

[単位] ％ 達成率 0% 96% 80% 83%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】：昨年度より提出率は増加した。引き続 総事業費 153,338 149,766 187,084 185,488
き、希望選択票の提出の周知に努めていく。 事 業 費 87,231 84,741 112,814 112,930 130,424
【指標２】：昨年度に比べ増加した。教育委員会発

人 件 費行の刊行物への掲載等により、保護者への周知を行 総 66,107 65,025 74,270 72,558

うことで、利用率の向上を目指していく。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 7.05 7.05 7.65 7.55
勤

計費 62,428 61,398 67,886 66,078

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　通学路への防犯カメラの設置や環境の整備により 人　　数訳 常 1 1 2 2
、登下校時の安全面を向上させることができた。今 勤 計 3,679 3,627 6,384 6,480
後は放課後活動地域への設置を進める。

国庫支出金　登下校等通知メール実施校を順次整備し、令和４ 0 0 0 0 0

年度から全小学校で実施を開始する。利用料の助成 都 支 出 金 11,557 12,920 16,340 16,530 1,100
（対象は小１のみ）により利用を促進した結果、登 財

受益者負担金 0 0 0 0 0下校時の安全確認に利用する保護者を増やすことが 源
できた。 その他特定財源 203 0 0 0 0
【貢献度】学籍の適正な管理が、学校関連諸事業の 内

基　　金 0 0 0 0 0
円滑な遂行に繋がり、その効果も施設の計画的な修 訳

起　　債繕など多方面に及んでいる。【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 0 0 0 0 0

一般財源 141,578 136,846 170,744 168,958 129,324

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
 小中学校の学校選択制度については広報やホームページ、パンフレット等を通じて引き続き周知を図っていく。また、子どもの登
下校時の安全を確保するため、移管される防犯ブザーの配布、通学路の点検や新たに放課後活動地域への防犯カメラの設置を学校や
区関連部署、警察署、事業者、地域、保護者等とも協力しながら実施していく。登下校等メールについては刊行物を通じて保護者に
ＰＲしていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4074 就学事務事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学務課・就学係
電 話 番 号 3880-5969 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

義務教育にかかる就学事務 【庁内協働】学校施設管理課：次年度の協事 目
児童の登下校における交通安全の確保 新入学受入数の決定、教育指導課：いじ

働務 的
めによる指定校変更・学級編制

事 の ・
学校選択制度の実施、就学関係書類印刷・消耗品購入 【執行委任】防犯設備課：防犯カメラ設

業 概 内 協
新入学児童交通安全帽子・ランドセルカバー購入 置工事0.5人分、工事課：通学路安全対

要 容 創通学路防犯カメラ整備、学童擁護業務委託 策工事0.05人分
根 拠 教育基本法、学校教育法、学校教育法施行令、学校教育法施行規則、学校保健安全法
法令等



第１６条～第１８条、同法施行令、独立行政法人日本ス
法令等 ポーツ振興センターに関する省令

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

公立小学校災害共済給付金 給付件数(1,110)÷請求件数(1,133） 目標値 100 100 100 100 100
指

給付率
実績値 98.98 99.61 97.83 97.97標

１
[単位] ％ 達成率 99% 100% 98% 98%

災害共済延べ請求件数 延べ請求件数（目標値は過去3年実績 目標値 1,607 1,532 1,489 1,353 1,236
指

値の平均値）
実績値 1,484 1,515 1,059 1,133標

２
[単位] 件 達成率 108% 101% 141% 119%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」目標に至らなかった原因は、書類不備に 総事業費 30,766 30,285 30,174 30,475
よる返還が２３件あったためである。 事 業 費 28,408 27,963 28,010 27,656 28,962
「指標２」令和２年度よりやや増加したものの、コ

人 件 費ロナ禍によるリモート授業や感染予防対策での授業 総 2,358 2,322 2,164 2,819

内容変更等により、コロナ禍前実績より大きく減少 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
している。 常

人　　数業 0.1 0.1 0.1 0.1令和３年度災害発生件数644件（前年度586件） 勤
計費 886 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　独立行政法人日本スポーツ振興センターと災害共 人　　数訳 常 0.4 0.4 0.4 0.6
済給付契約を締結し、学校管理下における怪我など 勤 計 1,472 1,451 1,277 1,944
の療養費等の給付を行うことにより、学校や児童の

国庫支出金活動を支援することにつながった。 0 0 0 0 0

　全国の公立小中学校等で広く利用されている制度 都 支 出 金 0 0 0 0 0
であり、転出入に伴う事務引継ぎなどもスムーズに 財

受益者負担金 0 0 0 0 0対応できるため、学校や保護者の負担を軽減してい 源
る。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、3.8 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 30,766 30,285 30,174 30,475 28,962

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　災害共済給付事業は、主に養護教諭が保護者からの申請を取次ぎ、学校経由で申請及び給付を行っている。保護者への制度周知や
区との書類の受け渡し、保護者への給付金支払いが遺漏なく行われるよう、学校との連携を強化していく。令和２年度から、この制
度を利用する場合であっても子ども医療費助成制度（マル子医療証）を使用できるようにしたことで、医療機関等の窓口での支払い
（立替払い）がなくなり、保護者の更なる負担軽減につながっている。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4093 小学校災害共済給付事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

独立行政法人日本スポーツ振興センターと災害共済給付契約を締結し、学校 【庁内協働】協事 目
管理下における児童の負傷、疾病、障害、死亡に関し、療養費等の給付を行 教育指導課：学校管理下の事故のため、

働務 的
うことにより、被災児童の救済を図り、学校教育の円滑な実施に資する。 連携して迅速な対応を図っている。

事 の ・
１　共済掛金の払い込み 親子支援課：子ども医療費助成制度との

業 概 内 協
２　共済給付金の請求 重複等で連携している。

要 容 創

根 拠 独立行政法人日本スポーツ振興センター法第１５条第１項第６号・



果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

室内空気中化学物質検査適 室内空気中化学物質検査濃度が基準値 目標値 100 100 100 100 100
指

合率 以内である教室の割合
実績値 100 100 100 100標

１
[単位] ％ 達成率 100% 100% 100% 100%

プール水質検査適合校数 プール水質検査の実施対象校に対する 目標値 68 69 69 69 68
指

基準値内である学校数
実績値 68 69 0 66標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 0% 96%

室内空気中化学物質検査実 室内空気中化学物質検査対象教室に対 目標値 26 23 22 21 0
指

施教室数 する検査実施教室数
実績値 26 23 22 21標

３
[単位] 教室数 達成率 100% 100% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」基準値を超えた20校について、換気を十 総事業費 14,810 14,386 13,495 16,242
分に行った上で再検査を実施した。 事 業 費 11,785 11,410 10,514 13,292 15,918
「指標２」保健所の指導に基づき対処した上で再検

人 件 費査を実施した。いずれも、適合を確認している。 総 3,025 2,976 2,981 2,950

「指標３」前年度検査が基準値の半分以下の場合は 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
検査を省略できるため、検査対象が毎年減少してい 常

人　　数業 0.3 0.3 0.3 0.3る。対象教室は全て検査を実施した。 勤
計費 2,657 2,613 2,662 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校保健安全法に定められた環境衛生基準に基づ 人　　数訳 常 0.1 0.1 0.1 0.1
き、各種環境衛生検査を実施することで、児童が安 勤 計 368 363 319 324
全に学校生活を送ることができた。

国庫支出金　上記指標の検査以外にも、学校薬剤師に委託し、 0 0 0 0 0

飲料水検査、空気検査、ダニ・アレルゲン検査、照 都 支 出 金 0 0 0 0 0
度検査等も実施している。その他、民間業者に委託 財

受益者負担金 0 0 0 0 0して害虫駆除や浮遊粉塵・気流検査も行い、学校環 源
境を整えている。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.3、3.4、3.5 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 14,810 14,386 13,495 16,242 15,918

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　引き続き学校薬剤師などと連携し各種環境調査を実施することにより、子どもたちが安全に学校生活を送れる環境を整えていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4094 小学校環境衛生事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

　学習環境の維持及び改善を行い、学校教育の円滑な実施に資する。 【庁内協働】足立保健所生活衛生課、衛協事 目
生試験所、施設営繕部中部地区建設課：

働務 的
プール水質検査、室内空気中化学物質検

事 の ・
１　水泳プール水質検査及び環境衛生総合検査(空気・飲料水・食器残留物) 査等において連携して実施している。

業 概 内 協
２　害虫駆除

要 容 創３　薬物乱用防止講習会
根 拠 学校保健安全法第６条、同法施行規則、同法施行令、足立区プール衛生管理に関する条例、同条例施行規則
法令等

事務事業の活動量･活動結



第１６条～第１８条、同法施行令、独立行政法人日本ス
法令等 ポーツ振興センターに関する省令

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

公立中学校災害共済給付金 給付件数(1,100)÷請求件数(1,125) 目標値 100 100 100 100 100
指

給付率
実績値 97.36 95.34 98.37 97.78標

１
[単位] ％ 達成率 97% 95% 98% 98%

災害共済延べ請求件数 述べ請求件数（目標値は過去3年の平 目標値 1,357 1,317 1,285 1,172 1,130
指

均値）
実績値 1,252 1,283 982 1,125標

２
[単位] 件 達成率 108% 103% 131% 104%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」目標に至らなかった原因は、書類不備に 総事業費 14,562 14,331 14,326 15,342
よる返還が２５件あったためである。 事 業 費 12,204 12,009 12,162 12,523 12,851
「指標２」令和２年度より増加したものの、コロナ

人 件 費禍によるリモート授業や部活動の自粛等により、コ 総 2,358 2,322 2,164 2,819

ロナ禍前実績より減少している。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
令和３年度災害発生件数500件（前年度457件） 常

人　　数業 0.1 0.1 0.1 0.1
勤

計費 886 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　独立行政法人日本スポーツ振興センターと災害共 人　　数訳 常 0.4 0.4 0.4 0.6
済給付契約を締結し、学校管理下における怪我など 勤 計 1,472 1,451 1,277 1,944
の療養費等の給付を行うことにより、学校や生徒の

国庫支出金活動を支援することにつながった。 0 0 0 0 0

　全国の公立小中学校等で広く利用されている制度 都 支 出 金 0 0 0 0 0
であり、転出入に伴う事務引継ぎなどもスムーズに 財

受益者負担金 0 0 0 0 0対応できるため、学校や保護者の負担を軽減してい 源
る。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、3.8 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 14,562 14,331 14,326 15,342 12,851

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　災害共済給付事業は、主に養護教諭が保護者からの申請を取次ぎ、学校経由で申請及び給付を行っている。保護者への制度周知や
区との書類の受け渡し、保護者への給付金支払いが遺漏なく行われるよう、学校との連携を強化していく。令和２年度から、この制
度を利用する場合であっても子ども医療費助成制度（マル子医療証）を使用できるようにしたことで、医療機関等の窓口での支払い
（立替払い）がなくなり、保護者の更なる負担軽減につながっている。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4097 中学校災害共済給付事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

独立行政法人日本スポーツ振興センターと災害共済給付契約を締結し、学校 【庁内協働】協事 目
管理下における生徒の負傷、疾病、障害、死亡に関し、療養費等の給付を行 教育指導課：学校管理下の事故のため、

働務 的
うことにより、被災生徒の救済を図り、学校教育の円滑な実施に資する。 連携して迅速な対応を図っている。

事 の ・
１　共済掛金の払い込み 親子支援課：子ども医療費助成制度との

業 概 内 協
２　共済給付金の請求 重複等で連携している。

要 容 創

根 拠 独立行政法人日本スポーツ振興センター法第１５条第１項第６号・



結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

室内空気中化学物質検査適 室内空気中化学物質検査濃度が基準値 目標値 100 100 100 100 100
指

合率 以内である教室の割合
実績値 100 100 100 100標

１
[単位] ％ 達成率 100% 100% 100% 100%

プール水質検査適合校数 プール水質検査の実施対象校に対する 目標値 35 35 35 35 35
指

基準値内である学校数
実績値 35 35 0 34標

２
[単位] 校 達成率 100% 100% 0% 97%

室内空気中化学物質検査実 室内空気中化学物質検査対象教室に対 目標値 5 4 3 2 2
指

施教室数 する検査実施教室数
実績値 5 4 3 2標

３
[単位] 教室数 達成率 100% 100% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標１」基準値を超えた2校について、換気を十 総事業費 7,985 7,838 7,178 8,641
分に行った上で再検査を実施した。 事 業 費 4,960 4,862 4,197 5,691 7,005
「指標２」保健所の指導に基づき対処した上で再検

人 件 費査を実施した。いずれも、適合を確認している。 総 3,025 2,976 2,981 2,950

「指標３」前年度検査が基準値の半分以下の場合は 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
検査を省略できるため、検査対象が毎年減少してい 常

人　　数業 0.3 0.3 0.3 0.3る。対象教室は全て検査を実施した。 勤
計費 2,657 2,613 2,662 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　学校保健安全法に定められた環境衛生基準に基づ 人　　数訳 常 0.1 0.1 0.1 0.1
き、各種環境衛生検査を実施することで、生徒が安 勤 計 368 363 319 324
全に学校生活を送ることができた。

国庫支出金　上記指標の検査以外にも、学校薬剤師に委託し、 0 0 0 0 0

飲料水検査、空気検査、ダニ・アレルゲン検査、照 都 支 出 金 0 0 0 0 0
度検査等も実施している。その他、民間業者に委託 財

受益者負担金 0 0 0 0 0して害虫駆除や浮遊粉塵・気流検査も行い、学校環 源
境を整えている。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.3、3.4、3.5 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 7,985 7,838 7,178 8,641 7,005

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　引き続き学校薬剤師などと連携し各種環境調査を実施することにより、子どもたちが安全に学校生活を送れる環境を整えていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4098 中学校環境衛生事業
施 策 名 1.4 安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

記 入 所 属 学校運営部・学務課・学校保健係
電 話 番 号 03-3880-5971 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

学習環境の維持及び改善を行い、学校教育の円滑な実施に資する。 【庁内協働】足立保健所生活衛生課、衛協事 目
生試験所、施設営繕部中部地区建設課：

働務 的
プール水質検査、室内空気中化学物質検

事 の ・
１　水泳プール水質検査及び環境衛生総合検査(空気・水質・食器残留物) 査等において連携して実施している。

業 概 内 協
２　害虫駆除

要 容 創３　薬物乱用防止講習会の実施
根 拠 学校保健安全法第６条、同法施行規則、同法施行令、足立区プール衛生管理に関する条例、同条例施行規則
法令等

事務事業の活動量･活動



の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

子どもの貧困対策会議数 会議の開催回数（子どもの貧困対策に 目標値 3 6
指

知見を持つ大学教授等の専門家と各所
実績値 7標

属の担当者らによる事業分析、評価な
１

[単位] 回 どを受ける会議） 達成率 0% 0% 0% 233%

若年者支援相談窓口の相談 若年者支援相談窓口の相談件数 目標値 150
指

数
実績値標

２
[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】事業評価方法を見直し、今年度は子ども 総事業費 0 0 0 19,254
の貧困対策の事業の評価を４人の専門家と各所属の 事 業 費 0 0 0 6,387 25,484
事業担当者との直接ヒアリングを実施した。①評価

人 件 費するテーマ・事業は専門家と相談し決定した②課題 総 0 0 0 12,867

のある事業や重点事業を会議のテーマとして抽出し 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
た　７回の会議を開催したことで目標値を上回った 常

人　　数業 0 0 0 1.1。【指標２】開設に伴い、新規指標に追加 勤
計費 0 0 0 9,627

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

①若年者支援体制の構築②不登校支援③外国籍と外 人　　数訳 常 0 0 0 1
国にルーツを持つ子どもたちへの支援④養育支援・ 勤 計 0 0 0 3,240
見守り事業⑤発達支援の５テーマに分け、分析・評

国庫支出金価を実施したことで、各所属の担当者が今抱えてい 0 0 0 0 0

る課題や事業の見直しの視点などのアドバイスを直 都 支 出 金 0 0 0 0 0
接専門家から得ることができた。令和３年度は新型 財

受益者負担金 0 0 0 0 0コロナウイルスの影響を受けたもののオンラインを 源
活用することで開催することができた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.b、4.3、17.17 内

基　　金 0 0 0 0 4,220
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 19,254 21,264

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である ■ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
子どもの貧困対策会議を実施したことで、学識評価をふまえた所管課の考えをまとめ、PDCAサイクルを確立することができた。今後
も、課題のある事業や時代のニーズにあった事業、これから重点的に進めていく事業などを選別し、継続的に開催していくことで、
子どもの貧困対策に必要となる支援や施策の反映に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22829 子どもの貧困対策・若年者支援事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 政策経営部・未・貧困対策課・若年者支援
電 話 番 号 03-3880-5717 E - m a i l k-hinkon@city.adachi.tokyo.jp

全ての子どもたちの現在及び将来が、生まれ育った環境に左右されることな 【協働】NPO団体などの関係団体協事 目
く、子ども一人ひとりが夢や希望を持てる地域社会の実現を目指す

働務 的
事 の ・

子どもの貧困対策の施策調整・計画
業 概 内 協

子どもの貧困対策の会議の運営に関すること
要 容 創若年者支援施策の調整

根 拠 子どもの貧困対策実施計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標



立区児童養護施設等退所時自立支援事業実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

あだち子どもの未来応援活 「あだち子どもの未来応援基金」を活 目標値 25 25
指

動助成数 用し、活動団体に事業補助した件数
実績値 13標

目標値＝予測件数
１

[単位] 件 実績値＝年間助成件数 達成率 0% 0% 0% 52%

児童養護施設等退所者支援 児童養護施設等退所者に支援した件数 目標値 25 20
指

件数 目標値＝予測値
実績値 22標

実績値＝年間支援者数
２

[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 88%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】年2回の助成を募集するところ、令和3年 総事業費 0 0 0 10,905
度は10月に募集を開始したため1回となり目標値を 事 業 費 0 0 0 6,529 13,700
下回ったが、5人の専門家による審査会で採択され

人 件 費た13事業（子ども食堂やフードパントリーを支援す 総 0 0 0 4,376

る事業）を支援できた。【指標２】令和3年3月から 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
始めた事業であるため、令和2年度の退所者14名を 常

人　　数業 0 0 0 0.5含めた22名に支援を行ったが、退所者が見込みより 勤
少なく目標値を下回った。 計費 0 0 0 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

あだち子どもの未来応援基金への寄付は、91件（13 人　　数訳 常 0 0 0 0
4,067千円）と多くの賛同を得ることができた。そ 勤 計 0 0 0 0
の基金を活用し、子ども食堂、お弁当の配布、フー

国庫支出金ドパントリーなどの食の支援などを延べ約9,000人 0 0 0 0 0

（13事業、2,128千円）に行った。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
児童養護施設等退所者支援については、令和3年度 財

受益者負担金 0 0 0 0 0特則として、令和2年度中に給付要件を満たしてい 源
る児童も対象として給付した（1人あたり200千円） その他特定財源 0 0 0 0 0
。 内

基　　金 0 0 0 6,529 13,700
上記の取組みにより、子どもの健やかな成長を支援 訳

起　　債することができた。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】1.b、4.3、17.17 一般財源 0 0 0 4,376 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和３年度に関係団体と協議し、「あだち子どもの未来応援事業」の補助金額の見直しなどを行い、利用団体の実態に応じた支援を
拡充することができた。今後は、子ども食堂・フードパントリーの事業数や実施回数を増やしていけるように支援していく。また、
夏休みなどの長期休暇においても「あだち子どもの未来応援基金」を活用して支援を広げていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22839 あだち子どもの未来応援事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 政策経営部・未・貧困対策課・貧困対策係
電 話 番 号 03-3880-5717 E - m a i l k-hinkon@city.adachi.tokyo.jp

あだち子どもの未来応援基金を活用して、子どもの健やかな成長を支援する 【協働】NPO団体などの関係団体協事 目
活動団体及び食の支援を行う団体の事業継続を図る。

働務 的
児童養護施設等退所者を支援する。

事 の ・
子ども食堂・居場所・フードパントリー活動等の支援

業 概 内 協
児童養護施設等の退所者支援

要 容 創

根 拠 あだち子どもの未来応援基金条例及び同審査会規則、足立区子どもの未来応援活動団体支援事業補助金交付要綱、足立区フ
法令等 ードパントリー運営団体支援事業補助金交付要綱、足



動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

あだち子どもの未来応援基 あだち子どもの未来応援基金に積立て 目標値 100 100
指

金に寄せられた寄附数 た年間寄附件数
実績値 91標

目標値＝予測件数
１

[単位] 件 実績値＝年間寄附件数 達成率 0% 0% 0% 91%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

令和３年３月に「あだち子どもの未来応援基金」を 総事業費 0 0 0 132,597
創設し、個人、企業・団体から多くの寄附が寄せら 事 業 費 0 0 0 129,096 201,080
れた。

人 件 費【内訳】（１）個人69件 128,143千円 総 0 0 0 3,501

　　　　（２）企業・団体　22件　5,924千円 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
件数においては目標値を下回ったが、高額の寄附が 常

人　　数業 0 0 0 0.4寄せられるなどして、多額の金額を受け付けること 勤
ができた。 計費 0 0 0 3,501

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

寄附者に対して、基金を原資としている補助金の活 人　　数訳 常 0 0 0 0
用事例や給付金を受取った児童養護施設等退所者の 勤 計 0 0 0 0
声を報告し、継続した寄附につなげていく。また、

国庫支出金講座やイベントなどの機会を捉えて、寄附金周知の 0 0 0 0 0

チラシ配布、ＳＮＳを活用するなど積極的なＰＲを 都 支 出 金 0 0 0 0 0
行い、子どもの健やかな成長を支援する基金の周知 財

受益者負担金 0 0 0 0 0を今後も継続して図っていく。 源
あだち子どもの未来応援基金を活用し、子ども食堂 その他特定財源 0 0 0 134,126 1,080
やフードパントリーなどの活動団体への支援や児童 内

基　　金 0 0 0 0 0
養護施設等退所者への巣立ちを支援することができ 訳

起　　債た。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】1.b、4.3、17.17 一般財源 0 0 0 △1,529 200,000

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
今年度より基金を創設したことで、個人および企業・団体から多くの寄附が寄せられて一定の効果があった。また、基金を活用した
新たな事業の展開として、若年者支援を対象として検討していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22841 あだち子どもの未来応援基金積立金
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 政策経営部・未・貧困対策課・貧困対策係
電 話 番 号 03-3880-5717 E - m a i l k-hinkon@city.adachi.tokyo.jp

あだち子どもの未来応援基金を活用し、子どもの健やかな成長を支援する活 【協働】寄附者が寄附することで子ども協事 目
動団体及び食の支援を行う団体の事業継続や児童養護施設等退所者への巣立 の健やかな成長支援に取組むNPO団体等

働務 的
ち支援を行う の支援、児童養護施設退所者の支援につ

事 の ・
基金利子および区民等からの寄附金を基金に積立てて、必要な子どもたちへ ながる

業 概 内 協
の支援に活用していく

要 容 創

根 拠 あだち子どもの未来応援基金条例及び同審査会規則
法令等

事務事業の活動量･活



。 働】鹿浜いきいき館地域連絡運営委員会
根 拠 児童福祉法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

利用者数 直営児童館の年間の総利用者数 目標値 49,000 45,000 35,000 6,000 6,000
指

目標値＝利用見込者数
実績値 42,698 34,571 2,096 4,372標

実績値＝利用者数
１

[単位] 人 達成率 87% 77% 6% 73%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置により来館 総事業費 54,564 53,780 51,740 51,284
者数が目標値に達しなかったが、感染拡大防止対策 事 業 費 4,504 4,533 720 781 1,319
を行いながら児童館を開館できたことにより、微増

人 件 費となった。 総 50,060 49,247 51,020 50,503

令和５年度で隣接する鹿浜西小学校が統合され、現 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
在の場所から学校がなくなることで、児童が減少し 常

人　　数業 5.03 5.03 5.03 5.03、児童館特例利用数も少ない。しかし、中高生利用 勤
が増えているため、目標値を現状維持とする。 計費 44,541 43,806 44,636 44,023

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

感染拡大防止対策を行いながらできる、体験活動や 人　　数訳 常 1.5 1.5 2 2
親子活動に力を入れ、地域連絡運営委員会や悠々館 勤 計 5,519 5,441 6,384 6,480
との共催で感染リスクの少ない、演芸などの鑑賞を

国庫支出金多く企画することで利用者の居場所づくりにつなが 1,028 1,162 0 0 0

った。 都 支 出 金 1,028 1,162 0 0 0
【貢献度】コロナ禍でも児童の健全育成を止めない 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ための活動を研修し、事業を提供した。 源
【波及効果】住区センターで薄れてきている昔遊び その他特定財源 15 115 29 33 16
の効果を広げるため、けん玉の研修を行った。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.4、4.2 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 52,493 51,341 51,711 51,251 1,303

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある ■ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
基幹住区センターとして、鹿浜いきいき館での実施事業内容（子どもの健全育成事業、子育て支援事業、子どもの貧困対策）を充実
させ、研修を通して住区児童館事業支援につなげていく。また、中高生利用が小学生利用との割合と比べ増えているため、隣接する
鹿浜西小学校が令和５年度に統合され、現在の場所からなくなることを見据え、中高生事業にも力を入れていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3584 鹿浜いきいき館児童館運営事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・鹿浜いきいき館
電 話 番 号 03-3853-5071（直通） E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

児童に対し、健全な遊び場の提供と留守家庭児童に対し、保護育成を図る。 【庁内協働】江北保健センター（乳幼児協事 目
子育て相談等）、青少年課、地域文化課

働務 的
、鹿浜図書館（本の読み語り、貸出協力

事 の ・
鹿浜いきいき館において、工作活動、音楽活動、スポーツ活動、卓球大会等 ）、こども支援センターげんき（虐待ネ

業 概 内 協
各種事業を行い児童の健全育成を図るとともに、遊戯室、集会室、図書室等 ットワーク）、保育コンシェルジュ【協

要 容 創の各施設を地域児童のために開放する



7
指

目標値＝補修見込件数
実績値 6 4 2 4標

実績値＝補修件数
１

[単位] 件 ※低減目標 達成率 117% 175% 350% 175%

直営学童保育室・指定管理 単独学童保育室補修工事件数 目標値 20 20 20 20 25
指

学童保育室補修工事件数 目標値＝補修見込件数
実績値 20 35 32 29標

実績値＝補修件数
２

[単位] 件 ※低減目標 達成率 100% 57% 63% 69%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①について、引き続き簡易な補修であれば現場 総事業費 8,040 9,348 9,478 8,656
の職員で対応するなどして、補修工事の件数を抑え 事 業 費 3,081 4,471 4,509 3,755 4,343
ることができている。

人 件 費指標②は、昨年と比較すると減少したが、目標を下 総 4,959 4,877 4,969 4,901

回った。手洗い・換気に伴い、給排水設備やサッシ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
の故障が目立った。保守点検等により早期発見・修 常

人　　数業 0.56 0.56 0.56 0.56繕を行い、運営に支障が出ないように努める。 勤
計費 4,959 4,877 4,969 4,901

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

修繕内容の状況に応じて、現場職員での対応を促す 人　　数訳 常 0 0 0 0
ことで工事契約件数を抑えながらも、施設の老朽化 勤 計 0 0 0 0
が想定した以上に進行しているため、職員の修繕対

国庫支出金応のみでは困難な事例が多々発生した。 0 0 0 0 0

また、給排水設備や窓回り修繕等、コロナ感染対策 都 支 出 金 0 0 0 0 0
に関係する修繕が散見された。今後も同じような修 財

受益者負担金 0 0 0 0 0繕が増えることが予想されるので、保守点検等を通 源
じて運営に支障が無いように早めの修繕に努める。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【効果】児童の安全性の確保やサービスの向上に繋 内

基　　金 0 0 0 0 0
がった。 訳

起　　債【SDGsターゲット】1.4、4.2 0 0 0 0 0

一般財源 8,040 9,348 9,478 8,656 4,343

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
保守点検等を通じ、早期発見・適切な補修をすることで、運営に支障が出ないように努める。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3585 児童施設維持補修事務
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・住区管理係
電 話 番 号 03-3880-5858（直通） E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

児童館・学童保育室の施設維持補修を行うことで、児童に対し安全な遊び場 【庁内協働】施設営繕部（点検・補修に協事 目
の提供をする。 ついて相談）

働務 的
事 の ・

児童館・学童保育室の施設営繕を実施する。
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 児童福祉法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

直営児童館補修工事件数 直営児童館の補修工事件数 目標値 7 7 7 7



、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

施設数 直営児童館の施設数 目標値 1 1 1 1
指

目標値＝予定児童館数
実績値 1 1 1 1標

実績値＝児童館数
１

[単位] 館 達成率 100% 100% 100% 100%

施設点検数 施設保守点検実施数 目標値 37 37 37 37 37
指

目標値＝予定実施数
実績値 37 37 37 37標

実績値＝実施数
２

[単位] 回 【新規指標】 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①はいきいき館のみのため、R3年度で当該指標 総事業費 26,438 26,179 25,277 25,389
を廃止する。 事 業 費 8,462 8,500 7,263 7,622 10,194
指標②については予定通り保守点検に努め、運営に

人 件 費支障が出る不具合について未然に改善することがで 総 17,976 17,679 18,014 17,767

きている。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 2.03 2.03 2.03 2.03
勤

計費 17,976 17,679 18,014 17,767

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

鹿浜いきいき館は、区の基幹児童館として様々な事 人　　数訳 常 0 0 0 0
業に取り組んでいる。本事業は消防点検や空調保守 勤 計 0 0 0 0
等、施設の維持のために必要な事業である。

国庫支出金【貢献度･波及効果】 0 0 0 0 0

施設の適正な維持管理を行うことで、利用者の安全 都 支 出 金 0 0 0 0 0
安心と利用者満足度の向上に寄与している。 財

受益者負担金 417 377 167 225 420【効果】 源
設備の保守点検を適正に行ったことで、利用者の安 その他特定財源 0 0 0 0 0
全確保及び設備の故障の予防につながった。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.4，4.2 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 26,021 25,802 25,110 25,164 9,774

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
施設の各種保守点検を適切な回数や内容に随時見直すなど、今後も適切に直営児童館の維持管理を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3586 鹿浜いきいき館児童館管理事務
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・住区管理係
電 話 番 号 03-3880-5858（直通） E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

児童館の維持管理を行うことで、児童健全育成の場の充実を図る。 【庁内協働】江北保健センター（乳幼児協事 目
子育て相談、歯科検診、中高生ふれあい

働務 的
事業協力）、青少年課（中高生事業協力

事 の ・
鹿浜いきいき館の光熱水費等、館の維持・運営を実施する。 ）、鹿浜図書館（本の読み語り、本の貸

業 概 内 協
出し協力）、こども支援センターげんき

要 容 創 （虐待ネットワーク）
根 拠 児童福祉法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み



く。 推進課、中央図書館こころとからだの健
要 容 創 康づくり課、公園管理課

根 拠 足立区こども未来創造館条例、足立区こども未来創造館条例施行規則、足立区こども未来創造館施設使用基準要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

こども未来創造館の利用者 こども未来創造館に来館し、実際に体 目標値 1,480,000 1,490,000 1,490,000 1,500,000 1,500,000
指

数 験をした子どもまたは親子の延べ人数
実績値 1,391,494 1,223,979 241,054 504,656標

目標値＝協定に基づく数値
１

[単位] 人 実績値＝利用者数 達成率 94% 82% 16% 34%

まるちたいけんドーム（プ 一般投影及び学習投影でプラネタリウ 目標値 140,000 140,000 140,000 150,000 150,000
指

ラネタリウム）の利用者数 ムを観覧した人数
実績値 127,141 96,972 14,989 36,766標

目標値＝協定に基づく数値
２

[単位] 人 実績値＝利用者数 達成率 91% 69% 11% 25%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：令和２年度よりも回復したものの、依然と 総事業費 533,791 539,054 580,339 553,126
して感染症拡大防止に伴う施設の一部休止や事業の 事 業 費 519,623 525,120 570,578 543,499 569,263
自粛の影響が大きく、目標を下回った。

人 件 費指標2：令和２年度からは約２.５倍増となっている 総 14,168 13,934 9,761 9,627

が、２カ月間の施設休止や学校や保育園による学習 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
投影の自粛の影響が大きく、目標を下回った。 常

人　　数業 1.6 1.6 1.1 1.1
勤

計費 14,168 13,934 9,761 9,627

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【効果】国民的アニメのプラネタリウム番組が人気 人　　数訳 常 0 0 0 0
を博し、来場者数が令和２年度比245％増となった 勤 計 0 0 0 0
。【貢献度】国補助金を活用し、小学生を対象とし

国庫支出金たクラブ活動事業「あだちっこくらぶ」を開始し、 0 0 0 0 0

音楽に苦手意識を持つ子どもに音楽を学ぶ機会を提 都 支 出 金 0 0 0 0 0
供し、自己肯定感の向上を図った。 財

受益者負担金 57,307 46,471 20,725 28,743 41,581【波及効果】ストリートピアノに関連したイベント 源
では、区外から多くの方が来館し、区のイメージア その他特定財源 9,839 9,791 15,699 11,084 11,207
ップに繋がっている 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 466,645 482,792 543,915 513,299 516,475

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和２年度よりも利用者数は増加しており、回復傾向にはあるが、令和元年度の利用者数からは大きく減少した状況が続いている。
今後も感染症対策の徹底を続けながらも、ジャパンフェスタや日本芸能実演家団体協議会と連携した伝統文化教室などを通じて日本
文化の魅力を伝えるとともに、ストリートピアノを活用した事業等を展開しながら利用者数の増加を目指していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 18759 こども未来創造館管理運営事務
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・広域施設係
電 話 番 号 03-3880-5701 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

  さまざまな体験を通して、子どもたちの夢やチャレンジ精神を育むことが 【協働】民間事業者により歌舞伎俳優と協事 目
でき、また、子どもたちの成長を支える取り組みを目指した事業展開をはか のタイアップを予定していた（コロナ禍

働務 的
っていく。 で中止）。【庁内協働】施設営繕部、シ

事 の ・
子どもの体験型総合施設として、科学、ものづくり、運動の３テーマを中心 ティプロモーション課、青少年課、住区

業 概 内 協
に様々な体験事業を利用者に提供してい



動機会を提供
要 容 創するとともにその健やかな成長を支援する。

根 拠 あだち放課後子ども教室実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学校・実行委員会との話し 実施内容の拡充（対象学年拡大・体験 目標値 100 240 240 240 240
指

合い プログラム実施等）に向けた話し合い
実績値 233 231 151 265標

の回数
１

[単位] 回 達成率 233% 96% 63% 110%

放課後子ども教室巡回数 生涯学習振興公社の学校担当職員等に 目標値 45 45 45 42 42
指

よる1校あたりの年間巡回数
実績値 49 45 26 27標

２
[単位] 回 達成率 109% 100% 58% 64%

全学年実施校数 全学年（1～6年）での実施校数 目標値 66 68 68 68 68
指

実績値 66 68 68 68標

３
[単位] 校 達成率 100% 100% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１：コロナ禍で自主的な休止や感染症対策など 総事業費 234,361 228,907 147,340 146,315
実施方法を話し合う機会が通常より多く達成した。 事 業 費 220,832 215,843 130,479 129,686 268,446
指標２：自主的に休止する期間があり、巡回数は昨

人 件 費年度と同程度だったが、開催日に対しては目標達成 総 13,529 13,064 16,861 16,629

に向け巡回を続けた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標３：残り１校となった未実施校の実行委員会と 常

人　　数業 1.32 1.5 1.9 1.9の協議を継続したことで４年度に達成する見込みで 勤
ある。 計費 11,689 13,064 16,861 16,629

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

 感染状況により自主的に休止した実行委員会に対 人　　数訳 常 0.5 0 0 0
し、実行委員会の考え方を尊重する寄り添った支援 勤 計 1,840 0 0 0
を行った。ブロック会議の書面開催、運営委員会の

国庫支出金中止など計画していた多くの事業が予定どおり実施 0 0 0 0 0

できなかった。 都 支 出 金 134,249 131,738 75,653 76,258 152,293
 コロナ禍による制限がある中で、指標１「学校・ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0実行委員会との話し合い」と指標２「放課後子ども 源
教室巡回」を心掛けた運営支援により、放課後の安 その他特定財源 0 0 0 0 0
心安全な居場所の提供に貢献した。指標３「全学年 内

基　　金 0 0 0 0 0
実施校数」は、今後達成する予定だが、学年分けな 訳

起　　債どにより、異学年交流ができず、健全な心身の発達 0 0 0 0 0

への影響が危惧される。【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3,4.a 一般財源 100,112 97,169 71,687 70,057 116,153

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　児童・生徒への新型コロナウイルス感染拡大により、夏休み明けの学校の臨時休業の際は休止とした。それ以外は、緊急事態宣言
等の発出に対しても、学校運営にあわせた継続実施を依頼する中で、実行委員会の考え方を尊重する方針を取った。
　３密対策や消毒作業などの通常と異なる変則的な運営を求められる中でも、実行委員会、スタッフ、生涯学習振興公社職員と協力
しながら取り組んだ。児童の安全安心な居場所づくりと様々な体験・交流の機会提供のため、放課後子ども教室の安定運営と全学年
実施の拡大を支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4188 放課後子ども教室推進事業【経常】
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・地域連携
電 話 番 号 03-3880-5347 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

放課後等の子どもたちの安全・安心な居場所を設け、地域の方々の参画を得 執行委任（住区推進課）常勤0.7人を含協事 目
て、子どもたちのたくましく生き抜く力を育む環境づくりの推進を目的とす む。【重点プロジェクト事業】

働務 的
る。 【協働】生涯学習振興公社・実行委員会

事 の ・
放課後の小学校の校庭や教室等を活用し、地域の方々に見守り等の協力をい ･スポーツ振興課と協働

業 概 内 協
ただく中、子どもたちに遊び、学び、学年を越えた交流等の活



・学校教育法施行規則第５０条・小学校学習指導要領
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

日光自然教室参加児童数 目標値＝６年生在籍児童数 目標値 5,238 5,262 5,303 5,249 5,084
指

実績値＝自然教室参加児童数
実績値 5,152 5,180 5,197 5,115標

１
[単位] 人 達成率 98% 98% 98% 97%

鋸南自然教室参加児童数 目標値＝５年生在籍児童数 目標値 5,260 5,304 5,263 5,092 5,110
指

実績値＝自然教室参加児童数
実績値 5,180 4,755 3,916 4,969標

２
[単位] 人 達成率 98% 90% 74% 98%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】【指標２】 総事業費 129,864 125,121 62,444 147,523
　新型コロナウイルス感染症の影響により、本来、 事 業 費 112,154 116,412 53,570 138,771 123,004
２泊３日で実施する自然教室を１泊２日に減泊した

人 件 費が、全ての小学校で実施することができたため、ほ 総 17,710 8,709 8,874 8,752

ぼ目標を達成することができた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 2 1 1 1
勤

計費 17,710 8,709 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　当初、５月から開始する予定だったが、まん延防 人　　数訳 常 0 0 0 0
止等重点措置、緊急事態宣言が発令されたことによ 勤 計 0 0 0 0
り、１０月からの開始となった。日光は冬季休館、

国庫支出金鋸南は施設改修により、１２月までに全校終了する 0 0 10,342 48,200 0

必要があったため、１泊２日に減泊せざるを得なか 都 支 出 金 0 0 0 0 0
ったが、全小学校で実施することができた。様々な 財

受益者負担金 0 0 0 0 0学校行事が制限される中、通常の教科学習では体験 源
できない集団宿泊体験を実施し、児童の心身の成長 その他特定財源 0 0 0 0 0
につなげることができたと考える。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.3 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 129,864 125,121 52,102 99,323 123,004

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
自然教室は、通常の教科学習などでは間接的にしか学ぶことができない自然や文化、歴史などに直接触れることができる貴重な体験
活動の場である。令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、様々な学校行事が中止・縮小する中、１泊２日ではある
が、全ての小学校で集団宿泊事業を実施できたことは評価できる。児童アンケートでも、「楽しかった」「もっといたかった」など
の肯定的な意見が多かった。しかし、一部教員からは、「２泊３日で実施することで、児童が更に成長する」というご意見もいただ
いており、今後は、感染状況を確認しながらではあるが、できるかぎり２泊３日で実施していきたい。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4084 小学校自然教室事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・自然教室係
電 話 番 号 03-3880-5970 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

学校生活では達し得ない集団生活の体得と、自然や地域文化に親しむ社会体 【重点プロジェクト事業】協事 目
験学習により心身の健全育成を図る。 鋸南自然教室では、鋸南町と協働し、地

働務 的
域の農家の方のご協力により、農業体験

事 の ・
区立小学校の児童が鋸南自然教室、日光自然教室を２泊３日で実施。バス（ 等を実施している。

業 概 内 協
各クラス１台・引率主任実地踏査用２台）の借上げ、教員・児童に配付する

要 容 創実施要項・しおりの印刷は、区負担としている。
根 拠 学校教育法第２１条



条・学校教育法施行規則第７２条・中学校学習指導要領
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

自然教室参加生徒数 目標値＝対象学年在籍者数 目標値 4,164 4,468 4,515 4,509 8,980
指

実績値＝自然教室参加生徒数
実績値 4,059 4,332 0 4,137標

１
[単位] 人 達成率 97% 97% 0% 92%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】 総事業費 101,794 106,559 11,932 96,289
　令和３年度は、令和２年度の自然教室を中止した 事 業 費 92,939 97,850 3,058 87,537 214,033
ことにより参加できなかった２年生を対象に実施し

人 件 費た。新型コロナウイルス感染症の影響により、２泊 総 8,855 8,709 8,874 8,752

から１泊に減泊したが、全ての中学校で実施するこ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
とができた。参加者数が通常時より減少したのは、 常

人　　数業 1 1 1 1コロナ不安による参加控えが要因だと考えられる。 勤
計費 8,855 8,709 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新型コロナウイルス感染症の影響により、１０～ 人　　数訳 常 0 0 0 0
１２月の実施となったため、通常行っている田植え 勤 計 0 0 0 0
・稲刈りはできなかったが、魚沼市の協力により、

国庫支出金人参掘り体験、雪国の暮らし体験など、１泊２日の 0 0 0 19,000 0

限られた時間の中で様々な体験・交流活動ができた 都 支 出 金 0 0 0 0 0
。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　生徒アンケートでも肯定的な意見が多く、コロナ 源
禍で様々な学校行事が中止される中、集団宿泊体験 その他特定財源 0 1,779 0 0 0
を実施できたため、生徒の心身の成長につなげるこ 内

基　　金 0 0 0 0 0
とができたと考えられる。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.3 0 0 0 0 0

一般財源 101,794 104,780 11,932 77,289 214,033

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
魚沼自然教室では、農業体験・自然体験など、子ども達の学びの意欲の向上につながる様々な体験活動を実施してきた。今後は、魚
沼市の方々との交流活動を推進するとともに、豊かな自然を活かした環境学習の視点なども取り入れていきたい。令和４年度は、２
年度の自然教室を中止したことにより生じた実施学年のずれを解消するために、はじめて２学年（１・２年生）が実施する。期間が
延長することにより、田植え・稲刈りが実施できない学校が生じるが、人参狩りやわらび採り体験、蛍鑑賞や紅葉の中のハイキング
など、通常時ではできない体験活動、交流活動を行い、充実した自然教室を実施する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4086 中学校自然教室事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・自然教室係
電 話 番 号 03-3890-5970 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

学校生活では達し得ない集団生活の体得と、自然や地域文化に親しむ社会体 【重点プロジェクト事業】協事 目
験学習により、心身の健全育成を図る。 魚沼市・魚沼市地域づくり振興公社（Ｒ

働務 的
４より観光協会）と協定を締結し、実施

事 の ・
区立中学校１年生を対象に、魚沼市で２泊３日の自然教室を実施。バス（各 している。

業 概 内 協
クラス１台・引率主任実地踏査用２台）の借上げ、生徒・随行看護師の施設

要 容 創使用料、教員・生徒用に配付する実施要項印刷は、区負担としている。
根 拠 学校教育法第２１



て仲間づくり活動事業補助、子育てアドバイザー活動助成、家族ふ 整を行っている。【協働・協創】区内浴
要 容 創れあいの日の通年実施 場組合・ボウリング場

根 拠 足立区子育て仲間づくり活動補助金交付等助成要綱、足立区子育てアドバイザー連絡会補助金助成要綱 
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

事業参加者数 「家族ふれあいの日」事業の参加者総 目標値 163,000 163,000 163,000 103,249 103,249
指

数
実績値 128,424 103,249 40,484 49,615標

R4の目標はH31の実績値
１

[単位] 人 達成率 79% 63% 25% 48%

子育て仲間づくりを実施し 子育て仲間づくり活動を実施した区内 目標値 100 100 100 48 48
指

た団体数 の公私立幼稚園・保育園などの団体数
実績値 46 39 4 7標

R4の目標はH29～31の実績値の平均
２

[単位] 団体 達成率 46% 39% 4% 15%

「早寝・早起き・朝ごはん 「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダ 目標値 193 201 223 221 218
指

」カレンダーの取組み園数 ーの親子での取り組みを実施した認可
実績値 141 145 158 162標

保育園・こども園・幼稚園の数
３

[単位] 園数 R4の目標は4・5歳児の園の数 達成率 73% 72% 71% 73%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新型コロナウイルス感染症蔓延の影響に 総事業費 22,495 22,626 18,605 18,429
より急激な落ち込みを示していたが、増加に転じた 事 業 費 9,961 10,290 6,539 6,437 11,365
【指標２】学習会等の準備を進めていた園があった

人 件 費が、新型コロナウイルス感染症蔓延による影響で急 総 12,534 12,336 12,066 11,992

遽中止となったため、実施園数は伸び悩んだ。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標３】私立保育園での４週間版チェックブック 常

人　　数業 1 1 1 1の取り組みが増加した。 勤
計費 8,855 8,709 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【指標１】「家族ふれあいの日」事業を行うことで 人　　数訳 常 1 1 1 1
親子の絆を深める機会の提供につながった。【指標 勤 計 3,679 3,627 3,192 3,240
２】「子育て仲間づくり活動」は保護者の子育ての

国庫支出金不安や孤立感の解消、子どもの発達過程や子育ての 0 0 0 0 0

知恵を学ぶ機会となっている。【指標３】「早寝・ 都 支 出 金 0 0 0 0 0
早起き・朝ごはん」カレンダーに取り組むことは、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0生活リズムの定着促進や子どもが基本的生活習慣を 源
身に付けるきっかけ作りとして役立っている。【貢 その他特定財源 0 0 0 0 0
献度】生活リズムの定着促進や保護者への学習機会 内

基　　金 0 0 0 0 0
の提供は家庭教育支援につながっている。【SDGｓ 訳

起　　債ターゲット】4.2 0 0 0 0 0

一般財源 22,495 22,626 18,605 18,429 11,365

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
「家族ふれあいの日」はホームページや広報誌の他にＳＮＳ等での周知活動も行っていく。
「子育て仲間づくり」は各園で行われている好事例の紹介を行いながら、実施園数を拡大していく。
「早寝・早起き・朝ごはん」は実施園を拡大するために、未実施園への周知にとどまらず活用方法の紹介など使い方の工夫も含めた
提案も行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 3779 家庭教育推進事務
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・家庭教育係
電 話 番 号 03-3880-5266 E - m a i l seishounenkyoiku@city.adachi.tokyo.jp

人間形成の基盤である幼児から児童期にかけての家庭教育の重要性に鑑み、 【重点プロジェクト事業】協事 目
保護者に対する家庭教育の啓発を図る。同時に、家庭教育のネットワーク化 【庁内協働】子ども施設入園課・住区推

働務 的
を推進することによって、地域の教育力を高める。 進課・衛生部の所管団体が実施する事業

事 の ・
生活リズム定着推進事業（早寝・早起き・朝ごはん）、家庭教育地域推進事 支援に関わる内容で、各課との連絡や調

業 概 内 協
業、子育



や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

「成人の日の集い」参加率 対象者のうち「成人の日の集い」に参 目標値 60 60 60 55 55
指

加した人の割合（記念品配布数／対象
実績値 61.4 55.3 52.1 50.5標

新成人）
１

[単位] ％ R4年度の目標はH31の実績値。 達成率 102% 92% 87% 92%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　目標は達成できなかった。 総事業費 27,404 28,063 26,904 32,752
　新型コロナ感染症対策のため、式典を午前午後の 事 業 費 14,121 14,999 13,593 19,624 21,177
２部制とし、オンラインによるライブ配信を並行す

人 件 費る分散開催としたこと、また式典開催日の直前に、 総 13,283 13,064 13,311 13,128

新型コロナ感染状況の急激な悪化もあったことが、 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
参加者数の減少となった主要因と考えられる。 常

人　　数業 1.5 1.5 1.5 1.5　なお、ライブ配信による午前の部・午後の部の再 勤
生数は、計4,321回であった。 計費 13,283 13,064 13,311 13,128

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

 新型コロナウイルス感染状況が悪化し、式典の開 人　　数訳 常 0 0 0 0
催が危ぶまれる状況ではあったが、実行委員　（新 勤 計 0 0 0 0
成人から公募）の尽力もあり、予定通り実施するこ

国庫支出金とができた。様々な事情で式典に来られない方も、 0 0 0 0 0

オンラインによる配信で式典に参加してもらうこと 都 支 出 金 0 0 0 0 0
で、大人としての義務と責任を自覚し、地域活動や 財

受益者負担金 0 0 0 0 0投票など、区政参加への機運を高めることができた 源
。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】17.17 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 27,404 28,063 26,904 32,752 21,177

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和４年４月１日の民法改正により、成年年齢が１８歳に引き下がった後も、２０歳を対象に式典を実施するため、式典名を『二十
歳の集い』に改めた。コロナ禍のため、令和４年度『二十歳の集い』も会場開催ができるかは不透明であるが、様々な状況に対応で
きる運営方式を構築し、実行委員のサポート体制を充実させることで、最高の思い出となる式典を共に創り上げていく。
また、式典の参加対象年齢の周知と、参加者数の増加を図るため、ＳＮＳ等を活用した情報発信を強化していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4180 成人の日記念事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・管理調整係
電 話 番 号 03-3880-5264 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

新成人を励ますとともに、足立区民としてのメンバーシップを自覚する場を 【協働・協創】成人の日の集い実行委員協事 目
提供する。 と連携し、式典を実施

働務 的
【庁内協働】選挙管理委員会、教育指導

事 の ・
対象：新成人　6,000名（見込） 部、学校運営部、子ども家庭部、総務部

業 概 内 協
会場：東京武道館 、地域のちから推進部、政策経営部

要 容 創内容：式典及びアトラクション
根 拠 文部事務次官通達「成人の日」の行事について（昭和31年12月10日）aaa
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務



立区青少年委員に関する規則　　　　　　　　　　　　　　　　　
法令等 足立区青少年委員被服貸与要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

活動事業の回数 青少年委員としてブロックで行う活動 目標値 143 143 156 73 153
指

の回数
実績値 137 145 73 153標

１
[単位] 回 R4の目標はR3の実績値。 達成率 96% 101% 47% 210%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　目標を大きく達成できた。 総事業費 30,523 28,084 29,641 28,322
　新型コロナウイルス感染拡大に伴うまん延防止等 事 業 費 12,813 10,666 11,893 10,818 12,132
重点措置・緊急事態宣言による活動自粛要請はあっ

人 件 費たが、感染症対策を実施し、多くのブロックで対面 総 17,710 17,418 17,748 17,504

式の教育懇談会を実施したこと、オンラインやSNS 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
を活用し、非対面式のブロック会議等を開催したこ 常

人　　数業 2 2 2 2とで、ブロックで行う活動の回数を大きく増加する 勤
ことができた。 計費 17,710 17,418 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　青少年委員会の事務局として、会議日程の調整や 人　　数訳 常 0 0 0 0
会場の確保、資料作成を行い、委員活動を円滑に進 勤 計 0 0 0 0
めることができた。

国庫支出金　長引くコロナ禍に伴う各種行事の中止や外出自粛 0 0 0 0 0

等は、青少年に大きな影響を与えたと思われるが、 都 支 出 金 0 0 0 0 0
そのようななか、 対面式の活動のみならず、非対 財

受益者負担金 0 0 0 0 0面式の活動（オンラインやSNS等の活用）を実施し 源
てきたことで、地域と学校を結ぶコーディネーター その他特定財源 0 0 0 0 0
として、青少年の健全育成に大きな役割を果たすこ 内

基　　金 0 0 0 0 0
とができた。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】17.17 0 0 0 0 0

一般財源 30,523 28,084 29,641 28,322 12,132

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
コロナ禍においても個々の青少年委員との連携や、地域・学校との連携に取り組み、青少年委員が青少年健全育成における中心的な
役割を担うことができるよう、引き続き支援を続けていく。また任意組織である青少年委員会の事務局として会議に出席し、協議や
情報提供等により、その活動を支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4183 青少年委員の活動支援事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・管理調整係
電 話 番 号 03-3880-5264 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

青少年委員は、青少年教育の振興を目的として設置され、地域の健全育成活 【協働・協創】開かれた学校づくり協議協事 目
動の中心的存在となっている。 会や、青少年対策地区委員会の主要メン

働務 的
バーとして、学校・地域と連携している

事 の ・
青少年委員に対し、報酬を支払うとともに資質の向上を図るため各種研修会 。

業 概 内 協
を実施する等、その活動を支援する。青少年委員は、小学校区及び中学校区

要 容 創に各1名の割合で各地域より推薦されている。
根 拠 足立区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例、足



指導部、学校運営部
要 容 創の活動助成

根 拠 足立区青少年問題協議会条例、足立区青少年対策事業活動補助金交付要綱、母の会事業活動補助金交付要綱、足立区立小・
法令等 中学校ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、足立区立小・中学校ＰＴＡ連携事業活動に対する補助金交付要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

青少年対策地区委員会全体 各青少年対策地区委員会が補助金を活 目標値 130 130 130 108 108
指

の主催事業数 用して実施した主催事業数
実績値 121 108 41 54標

１
[単位] 回 R4の目標はH31の実績値。 達成率 93% 83% 32% 50%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　目標は達成できなかった。 総事業費 42,958 39,814 25,027 24,996
　新型コロナウイルス感染拡大に伴うまん延防止等 事 業 費 27,904 25,009 9,941 10,118 29,687
重点措置・緊急事態宣言により、地域の音楽会やス

人 件 費ポーツ事業等、多くの参加者が見込まれる事業を中 総 15,054 14,805 15,086 14,878

止せざるをえなかった。一方、コロナ禍でもできる 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
事業は何かを模索し、新しい生活様式に対応した事 常

人　　数業 1.7 1.7 1.7 1.7業を実施したことで、前年度の実績値を上回ること 勤
ができたと考えられる。 計費 15,054 14,805 15,086 14,878

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　青少年対策地区委員会は、地域の青少年健全育成 人　　数訳 常 0 0 0 0
対策の中核として重要な役割を担っており、コロナ 勤 計 0 0 0 0
禍で様々な学校・地域の行事が中止となる中でも、

国庫支出金新しい生活様式に対応した事業を模索し、実施して 0 0 0 0 0

きた。従来の式典を省略し在籍校に表彰状を送付す 都 支 出 金 0 0 0 0 840
る「善行青少年顕彰」等で『青少年の健全育成』を 財

受益者負担金 0 0 0 0 0図り、また感染対策を実施した上での街頭パトロー 源
ルやクリーン作戦等により『青少年をめぐる環境浄 その他特定財源 0 0 0 0 0
化』を行う等、青少年の健全育成に寄与することが 内

基　　金 0 0 0 0 840
できた。 訳

起　　債【SDGs】17.17 0 0 0 0 0

一般財源 42,958 39,814 25,027 24,996 28,007

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
コロナ禍でいかに効果的に青少年健全育成活動が行えるか、青少年対策地区委員会会長連絡協議会をはじめとした場での協議や情報
提供等、連携を継続していく。また各地区対の事業に適切に補助金を交付するとともに、有効な活動が行えるよう支援を行う。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20850 青少年対策事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・管理調整係
電 話 番 号 03-3880-5264 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

地方青少年問題協議会法に基づく付属機関である青少年問題協議会で、関係 【協働・協創】地域の各青少年健全育成協事 目
行政機関・団体等の青少年対策の総合施策の樹立を図るとともに、地域にお 団体と連携し、活動助成や事業を実施

働務 的
ける青少年健全育成団体等の活動を助成し、青少年の健やかな成長を図る。 【庁内協働】政策経営部、危機管理部、

事 の ・
青少年問題協議会の運営 地域のちから推進部、産業経済部、福祉

業 概 内 協
青少年対策地区委員会、母の会、小中学校ＰＴＡ、民間遊び場設置事業者等 部、衛生部、教育



綱、こどもをまもろう110番取り扱いに係る見舞金支給要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

課内調整会議 施策検討や事業調整、連携強化を目的 目標値 48 48 48 48 48
指

とした会議数
実績値 48 48 48 48標

目標値は月4回×12カ月とする。
１

[単位] 回 達成率 100% 100% 100% 100%

社会教育委員会議 学識経験者等による会議数 目標値 1 1 1 1 1
指

実績値 1 2 1 1標

２
[単位] 回 達成率 100% 200% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】達成できた。係間の連携・情報共有を目 総事業費 10,045 10,027 11,084 9,041
的とした係長会や、コロナ対応に伴う事業調整会議 事 業 費 2,961 3,060 3,985 2,039 2,486
を開催。係長不在時でも他職員が出席したり、日程

人 件 費変更等柔軟に対応したため、予定通り開催できた。 総 7,084 6,967 7,099 7,002

【指標２】達成できた。前年度はコロナの影響によ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
り書面開催としたが、令和３年度は感染症対策を実 常

人　　数業 0.8 0.8 0.8 0.8施し、社会教育委員３名と青少年課による会議を予 勤
定通り開催することができた。 計費 7,084 6,967 7,099 7,002

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　係長会議や事業調整会議を行うことで、課内の連 人　　数訳 常 0 0 0 0
携体制が強化され、新しい生活様式に対応した様々 勤 計 0 0 0 0
な事業を実施することができた。

国庫支出金　また社会教育委員会議を開催し、各委員の学識に 0 0 0 0 0

基づくご意見をいただくことで、社会教育団体の運 都 支 出 金 0 0 0 0 0
営にかかる知見を得ることができた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】17.17 その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 10,045 10,027 11,084 9,041 2,486

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
課内会議は係間の連携や情報共有を図るため、また各団体との連携を強化していくために、引き続き積極的に実施していく。
また、社会教育関係団体への適切な補助金交付や、社会教育に関するご意見をいただくためにも、引き続き社会教育委員会議で議論
を進めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20871 青少年教育管理事務
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・管理調整係
電 話 番 号 03-3880-5264  E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

社会教育委員会議の運営及び青少年健全育成事業を行うために庶務的管理事 【協働・協創】学識経験者や地域の青少協事 目
務を行う。 年健全育成団体の代表者等を社会教育委

働務 的
員として委嘱し、社会教育委員会議を実

事 の ・
職員旅費、一般事務用消耗品、郵送料、社会教育委員会議運営経費 施。

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 社会教育法、足立区社会教育委員条例、足立区社会教育委員会議規則、足立区青少年対策地区委員会ボランティア活動保険
法令等 取扱要綱、青少年課関係ボランティア団体賠償責任保険取扱要



座、育成者セミナー、キャンプ指導者養成、安全 ＮＰＯ法人あだち日曜教室を育てる会と
要 容 創安心プロジェクト、中高生の居場所、子ども対象事業 協働し日曜教室を運営

根 拠 ジュニアリーダー研修会要綱
法令等 各実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

ジュニアリーダー研修会参 ジュニアリーダー研修会（JL研修会） 目標値 500 600 600 250 480
指

加者数 の参加者数(R4年度=会場数×定員３０
実績値 560 603 203 64標

名)
１

[単位] 人 達成率 112% 101% 34% 26%

ジュニアリーダースーパー ジュニアリーダースーパー研修会の参 目標値 80 80 90 70 70
指

研修会参加者数(延べ) 加者数(上半期・下半期計)
実績値 66 97 0 57標

(R4年度=定員３５人×２期)
２

[単位] 人 達成率 83% 121% 0% 81%

あだち日曜教室の申込者数 教室の申込者数(前年度実績数より増) 目標値 55 55 55 50 35
指

実績値 45 48 49 31標

３
[単位] 人 達成率 82% 87% 89% 62%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】10会場×25名で計画したが、コロナの影 総事業費 38,200 38,036 32,014 33,169
響で5会場での実施となり集まりも少なかった。令 事 業 費 11,635 11,909 5,392 6,913 11,523
和3年度から目標値・実績値を延べ数から実数に変

人 件 費更した。【指標2】1期5回コースで計画しコロナの 総 26,565 26,127 26,622 26,256

状況が不安定な中、定員割れはしたものの81％を達 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
成することができた。【指標3】令和2年度にコロナ 常

人　　数業 3 3 3 3禍により教室を開催できなかったため、3年度は継 勤
続しない受講生が多かった。 計費 26,565 26,127 26,622 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　研修会は半分が中止となった。実施した会場に集 人　　数訳 常 0 0 0 0
まった受講生数は、コロナ前より人数が少なかった 勤 計 0 0 0 0
が、その分普段交流の無い他の学校の児童・生徒や

国庫支出金地域の大人、異年齢のチューター・カウンセラーと 0 0 0 0 0

充実したコミュニケーションが図れ、全ての受講生 都 支 出 金 0 0 763 1,000 1,000
に目が届いた。学校では経験できない体験をしたこ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0とで自己肯定感を持つための一助となった。 源
　日曜教室は、受講生が職場以外の人との交流や、 その他特定財源 0 0 0 0 0
外出するいい機会となっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】4.4 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 38,200 38,036 31,251 32,169 10,523

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
ジュニアリーダー研修は、子どもたちのリーダーとなるだけでなく、将来の地域や社会のリーダーにも繋がることを目指している。
参加者を増やすために、区による募集チラシや区ホームページ掲載だけでなく、各会場の責任者となる地少協も積極的にＰＲしてい
くよう依頼する。また、研修会の様子をＳＮＳ等で情報発信し次のジュニアリーダー研修会参加者を増加させる手段の一つとする。
研修の中身は、大学生・高校生であるチューター・カウンセラーを中心に組み立て、受講生である小学生に憧れを抱かせる。日曜教
室の募集については、対象である受講生や従事するボランティアに教室の存在がしっかり届く方法を検討し実施する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20902 青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・青年事業係
電 話 番 号 03-3880-5275 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

 特別支援学級等の卒業生を対象とした「あだち日曜教室」の実施や、子ど 【協働】少年団体連合協議会（少連協）協事 目
も会等の地域活動に参画する青少年の育成と、青少年活動の指導者を対象と ・地区少年団体協議会（地少協）と協働

働務 的
した研修会を開催し、地域の青少年団体の活性化を促す。 し、ジュニアリーダー研修会や宿泊キャ

事 の ・
あだち日曜教室、ジュニアリーダー研修会、ジュニアリーダースーパー研修 ンプを実施

業 概 内 協
会、青少年講座、指導者講



助金交付要綱、足立区民ふれあい計算フェスティバル事業補助金交付要綱、足立区立公園少年キ
法令等 ャンプ場利用要綱・キャンプ用品取扱要項

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

構成員数 足立区少年団体連合協議会の構成員数 目標値 22,000 20,000 20,000 17,000 15,450
指

（常任理事・子ども会会長およびその
実績値 17,979 17,157 16,534 13,583標

児童生徒）(目標値:子ども会数×７５
１

[単位] 人 人) 達成率 82% 86% 83% 80%

キャンプ場の利用状況 宮城ゆうゆう公園利用者数 目標値 1,100 1,100 1,100 900 970
指

(目標値:４５週×２０名／回+JL研修
実績値 704 855 386 353標

会参加者数)
２

[単位] 人 達成率 64% 78% 35% 39%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】子どもの絶対数の減少やコロナ禍による 総事業費 28,087 27,674 24,627 23,404
子ども会活動の停滞あるいは解散などがあり減少し 事 業 費 10,377 10,256 6,879 5,900 11,139
ている。

人 件 費【指標2】コロナ対策による宿泊利用禁止のほか、 総 17,710 17,418 17,748 17,504

利用者人数と貸出時間の制限に加え飲食禁止とした 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
時期もあり、利用者が減少した。 常

人　　数業 2 2 2 2
勤

計費 17,710 17,418 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　地少協・子ども会は、「子どもは地域で育てる」 人　　数訳 常 0 0 0 0
ための大切な団体である。また、子どもが、家族や 勤 計 0 0 0 0
学校の大人以外の大人と関わることは成長過程で大

国庫支出金切だと考えており、子ども会に加入することは、そ 0 0 0 0 0

の第一歩として効果がある。今後、子ども会等への 都 支 出 金 0 0 0 0 0
加入者を増やすため、団体で実施する事業やイベン 財

受益者負担金 0 0 0 0 0トを積極的に情報発信していく。 源
　キャンプ場の利用については、非日常の野外活動 その他特定財源 0 0 0 0 0
や、特に火おこしやグループでのレクリエーション 内

基　　金 0 0 0 0 0
を経験することで自分の新たな一面を発見し、成長 訳

起　　債の糧に一役買っている。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.1 一般財源 28,087 27,674 24,627 23,404 11,139

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
子どもは、家庭、学校、地域で育つ。地少協は、子どもを地域で育てるための大切な団体の一つである。加入人数を増やす方法とし
て、毎年度、子ども会数・人数調査を実施し数字変化の「見える化」を図る。また、加入促進リーフレットについて更にわかりやす
く見直し、配布時期には各地少協に加入方法等を確認しておくよう改めて依頼する。さらに子ども会や地少協で行ったイベント等に
ついては、できる限り情報を発信し、多くの区民に知ってもらうようにしていく。キャンプ場の利用者増は、まず存在を知ってもら
うこと、そして活用できる指導者を増やすことに重点を置く。

81

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20915 青少年団体の支援事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・青年事業係
電 話 番 号 03-3880-5275 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

区内の少年団体の活動を活性化させ青少年の健全育成を図るため、補助金を 【協働・協創】少年団体連合協議会（少協事 目
交付する他、少年キャンプ場を運営し青少年団体に貸出しを行う。 連協）・地区少年団体協議会（地少協）

働務 的
と協働・協創し、地域で子どもを育てる

事 の ・
区内の少年団体の活動を助成するため、補助金を交付する。 ことを実践している。

業 概 内 協
宮城ゆうゆう公園を少年キャンプ場として開放し、キャンプ用品を整備し青

要 容 創少年団体に貸出を行う。
根 拠 足立区少年団体活動事業補



本法、社会教育法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

帝京科学大学連携事業参加 目標値：大学体験事業の事業定員数（ 目標値 400 420 420 420 420
指

児童・生徒数 小学生300人+中学生120人）
実績値 295 283 264 230標

実績値：参加人数
１

[単位] 〔単位〕人 達成率 74% 67% 63% 55%

あだち子ども百人一首大会 目標値：大会参加予定児童・生徒数 目標値 448 448 448 448 448
指

参加児童・生徒数 （トーナメント方式による定員
実績値 444 0 0 0標

　288+160＝448人）
２

[単位] 〔単位〕人 実績値：参加児童・生徒実績人数 達成率 99% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】コロナ禍に伴い、大学と協議のうえ、対 総事業費 45,649 44,561 41,222 42,362
象事業は全てオンラインで実施した。 事 業 費 27,939 27,143 23,474 24,858 31,076
【指標2】令和４年３月５日開催予定で準備を進め

人 件 費たが、コロナ感染拡大のため急遽中止とした。 総 17,710 17,418 17,748 17,504

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 2 2 2 2
勤

計費 17,710 17,418 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【指標１】コロナ禍でもオンラインによる大学連携 人　　数訳 常 0 0 0 0
事業を実施したことは、学びを通じて子どもの成長 勤 計 0 0 0 0
支援に効果がある。

国庫支出金【指標2】コロナ対策として団体戦をやめて個人戦 0 0 0 0 0

のみにし、全学校対象を希望制にした。参加申し込 都 支 出 金 0 0 0 0 0
みは小学生199人（52校）、中学生100人（28校）で 財

受益者負担金 0 0 0 0 0あった。事前に百人一首を掲載したリーフレットを 源
配布しており、日本の伝統文化に触れたり、覚える その他特定財源 0 0 0 0 0
ためには鍛錬が必要であるなど、子どもの健全育成 内

基　　金 0 0 0 0 0
に効果がある。 訳

起　　債【SDGsターゲット】4.4 0 0 0 0 0

一般財源 45,649 44,561 41,222 42,362 31,076

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　大学と協議して中学生向けの事業プログラムを工夫していく。また校長会など各学校に対する働きかけを積極的に行い、参加人数
の増に努める。青少年課の体験事業は、実際に肌や音、その場の空気を感じたり、人や動物などとの触れ合いを直接体験することに
重点を置いている。そのため、今後もできる限り充実した体験ができるよう準備を進めていく。

82

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 21737 体験学習推進事業
施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

記 入 所 属 子ども家庭部・青少年課・体験活動
電 話 番 号 03-3880-5967 E - m a i l seishounen@city.adachi.tokyo.jp

自然、科学、ものづくり、伝統・文化などの様々な実体験を伴う学びを通し 【重点プロジェクト事業】協事 目
て、子どもの社会を生き抜く力を育む。 【協働】帝京科学大学・東京藝術大学・

働務 的
東京電機大学・東京未来大学・文教大学

事 の ・
あだち子ども百人一首大会、あだち子ども将棋大会、帝京科学大学・東京藝 。全日本かるた協会との協働による試合

業 概 内 協
術大学・東京電機大学・東京未来大学・文教大学との連携事業 運営、足立区青少年委員会による見守り

要 容 創 等
根 拠 教育基



の相談やアドバイスを行う。 の協働で運営。
根 拠 （国）安心こども基金管理運営要領、（都）子育てひろば事業（地域子育て支援拠点事業）実施要綱、（区）あだち次世代
法令等 育成支援行動計画、（区）足立区立子育てサロン条例、（区）足立区立子育てサロン条例施行規則 等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

子育てサロン利用者数 各年度の利用者数を把握し、サロン設 目標値 420,000 435,000 270,000 115,000 200,000
指

置の効果を確認する。
実績値 435,124 372,480 109,087 115,518標

目標値＝サロン利用見込者数
１

[単位] 人 実績値＝サロン利用者数 達成率 104% 86% 40% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影 総事業費 80,594 85,084 78,821 81,854
響を受け、予約制・人数制限の利用期間が続いた。 事 業 費 62,884 66,795 60,186 63,475 70,800
しかし、２年目ともなると昨年度と違い、他児との

人 件 費交流をさせたい、イベントをやってほしいとの要望 総 17,710 18,289 18,635 18,379

も多く、サロンを利用する人も多くなってきた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
まん延防止重点措置の際は１時間１組の受け入れに 常

人　　数業 2 2.1 2.1 2.1留めたが、反ってそれが安心と感じ、利用する人も 勤
少なくなかった。 計費 17,710 18,289 18,635 18,379

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

０歳児を対象としたハーフバースデーをきっかけに 人　　数訳 常 0 0 0 0
サロンに来たという人の割合も３.５％上昇し、サ 勤 計 0 0 0 0
ロン利用を促すことができた。４か月児までを対象

国庫支出金とした「あかちゃんず」を５か所で試行実施し、安 20,916 21,073 24,693 25,200 21,060

心できる環境で悩みを共感できるなど、子育て不安 都 支 出 金 20,916 21,042 24,693 25,200 21,060
の軽減と孤立防止につながった。次年度は、実施回 財

受益者負担金 1,631 1,392 901 1,118 1,560数・実施場所を拡大していく。 源
【貢献度】コロナ禍における継続的な開室により、 その他特定財源 500 500 800 1,100 0
育児不安の解消や孤立防止に貢献した。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【波及効果】０歳児の利用促進を強化し、新米ママ 訳

起　　債・パパの育児への意識を高めている。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】1（目標に直結）、2.2、3.2 一般財源 36,631 41,077 27,734 29,236 27,120

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
商業施設等内、拠点型、児童館の３タイプの子育てサロンの各役割や特徴を周知することにより、利用者のニーズに合った子育てサ
ロンを選べるようにしていく。また「足立子育てサロン整備計画」に基づき、３タイプの子育てサロン整備を進めていく。
あかちゃんず事業で、助産師や保健師と連携し、専門家による相談や講座等をとおして、新生児期の不安の解消を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 16106 子育てサロン管理運営事務
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・事業
電 話 番 号 03-3880-5729 E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

子育て中の親子同士の交流と活動を活発化させる。また、相談により、子育 【重点プロジェクト事業】協事 目
てに伴う不安や負担を和らげ、在宅での子育てを支援する。 【庁内協働】中央図書館、子ども施設入

働務 的
園課、地域文化課

事 の ・
子育てサロンを運営する。サロンでは、０から３歳児までの乳幼児とその保 【協働・協創】サロン連絡会、地域の子

業 概 内 協
護者が安心して自由に遊ぶことができ、子育てサロンスタッフが常駐して簡 育てボランティア団体やＮＰＯ法人等と

要 容 創単な子育て



務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

受給世帯数 児童手当を支給している世帯 目標値 52,000 50,000 50,000 50,000 48,000
指

目標値＝対象年齢児童のいる世帯（想
実績値 50,636 49,858 48,937 47,367標

定数）
１

[単位] 世帯 実績値＝年度末の支給世帯数 達成率 97% 100% 98% 95%

受給児童数 児童手当を支給している児童 目標値 83,000 81,000 80,000 80,000 79,000
指

目標値＝児童手当の支給対象児童（想
実績値 80,536 79,214 77,604 75,476標

定数）
２

[単位] 人 実績値＝年度末の児童数 達成率 97% 98% 97% 94%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　申請者の利便性の向上と申請漏れ防止のため、休 総事業費 10,209,765 10,056,599 9,842,602 9,711,851
日開庁の実施、各福祉課及び区民事務所での申請受 事 業 費 10,119,033 9,967,337 9,768,418 9,617,051 9,995,445
付、戸籍届出係や窓口サービス係からの時間外申請

人 件 費の受付等、他課と連携している。 総 90,732 89,262 74,184 94,800

　区内の年少人口が減少傾向にあり、令和４年度は 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
令和３年度実績を踏まえた実績値を見込んでいる。 常

人　　数業 9 9 8 7.5
勤

計費 79,695 78,381 70,992 65,640

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　適正な支給を行うため、新規認定等の内容点検は 人　　数訳 常 3 3 1 9
十分に行うとともに、児童の養育状況の変更や所得 勤 計 11,037 10,881 3,192 29,160
変動に伴う手当区分変更、受給者変更等の処理を行

国庫支出金う際は、世帯の状況確認について特に慎重に行って 7,013,803 6,887,053 6,788,884 6,544,262 6,939,666

いる。 都 支 出 金 1,553,975 1,527,761 1,499,848 1,430,866 1,512,666
【貢献度】子育て世帯の経済的負担を軽減すること 財

受益者負担金 0 0 0 0 0により、子どもの生活環境に大きく寄与した。 源
【波及効果】児童のための教育費や日常物資等の購 その他特定財源 8,072 7,246 6,250 4,338 0
入費に充てられることにより、区内経済の波及効果 内

基　　金 0 0 0 0 0
が期待できる。 訳

起　　債【SDGsターゲット】1.3 0 0 0 0 0

一般財源 1,633,915 1,634,539 1,547,620 1,732,385 1,543,113

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度より、現況届の原則提出不要、所得上限の創設の法改正が実施される。これらの制度改正について、あだち広報や区ホ
ームページ、個別通知を活用して周知徹底し、適切に事務を進めていく。
　更に、ＤＶ・ストーカー等で被害を受けているなど、配慮が必要なケースが増加傾向にあるため、特に丁寧に対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3780 児童手当の支給事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-6492 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

児童を養育している者に手当を支給することにより、家庭における生活の安 足立福祉事務所・区民事務所・戸籍住民協事 目
定と次代の社会を担う児童の健全育成及び資質の向上を図る。 課

働務 的
事 の ・

区内に住所を有する児童の保護者が中学校修了までの児童を養育している時
業 概 内 協

に手当を支給する。前年の所得による支給制限がある。
要 容 創支払月　　６月、１０月、２月

根 拠 児童手当法・児童手当法施行令・児童手当法施行規則・足立区児童手当法施行細則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業



読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

システム構築数 給付金支給システムの構築数 目標値 1 0
指

実績値 1標

１
[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　児童手当の法改正に伴うシステム改修を行った。 総事業費 0 0 0 16,282
令和３年度中に改修を終了し、令和４年度以降は保 事 業 費 0 0 0 11,818 0
守のなかで調整を行っていく。

人 件 費総 0 0 0 4,464

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 0.51
勤

計費 0 0 0 4,464

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和４年度から児童手当の現況届原則提出不要、 人　　数訳 常 0 0 0 0
所得上限創設の法改正に伴い必要なシステム改修を 勤 計 0 0 0 0
行った。

国庫支出金　これにより、法改正に則った業務を円滑に行うこ 0 0 0 13,545 0

とができた。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.3 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 2,737 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　令和４年度の児童手当法改正に伴い、必要なシステム改修を行った。今後は保守のなかで調整を行い、円滑に業務を進めていく。
また、受給者については法改正の内容を広報やホームページ、個別通知を行い、周知を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 23026 児童手当の支給事業【投資】
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-6492 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

児童を養育している者に手当を支給することにより、家庭における生活の安 協事 目
定と次代の社会を担う児童の健全育成及び資質の向上を図る。

働務 的
事 の ・

区内に住所を有する児童の保護者が中学校修了までの児童を養育している時
業 概 内 協

に手当を支給する。前年の所得による支給制限がある。
要 容 創支払月　　６月、１０月、２月

根 拠 児童手当法・児童手当法施行令・児童手当法施行規則・足立区児童手当法施行細則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に



等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

該当者への支払い状況 該当者への支払完了状況 目標値 83,458 1,500
指

実績値 83,458標

１
[単位] 人 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　児童手当受給世帯及びそのきょうだいがいる世帯 総事業費 0 0 0 8,442,151
には令和３年１２月２７日に支給、高校生のみの世 事 業 費 0 0 0 8,442,151 0
帯及び公務員世帯へは令和４年１月上旬から受付を

人 件 費開始し、１月末から支給を開始した。 総 0 0 0 0

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 0
勤

計費 0 0 0 0

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　小学校等の臨時休業等により新型コロナウイルス 人　　数訳 常 0 0 0 0
感染症の影響を受けた子育て世帯を支援する取り組 勤 計 0 0 0 0
みの一つとして児童手当受給世帯に、臨時・特別の

国庫支出金一時金を支給した。 0 0 0 8,442,151 0

【貢献度】・【波及効果】 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　子育て世帯への生活支援に対する一助となった。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　国庫補助金については令和４年度に事業実績報告 源
書を提出し、補助金が確定された後に精算（返還） その他特定財源 0 0 0 0 0
処理を行う。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.3 訳

起　　債令和３年度→令和４年度　 0 0 0 0 0

繰越明許額：１５１，５５２（千円） 一般財源 0 0 0 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　本給付金は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取り組みの一つとして閣議決定された。
児童手当受給者には、令和３年１２月支給に向けた短期間での支給事務や高校生・公務員世帯には申請受付から支給までの処理を迅
速かつ適正に処理した。
　今後、新たな支援を実施する場合にも、国・都の方針に沿って的確な事務処理に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 23231 子育て世帯への臨時特別給付金の支給事務【経常】
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-5721 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、その影響が様々な人々に及ぶ 全庁の協力体制により事業実施したため協事 目
中、子育て世帯の生活を支援するため「子育て世帯等臨時特別支援等事業」 人件費のカウントはしない。

働務 的
を実施する。

事 の ・
１８歳以下の児童がいる世帯に対する給付として、児童１人当たり現金１０

業 概 内 協
万円を支給する（所得制限あり）

要 容 創

根 拠 令和３年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務



等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

システム構築数 子育て世帯への臨時特別給付金支給シ 目標値 1
指

ステムの構築数
実績値 1標

１
[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　国による子育て世帯への臨時特別給付金の支給決 総事業費 0 0 0 12,221
定に伴い、１２月支給に向けた給付金支給システム 事 業 費 0 0 0 12,221 0
を構築し、該当者への支給を実施した。

人 件 費総 0 0 0 0

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 0
勤

計費 0 0 0 0

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　小学校等の臨時休業等により新型コロナウイルス 人　　数訳 常 0 0 0 0
感染症の影響を受けた子育て世帯を支援する取り組 勤 計 0 0 0 0
みの一つとして児童手当受給世帯に、臨時・特別の

国庫支出金一時金を支給した。 0 0 0 12,221 0

【貢献度】・【波及効果】 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　子育て世帯への生活支援に対する一助となった。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

　国庫補助金については令和４年度に事業実績報告 その他特定財源 0 0 0 0 0
書を提出し、補助金が確定された後に精算（返還） 内

基　　金 0 0 0 0 0
処理を行う。 訳

起　　債【SDGsターゲット】1.3 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　本給付金は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取り組みの一つとして閣議決定された。
児童手当受給者には、令和３年１２月支給に向けた短期間での支給事務や高校生・公務員世帯には申請受付から支給までの処理を迅
速かつ適正に処理した。
　今後、新たな支援を実施する場合にも、国・都の方針に沿って的確な事務処理に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 23232 子育て世帯への臨時特別給付金の支給事務【投資】
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-5721 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、その影響が様々な人々に及ぶ 全庁の協力体制により事業実施したため協事 目
中、子育て世帯の生活を支援するため「子育て世帯等臨時特別支援等事業」 人件費のカウントはしない。

働務 的
を実施する。

事 の ・
１８歳以下の児童がいる世帯に対する給付として、児童１人当たり現金１０

業 概 内 協
万円を支給する（所得制限あり）

要 容 創

根 拠 令和３年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務



目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

未熟児養育医療費給付の給 入院養育が必要な未熟児に対する医療 目標値 350 400 400 350 400
指

付件数 費給付件数
実績値 370 350 329 371標

※目標値は実績からの予想値とする
１

[単位] 件 達成率 106% 88% 82% 106%

保健指導票の交付枚数 生活保護および非課税世帯の妊産婦等 目標値 180 240 190 170 220
指

に対し、保健指導等を受けられる保健
実績値 230 185 158 214標

指導票を交付した枚数
２

[単位] 件 ※目標値は実績からの予想値とする 達成率 128% 77% 83% 126%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標１・２ともに令和２年度に比べて出生数は減 総事業費 58,663 50,475 41,557 47,788
少したものの、目標を上回った。 事 業 費 55,121 46,120 37,120 43,412 47,831
　指標１については、前年度より申請件数は減少し

人 件 費たが、１件あたりの平均入院期間が伸びたことが要 総 3,542 4,355 4,437 4,376

因と思われる。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
　指標２については、妊娠届出時のアンケート等か 常

人　　数業 0.4 0.5 0.5 0.5ら対象者をもれなく把握し、定期受診を促した成果 勤
と考えられる。 計費 3,542 4,355 4,437 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　妊婦及び未熟児が適切な入院治療を受けられるこ 人　　数訳 常 0 0 0 0
とが可能となるよう医療費給付を行うことにより、 勤 計 0 0 0 0
保護者の経済的・精神的負担を軽減し、胎児及び未

国庫支出金熟児の健全な発育につながった。 19,242 23,059 18,560 21,595 18,100

　保健指導票についても、低所得層の妊産婦が経済 都 支 出 金 9,621 11,529 9,280 10,798 9,050
的な理由によって定期受診を控えることなく、必要 財

受益者負担金 30 1 3 221 11な保健指導を受けることができるよう事業を実施し 源
たことで、妊産婦及び乳児の健やかな育成を促した その他特定財源 2 0 8 0 0
。 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3、3.1、3.2 0 0 0 0 0

一般財源 29,768 15,886 13,706 15,174 20,670

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　未熟児養育医療等給付事業は、未熟児の健全な発育発達に必要な医療を受けるための母子保健法第20条に基づく制度であり、要綱
に基づき行われる妊娠高血圧症候群等医療費助成と合わせて、妊産婦、新生児、保護者の経済的、精神的、身体的負担の軽減に大き
く寄与しているため、今後も事業を継続する。
　保健指導票についても、経済的負担を軽減することで、低所得世帯でも安心して妊娠・出産するために重要な制度であるため、事
業を継続する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3835 妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 衛生部・保健予防課・保健予防係
電 話 番 号 03-3880-5892 E - m a i l h-yobou@city.adachi.tokyo.jp

妊娠高血圧症候群の妊婦及び未熟児に対し、速やかに適切な治療が行われる 協事 目
よう医療費を助成する。また、低所得の妊産婦・乳幼児に必要な保健指導が

働務 的
受けられる機会を与える。

事 の ・
１　妊娠高血圧症候群等医療費助成　　２　未熟児養育医療費公費負担

業 概 内 協
３　保健指導票の交付

要 容 創

根 拠 母子保健法、足立区母子保健法施行細則、足立区未熟児養育事業実施要綱、足立区妊娠高血圧症候群等医療費助成実施要綱
法令等 等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、



・育児学級を開催し、保
要 容 創健師・助産師・栄養士・歯科衛生士により指導する。

根 拠 母子保健法、足立区母子健康手帳の交付事務処理要領、足立区ファミリー学級等実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

ファミリー学級 ファミリー学級の年間開催延べ回数 目標値 260 187 141 69 69
指

実施回数 ※目標値は開催予定回数
実績値 239 167 56 44標

１
[単位] 回 達成率 92% 89% 40% 64%

ファミリー学級 ファミリー学級の年間受講者延べ人数 目標値 4,160 2,420 2,315 1,471 1,757
指

受講者数 ※目標値は開催予定回数×定員
実績値 3,232 2,615 1,257 1,247標

２
[単位] 人 達成率 78% 108% 54% 85%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標１・２とも目標を下回った。指標１の減理由 総事業費 66,851 71,667 60,745 71,414
は、コロナ禍を受けて保健センター開催分全５４回 事 業 費 10,556 9,162 8,771 9,102 11,748
のうち１７回を、委託事業者による日曜開催分は全

人 件 費９回のうち２回を中止したことによる。 総 56,295 62,505 51,974 62,312

　指標２に関しては、上記理由による開催回数の減 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
に加え、参加者同士のソーシャルディスタンスを確 常

人　　数業 5.46 6.24 4.49 5.95保するために開催定員を減らしたことが影響したも 勤
のと考えられる。 計費 48,348 54,344 39,844 52,074

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　コロナ禍での接触機会を減らすため、平日３日制 人　　数訳 常 2.16 2.25 3.8 3.16
は年度当初より中止、１日制は一部中止としたが、 勤 計 7,947 8,161 12,130 10,238
中止した１日制参加予定者へは希望に応じてテキス

国庫支出金トを送付した。また、土日開催とすることにより、 0 0 0 0 0

仕事をもつ妊婦とパートナーが一緒に参加すること 都 支 出 金 2,041 1,010 1,010 1,047 965
が可能となり、パートナーに役割を認識してもらう 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ことで、産前サポートや産後の育児参加を促した。 源
加えて、区ＨＰにおいて東京都の助産師オンライン その他特定財源 0 0 0 0 0
相談、東京都看護協会のオンライン講座、東京都助 内

基　　金 0 0 0 0 0
産師会の動画などが多くの方の目に留まるようレイ 訳

起　　債アウトを工夫し、個々のニーズに合った学習機会の 0 0 0 0 0

場を提供することができた。【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.7 一般財源 64,810 70,657 59,735 70,367 10,783

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　核家族化が進む中、妊娠・子育てにおいてパートナーの役割は年々大きくなっている。ホルモンの影響によって不安定になりがち
な母親の精神的・身体的負担を父親が十分に理解し、互いに協力して出産・子育てに臨むにあたり、ファミリー学級は重要な役割を
担っているため、今後も十分な感染予防対策を図りながら事業を継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3836 母子健康手帳・ファミリー学級事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 衛生部・保健予防課・保健予防係
電 話 番 号 03-3880-5892 E - m a i l h-yobou@city.adachi.tokyo.jp

母子健康手帳を交付し、母子の健康保持増進を図る。また、妊産婦及びパー 【庁内協動】各保健センター等への予算協事 目
トナー等を対象とした各種教室を開催し、出産・育児等についての理念及び 配付に係る常勤4.55人・非常勤1.81人を

働務 的
知識を習得させるとともに、参加者同士の交流を深める。 含む。

事 の ・
１本人の申し出により区民事務所・保健センター・保健予防課で母子健康手 【重点プロジェクト事業】

業 概 内 協
帳を交付する。２妊産婦等を対象にファミリー学級



】
要 容 創上を目的とし、スマイルママ面接・産後ケア・各種相談事業等を実施。

根 拠 母子保健法、足立区妊産婦訪問指導実施要綱、足立区新生児訪問指導実施要綱、足立区こんにちは赤ちゃん訪問事業実施要
法令等 綱、足立区スマイルママ面接事業実施要綱、足立区産後ケア事業（デイサービス型）実施要綱等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

こんにちは赤ちゃん訪問事 人口動態統計の出生数に対して、こん 目標値 88 88 88 88 91
指

業訪問率（出生数に対する にちは赤ちゃん訪問で保健師・助産師
実績値 86.6 85.6 80 91.9標

率） 等が訪問指導した実人数の割合
１

[単位] ％ ※目標値は実績からの予想値とする 達成率 98% 97% 91% 104%

こんにちは赤ちゃん訪問事 当該年度に出生した訪問希望者に対す 目標値 100 100 100 100 100
指

業訪問率（訪問希望登録者 るこんにちは赤ちゃん訪問で保健師・
実績値 99.7 99.6 99.6 99.6標

数に対する率） 助産師等が訪問指導した実人数の割合
２

[単位] ％ 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標１は目標達成、指標２も概ね達成となった。 総事業費 193,964 203,943 338,348 362,963
長引くコロナ禍において、訪問自体を躊躇する家庭 事 業 費 28,363 26,678 167,772 183,957 211,007
もある中、妊娠届出時のアピールや訪問勧奨によっ

人 件 費て、事業の重要性が周知されたとともに、スマイル 総 165,601 177,265 170,576 179,006

ママ面接における丁寧な聞き取りにより、保健師等 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
への信頼度が上昇したものと考えられる。 常

人　　数業 17.43 18.83 17.83 18.28
勤

計費 154,343 163,990 158,223 159,987

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　産後早期に多くの家庭を訪問することで、母子の 人　　数訳 常 3.06 3.66 3.87 5.87
心身状態を確認し、地域の子育て情報を提供したり 勤 計 11,258 13,275 12,353 19,019
、必要に応じて適切な支援につなぐなど、各家庭の

国庫支出金子育て基盤の整備に寄与した。また、コロナ禍での 9,454 8,892 14,525 14,799 26,600

訪問をためらう家庭においても、保健師等が電話で 都 支 出 金 9,454 8,892 153,200 145,963 153,249
やりとりを行うなど、保護者の育児不安の解消を図 財

受益者負担金 0 0 47 165 177った。 源
　また、訪問時のＥＰＤＳ実施により、支援が必要 その他特定財源 0 0 0 2,111 2,118
な産婦を産後ケア等の適切な支援につなぐなど、産 内

基　　金 0 0 0 0 0
後うつや虐待の防止に努め、母子の健やかな成長を 訳

起　　債支えている。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3、2.2、3.1、3.2 一般財源 175,056 186,159 170,576 199,925 28,863

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　赤ちゃん訪問は、産後不安定になりやすい母親や子の心身状態を確認したり、育児不安の軽減を図る貴重な機会であるため、多く
の家庭に実施できるよう、訪問連絡票未提出者への積極的な勧奨や、制度の周知を積極的に行っていく。
　また、令和２年度から開始したデイサービス型産後ケアに加え、令和４年度からは宿泊型を実施することにより、身近な人のサポ
ートがなく、出産後の育児に不安を抱える母親の支援に一層力を入れていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3837 妊産婦・乳幼児相談事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 衛生部・保健予防課・保健予防係
電 話 番 号 03-3880-5892 E - m a i l h-yobou@city.adachi.tokyo.jp

妊産婦の日常の生活指導、疾病の予防・早期発見や新生児の発育・栄養・疾 【庁内協動】各保健センター等への予算協事 目
病予防等のため、家庭訪問等を通じ、適切な指導を実施して母子保健の向上 配付に係る常勤10.38人・非常勤3.67人

働務 的
を図る。 の人件費含む。関係機関へ虐待情報等を

事 の ・
１　生後３か月までの乳児を訪問するこんにちは赤ちゃん訪問事業を実施。 提供

業 概 内 協
２　妊産婦の身体・精神・経済的負担の軽減及び解消、ならびに育児力の向 【重点プロジェクト事業



及び新
法令等 生児聴覚検査に要した費用の助成事業実施要綱、足立区特定不妊治療費助成事業実施要綱等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

妊婦健康診査受診回数（里 母子健康手帳交付時に配付する14回分 目標値 60,071 57,002 56,639 51,700 49,797
指

帰り出産等による妊婦健診 の受診票の使用件数（里帰り等による
実績値 60,825 57,890 53,219 51,935標

費用助成の回数も含む） 助成の回数を含む）※目標値は前年度
１

[単位] 件 の妊娠届出件数×11回 達成率 101% 102% 94% 100%

里帰り出産等による妊婦健 里帰り出産等による妊婦健康診査助成 目標値 8,700 8,500 8,300 7,100 6,700
指

康診査助成回数 回数
実績値 8,318 7,517 6,767 6,529標

※目標値は実績からの予想値とする
２

[単位] 件 達成率 96% 88% 82% 92%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標１は目標を達成した。妊娠届出時の全数面接 総事業費 421,192 401,061 397,168 398,896
において、保健師等により健診の重要性が十分周知 事 業 費 410,130 389,305 379,816 381,686 415,510
された結果と考えられる。

人 件 費　指標２は件数が減少し、目標達成には至らなかっ 総 11,062 11,756 17,352 17,210

たものの、達成率は上昇した。指標１・２ともにコ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ロナ禍を一因とした里帰り出産及び都外受診への高 常

人　　数業 1 1.1 1.2 1.3い需要は継続しつつも、妊娠届出数の減少が実績値 勤
に影響したものと想定される。 計費 8,855 9,580 10,649 11,378

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　妊婦健康診査の助成を広く行い、経済的理由によ 人　　数訳 常 0.6 0.6 2.1 1.8
る受診控えを防ぐことで、胎児や母体の異常を早期 勤 計 2,207 2,176 6,703 5,832
に発見し、流産・早産・未熟児出生等の予防につな

国庫支出金げるとともに、かかる医療費の抑制を図ることが可 0 0 0 51 50

能となる。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　また、要支援妊婦を適切な支援につなぐことによ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0り、心身ともに安定した妊娠期間を過ごすことがで 源
きる。 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3、2.2、3.1、3.2 訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 421,192 401,061 397,168 398,845 415,460

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　妊婦健康診査１４回分、超音波検査２回分、妊婦子宮頸がん検診１回分、新生児聴覚検査１回分の実施に加え、多胎妊娠時の１５
回目以降の妊婦健診及び里帰り出産等に係る健診費用助成を行っている。今後も、妊娠届出時の妊婦全数面接において、引き続き定
期受診の重要性を周知していく。また、令和２年度から東京都特定不妊治療費助成事業の認定を受けた方に対する上乗せ助成を実施
し、経済的不安の軽減に努めてきた。令和４年度からは保険適用範囲が大きく広がるが、令和３年度までに開始した治療費用の助成
制度は継続するため、今後も丁寧な対応を心がけていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3838 妊婦健康診査事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 衛生部・保健予防課・保健予防係
電 話 番 号 03-3880-5892 E - m a i l h-yobou@city.adachi.tokyo.jp

妊婦健康診査の受診により母体の健康管理を促し、流産・早産・未熟児出生 【重点プロジェクト事業】協事 目
等を予防していく。

働務 的
事 の ・

１　母子健康手帳交付時、妊婦健診１４回分・妊婦超音波検査２回分・妊婦
業 概 内 協

子宮頸がん検診１回分の受診票を交付する。　２　里帰り出産や助産施設等
要 容 創での出産により受診票を使用しなかった方に対し、費用の一部を助成する。

根 拠 母子保健法、足立区妊婦健康診査実施要綱、足立区里帰り出産等の妊婦健康診査、腹部超音波検査、子宮頸がん検診



生児聴覚検査、６・９か月児健
要 容 創康診査、１歳６か月児内科健康診査を委託医療機関にて実施する。

根 拠 母子保健法、 新生児聴覚検査実施要綱、乳児（３～４か月児）健康診査実施要綱、乳児（６・９か月児）健康診査実施要
法令等 綱、１歳６か月児健康診査実施要綱、３歳児健康診査実施要綱、精密健康診査実施要綱等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

乳児（３～４か月児）健康 各保健センター等実施の３～４か月児 目標値 99.2 99.2 99.2 99.2 99.2
指

診査受診率 健康診査受診率
実績値 96.6 95.4 93.9 88.9標

１
[単位] ％ 達成率 97% 96% 95% 90%

３歳児健康診査受診率 各保健センター等実施の３歳児健康診 目標値 96 96 96 96 96
指

査受診率
実績値 95.5 94.4 96.6 92.4標

２
[単位] ％ 達成率 99% 98% 101% 96%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標１・２ともに目標を下回った。指標１につい 総事業費 303,808 318,171 335,984 326,825
ては、コロナ禍を受けて１月２１日～３月２１日の 事 業 費 109,763 117,408 111,844 108,097 129,662
集団健診を中止し、医療機関での個別受診としたが

人 件 費、健診費用償還払いの申請期間を受診日より１年と 総 194,045 200,763 224,140 218,728

定めているため、未申請分が計上されず、受診率低 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
下につながったと考えられる。指標２においても、 常

人　　数業 18.54 19.25 20.51 20.69コロナ禍での外出自粛及び集団健診を敬遠する保護 勤
者の増加が推測される。 計費 164,172 167,648 182,006 181,079

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　コロナ禍における集団健診の一部中止によって受 人　　数訳 常 8.12 9.13 13.2 11.62
診率が減少したものの、保護者への電話や訪問等に 勤 計 29,873 33,115 42,134 37,649
よる受診勧奨のほか、保育施設等との連携や出国調

国庫支出金査等により、受診率向上及び全数把握に努めた。 3,521 3,686 115 0 0

　集団健診を敬遠したり、外出を自粛する保護者は 都 支 出 金 3,521 3,686 10,917 0 0
一定数いるが、乳幼児健康診査は、経験豊富な小児 財

受益者負担金 0 0 0 0 0科医や保健師等専門職による「総合健診」として実 源
施しており、乳幼児の発育・発達状況の確認及び疾 その他特定財源 0 0 1 0 0
病・異常の早期発見の場であるほか、育児不安を抱 内

基　　金 0 0 0 0 0
える母親のメンタルフォローにおいて重要な機会で 訳

起　　債あるため、引き続き受診率向上を図っていく。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3、2.2、3.2 一般財源 296,766 310,799 324,951 326,825 129,662

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　乳幼児健康診査は、乳幼児の発育・発達状況の確認及び疾病や異常の早期発見の場であるほか、育児不安を抱える母親のメンタル
フォローにおいて重要な機会となっており、乳幼児が健やかに成長するうえで大きな役割を果たしている。引き続き、未受診者には
丁寧な受診勧奨を行い、受診率向上を図りながら事業を継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3839 乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 衛生部・保健予防課・保健予防係
電 話 番 号 03-3880-5892 E - m a i l h-yobou@city.adachi.tokyo.jp

新生児聴覚検査及び３～４か月児､６か月児､９か月児､１歳６か月児､３歳児 【庁内協動】各保健センター等への予算協事 目
健康診査を実施し､疾病や異常の予防及び早期発見による健康保持増進を促 配付に係る常勤19.19人・非常勤10.72人

働務 的
すとともに、保護者への育児知識の普及を図る｡ を含む。

事 の ・
１　３～４か月児健康診査、１歳６か月児歯科健康診査、３歳児健康診査を 【重点プロジェクト事業】

業 概 内 協
各保健センターにて実施する。　　　２　新



834 19,281 12,110 11,945 11,944
指

実績値 13,721 15,270 9,648 6,961標

１
[単位] 千円 達成率 73% 79% 80% 58%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　年間事業計画に基づいて当初予算額を積算してい 総事業費 35,925 51,920 50,570 48,449
るが、係争中であった訴訟が結審したことにより弁 事 業 費 13,787 15,270 9,648 6,961 11,944
護士委任契約料が減となり（補正で減額）、５８％

人 件 費の達成率となった。なお、予算現額ベースでの執行 総 22,138 36,650 40,922 41,488

率は７０．１％である。引き続き、事業を精査し執 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
行率の向上に取り組んでいく。 常

人　　数業 2.5 4 4 4
勤

計費 22,138 34,836 35,496 35,008

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　弁護士委任契約料の減のほか、子ども施設指定管 人　　数訳 常 0 0.5 1.7 2
理者等選定審査会の開催回数減に伴い、報酬、役務 勤 計 0 1,814 5,426 6,480
費が減少した。

国庫支出金　幼児教育・保育の無償化による補助金の支払方法 0 0 0 0 0

を園払いに見直したことで、保護者への支払件数が 都 支 出 金 0 0 0 0 0
減となり、郵送料が減少した。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　新型コロナウイルス感染症による保育施設等への 源
現地調査時の車両提供や歯科健診時の必要物品の送 その他特定財源 0 0 0 0 0
付など、部内事業の円滑な実施への貢献度は高い。 内

基　　金 0 0 0 0 0
庶務的経費については、今後も常にコスト意識を持 訳

起　　債ち、計画的に執行していく。 0 0 0 0 0

【SDGs】1.3、3.8、4.2 一般財源 35,925 51,920 50,570 48,449 11,944

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　部内の庶務的経費を計上しており、新型コロナウイルス感染症等で突発的な対応を求められることも多い。柔軟な対応ができるよ
う、コスト意識を持ちつつ、効率的かつ効果的に運営していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3771 子ども政策一般管理事務
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・管理係
電 話 番 号 03-3880-5445 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

子ども支援及び子育て支援施策を円滑に進めるため、部・課内の調整管理を 総務課に一部執行委任協事 目
行う。

働務 的
事 の ・

子ども施設指定管理者等選定審査会の運営及び郵送・会議録作成・複写機保
業 概 内 協

守点検委託・車両賃借・弁護士委任契約など部・課内の庶務的事務
要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

総事業費 目標値=当初予算額、実績値=決算額 目標値 18,



活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

子ども・子育て支援事業計 子ども・子育て支援事業計画策定・推 目標値 3 5 3 3 3
指

画の策定及び推進 進体制の整備のための子ども支援専門
実績値 3 4 3 3標

部会の開催回数
１

[単位] 回 目標値＝予定数 達成率 100% 80% 100% 100%

あだち子育てガイドブック 目標値=ガイドブック配付予定数 目標値 20,000 22,000 22,600 23,700 25,300
指

配付数 実績値=ガイドブック配付数
実績値 20,000 22,000 22,600 22,700標

目標値は計画に基づく
２

[単位] 部 達成率 100% 100% 100% 96%

ガイドブックへのアクセス Ｒ２から区ＨＰのガイドブックへのア 目標値 750 0 3,700 3,800 3,900
指

数 クセス数（回）、【Ｈ31まで子育てパ
実績値 713 0 3,713 3,953標

スポート利用対象協賛店舗数】
３

[単位] 回 目標値は計画に基づく 達成率 95% 0% 100% 104%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】事業計画に位置付けた各施策の評価など 総事業費 48,186 52,655 54,710 64,110
を行った。コロナ禍であるが、第3回目は書面で開 事 業 費 9,972 8,242 8,923 8,358 8,286
催し、計画どおりとなった。

人 件 費【指標2】民間企業にも協力頂き、配布場所を拡大 総 38,214 44,413 45,787 55,752

しているが、返却もあり一部残ってしまった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標3】ホームページのアクセス数は令和元年、 常

人　　数業 3.9 4.6 4.8 6２年と比較して増加傾向にある。 勤
計費 34,535 40,061 42,595 52,512

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

事業計画に位置付けた各施策の評価・進捗管理やあ 人　　数訳 常 1 1.2 1 1
だち子育てガイドブックの配布及び区ＨＰで情報発 勤 計 3,679 4,352 3,192 3,240
信することで、子育てのしやすさに貢献した。毎年

国庫支出金ガイドブックの情報を更新するため、ＨＰや電子ブ 0 0 0 0 0

ック版の活用について周知するが、依然として冊子 都 支 出 金 947 318 7,671 2,185 1,949
の需要もある。配布窓口数を増やし、最新版を手に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0取ってもらう機会を増やしていく。 源
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3､3.8､4.2 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 47,239 52,337 47,039 61,925 6,337

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
「第2期子ども・子育て支援事業計画」に沿った点検・評価を行い、結果をふまえ改善していく。第3期（令和7～11年度）策定に向
けて、ニーズ調査実施に伴う予算要求や事業者選定などの処理を進めていく。あだち子育てガイドブックは令和2年度から民間企業
等への配布実績を伸ばしており、令和4年4月からはホームページ上でアンケートを開始した。区民のニーズと電子ブック版の普及が
今後の紙面づくりや配布方法に影響すると考えられるため、アンケートの結果を活かしていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3772 子育て支援推進事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・子策推進
電 話 番 号 03-3880-5266 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

健やかに子どもを生み育てる環境づくりを推進するため、すべての家庭へ子 障がい福祉センター、公園管理課、住区協事 目
育て支援を行う。 推進課、こころとからだの健康づくり課

働務 的
、社会福祉協議会、子育て支援団体等、

事 の ・
子ども・子育て支援事業計画の推進 商業施設などと子育て支援事業を連携し

業 概 内 協
足立区地域保健福祉推進協議会子ども支援専門部会の運営 て実施している。

要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法、足立区地域保健福祉推進協議会子ども支援専門部会設置要綱
法令等

事務事業の活動量･



隊事業
法令等 実施要綱、（区）子ども預かり・送迎支援事業実施要綱、（区）あだちファミリー・サポート・センター事業実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

子ども預かり・送迎支援事 月平均利用件数（一時的な預かり・送 目標値 2,500 2,000 2,000 1,250 1,450
指

業利用件数（１カ月） 迎等の合計。「子育てホームサポート
実績値 1,419 1,680 1,218 1,418標

（１カ月）」から指標名変更）目標値
１

[単位] 件 は前年度実績を基準とする。 達成率 57% 84% 61% 113%

ファミリーサポートセンタ 月平均利用件数（一時的な預かり・送 目標値 1,000 1,000 1,000 350 400
指

ー利用件数（１カ月） 迎等の合計）目標値は前年度実績を基
実績値 841 748 332 374標

準とする。
２

[単位] 件 達成率 84% 75% 33% 107%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】区の保育施設整備の進展に加え、コロナ 総事業費 97,052 111,107 92,576 102,343
禍による在宅ワークの普及および休園休校にともな 事 業 費 86,357 96,229 77,669 88,243 117,918
う送迎需要減少等の影響は依然としてあるものの、

人 件 費前年度対比で増加しており、需要は変わらずにある 総 10,695 14,878 14,907 14,100

。【指標２】指標１と同様の状況下において、引き 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
続き提供会員（支援者）宅での預かり支援の需要が 常

人　　数業 1 1.5 1.5 1.5減少しているが、前年度対比で増加している。 勤
計費 8,855 13,064 13,311 13,128

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

子ども預かり・送迎等支援およびファミリーサポー 人　　数訳 常 0.5 0.5 0.5 0.3
トセンター両事業においては、定期的に事業者連絡 勤 計 1,840 1,814 1,596 972
会を行い、現状把握や意見交換を頻繁に行ったこと

国庫支出金で、新型コロナウイルスに係る緊急対応等にも柔軟 8,601 9,644 7,372 7,575 7,939

に対応ができ、安定的な供給が行えた結果、前年度 都 支 出 金 30,218 34,152 28,769 37,540 46,884
対比で事業利用増加となり、保育施設の利用だけで 財

受益者負担金 0 0 0 0 0は賄いきれない需要に対応することができた。 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債【SDGsターゲット】16.2 0 0 0 0 0

一般財源 58,233 67,311 56,435 57,228 63,095

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
本事業は利用者宅等での預かりや送迎サービスなど、保育施設利用では賄いきれない需要に応えてきた。その結果、多様な在宅サー
ビスによって育児の負担は軽減されており、区民の子育て支援に貢献するとともに、児童虐待の予防に寄与している。新型コロナウ
イルスに係る緊急対応をはじめ、多様な区民ニーズへ柔軟に対応できるよう、引き続き事業者と協働していく。加えて、支援の担い
手となる子育てホームサポーターの人員確保に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3805 あだち子育て応援隊事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・こども家庭支援課・事業係
電 話 番 号 03-3852-2863 E - m a i l kodomo-genki@city.adachi.tokyo.jp

健やかに子どもを生み育てる環境づくりを推進するため、子育て世帯への養 平成16年の事業開始以来、社会福祉協議協事 目
育支援を行う。 会（ファミリサポートセンター事業）お

働務 的
よびNPO法人（子ども預かり・送迎等支

事 の ・
支援者を子育て家庭等へ派遣し、子どもの一時的な預かりや送迎、産前産後 援事業）と協働している。

業 概 内 協
期における家事支援等を実施する。

要 容 創

根 拠 （都）子供家庭支援区市町村包括補助事業実施要綱、（区）子ども・子育て支援事業計画、（区）あだち子育て応援



どもショートステイ
法令等 事業実施要綱、（区）足立区こどもトワイライトステイ事業（施設型）実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

ショートステイ事業利用泊 児童養護施設または協力家庭宅での延 目標値 1,200 1,200 1,200 1,250 1,450
指

数 べ宿泊数。目標値は前年度実績を基準
実績値 1,173 1,152 1,250 1,426標

とする。
１

[単位] 泊 達成率 98% 96% 104% 114%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

ショートステイ事業利用泊数は、前年度対比で増加 総事業費 44,595 50,001 50,885 50,147
している。引き続き、同一保護者（児童）による繰 事 業 費 33,900 35,123 35,978 36,047 39,545
り返しの利用が要因の一つであるほか、新規利用者

人 件 費の増加も影響している。 総 10,695 14,878 14,907 14,100

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 1 1.5 1.5 1.5
勤

計費 8,855 13,064 13,311 13,128

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

利用児童の受け入れ先である児童養護施設および協 人　　数訳 常 0.5 0.5 0.5 0.3
力家庭との定期的な連絡、意見交換等を実施した。 勤 計 1,840 1,814 1,596 972
現場における課題把握や、早急に対応すべき事案に

国庫支出金対して、連携して取り組んだことにより、利用需要 2,813 3,271 4,194 4,763 5,378

に対して安定的な供給を行うことが出来た。結果と 都 支 出 金 6,070 6,429 7,252 7,807 8,421
して、利用泊数の増加に繋がり、病気・出産・就労 財

受益者負担金 0 0 0 0 0等で一時的に養育ができない家庭における保護者の 源
心身の安定および育児の負担軽減に寄与できたと考 その他特定財源 0 0 0 0 0
える。 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】16.2 一般財源 35,712 40,301 39,439 37,577 25,746

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
利用実績は増加傾向にあるが、引き続き周知・啓発活動を行っていく。また、家庭状況に応じた養育支援につながる環境整備を整え
、施設を効果的に活用する事により、保護者の心身の安定および育児に関する負担軽減を図る。需要に対する安定的な供給を行うた
めに、委託事業者と協働しより良い支援を目指していく。加えて、施設での生活指導を通して子どもの福祉の向上を図り、子どもの
生活の質向上につなげていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3812 子育て短期支援事業
施 策 名 2.1 妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・こども家庭支援課・事業係
電 話 番 号 03-3852-2863 E - m a i l kodomo-genki@city.adachi.tokyo.jp

保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的 利用児童の受け入れ先である児童養護施協事 目
に困難となった場合に、施設等において一定期間、養育を行うことにより、 設と密に連絡を取り、協働で事業を実施

働務 的
児童及びその家庭の福祉の向上を図る。 している。（こどもショートステイ事業

事 の ・
施設や養育協力家庭等において、一定期間児童を預かり、養育を行う。 ）

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 （国・都）子育て短期支援事業実施要綱、（区）足立区子ども・子育て支援事業計画、（区）足立区こ



理 入が不可欠である。
要 容 創学童保育室２３室の運営および民設学童保育室１９室への運営費補助。

根 拠 足立区立学童保育室条例、足立区放課後児童健全育成事業の設備および運営に関する基準を定める条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学童保育室入室者数 学童保育室（区直営、指定管理、民設 目標値 1,581 1,620 1,721 1,843 2,093
指

）の入室者数
実績値 1,609 1,644 1,711 1,742標

目標値＝入室定数
１

[単位] 人 実績値＝入室者数 達成率 102% 101% 99% 95%

民設学童保育室 足立区民設学童保育室運営補助対象学 目標値 13 13 15 18 19
指

童保育室数
実績値 13 13 15 18標

目標値＝補助対象見込学童保育室数
２

[単位] 箇所 実績値＝補助実施学童保育室数 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①は、地域における需要と受入数のアンバラン 総事業費 592,423 637,688 719,423 760,889
スにより、事業としては、入室者の数が入室定数を 事 業 費 413,210 461,178 547,793 573,538 708,157
下回り、目標を達成することができなかった。

人 件 費指標②は、新たな民設学童３か所を予定どおり開設 総 179,213 176,510 171,630 187,351

し目標を達成した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
令和４年度も、新たに民設１室、指定管理２室が開 常

人　　数業 8.19 8.19 8.19 9.19設するため、指標１および指標２の目標値を上方修 勤
正した。 計費 72,522 71,327 72,678 80,431

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　民設学童保育室の整備により、学童保育室の需要 人　　数訳 常 29 29 31 33
が高い、千住西、桜木・河原町、梅島の３地区にお 勤 計 106,691 105,183 98,952 106,920
いて、待機児童の増加を抑制することができた。

国庫支出金【貢献度】保護者が子育てと仕事を両立を支援する 67,228 87,289 100,814 93,819 100,417

ために不可欠な事業であり貢献度は大きい。 都 支 出 金 74,140 76,386 116,874 103,779 98,185
【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 財

受益者負担金 78,744 68,595 51,144 54,440 81,999
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 372,311 405,418 450,591 508,851 427,556

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　平成２７年度の学童保育室利用対象拡大、大型マンション建設による人口増や働き方の多様化により学童保育の需要は変わらずに
増加している。需要増への対応は、小学校改築の際に学校内への設置を基本とするが困難な地域は、民設学童の誘致も検討する。一
方で受入可能数が需要数を大きく上回る地域で需要数が上昇する要素が見当たらない地域は、受入可能数や配置の見直しを行う。そ
の他、児童館特例利用（ランドセルで児童館）の利用促進及び学童保育室と放課後子ども教室との連携を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3587 学童保育室運営事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・学童保育係
電 話 番 号 03-3880-5863（直通） E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

　保護者が就労や病気などにより、放課後等に保育できない家庭の小学生を 【重点プロジェクト事業】協事 目
対象に、生活と遊びの場を提供し、児童の健全育成を図る。 【協働】待機児童の解消及びサービス向

働務 的
上を図るためにも、指定管理事業者なら

事 の ・
　児童を放課後等から午後５時まで保育し、正しい生活習慣の指導と児童の びに民設学童事業者などの民間活力の導

業 概 内 協
健全育成を図っている。直営学童保育室７室、社会福祉法人等への指定管



学童保育室見込数
実績値 7 7 7 7標

実績値＝学童保育室数
１

[単位] 箇所 達成率 100% 100% 100% 100%

指定管理学童保育室数 指定管理学童保育室数 目標値 18 18 19 19 23
指

目標値＝学童保育室見込数
実績値 18 18 19 19標

実績値＝学童保育室数
２

[単位] 箇所 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①、②とも目標値どおりだった。 総事業費 53,052 56,726 62,820 69,182
指標②の令和4年度目標値は、2施設(4室)追加する 事 業 費 16,024 17,172 22,568 28,275 29,967
ため合計で23件となる。

人 件 費総 37,028 39,554 40,252 40,907

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 4.14 4.5 4.5 4.6
勤

計費 36,660 39,191 39,933 40,259

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

学童保育室は、保護者の就労等により放課後等に保 人　　数訳 常 0.1 0.1 0.1 0.2
護者が保育できない家庭の小学生を預かり、保護者 勤 計 368 363 319 648
の就労支援と児童の健全育成を図る事業である。本

国庫支出金事業は、直営学童及び指定管理学童保育室の施設の 0 0 0 0 0

維持のために必要な事業である。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度・波及効果】施設の適正な維持管理を行う 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ことで、利用児童・保護者の安全安心と利用者満足 源
度の向上に貢献している。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【効果】 内

基　　金 0 0 0 0 0
適切な修繕の実施等により、良好な保育環境を形成 訳

起　　債し、施設及び設備の延命につながった。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 一般財源 53,052 56,726 62,820 69,182 29,967

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
今後も直営学童保育室、指定管理学童保育室の維持管理を適切に行い、区民の子育て支援環境を整備していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3588 学童保育室管理事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・住区管理係
電 話 番 号 03-3880-5858（直通） E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

学童保育室の維持管理を行い、児童健全育成の充実を図る。 【庁内協働】学校施設管理課協事 目
働務 的

事 の ・
光熱水費等、学童保育室の維持管理を実施する。

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 足立区立学童保育室条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

直営学童保育室数 直営学童保育室数 目標値 7 7 7 7 7
指

目標値＝



大規模改修等及び設計委託を予定して 目標値 0 1 0 0 0
指

委託予定学童保育室数 いる施設
実績値 0 1 0 0標

目標値＝予定施設数
１

[単位] 室 実績値＝実施施設数 達成率 0% 100% 0% 0%

プレハブ施設の学童保育室 プレハブで開設している学童保育施設 目標値 14 14 14 14 14
指

数 目標値＝予定施設数
実績値 14 14 14 14標

実績数＝実施施設数
２

[単位] 室 達成率 100% 100% 100% 100%

民設学童保育室の学童保育 民設学童保育室の誘致施設数 目標値 13 15 18 19 23
指

室数 目標値＝予定施設数
実績値 13 15 18 19標

実績数＝実施施設数
３

[単位] 室 達成率 100% 100% 100% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①、②は今年度進捗はなかった。 総事業費 40,275 109,246 64,448 21,665
指標③は、足立区学童保育室整備計画に基づき、待 事 業 費 39,744 106,198 63,916 21,140 38,535
機児童数が多い１地区（舎人・入谷地区）に令和４

人 件 費年４月開設に向けて民設学童保育室を誘致を行った 総 531 3,048 532 525

。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.06 0.35 0.06 0.06
勤

計費 531 3,048 532 525

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

平成３１年度から、待機児童が多い地域に、民設学 人　　数訳 常 0 0 0 0
童保育室を誘致しており、新たに開設した地区につ 勤 計 0 0 0 0
いては、待機児童が解消されている。

国庫支出金【貢献度】待機児童解消に大いに貢献した。 0 12,400 12,600 4,200 8,400

【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 都 支 出 金 19,872 42,572 33,141 7,683 15,700
財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 19,872 50,583 10,692 9,090 14,435
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 531 3,691 8,015 692 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
最新の入室申請状況や人口推計を踏まえ、学童保育室整備計画を毎年見直しを行っていく。待機児童が多く発生しているエリアには
、引き続き整備を進める一方、受入可能数が大幅に超過しているエリアは、適正配置を検討していく。学童保育室の開設・改修にあ
たっては、地域住民や関係所管との協議を進めながら施設の整備を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 6874 学童保育室大規模改修・開設事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 地域のちから推進部・住区推進課・調整
電 話 番 号 03-3880-5859（直通） E - m a i l j-suisin@city.adachi.tokyo.jp

学童保育室の設置・維持管理を行い、適正配置を進めることで、区民サービ 協事 目
スの向上を目指す。

働務 的
事 の ・

学童保育室の開設や改修に係る事業を実施する。
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 地方自治法、児童福祉法、足立区立学童保育室条例及び同条例施行規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

施設大規模改修等及び設計



要綱・東京都義務教育就学児医療費助成事業補助要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

認定児童数 子ども医療費助成制度の受給者として 目標値 87,000 86,000 86,000 85,000 84,000
指

認定をしている児童数
実績値 86,663 85,790 84,647 83,783標

目標値＝対象年齢の児童数（想定数）
１

[単位] 人 実績値＝年度末現在での認定児童数 達成率 100% 100% 98% 99%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　申請者の利便性の向上と申請漏れ防止のため、休 総事業費 3,103,257 3,073,166 2,455,132 2,835,284
日開庁の実施、各福祉課及び区民事務所での申請受 事 業 費 3,049,442 3,020,195 2,403,676 2,784,076 2,956,295
付、戸籍届出係や窓口サービス係からの時間外申請

人 件 費の受付等、他課と連携している。 総 53,815 52,971 51,456 51,208

　助成対象である区内の年少人口が減少傾向にある 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
が、令和４年度は令和３年度実績を踏まえた実績値 常

人　　数業 4 4 4 4を見込んでいる。 勤
計費 35,420 34,836 35,496 35,008

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新型コロナウイルスのの感染状況が落ち着き、昨 人　　数訳 常 5 5 5 5
年度に比べ今年度は受診の機会が増え、事業費は増 勤 計 18,395 18,135 15,960 16,200
大した。しかし、区内の年少人口が減少傾向にある

国庫支出金ため、今後も認定児童数は減少するものと思われる 0 0 0 0 0

。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度】児童を養育する家庭の経済的負担に対す 財

受益者負担金 0 0 0 0 0る不安感を軽減し、児童の心身の健全育成に大きく 源
寄与している。 その他特定財源 621 1,647 1,704 6,134 0
【波及効果】子育てに対する安心感をもたらし、子 内

基　　金 0 0 0 0 0
どもを産み育てやすい社会の構築に向けて大きく寄 訳

起　　債与している。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】1.3 一般財源 3,102,636 3,071,519 2,453,428 2,829,150 2,956,295

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　医療証を交付する全ての機会でジェネリック医薬品の勧奨チラシを添付することで、使用の促進を図り、引き続き医療費の削減に
努めていく。
　助成制度の理解や必要な手続きについて周知徹底を図るため、引き続き窓口案内や区ホームページを活用していく。
　東京都より、令和５年度から対象児童の年齢が高校生相当まで引き上げられることが示されているため、改正に向けて準備を進め
ていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3781 子ども医療費助成事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-6492 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

子どもを養育している者に対し、子どもに係る医療費の一部を助成すること 足立福祉事務所・区民事務所・戸籍住民協事 目
により、子どもの保健の向上と健やかな育成を図ることを目的とする。 課・国民健康保険課

働務 的
事 の ・

区内に住所を有する出生から中学校３年生までの児童に係る保険診療による
業 概 内 協

医療費の自己負担分（食事療養標準負担額を除く）を助成する。
要 容 創

根 拠 足立区子どもの医療費の助成に関する条例・足立区子どもの医療費の助成に関する条例施行規則・東京都乳幼児医療費助成
法令等 事業補助



目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

私立認定こども園数 私立認定こども園数 目標値 5 5 5 5 5
指

実績値 4 4 4 4標

１
[単位] 園 達成率 80% 80% 80% 80%

私立認定こども園年間延べ 私立認定こども園の長時間利用年間延 目標値 2,800 3,000 2,800 2,800 3,000
指

利用児数 べ園児数（※長時間利用：1日8時間以
実績値 2,688 2,744 2,787 2,990標

上の利用契約者）（毎月初日時点の長
２

[単位] 人（延べ） 時間在籍児童数の累計） 達成率 96% 91% 100% 107%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１：認定こども園の移行については、施設整備 総事業費 544,038 574,129 596,085 603,411
や保育士の確保等の課題、少子化や保育施設の整備 事 業 費 536,954 561,065 583,661 591,158 603,210
により待機児が解消されたため、移行による利点が

人 件 費乏しくなり目標値を下回った。 総 7,084 13,064 12,424 12,253

指標２：新型コロナウイルス感染拡大に伴う利用控 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
えから、利用者数の回復が見られたため、目標値を 常

人　　数業 0.8 1.5 1.4 1.4上回った。 勤
計費 7,084 13,064 12,424 12,253

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

就学前教育・保育を一体的に提供する私立認定こど 人　　数訳 常 0 0 0 0
も園に施設型給付費や事業支援補助金を支給するこ 勤 計 0 0 0 0
とにより、園の運営を安定させ、就労世帯の子ども

国庫支出金に幼児教育を受ける機会を創出する等、利用者の選 124,066 160,650 190,008 196,588 198,399

択の幅を広げることができている。 都 支 出 金 149,777 169,339 171,012 166,386 166,738
【SDGｓターゲット】4.2 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 270,195 244,140 235,065 240,437 238,073

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
就労前の子どもに幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園は、就労世帯に幼児教育を選択する機会の拡大につながる。
引き続き移行希望園に対する情報提供等、連携を密にした移行支援を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3773 私立認定こども園事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・私幼第一係
電 話 番 号 03-3880-6147 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

認定こども園の設置者に対し経費の一部を補助することにより就学前の子ど 協事 目
もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進を図る

働務 的
事 の ・

子ども・子育て支援教育・保育給付、認定こども園に対する支援事業等
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法、就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関する法律、東京都認定こども園の
法令等 認定基準に関する条例、足立区認定こども園運営費等補助金交付要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、



稚園施設等整備資金利子補給要綱、未就園児教室推進事業補助要綱、幼稚園送迎ｽﾃｰｼｮﾝ補助要綱
法令等 、幼稚園夏期休業中預かり保育推進補助要綱、幼稚園教育奨励助成要綱、幼稚園満３歳児就園推進事業補助要綱ほか

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

私立幼稚園活動補助園数 私立幼稚園の活動支援のために補助し 目標値 51 51 51 51 50
指

ている園数
実績値 51 51 51 51標

目標値＝私立幼稚園数
１

[単位] 園 実績値＝補助金交付園数 達成率 100% 100% 100% 100%

私立幼稚園安全対策補助園 私立幼稚園の安全対策経費を補助して 目標値 38 38 36 36 36
指

数 いる園数
実績値 37 36 36 36標

目標値＝補助金交付園見込数
２

[単位] 園 実績値＝補助金交付園数 達成率 97% 95% 100% 100%

未就園児教室実施園数 私立幼稚園の未就園児教室（無料）を 目標値 25 25 25 25 20
指

実施している園数
実績値 23 21 21 19標

目標値＝実施園見込数
３

[単位] 園 実績値＝実施園数 達成率 92% 84% 84% 76%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１：区内私立幼稚園全５１園から申請があり、 総事業費 123,557 150,242 216,383 237,136
全園に補助を支給したため、目標値を達成した。 事 業 費 110,436 133,769 196,937 217,755 202,020
なお、令和３年度末で１園閉園する。

人 件 費指標２：補助対象園全園から申請があり、全園に補 総 13,121 16,473 19,446 19,381

助を支給したため目標値を達成した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標３：新型コロナウイルスの影響により事業を実 常

人　　数業 0.9 1.6 1.4 1.4施できなかった園があったため目標値を下回った。 勤
計費 7,970 13,934 12,424 12,253

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

私立幼稚園の特色ある教育活動、安全確保に係る経 人　　数訳 常 1.4 0.7 2.2 2.2
費、預かり保育の充実や未就園児支援教室等、園が 勤 計 5,151 2,539 7,022 7,128
安全かつ安定した運営を行うための支援を行った。

国庫支出金区内で幼児教育を担う私立幼稚園への運営費補助は 0 0 0 0 0

、園児減少に伴う経営環境悪化の軽減や園児の教育 都 支 出 金 0 0 38,432 10,873 0
環境の向上および園生活の安全確保につながる。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsターゲット】4.2 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 123,557 150,242 177,951 226,263 202,020

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
幼稚園教諭確保・定着を図るための住居借り上げ支援や奨学金返済補助事業を令和元年度から実施しており、申請園は年々増加して
いる。引き続き預かり保育の拡充及び円滑な運営支援を行っていく。また、安全対策経費補助の機器交換を引き続き実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3777 私立幼稚園助成費用負担事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・私幼第一係
電 話 番 号 03-3880-6147 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

足立区内に設置された私立幼稚園が「特色ある教育活動」のために実施する 協事 目
事業に必要な経費及び安全対策等に必要な経費を補助することにより、幼児

働務 的
教育の充実と発展を図ることを目的とする。

事 の ・
歯科健診推進、特色ある教育活動経費補助、安全対策経費補助、施設整備費

業 概 内 協
利子補給、未就園児教室推進補助、送迎ＳＴ支援、長期休業中預かり保育助

要 容 創成、教育奨励助成、満３歳児就園推進、住居借上げ支援、奨学金返済支援
根 拠 幼稚園補助金交付要綱、幼



助金交付要綱及び同事務取扱要領

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

負担軽減事業受給者数 目標値＝次年度0～5歳推計人口×補助 目標値 7,965 7,775 6,801 6,628 7,800
指

率（前年度実績／現年度4月1日現在0
実績値 7,134 6,642 6,279 7,145標

～5歳人口）
１

[単位] 人 達成率 90% 85% 92% 108%

負担軽減費補助金支給総額 目標値＝前年度実績値×（指標１の現 目標値 927,152 947,431 416,156 273,748 2,343,260
指

年度目標値／指標１の前年度実績値）
実績値 869,321 406,427 259,210 2,416,487標

２
[単位] 千円 達成率 94% 43% 62% 883%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１：幼稚園児数は減少しているが、令和元年度 総事業費 1,734,655 2,001,134 2,646,792 2,508,955
の幼児教育無償化に伴い、新制度移行園の預かり保 事 業 費 1,718,280 1,976,532 2,621,664 2,484,062 2,422,197
育補助対象者にも範囲を拡大したため、目標値を上

人 件 費回った。 総 16,375 24,602 25,128 24,893

指標２：幼稚園児数は減少しているが、令和元年度 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
の幼児教育無償化に伴い、予算事業の統一、補助金 常

人　　数業 1.6 2.7 2.4 2.4額および対象経費を拡充したため、目標値を大幅に 勤
上回った。 計費 14,168 23,514 21,298 21,005

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

令和元年度の幼児教育・保育無償化に伴い、令和２ 人　　数訳 常 0.6 0.3 1.2 1.2
年度から保護者の所得額に関係なく一律の補助に変 勤 計 2,207 1,088 3,830 3,888
更した。さらに補助金額、補助対象経費を拡充し、

国庫支出金保護者の経済的負担を大幅に軽減している。 208,745 606,338 966,714 902,639 855,290

本事業は保護者の経済的負担の軽減及び保護者負担 都 支 出 金 263,845 453,763 637,713 596,350 560,303
における公私格差の是正を目的としており就学前教 財

受益者負担金 0 0 0 0 0育の推進を図るうえで幼稚園への就園を奨励する効 源
果は大きい。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】4.2 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,262,065 941,033 1,042,365 1,009,966 1,006,604

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
本補助金は子育てのための施設等利用給付費の上乗せ補助であり、保護者の負担軽減に重要な役割を担っている。令和２年度から補
助額や対象経費をさらに拡充した。幼児教育の推進および幼稚園の利用促進のため、引き続き本事業を継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3782 私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・私幼第一係
電 話 番 号 03-3880-6147 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

　園児の保護者の所得に関係なく補助金を支給することにより、幼児教育の 協事 目
一層の普及と推進を目的とする。

働務 的
事 の ・

　幼児教育無償化を実施するため、保育料についての国基準額給付ならびに
業 概 内 協

、国基準額だけでは無償化に至らない部分についての上乗せ給付により、幼
要 容 創稚園費用における保護者の負担軽減を図るもの

根 拠 子ども・子育て支援法、私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業補助金交付要綱及び同事務取扱要領(都）
法令等 足立区私立幼稚園等園児保護者補



指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

派遣職員配置数（延月数） 目標値＝前年度実績値 目標値 268 237 140 147 168
指

実績値＝年度末現在の配置数（延月数
実績値 0 140 147 168標

）
１

[単位] 月 達成率 0% 169% 95% 88%

臨時職員雇用数（延時間数 目標値＝前年度実績値 目標値 71,959 30,805 0 0 0
指

） 実績値＝年度末現在の雇用数（延時間
実績値 73,767 25,455 0 0標

数）
２

[単位] 時間 達成率 98% 121% 0% 0%

正規保育士配置数（配置人 目標値＝配置基準上の保育士必要数＋ 目標値 0 0 0 0 446
指

数） 園運営体制強化数
実績値 0 0 0 0標

実績値＝次年度当初の正規保育士配置
３

[単位] 人 数【新規指標】 達成率 0% 0% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】職員の産休・育休・病休等が想定を上回 総事業費 97,478 97,752 88,310 96,243
ったため、派遣職員の配置月数は見込みより増えた 事 業 費 79,768 80,988 71,379 80,489 96,994
。令和４年度は引き続き産育休代替や会計年度任用

人 件 費職員の欠員対応等で配置を見込んでいる。 総 17,710 16,764 16,931 15,754

【指標２】令和２年度からは会計年度任用職員とな 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
り、人事課予算となったため、本事業での計上はな 常

人　　数業 2 1.8 1.8 1.8くなった。 勤
計費 17,710 15,676 15,973 15,754

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

正規職員の妊娠出産休暇、育児休業、病気休職およ 人　　数訳 常 0 0.3 0.3 0
び会計年度任用職員の欠員代替として派遣職員を配 勤 計 0 1,088 958 0
置し、安定した園運営の実施に向け支援することが

国庫支出金できた。 2,609 2,151 0 0 0

【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 都 支 出 金 0 0 0 0 0
財

受益者負担金 58,309 40,131 0 0 0
源

その他特定財源 23 24 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 36,537 55,446 88,310 96,243 96,994

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
正規保育士の新規採用により、令和４年度当初も正規保育士を欠員なく配置することができた。会計年度任用職員については、朝や
夕方、延長保育の時間帯を中心に、一定程度の欠員が引き続き発生しており、欠員を充足するため令和４年度当初から派遣職員を配
置している。引き続き派遣職員を適切に配置するとともに、正規職員の育休代替には可能な限り任期付職員の採用を進め、安定した
園運営を支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 19172 公立保育園の管理運営事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・保育人事
電 話 番 号 03-3880-8015 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

　保育に欠ける乳幼児を保護者からの委託を受けて保育するために、必要な 協事 目
事業を行う。

働務 的
事 の ・

　産育休等で欠員が生じている区立保育園への派遣職員配置
業 概 内 協

１　保育園数　２８園（０歳児保育実施園１２園）
要 容 創２　児童定数　２，７９４名（乳児９９２名、幼児１，８０２名）

根 拠 児童福祉法、児童福祉施設最低基準
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位



根拠) 実績等 30 31 2 3 4

施設型給付費支給対象園数 施設型給付費支給対象園数 目標値 8 9 9 9 12
指

実績値 8 9 9 9標

１
[単位] 園 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

区内私立幼稚園４７園（認定こども園４園を除く） 総事業費 475,448 615,045 624,821 629,573
のうち、新制度に移行した９園（個人６園、学校法 事 業 費 471,906 608,949 618,609 623,447 842,836
人立３園）すべてに公定価格に基づく施設型給付費

人 件 費を支給し、目標を達成できた。 総 3,542 6,096 6,212 6,126

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.4 0.7 0.7 0.7
勤

計費 3,542 6,096 6,212 6,126

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

就学前教育を行う新制度に移行した私立幼稚園に対 人　　数訳 常 0 0 0 0
して、施設型給付費を支給した。 勤 計 0 0 0 0
私学助成制度から子ども・子育て支援新制度に移行

国庫支出金した幼稚園に子どものための教育・保育給付費を支 128,748 191,771 216,439 218,802 301,725

給することで、個人立園や園児数の少ない幼稚園の 都 支 出 金 168,392 202,775 207,816 203,026 273,350
運営基盤が安定し、通園する園児への就学前教育の 財

受益者負担金 0 0 0 0 0充実を図ることができている。 源
【SDGsターゲット】4.2 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 178,308 220,499 200,566 207,745 267,761

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
就学前教育の充実のために、新制度に移行した私立幼稚園に対し引き続き給付費の支給を行う。園児数の減少等により新制度への移
行を検討している私学助成の幼稚園に対し、情報提供及び相談を受けながら本事業の案内・説明を丁寧に行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20935 幼稚園施設型給付事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・私幼第一係
電 話 番 号 03-3880-6147 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

子ども・子育て支援法に移行した幼稚園において、同法に基づいて算出され 協事 目
た、幼稚園ごとの公定価格に基づき、園運営に必要な経費を給付するもの

働務 的
事 の ・

公定価格に基づく施設型給付費を、毎月園に支払う
業 概 内 協

施設型給付費移行園数＝区内幼稚園（認定こども園以外）４７園中９園
要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法第２７条・第２９条
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出



実施見込み園数 目標値 6 6 8 8 8
指

施園数
実績値 3 7 7 7標

１
[単位] 園 達成率 50% 117% 88% 88%

補足給付補助金支給人数 支給見込み人数 目標値 10 10 1,325 1,118 1,060
指

目標値：私学助成園に通う園児の約2
実績値 7 1,245 1,319 1,314標

割
２

[単位] 人 達成率 70% 著増 100% 118%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１：区内実施園５園、区外園２園のため、目標 総事業費 10,647 69,857 111,978 92,447
値を下回った。 事 業 費 9,761 68,115 102,964 83,501 104,406
指標２：令和元年度から幼児教育・保育の無償化が

人 件 費実施され、私学助成園及び多子世帯も対象となった 総 886 1,742 9,014 8,946

。支給人数が増加しており、目標を上回った。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.1 0.2 0.8 0.8
勤

計費 886 1,742 7,099 7,002

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標１：一時預かり事業は専任の有資格者必須等実 人　　数訳 常 0 0 0.6 0.6
施にあたっての条件が厳しいが、幼稚園教諭確保の 勤 計 0 0 1,915 1,944
ための住居借り上げ支援及び奨学金返済支援事業を

国庫支出金区単独の補助事業で実施したことにより、実施園を 3,528 30,797 19,492 26,450 29,302

維持している。 都 支 出 金 12,072 24,267 19,478 44,394 45,802
財

受益者負担金 0 0 0 0 0指標２：幼児教育・保育の無償化により、私学助成 源
園を含めた全５１園について、年収３６０万円未満 その他特定財源 0 0 0 0 0
または多子世帯も対象となったため支給人数が増加 内

基　　金 0 0 0 0 0
した。本補助金の支給により、利用者の負担軽減が 訳

起　　債図られている。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】4.2 一般財源 △4,953 14,793 73,008 21,603 29,302

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
一時預かり事業は実施にあたっての条件が厳しく、これまで実施園は少なかったが、区単独の住居借り上げ支援や奨学金返済支援事
業を令和元年度から実施したことにより、実施園を維持している。引き続き園に働きかけ、実施園の増加を目指していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20942 幼稚園地域子ども・子育て支援事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・私幼第一係
電 話 番 号 03-3880-6147 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

子ども・子育て支援法に基づき、地域の実情に合わせて子ども・子育てに関 協事 目
する支援を行う

働務 的
事 の ・

一時預かり（幼稚園型）事業補助、補足給付費補助金
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法第５９条
法令等 東京都幼稚園型一時預かり事業運営費等補助金交付要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

一時預かり（幼稚園型）実



指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

足立区子ども・子育て施設 目標値＝当初予算編成時の見込み 目標値 783,000 631,940 748,926 759,632 718,994
指

整備基金の年度末残高 実績値＝年度末（出納閉鎖時）
実績値 1,087,960 775,263 800,751 697,228標

【低減目標】
１

[単位] 千円 達成率 72% 82% 94% 109%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

令和２年度より公設民営保育園の委託料返還金を積 総事業費 2,048 2,048 111,757 47,832
立てることになり、令和３年度は返還金４６，３４ 事 業 費 1,162 1,177 110,870 46,957 45,082
８千円と運用利子６０９千円を積み立てた。この返

人 件 費還金積立は令和５年度まで継続する予定。基金の充 総 886 871 887 875

当については「足立区待機児童解消アクション・プ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ラン」と「足立区学童保育室整備計画」に基づき、 常

人　　数業 0.1 0.1 0.1 0.1施設の計画的な整備に対し活用していく。 勤
計費 886 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

令和３年度は私立保育園３園、学童保育室（リース 人　　数訳 常 0 0 0 0
料、民設学童保育室の設置補助）など、定員確保や 勤 計 0 0 0 0
施設改修整備に活用され、基金から１５０，４８０

国庫支出金千円を取り崩した。待機児童解消や保育の質の向上 0 0 0 0 0

は重要な課題である。平成２７年からの新規施設の 都 支 出 金 0 0 0 0 0
開設等により、令和３年４月１日時点で保育施設等 財

受益者負担金 0 0 0 0 0の待機児童ゼロを達成した。これからも学童の待機 源
児童解消のための整備や既存施設の改築・修繕に活 その他特定財源 827 969 1,396 609 640
用することで、子育てしやすい環境を維持する。仕 内

基　　金 0 0 0 0 0
事と子育ての両立支援を実施するのと同時に良質な 訳

起　　債保育の提供は健全な子どもの成長に寄与する。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.2，5.4，8.8 一般財源 1,221 1,079 110,361 47,223 44,442

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
保育施設の新規開設や増改築等により、令和３年度に待機児童ゼロを達成した。今後も定員確保や施設改修整備に活用していくため
「足立区待機児童解消アクション・プラン」と「足立区学童保育室整備計画」に基づき、施設の計画的な整備に対し充当していく。
令和４年度は中期財政計画の見直しや、区立園の施設更新計画策定の予定があるため、将来的な施設整備計画の予定について確認し
ていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 21221 子ども・子育て施設整備基金積立金
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども政策課・子策推進
電 話 番 号 03-3880-5266 E - m a i l kosodate@city.adachi.tokyo.jp

待機児童解消に向け、子ども・子育て支援法で定める「子ども・子育て支援 子ども施設運営課、私立保育園課、待機協事 目
事業計画」に即した施設整備を確実に実施するため、基金を設置し、施設整 児ゼロ対策担当課、子ども施設入園課、

働務 的
備に必要な財源を確保する。 住区推進課

事 の ・
子ども・子育て施設（保育施設、学童保育室等）の整備のため、財源を基金

業 概 内 協
に積み立て、その活用を図っていく。

要 容 創

根 拠 足立区子ども・子育て施設整備基金条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る



て支援法、児童福祉法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

指導検査実施件数 子ども・子育て支援法に基づく指導検 目標値 83 111 107 104 143
指

査を実施した特定教育・保育施設及び
実績値 72 106 106 104標

特定地域型保育事業者の件数
１

[単位] 件 達成率 87% 95% 99% 100%

巡回訪問実施延べ回数 特定教育・保育施設及び特定地域型保 目標値 444 450 572 601 545
指

育事業者等への巡回訪問等延べ回数（
実績値 439 430 632 524標

平成３１年度以前は、実地調査等延べ
２

[単位] 回 回数） 達成率 99% 96% 110% 87%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】指導検査を家庭的保育事業者40名、小規 総事業費 142,826 150,273 154,624 157,493
模保育事業所14施設、私立認可保育所46園、私立幼 事 業 費 4,140 1,503 2,362 1,261 4,203
稚園・認定こども園4園に実施し目標を達成した。

人 件 費【指標2】巡回訪問については、令和4年1月からの 総 138,686 148,770 152,262 156,232

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染第6波の影響により施設等の臨時休 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
園が増加したことから訪問を中止したことで目標を 常

人　　数業 14 15 15 16下回った。なお、訪問の代替え措置として、262件 勤
の架電による支援を行った。 計費 123,970 130,635 133,110 140,032

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　保育施設等の質の維持・向上が求められている中 人　　数訳 常 4 5 6 5
で、子ども・子育て支援法等関係法令に基づく教育 勤 計 14,716 18,135 19,152 16,200
・保育が実践されているか実地指導検査で確認等行

国庫支出金い、指導や指摘等を行った後、その後の巡回訪問で 0 0 94 174 164

改善状況の確認や保育施設等の相談と支援を進める 都 支 出 金 0 0 0 0 0
ことで、教育・保育の質向上につながっている。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【貢献度】本事業は、子ども・子育て支援法および 源
児童福祉法に基づく事業であり、貢献度は高いとい その他特定財源 0 0 0 0 0
える。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.2　5.5　8.5 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 142,826 150,273 154,530 157,319 4,039

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
保育施設等の整備が進む中で、新規採用や人事異動等により保育経験の浅い職員も多く、指導検査と巡回訪問による支援を拡大し、
子どもの安心安全の担保や人権の擁護、アレルギー対応や衛生面の確保、給食に関する水準向上と食育に関する情報提供など、きめ
細やかな支援を行っていく。さらに、子ども・子育て支援新制度に移行していない私立幼稚園・認定こども園や認証保育所等にも指
導検査を拡充し、ガイドラインの活用を促進するとともに、保育従事者のレベル向上につながる研修を実施していく。指標2の巡回
訪問は、家庭的保育事業者の休業や公設民営園の担当所管替え等の減により延べ回数としては前年度より低い目標値となっている。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 21339 子ども施設指導検査事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設指導課・指導調整係
電 話 番 号 03-3880-5395 E - m a i l kodomo-sidou@city.adachi.tokyo.jp

各教育・保育施設に対して指導検査を実施し、継続的な指導を行うことで、 子ども政策課、子ども施設運営課、私立協事 目
適正な保育施設の運営を確保するとともに、「足立区教育・保育の質ガイド 保育園課、子ども施設入園課、福祉管理

働務 的
ライン」の活用を促進し、保育の質の向上を図る。 課

事 の ・
各教育・保育施設に対する指導検査、巡回訪問、実地調査の実施

業 概 内 協
「足立区教育・保育の質ガイドライン」の活用促進

要 容 創

根 拠 子ども・子育



指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

平均事業経費 ［低減目標］ 目標値 200,000 210,000 201,000 247,563 243,687
指

【目標値】前年度総事業費÷保育園数
実績値 201,872 201,183 247,563 243,687標

【実績値】当年度総事業費÷保育園数
１

[単位] 千円 達成率 99% 104% 81% 102%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

新型コロナウイルス感染症の拡大により休園となる 総事業費 5,747,902 5,547,234 6,709,158 6,795,571
園が多かったが、目標を達成した。 事 業 費 1,027,464 1,042,254 1,040,508 1,079,587 1,173,164

人 件 費総 4,720,438 4,504,980 5,668,650 5,715,984

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 447.91 404 437 439.5
勤

計費 3,966,243 3,518,436 3,877,938 3,846,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

安全な保育サービスを提供するため、新型コロナウ 人　　数訳 常 205 272 561 577
イルス感染症対策など必要に応じた事業を実施した 勤 計 754,195 986,544 1,790,712 1,869,480
。

国庫支出金【貢献度】保護者へ適切な保育サービスを提供して 2,609 15,215 44,147 9,489 1,729

いくために必要な経費であり、事業の実施による利 都 支 出 金 9,801 8,343 21,036 4,592 7,197
用者への貢献度は大きい。 財

受益者負担金 573,555 387,284 194,861 200,407 251,812【効果】保育園嘱託医報酬、光熱水費、給食費、消 源
耗品購入費など、保育が必要な乳幼児を適切に保育 その他特定財源 53,839 50,840 41,821 47,665 500
するための事業を実施したことにより、安全・安心 内

基　　金 0 0 0 0 0
な保育を提供することができた。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 0 0 0 0 0

一般財源 5,108,098 5,085,552 6,407,293 6,533,418 911,926

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
新型コロナウイルス感染症拡大による影響は大きく、多くの保育園・こども園が休園となるなど、区民への保育サービス提供が困難
となる状況もあった。家庭での保育が困難な保護者へ適切な保育を提供していくために、新型コロナウイルス感染症対策を効果的・
適切に実施するとともに、引き続き、さらなる保育の質の向上に取り組んでいく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3790 公立保育園の管理運営事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設係
電 話 番 号 03-3880-5888 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

保育が必要な乳幼児を保護者からの委託を受けて保育するために、必要な事 子ども政策課・子ども施設指導支援課・協事 目
業を行う。 待機児ゼロ対策担当・子ども施設入園課

働務 的
・こども支援センターげんき

事 の ・
１　保育園数　２８園（０歳児保育実施園　１２園）

業 概 内 協
２　児童定数　２，７９４名（乳児９９２名、幼児１，８０２名）

要 容 創３　保育園入所率　１００％
根 拠 児童福祉法、児童福祉施設最低基準、食品衛生法、日本体育・学校センター法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る



3 4

平均事業経費 ［低減目標］ 目標値 1,100 1,500 1,500 1,510 1,287
指

【目標値】前年度総事業費÷保育園数
実績値 994 1,517 1,510 1,287標

【実績値】当年度総事業費÷保育園数
１

[単位] 千円 達成率 111% 99% 99% 117%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

効率かつ効果的に保守点検・清掃を実施した結果、 総事業費 44,351 45,105 42,944 38,045
目標を達成することができた。 事 業 費 36,381 37,267 34,957 30,168 49,221

人 件 費総 7,970 7,838 7,987 7,877

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.9 0.9 0.9 0.9
勤

計費 7,970 7,838 7,987 7,877

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

定期的な保守点検と清掃を実施した結果、常に良好 人　　数訳 常 0 0 0 0
な保育環境を確保することができた。 勤 計 0 0 0 0
特に、Ｕ字溝の清掃については、デング熱などの感

国庫支出金染症を媒介する蚊の発生を防止するため、効果的な 0 0 0 0 0

対策であり引き続き実施していくこととする。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度】園児を安全・安心に保育する上で快適な 財

受益者負担金 0 0 0 0 0環境整備は不可欠であり、貢献度は大きい。 源
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 44,351 45,105 42,944 38,045 49,221

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
園舎の老朽化に伴い、園舎設備も老朽化しており、今後も随時、定期的な保守点検等を実施し、安全・安心な環境を整備していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3797 公立保育園の施設維持管理委託事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設係
電 話 番 号 03-3880-5888 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

保育園内外の施設設備等の安全・保健衛生を高めるために、保守点検・清掃 協事 目
等を定期的に実施し、良好な保育環境を確保する。

働務 的
事 の ・

公立保育園の園舎等清掃、樹木剪定、園舎等警備委託、冷暖房機等の保守点
業 概 内 協

検、害虫駆除、廃棄物処分等
要 容 創

根 拠 児童福祉法、児童福祉施設最低基準
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2



489 1,653 1,599 1,535標

１
[単位] 千円 達成率 103% 93% 96% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

修繕用消耗品（トイレ便座、扇風機羽根、修理用資 総事業費 50,828 58,579 66,540 72,319
材）購入、床板修繕工事費、課リース車両代・ガソ 事 業 費 41,973 50,741 58,198 65,317 71,498
リン代等の事業経費であるが、担当職員が園からの

人 件 費不具合の連絡を受け、随時、速やかに対処するなど 総 8,855 7,838 8,342 7,002

、効率的・効果的な工事を実施した結果、目標を達 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
成することができた。 常

人　　数業 1 0.9 0.94 0.8
勤

計費 8,855 7,838 8,342 7,002

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

園舎及び園舎設備の老朽化による小さな不具合が増 人　　数訳 常 0 0 0 0
加傾向にあるが、当課職員が定期的に各保育園を点 勤 計 0 0 0 0
検し、効率的・効果的な修繕を実施した結果、安全

国庫支出金・安心な保育環境を提供することができた。 0 0 0 0 0

【貢献度】園舎・園者設備の安全性の確保と衛生的 都 支 出 金 0 0 0 0 0
な環境を確保するためには必要不可欠な事業である 財

受益者負担金 0 0 0 0 0。 源
特に、近年、遊具や施設の不具合等により園児が重 その他特定財源 0 0 0 0 0
篤な怪我を負う事故もあり、随時・機動的に対処す 内

基　　金 0 0 0 0 0
ることは重要である。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 0 0 0 0 0

一般財源 50,828 58,579 66,540 72,319 71,498

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
区立保育園の老朽化が進行しており、園内の各所で経年劣化による破損等が生じている。園内の良好な保育環境を確保するために、
引き続き機動的・計画的な修繕工事等を実施し、安全・安心な保育環境を維持していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3798 公立保育園の施設維持補修事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設係
電 話 番 号 03-3880-5888 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

良好な保育環境の確保 協事 目
働務 的

事 の ・
公立保育園の園舎維持補修工事、小破修理等

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 児童福祉法、児童福祉施設最低基準
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

平均事業経費 【目標値】前年度総事業費÷保育園数 目標値 1,535 1,535 1,535 1,535 1,535
指

【実績値】当年度総事業費÷保育園数
実績値 1,



値 10 5 8 7 5
指

【目標値】工事要望件数
実績値 17 3 12 8標

【実績値】工事実施件数
１

[単位] 件 達成率 170% 60% 150% 114%

園舎耐震補強 【目標値】園舎耐震補強工事を要する 目標値 0 0 0 0 1
指

園数
実績値 0 0 0 0標

【実績値】園舎耐震補強工事実施園数
２

[単位] 園 達成率 0% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１:予算の範囲内で安全対策工事などを速やか 総事業費 344,427 17,540 15,026 15,108
に実施することができ、目標を上回った。 事 業 費 316,180 9,702 9,702 13,358 18,722
指標２:令和４年度に耐震補強工事を１園（千住保

人 件 費育園）予定しているが、同園については完全民営化 総 28,247 7,838 5,324 1,750

を進めているが、民営化としての基準をクリアする 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
必要があるため工事の実施はやむを得ない。 常

人　　数業 3.19 0.9 0.6 0.2
勤

計費 28,247 7,838 5,324 1,750

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

工事実施計画に基づき、予定どおり工事を実施する 人　　数訳 常 0 0 0 0
ことができた。また、園の安全対策についても営繕 勤 計 0 0 0 0
管理課と庁内連携により速やかに実施することがで

国庫支出金き、園児を安全な環境で保育することができた。 0 0 0 0 0

【貢献度】 都 支 出 金 0 0 0 0 0
区立園は施設の老朽化が進行しているが、安全・安 財

受益者負担金 0 0 0 0 0心な保育環境を維持するには計画的な大規模修繕が 源
必要であるため貢献度は大きい。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 344,427 17,540 15,026 15,108 18,722

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
区立園のあり方を踏まえ、将来的に残存させる園について計画的に大規模修繕を実施していくとともに、その他の園についても関係
所管と連携しながら、緊急に対応が必要な工事を含めて実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3799 公立保育園の整備事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設係
電 話 番 号 03-3880-5888 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

園舎の新改築、大規模修繕を計画的、効率的に実施することにより、安全で 営繕管理課に施設・設備改修工事等を委協事 目
快適な保育環境を維持する。 任

働務 的
事 の ・

公立保育園の改修工事
業 概 内 協

仮設園舎リース
要 容 創

根 拠 児童福祉法、児童福祉施設最低基準
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

大規模修繕 新改築、大規模修繕の件数 目標



単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

入所児童数 【目標値】認可定員 目標値 1,464 1,464 1,464 1,464 1,464
指

【実績値】月平均児童数
実績値 1,464 1,447 1,431 1,422標

１
[単位] 人 達成率 100% 99% 98% 97%

公設民営保育園数 【目標値】当該年度当初の公設民営保 目標値 14 14 14 14 14
指

育園数
実績値 14 14 14 14標

【実績値】当該年度末の公設民営保育
２

[単位] 園 園数 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】概ね目標は達成できているが、待機児童 総事業費 2,610,900 2,609,481 2,596,294 2,472,171
数の解消に伴い、徐々に実績が低下傾向にある。 事 業 費 2,602,930 2,606,868 2,590,970 2,460,793 2,758,447
【指標２】区立園１４園を継続して指定管理事業者

人 件 費へ委託できており、目標を達成した。 総 7,970 2,613 5,324 11,378

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.9 0.3 0.6 1.3
勤

計費 7,970 2,613 5,324 11,378

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　待機児童数がほぼ解消されたこともあり、入所児 人　　数訳 常 0 0 0 0
童数に空きが生じつつあるものの、公設民営保育園 勤 計 0 0 0 0
数を維持することで、地域住民に対する保育サービ

国庫支出金ス提供の実現につなげた。 0 0 4,200 9,658 23,954

　今後園の適正配置を進めていく中で、目標値と実 都 支 出 金 6,490 3,164 9,310 3,487 4,988
績値に乖離が生じないよう検討を進めていく。 財

受益者負担金 278,481 186,262 77,849 97,203 93,624【貢献度】地域のニーズに応じたサービスを行うこ 源
とができ、保育利用に対する貢献度は大きい。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【波及効果】職員の処遇改善経費を委託費へ計上す 内

基　　金 0 0 0 0 0
ることで雇用の創出に、給食食材を区内業者から購 訳

起　　債入することで地域経済の活性化に繋がっている。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 一般財源 2,325,929 2,420,055 2,504,935 2,361,823 2,635,881

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
区立園として適切な運営を行っていくため、事業者と合意のもと協定書の内容を変更するとともに、毎年実施している評価（モニタ
リング調査）基準についても見直しを図る必要がある。協定書の内容変更が合意に至っていない一部の事業者については、引き続き
合意に向け協議を進めていく。また、待機児童数の解消に伴う入所児童数の定員割れを解決していくため、今後策定される区立園の
施設更新計画に基づく適正配置の検討に取り組んでいく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3803 公立保育園の管理運営委託事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・公設民営
電 話 番 号 03-3880-5321 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

保育需要に対応し施設の設置を進めるため、公立で設置し、運営を民間に委 【協働・協創】区立園の管理運営を民間協事 目
託する公設民営方式を採用する。 事業者へ委託

働務 的
【庁内協働】子ども政策課、子ども施設

事 の ・
公設民営保育園　１４園 指導・支援課、私立保育園課、子ども施

業 概 内 協
設入園課

要 容 創

根 拠 地方自治法２４４条の２の３項
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／



替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

保育施設数 【目標値】当該年度当初の公設民営認 目標値 3 3 3 2 2
指

可外保育施設数
実績値 3 3 2 2標

【実績値】当該年度末の公設民営認可
１

[単位] 園 外保育施設数 達成率 100% 100% 67% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　公設民営認可外保育園２園を継続して指定管理事 総事業費 303,626 306,430 267,681 239,187
業者へ委託できており、目標を達成できた。 事 業 費 300,969 303,817 265,019 233,936 229,804

人 件 費総 2,657 2,613 2,662 5,251

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.3 0.3 0.3 0.6
勤

計費 2,657 2,613 2,662 5,251

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　公設民営保育園数を継続していくことで、新型コ 人　　数訳 常 0 0 0 0
ロナウイルス陽性者の発生に伴う休園対応などがあ 勤 計 0 0 0 0
ったが、事業者と連携し、地域住民に対する保育サ

国庫支出金ービス提供の実現につなげた。 0 0 900 450 2,269

【貢献度】地域のニーズに応じたサービスを行うこ 都 支 出 金 331 778 1,528 21 322
とができ、保育利用に対する貢献度は大きい。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【波及効果】職員の処遇改善経費を委託料へ計上す 源
ることで雇用の創出に、給食食材を区内業者から購 その他特定財源 27,160 18,537 8,217 8,439 8,995
入することで地域経済の活性化に繋がっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 276,135 287,115 257,036 230,277 218,218

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和２年度に管理運営を委託していた指定管理事業者の問題により区立園の運営が困難となり、年度途中で指定取り消しという事態
を招いた。こうした事態を防止するため、指定管理者の評価（モニタリング調査）基準の見直しを図り、適切な園運営の実施を指導
・支援していく。また、待機児童数の解消に伴う入所児童数の定員割れを解決していくために、今後策定される区立園の施設更新計
画に基づく適正配置の検討に取り組んでいく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 11633 区立認可外保育室の管理運営委託事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設係
電 話 番 号 03-3880-5321 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

保育需要に対応するため認可基準をほぼ満たした保育施設を公立で設置し、 【協働・協創】区立園の管理運営を民間協事 目
指定管理者制度を活用して運営を民間に委託する。 事業者へ委託

働務 的
【庁内協働】子ども政策課、子ども施設

事 の ・
公設民営認可外保育施設　２箇所 指導・支援課、私立保育園課、子ども施

業 概 内 協
設入園課

要 容 創

根 拠 地方自治法第２４４条の２第３項
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み



校保健安全法、同法施行規則、同法施行令、足立区非常勤職員の報酬および費用弁償に関する条例、同条例施行規則、足
法令等 立区学校医等設置要綱、こども園医設置要綱、独立行政法人日本スポーツ振興センター法、同法施行令

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

園内研修及び研究会の実施 教育活動充実のための研修及び研究回 目標値 36 36 36 36 36
指

回数 数【目標値】月１回×１２ヶ月×３園
実績値 36 36 36 36標

【実績値】研修実施回数
１

[単位] 回 達成率 100% 100% 100% 100%

区立こども園の園児数 【目標値】認可定員 目標値 401 401 401 401 401
指

【実績値】翌年度５月１日時点の園児
実績値 325 300 253 253標

数
２

[単位] 名 達成率 81% 75% 63% 63%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１は、目標を達成することができた。 総事業費 715,366 708,672 803,372 788,511
指標２は、待機児童が解消され、保育需要が減少し 事 業 費 152,579 151,768 143,331 149,921 173,448
たこと、幼稚園に入園する利用者が増えたこと等に

人 件 費より目標を下回った。 総 562,787 556,904 660,041 638,590

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 54 55.2 49.2 45.2
勤

計費 478,170 480,737 436,601 395,590

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

職員のスキルアップのため、庁内の関係所管と連携 人　　数訳 常 23 21 70 75
し、園内研修や研究会を実施した。 勤 計 84,617 76,167 223,440 243,000
【貢献度】保護者へ適切な保育サービスを提供して

国庫支出金いくために必要な経費であり、事業の実施による利 0 0 0 0 0

用者への貢献度は大きい。 都 支 出 金 199 233 1,744 44 255
【効果】教育に関する研究・調査、研修、講演会な 財

受益者負担金 61,249 36,766 6,836 8,630 15,909ど幼児教育に関する最新の知見・情報を等を取得す 源
ることにより職員の資質の向上につなかった。 その他特定財源 7,181 7,136 5,965 7,885 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 646,737 664,537 788,827 771,952 157,284

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
待機児童の解消や私立保育園の増加により、区立こども園の在園児数は年々減少傾向にある。一方、発達支援児は増加傾向にあり、
私立保育園で受入れが困難な児童への対応のため、職員のスキルアップは必須である。今後も職員のスキルアップを図るとともに、
関係所管と連携し、区立認定こども園のあり方を協議していく。
新型コロナウイルス感染症拡大による影響により、こども園も休園となるなど、区民への保育サービス提供が困難となる状況もあっ
た。新型コロナウイルス感染症対策を効果的・適切に実施するとともに、引き続き、さらなる保育の質の向上に取り組んでいく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 16050 区立認定こども園管理運営事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設
電 話 番 号 03-3880-5888 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

就学前の幼児に対し、適切な環境を与え、その心身の発達を助長し、成長と 子ども政策課　0.2人協事 目
発達の基礎を培う。 子ども政策課・子ども施設指導支援課・

働務 的
こども支援センターげんき

事 の ・
区立認定こども園の管理運営費 周辺の町会や自治会等の協力により、地

業 概 内 協
園数（３園）、園児定員（１歳児３８名、２歳児４６名、３歳児５７名、４ 域住民に参加してもらい、園児と一緒に

要 容 創歳児１２９名、５歳児１３１名、合計４０１名） 花壇の手入れ等を実施
根 拠 学



務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

施設点検調査実施園数 施設点検調査を行い実態を把握できた 目標値 3 3 3 3 3
指

こども園数
実績値 3 3 3 3標

【目標値】こども園数
１

[単位] 園 【実績値】点検調査園数 達成率 100% 100% 100% 100%

保全工事実施率 【目標値】保全工事実施率 目標値 100 100 100 100 100
指

【実績値】保全工事件数÷保全工事を
実績値 100 100 100 100標

要する箇所
２

[単位] ％ 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

効率的・効果的に保守点検・清掃を実施した結果、 総事業費 17,794 19,094 19,397 21,075
目標を達成することができた。 事 業 費 9,824 12,998 13,185 15,824 19,707

人 件 費総 7,970 6,096 6,212 5,251

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.9 0.7 0.7 0.6
勤

計費 7,970 6,096 6,212 5,251

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

定期的な保守点検と清掃を実施した結果、常に良好 人　　数訳 常 0 0 0 0
な保育環境を確保することができた。 勤 計 0 0 0 0
特に、Ｕ字溝の清掃については、デング熱などの感

国庫支出金染症を媒介する蚊の発生を防止するため、効果的な 0 0 0 0 0

対策であり引き続き実施していくこととする。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度】園児を安全・安心に保育する上で快適な 財

受益者負担金 0 0 0 0 0環境整備は不可欠であり、貢献度は大きい。 源
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 17,794 19,094 19,397 21,075 19,707

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
こども園の園舎の老朽化に伴い園舎設備も老朽化しており、今後も随時、定期的な保守点検等を実施し、安全・安心な環境整備を実
施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20997 区立認定こども園施設維持管理事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・区立施設係
電 話 番 号 03-3880-5888 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

こども園における安全かつ衛生的な環境を維持し、良好な学習環境を確保す 施設営繕部営繕管理課協事 目
る。

働務 的
事 の ・

備品購入
業 概 内 協

各種設備保守点検、建物清掃委託、機械警備委託等
要 容 創

根 拠 学校教育法第一条（学校の範囲）・学校保健法第三条（学校環境衛生）・学校保健法第三条の二（学校環境の安全）・学校
法令等 保健法施行規則第二十二条の二（環境衛生検査）・学校保健法施行規則第二十二条の五（安全点検）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業



する。
根 拠 足立区立保育園の引継ぎに伴う負担金算出要領
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

民営化保育園数 【目標値】前年度の選定において決定 目標値 1 2 0 1 1
指

した引継ぎが発生する保育園数
実績値 1 0 0 1標

【実績値】当該年度における民営化の
１

[単位] 園 ための引継ぎを行った保育園数 達成率 100% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　令和４年度より指定管理者が変更する１園につい 総事業費 8,681 0 0 8,104
て、引継ぎを実施し目標を達成できた。 事 業 費 8,681 0 0 7,229 25,500

人 件 費総 0 0 0 875

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 0.1
勤

計費 0 0 0 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　１年間かけて引継ぎを行うことで、円滑な園運営 人　　数訳 常 0 0 0 0
の継続につなげた。 勤 計 0 0 0 0
　また、引継ぎだけでなく、民営化・事業者変更後

国庫支出金の２年間は区が定期的な巡回訪問を行い、必要な助 0 0 0 0 0

言・指導を行うことで、より一層円滑な園運営の実 都 支 出 金 0 0 0 0 0
現につなげた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【貢献度】十分な引継ぎを行うことで、利用児童や 源
保護者、新規指定管理者などにとって負担の軽減に その他特定財源 0 0 0 0 0
繋がり、より良い保育の実現に貢献している。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【波及効果】指定管理者に運営を委託することで、 訳

起　　債雇用の創出に繋がっている。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1-3,4-2 一般財源 8,681 0 0 8,104 25,500

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和５年度から指定管理者が変更となる園に対しては、令和４年度は月１回程度の引継ぎを実施する。特に、令和５年１月から３月
にかけては、新たな指定管理者の保育士を現場に配置し、日常的な保育の引継ぎも実施していく。併せて、令和４年度から指定管理
者が変更となった園に対しては、区が月２回の巡回訪問を行い、必要な助言や指導を実施していく。今後も、民営化や指定管理者が
変更となる保育園に対しては、利用児童や保護者などへの負担を軽減することができるよう、適切な引継ぎの実施を継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22769 公立保育園の民営化事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設運営課・公設民営
電 話 番 号 03-3880-5321 E - m a i l kodomo-unei@city.adachi.tokyo.jp

公立保育園の民営化にあたり、引継ぐ私立保育園の保育士を前もって勤務さ 【協働・協創】区立園の管理運営を民間協事 目
せる等、準備に必要な経費を補助し、保育園の民営化を円滑に進め、保護者 事業者へ委託

働務 的
の不安感や園児の環境変化の解消を目的とする。 【庁内協働】子ども政策課、子ども施設

事 の ・
民営化する保育園の移行準備経費を補助する。 指導・支援課、私立保育園課、子ども施

業 概 内 協
公設民営保育園の更新・再公募にあたり、運営法人変更に伴う移行準備経費 設入園課

要 容 創を補助



込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

私立保育園数 私立保育園連合会加盟園数 目標値 96 109 129 128 128
指

実績値 96 109 129 128標

１
[単位] 園 達成率 100% 100% 100% 100%

研修等実施延回数 クラス別保育部会及び専門職部会研修 目標値 40 40 40 40 40
指

の開催回数
実績値 47 59 11 19標

※目標値は年間計画による実施予定数
２

[単位] 回 達成率 118% 148% 28% 48%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】当初の予定通り１園が休園により減とな 総事業費 479 477 89 88
ったが、それ以外の減はなく、目標を達成した。 事 業 費 390 390 0 0 390
【指標２】新型コロナウイルス感染症の影響で民間

人 件 費保育園連合会が計画していた研修の開催回数が大幅 総 89 87 89 88

に減少し、目標を達成することができなかった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.01 0.01 0.01 0.01
勤

計費 89 87 89 88

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【貢献度・協働】　 人　　数訳 常 0 0 0 0
　民間保育園連合会は児童福祉に寄与することを目 勤 計 0 0 0 0
標とした団体であり、研修会の実施等により民間事

国庫支出金業者が運営する保育園の発展に努めている。区が助 0 0 0 0 0

成・後援する形で連合会と協働している研修では、 都 支 出 金 0 0 0 0 0
各保育園の事例を共有して成功例を広く実践してい 財

受益者負担金 0 0 0 0 0くなど、私立保育園全体の保育の質の向上を目的と 源
した活動を実施している。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【効果】 内

基　　金 0 0 0 0 0
　研修回数は、目標を達成できなかったが、保育所 訳

起　　債の質的向上と振興は図られた。 0 0 0 0 0

【ＳＤＧｓターゲット】4.2　5.5　8.5 一般財源 479 477 89 88 390

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和４年度も令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響で計画通りに研修実施できるかは不透明な状況ではあるが、
今後も民間保育園連合会が予定している研修・講習等を実施できるよう実績を踏まえ補助を実施するとともに、後援による会場使用
の支援を行い、足立区の子どもの健やかな育ちの実現に繋げていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3800 民間保育園連合会助成事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・私立保育園課・私保第一係
電 話 番 号 03-3880-5889 E - m a i l kodomo-seibi@city.adachi.tokyo.jp

　足立区私立保育園連合会に対して補助金を交付することにより、私立保育 【協働】協事 目
園の研修、講習会等の活動と連合会運営を助成し、民間保育所の質的向上と 民間事業者と連携して質の高い保育を実

働務 的
振興を図る。 施

事 の ・
私立保育園職員の研修、講習会等実施

業 概 内 協
足立区私立保育園連合会の運営助成

要 容 創

根 拠 足立区補助金交付事務規則、足立区私立保育園連合会に対する補助金交付要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見



課
根 拠 児童福祉法、子ども子育て支援法、足立区保育扶助要綱、私立保育所入所児童等に対する法外援護実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

入所児童数（私立保育園） 月平均児童数 目標値 7,293 8,387 8,956 8,788 8,714
指

※目標値は予算計上時の通年の見込み
実績値 6,831 7,647 8,341 8,691標

を12ヶ月で按分
１

[単位] 人 達成率 107% 110% 107% 101%

私立認可保育園数 私立認可保育園数 目標値 80 93 113 113 113
指

実績値 80 93 113 113標

２
[単位] 園 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】令和３年度の新規開設園はなく、令和２ 総事業費 12,800,578 14,839,925 17,604,945 17,776,552
年度に引き続き、１１３園（西新井きらきら第二保 事 業 費 12,744,743 14,763,157 17,526,752 17,699,278 17,993,370
育園を含む）に対して運営に要する経費を支出した

人 件 費。 総 55,835 76,768 78,193 77,274

【指標２】区内全体の待機児童解消へ大きく貢献し 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
、目標を達成することができた。 常

人　　数業 5.89 8.19 8.2 8.2
勤

計費 52,156 71,327 72,767 71,766

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【貢献度】令和２年度と比較し、月平均入所児童数 人　　数訳 常 1 1.5 1.7 1.7
は３００人以上増加しており、入所児童数に応じた 勤 計 3,679 5,441 5,426 5,508
運営費の支払いにより、運営の安定が図られ、また

国庫支出金、待機児童の解消及び多様な保育の提供に貢献した 2,858,929 3,819,690 5,220,549 5,136,037 5,724,511

。 都 支 出 金 1,691,353 2,489,153 3,368,081 3,218,338 3,325,937
【効果】利用児童数の増により、保育士等の雇用を 財

受益者負担金 1,571,429 1,411,645 620,751 767,447 694,172創出し、地域活性化の効果がある。 源
その他特定財源 33,851 3,590 27,425 10,163 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

　【ＳＤＧｓターゲット】4.2　5.5　8.5 訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 6,645,016 7,115,847 8,368,139 8,644,567 8,248,750

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度に待機児童０人を達成した。令和４年度も待機児童０人を継続するとともに、今後は保育所の空き定員に対する経営支
援策として個別の経営状況を確認の上、必要と認められる施設については利用定員の変更を行う。
　あわせて、事業者の決算書及び補助金実績報告の確認等を行い、保育所運営費の適切な支出が行われ、足立区の保育の質の向上に
つながるよう努める。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3802 私立保育園の運営費助成事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・私立保育園課・私保第一係
電 話 番 号 03-3880-5889 E - m a i l kodomo-seibi@city.adachi.tokyo.jp

　保育園における保育は、設置主体の公私立の別により差があってはならな 【協働】協事 目
い。このため、本事業は私立保育園の保育内容の充実を進め、公私格差を是 民間事業者と連携して質の高い保育を実

働務 的
正し、もって保育園の運営の安定を図ることを目的とする。 施

事 の ・
　私立保育所及び区外私立保育所に対する運営費の支弁及び助成。

業 概 内 協
（１）区内私立保育所　１１３園（西新井きらきら第二含む）（２）管外区 【庁内協働】

要 容 創外私立保育所委託児童 子ども施設入園



の開催、保育士永年勤続褒賞の実施、離職防止策の
要 容 創調査・分析・実施

根 拠 子ども・子育て支援法 足立区保育士等住居借上げ支援事業補助金交付要綱　足立区保育士奨学金返済支援事業補助金交付
法令等 要綱　再就職応援補助交付要綱　足立区保育従事者永年勤続褒賞要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

経済支援利用者数 保育士等住居借上げ支援、保育士奨学 目標値 450 716 1,064 1,180 1,140
指

金返済支援、保育再就職応援補助の利
実績値 562 732 950 972標

用者の合計。（目標値は、前年実績+
１

[単位] 人 拡張分） 達成率 125% 102% 89% 82%

保育士勤続５年以内の割合 保育士全体から占める区内同一事業者 目標値 50 50
指

内の勤続年数５年以内の割合【低減目
実績値 85標

標】【新規指標】
２

[単位] ％ 達成率 0% 0% 0% 59%

待機児童数（総合戦略ＫＰ 毎年４月１日現在の待機児童数 目標値 80 0 0 0 0
指

Ｉ指標）
実績値 123 3 0 1標

３
[単位] 人 達成率 65% 97% 0% 99%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標ー1】保育士確保定着のため、保育士奨学金 総事業費 371,556 497,183 605,967 703,425
返済支援事業（100園250人）、住居借上げ支援事業 事 業 費 357,537 461,113 551,414 649,457 695,804
(156園722人)を実施し利用者は微増したが目標は下

人 件 費回った。 総 14,019 36,070 54,553 53,968

【指標ー2】令和3年度開始の指標のため、次年度以 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
降との比較分析が必要。 常

人　　数業 1.5 4.1 5.5 5.5【指標ー3】待機児童１名が発生。待機児童率が0.0 勤
07％となった。 計費 13,283 35,707 48,807 48,136

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　待機児童が0人となり、当面新規開設園がなくな 人　　数訳 常 0.2 0.1 1.8 1.8
るため保育士の新規需要は、減少傾向にある。しか 勤 計 736 363 5,746 5,832
し、保育士の勤続年数5年以内の割合が85％と大き

国庫支出金いことから短期の離職者が多いことが予想される。 142,472 169,829 210,405 199,811 197,725

このため、保育士の確保・定着は継続の課題である 都 支 出 金 165,774 220,583 316,502 316,778 363,770
。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【効果】保育士は充足しており、保育士不足により 源
児童入園定数を減少させるような状況は、発生して その他特定財源 0 0 0 0 0
いない。 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

　【ＳＤＧｓターゲット】4.2　5.5　8.5 一般財源 63,310 106,771 79,060 186,836 134,309

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している □ 協働は困難である ■ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　保育士確保・定着については、重点を確保から定着(離職防止)へとシフトし、保育事業者と連携して保育士が安心して、働きやす
い、すぐにやめたくならない職場環境を創設していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 21304 保育士確保・定着対策事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・私立保育園課・施設調整係
電 話 番 号 3880-5712 E - m a i l kodomo-seibi@city.adachi.tokyo.jp

私立保育施設等の円滑な運営を支援する。保育士への経済支援や、就労支援  多様性社会推進課協事 目
のための就職面接・相談会の実施により、人材確保を支援する。また、保育  保育所が「ワークライフバランス認定

働務 的
士永年勤続褒賞により、勤労意欲を高め、人材の定着を図る。 企業」となるように特典の案内、申請の

事 の ・
保育事業者への住居借上経費補助、保育士奨学金返済支援、保育再就職応援 勧奨を行う。

業 概 内 協
補助、保育士就職相談会



67 2,336標

１
[単位] 千円 達成率 468% 727% 154% 80%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標ー1】庶務的経費については、事業が拡大す 総事業費 45,745 56,841 37,871 34,822
る中で横ばいを維持している。目標を下回った。 事 業 費 31,577 47,769 4,967 2,343 2,710

人 件 費総 14,168 9,072 32,904 32,479

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 1.6 1 3.6 3.6
勤

計費 14,168 8,709 31,946 31,507

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　毎週月曜日に朝礼、火曜日に係長会、毎朝各係に 人　　数訳 常 0 0.1 0.3 0.3
てミーティングを開催し情報を共有している。 勤 計 0 363 958 972
　その他の庶務的経費については、事務処理量が増

国庫支出金加している中、郵送料、消耗品などを必要最低限に 0 0 0 0 0

抑えた。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
財

受益者負担金 0 0 0 0 0【効果】的確な私立保育園課の事業運営により、私 源
立保育園の安全・安心・円滑な運営が図られた。 その他特定財源 22,121 1,512 6 2 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債　【ＳＤＧｓターゲット】4.2　5.5　8.5 0 0 0 0 0

一般財源 23,624 55,329 37,865 34,820 2,710

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　関連業務の拡大に伴い庶務的経費の増加が予想される。引き続き各係との連絡を取りながら、効率的な運用を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 21310 私立保育園一般管理事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・私立保育園課・施設調整係
電 話 番 号 03-3880-5712 E - m a i l kodomo-shisetu@city.adachi.tokyo.jp

円滑な課内運営。 　子ども施設入園課協事 目
私立保育施設等の円滑な運営を支援する。

働務 的
事 の ・

課庶務事務経費
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

総事業費 目標値=当初予算額、実績値=決算額 目標値 6,744 6,568 3,225 2,904 2,710
指

実績値 31,577 47,769 4,9



標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

対象園数 施設整備費用助成対象園 目標値 18 22 0 3 2
指

実績値 16 23 2 3標

１
[単位] 園 達成率 113% 96% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標ー1】令和３年度は３園の建て替え事業を実 総事業費 2,278,679 3,115,733 312,245 499,150
施した。うち２園は令和２年度からの継続事業であ 事 業 費 2,203,411 3,053,028 308,695 494,862 42,509
り、１園は新たに既存園舎の建て替え事業を開始し

人 件 費た。 総 75,268 62,705 3,550 4,288

　いずれも令和３年度内の新園舎の工事が完了し、 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
令和４年度から新園舎での保育を開始することがで 常

人　　数業 8.5 7.2 0.4 0.49き、おおむね目標を達成した。 勤
計費 75,268 62,705 3,550 4,288

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【効果】老朽化した保育園舎の建て替えにより、ハ 人　　数訳 常 0 0 0 0
ード面から保育の質の向上を図るとともに、逼迫し 勤 計 0 0 0 0
た０・１歳児クラスの定員増など効果があった。ま

国庫支出金た、雇用の創出や園運営に伴う地域経済の活性化に 1,142,978 1,514,203 132,938 282,779 24,290

つながった。 都 支 出 金 941,278 1,327,464 159,134 70,693 6,072
財

受益者負担金 0 0 0 0 0【実績】 源
令和３年度は３園の老朽化施設の建て替えを実施し その他特定財源 0 0 0 0 0
た。 内

基　　金 119,155 301,596 16,623 84,189 12,147
訳

起　　債　【ＳＤＧｓターゲット】4.2　5.5　8.5 0 0 0 0 0

一般財源 75,268 △27,530 3,550 61,489 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度は、令和３年度事業の継続が２園あり、スケジュール管理を徹底し、保育への影響がないように努める。
　新規事業実施にあたっては、必要な整備を事業者と協議しながら進行していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22718 私立保育園施設整備助成事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・私立保育園課・私保第一係
電 話 番 号 03-3880-5889 E - m a i l kodomo-seibi@city.adachi.tokyo.jp

　私立認可保育園の新設、改築、大規模修繕等に係る費用の一部を補助する 【協働】協事 目
ことにより、園舎の計画的改修の推進を図り、もって児童福祉の向上に資す 民間事業者と連携して質の高い保育を実

働務 的
る。 施

事 の ・
足立区私立保育園施設整備費補助要綱の交付事業に対して補助する。

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 足立区私立保育園施設整備費補助要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指



値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

翌年４月の入園審査件数 ４月一斉入所時の申請者数 目標値 4,792 4,334 4,275 3,352 3,352
指

目標値：見込申請件数
実績値 4,328 4,184 3,562 3,566標

［目標値：過去4年間の実績値伸び率
１

[単位] 件 の平均］ 達成率 90% 97% 83% 106%

保育コンシェルジュ利用延 １年間に保育コンシェルジュを利用し 目標値 3,600 3,644 3,314 2,460 2,933
指

べ人数 た延べ人数
実績値 3,471 3,157 2,343 2,793標

［目標値：前年度実績比5％増］
２

[単位] 人 達成率 96% 87% 71% 114%

保育料滞納世帯個別納付指 園長納付指導件数および口座振替電話 目標値 400 522 617 450 450
指

導等件数 勧奨件数【令和2年度から定義変更】
実績値 448 362 87 447標

［目標値：前年度実績値を勘案した件
３

[単位] 件 数］ 達成率 112% 69% 14% 99%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】4月入所申請件数は3,566人で、前年より 総事業費 275,751 290,499 399,940 286,833
4人増とほぼ横ばいであった。 事 業 費 41,332 41,412 145,202 43,154 61,292
【指標２】オンライン相談を実施（427人）した結

人 件 費果、全体の利用人数が前年度より450人増加した。 総 234,419 249,087 254,738 243,679

【指標３】園長指導（10回）および納付案内センタ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ーによる電話勧奨（437件）を実施した。あわせて 常

人　　数業 22.31 24.02 24.03 23.03、児童手当からの控除を行った結果、収納率が向上 勤
した。 計費 197,555 209,190 213,242 201,559

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和4年度が保育需要数のピークであると見込ま 人　　数訳 常 10.02 11 13 13
れていることから、入所審査件数は今後減少してく 勤 計 36,864 39,897 41,496 42,120
ものと考えられる。保育コンシェルジュは、オンラ

国庫支出金インによりコロナ禍における相談の機会を確保する 1,869 1,869 976 1,986 1,500

ことで、的確な利用者支援を実現している。保育料 都 支 出 金 1,869 1,869 4,552 3,854 1,800
滞納対策は、新型コロナウイルス感染症の影響等に 財

受益者負担金 5,000 5,000 5,000 6,182 5,000よる収入減の世帯の保育料減額案内を確実に行った 源
。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【貢献度】働きながら安心して子育てができるため 内

基　　金 0 0 0 0 0
、保育の提供は必要不可欠である。利用調整および 訳

起　　債利用者支援をおこなう本事業の貢献度は高いといえ 0 0 0 0 0

る。【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 一般財源 267,013 281,761 389,412 274,811 52,992

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
【入園事務】オンライン申請を拡充し、入所希望児童および在園児童の保護者の負担軽減を図る。保育施設ＡＩ入所選考システムの
年間稼働、ＲＰＡの新規導入によるオンライン収集データの活用など、業務の効率化を推進していく。【保育コンシェルジュ】複数
人の保護者を対象にしたオンライン説明会を定期的に開催し、個別相談につなげていく。【保育料滞納対策】口座振替の促進のほか
、園長指導、給与照会等を早期に実施し、滞納事案の未然防止、早期解決を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3791 保育施設利用調整事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・入園第二係
電 話 番 号 03-3880-5263 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

保育を必要とする児童がいる世帯を支援するため、保育施設等の利用調整を 納税課への執行委任に係る人件費（常勤協事 目
行う。 0.03人）含む。

働務 的
事 の ・

・保育施設等利用調整事務
業 概 内 協

・保育料収納事務
要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法　児童福祉法第２４条　足立区における保育の利用等に関する条例　足立区特定教育・保育施設、特
法令等 定地域型保育事業等の利用者負担に関する条例等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標



別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保
法令等 育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平成２７年３月内閣府告示第４９号）

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

小規模保育施設受託児童数 小規模保育施設年間延べ人数（毎月初 目標値 5,760 5,760 5,988 6,072 5,604
指

日現在の在籍児童数の累積）
実績値 5,247 5,056 4,383 4,852標

［目標値（入所率100％）：年度当初
１

[単位] 人 定員数*12］ 達成率 91% 88% 73% 80%

対象小規模保育施設数 運営経費を助成する小規模保育施設の 目標値 27 27 28 29 27
指

数
実績値 27 27 28 29標

２
[単位] 件 達成率 100% 100% 100% 100%

小規模保育施設等訪問等回 運営経費を助成する小規模保育施設へ 目標値 60 27 28 29 27
指

数 の訪問等回数
実績値 79 88 30 39標

［目標値：指導検査、実地調査同行予
３

[単位] 回 定数］ 達成率 132% 326% 107% 134%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新規開設園及び令和３年度上半期の入所 総事業費 1,272,384 1,292,872 1,251,322 1,362,849
率が低いこともあり、目標は達成しなかったが、前 事 業 費 1,253,352 1,275,600 1,232,936 1,344,697 1,592,008
年度に比べ受託児童数は増加している。

人 件 費【指標２】令和３年度は、１園新規開設した。 総 19,032 17,272 18,386 18,152

【指標３】新型コロナウイルスの感染対策を徹底す 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ることで、令和２年度に比べ訪問等の回数を増やす 常

人　　数業 1.9 1.9 2 2ことができた。 勤
計費 16,825 16,547 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　令和３年度は１園新規開設した。多様な保育ニー 人　　数訳 常 0.6 0.2 0.2 0.2
ズにこたえる保育施設として、区内全域に設置され 勤 計 2,207 725 638 648
ている。また、小規模保育施設への訪問を行うこと

国庫支出金で、保育の質を向上させることを実現した。 558,484 570,268 558,941 585,286 740,159

【貢献度】保育需要の高い０～２歳児の受け皿とな 都 支 出 金 303,620 303,397 292,207 284,426 352,408
っており、十分貢献している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.2、5.5、8.5 源
その他特定財源 286 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 409,994 419,207 400,174 493,137 499,441

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度末をもって小規模保育施設が２園廃園した。４月入所に向けて入所率を向上させることを目的にＰＲ動画を作成し、Ｓ
ＮＳを利用した情報発信とあわせて引き続き、施設の魅力を伝えていく。また、保育事業者の経営状況に応じ定員変更できるよう柔
軟に対応していく。さらに、保育の質を向上させるため、今後も関係各課と連携し、指導検査、巡回訪問等を行うことで適正な保育
、施設運営を支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3792 地域型保育事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・地域保育係
電 話 番 号 03-3880-5428 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

多様化する保育需要に応える小規模保育事業所に対して、地域型保育給付費 【協働】区内事業者と連携し、保育を実協事 目
を支給することにより、在園する支給認定子どもに対して地域型保育（小規 施

働務 的
模保育）サービスの現物給付等を行う。 【庁内協働】私立保育園課

事 の ・
1 地域型保育給付費の支給

業 概 内 協
2 一時保育に係る経費の補助

要 容 創3 保育サービス推進事業に係る経費の補助　　等
根 拠 子ども・子育て支援法　児童福祉法　特定教育・保育、特別利用保育、特



区私立保育所に
法令等 おける家庭的保育事業に係る連携保育所事業費補助要綱等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

受託児童数 家庭的保育者受託児童数（毎月初日現 目標値 5,800 5,800 5,800 5,800 5,148
指

在の在籍児童数の累計）
実績値 5,671 5,429 4,255 3,984標

［目標値：年度当初定員数*12］
１

[単位] 人 達成率 98% 94% 73% 69%

家庭的保育事業者数 ４月１日時点での家庭的保育事業者数 目標値 154 147 138 129 117
指

実績値 154 147 138 129標

２
[単位] 人 達成率 100% 100% 100% 100%

訪問等回数 年度内に訪問や施設検査を行ったのべ 目標値 300 200 100 100 100
指

回数
実績値 251 221 100 105標

［目標値：指導検査、実地調査、給食
３

[単位] 件 巡回等の予定数］ 達成率 84% 111% 100% 105%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】家庭的保育者数の減少に伴い、受託児童 総事業費 1,173,219 1,231,101 1,063,780 1,097,461
数が減少した。 事 業 費 1,138,242 1,193,436 1,025,855 1,068,727 1,105,506
【指標２】令和３年度は、定年等による廃業があり

人 件 費目標値を減少させた。令和４年度も廃業予定がある 総 34,977 37,665 37,925 28,734

ため目標値を減少させた。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標３】新型コロナウイルスの感染対策を徹底す 常

人　　数業 3.95 3.95 3.95 2.95ることで、令和２年度に比べ訪問等の回数を増やす 勤
ことができた。 計費 34,977 34,401 35,052 25,818

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　待機児童の解消や多様な保育ニーズに対応する保 人　　数訳 常 0 0.9 0.9 0.9
育施設として、例年実施している利用者アンケート 勤 計 0 3,264 2,873 2,916
でも８７％が保育内容に満足しており、非常に高い

国庫支出金評価を得ている。 493,856 559,936 578,603 560,086 568,945

【貢献度】保育需要の高い０～２歳児の受け皿とな 都 支 出 金 229,250 253,757 241,310 247,682 242,499
っており、貢献度は非常に大きい。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.2、5.5、8.5 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 450,113 417,408 243,867 289,693 294,062

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　受託児童数が減少している要因として、家庭的保育者の認知度不足が挙げられる。そのため、ＰＲ動画やＳＮＳを使って家庭的保
育の魅力を発信していくことで、入所率の向上を目指していく。また、令和３年度に新たに家庭的保育者での一時保育制度を導入し
た。一時的な利用から家庭的保育者の認知度向上を図っていく。さらに、給食提供については、自園調理に加え共同体方式による給
食提供や事業者からの外部搬入の導入を順次進めており、全ての家庭的保育者で給食を提供できるよう仕組みを整えるとともに、給
食提供実施に向け家庭的保育者に寄り添ったサポートを行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3794 家庭的保育事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・地域保育係
電 話 番 号 03-3880-5428 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

多様化する保育需要に応えるため、技能・経験を持つ家庭的保育者（保育マ 【協働】区民が自宅等を保育室に活用し協事 目
マ）が家庭的保育サービスを提供し、働く保護者の支援をする。 児童を預かることにより、地域資源を生

働務 的
かした保育サービスの提供を行っている

事 の ・
1　家庭的保育者の運営に係る経費の補助 。

業 概 内 協
2  一時保育に係る経費の補助

要 容 創

根 拠 足立区家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例　足立区家庭的保育事業実施要綱　足立



保育所事業実施要綱、足立区認証保育所運営費等補助要綱、足立区保育士等キャリアアップ補助要綱、足立区保
法令等 育力強化事業補助要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

受託児童数 認証保育所受託児童者数（毎年初日現 目標値 12,812 12,732 13,416 12,156 12,060
指

在の在籍児童数の累計）
実績値 12,078 11,464 11,633 11,612標

［目標値（入所率100％）：年度当初
１

[単位] 人 定員数*12］ 達成率 94% 90% 87% 96%

対象認証保育所施設数 運営経費を助成する認証保育所数 目標値 36 35 36 34 33
指

［目標値：当該年度の施設数］
実績値 36 35 36 34標

２
[単位] 件 達成率 100% 100% 100% 100%

認証保育所訪問等回数 運営経費を助成する認証保育所への訪 目標値 28 23 38 34 33
指

問等回数［目標値：指導検査、巡回等
実績値 79 21 39 23標

の予定数］
３

[単位] 回 達成率 282% 91% 103% 68%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】目標には達しなかったが年間を通して入 総事業費 1,929,355 1,826,937 1,886,421 1,882,405
所率は高めに推移した。【指標２】目標達成したが 事 業 費 1,922,346 1,817,865 1,876,022 1,872,130 1,995,959
、年度途中で１施設が廃止となった。【指標３】新

人 件 費型コロナウイルス感染症対策で施設訪問人数を減ら 総 7,009 9,072 10,399 10,275

す必要があり、同行を減らしたため目標には達しな 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
かった。 常

人　　数業 0.75 1 1.1 1.1
勤

計費 6,641 8,709 9,761 9,627

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　引き続き就労世帯や家庭支援を必要とする児童の 人　　数訳 常 0.1 0.1 0.2 0.2
受け皿となっており認証保育所の必要性は高い。適 勤 計 368 363 638 648
切に補助事業を実施することで受け皿の確保及び質

国庫支出金の維持につながっている。 0 0 0 4,444 0

【貢献度】保育需要の高い2歳児クラスまでの受け 都 支 出 金 271,386 249,146 269,208 274,970 306,835
皿であり、貢献度は高い。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 その他特定財源 885 3,298 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,657,084 1,574,493 1,617,213 1,602,991 1,689,124

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　認証保育所は、直接契約など保育ニーズに柔軟に対応できる重要な施設である。令和３年度中に１施設廃止となったが、今後も維
持が必要である。基準遵守のための助言など日頃の相談対応などによって引き続き区として支援を継続していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3795 認証保育所運営経費助成事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・認証認外係
電 話 番 号 03-3880-8013 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

多様な保育需要に対応する都市型の保育施設である認証保育所の開設・運営 【協働】区内事業者等と連携し、保育を協事 目
に係る経費を補助することにより、保育の質を確保するとともに、待機児童 実施。

働務 的
の解消を図る。 【私立保育園課 常勤0.1（相談対応）】

事 の ・
１　認証保育所の運営に係る経費の補助　２　保育士等キャリアアップ経費 【私立保育園課 非常勤0.1（質向上）】

業 概 内 協
の補助　３　保育力強化に係る経費の補助

要 容 創

根 拠 足立区認証



や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

認可外保育施設等利用給付 年間延べ人数 目標値 1,598 1,673
指

の利用者数 ［目標値：前年度実績数］
実績値 1,598 1,673標

１
[単位] 人 達成率 0% 0% 0% 105%

区内認証保育所等受託児童 認証保育所受託児童者数（毎年初日現 目標値 12,812 12,732 13,416 12,156 12,060
指

者数 在の在籍児童数の累計）
実績値 12,078 11,464 11,633 11,612標

［目標値（入所率100％）：年度当初
２

[単位] 人 定員数*12］ 達成率 94% 90% 87% 96%

区内認証保育所等受託児童 区内認証保育所の年間延べ受託児童の 目標値 100 100 100 100 100
指

入所率 入所率
実績値 94 90 84 96標

３
[単位] ％ 達成率 94% 90% 84% 96%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】引き続き認可外保育施設の利用者が一定 総事業費 299,848 464,479 644,630 655,337
数おり目標を達成した。 事 業 費 292,764 440,529 620,655 631,627 664,134
【指標２、３】目標には達しなかったが年間を通し

人 件 費て入所率は高めに推移した。 総 7,084 23,950 23,975 23,710

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.8 2.75 2.45 2.45
勤

計費 7,084 23,950 21,741 21,442

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　認証保育所は引き続き保育の受け皿となっており 人　　数訳 常 0 0 0.7 0.7
必要性は高い。また認可外保育施設の利用者も引き 勤 計 0 0 2,234 2,268
続きおり、一定の需要がある。利用料が割高となる

国庫支出金施設の保育料補助を行うことで受け皿となるととも 0 32,609 67,108 68,827 75,198

に高度な幼児教育の提供に繋がっている。 都 支 出 金 158,212 231,713 338,040 315,205 335,491
【貢献度】国の無償化制度の着実な実施及び保育料 財

受益者負担金 0 0 0 0 0負担軽減によって利用促進を図ることで、保育の受 源
け皿となるとともに幼児教育の提供にも繋がること その他特定財源 0 0 0 0 0
から、貢献度は高い。 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 0 0 0 0 0

一般財源 141,636 200,157 239,482 271,305 253,445

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　保育料が高くなる傾向にある認証保育所において、利用者の負担軽減を図ることで保育の重要な受け皿となっているため、引き続
き制度を維持し利用促進を図る。認可外保育施設利用者への施設等利用給付については、各施設及び利用者への周知を図り、適切に
支払いを行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3796 認証保育所等利用者助成事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・認証認外係
電 話 番 号 03-3880-8013 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

多様な保育需要に対応する都市型の保育施設である認証保育所等の利用者に 協事 目
助成金を交付することにより、利用者負担を軽減し、認証保育所等の利用を

働務 的
促進して待機児童の解消を図る。

事 の ・
東京都認証保育所等利用者への助成

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 足立区認証保育所運営費等補助要綱、足立区認証保育所利用者保育料負担軽減補助事業制度要綱、足立区認可外保育施設等
法令等 における施設等利用費支給要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務



653標

１
[単位] 千円 達成率 52% 52% 55% 37%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新型コロナウイルス感染症対策として、 総事業費 33,872 35,904 36,457 35,661
オンライン相談やオンライン説明会等を実施したこ 事 業 費 1,108 1,068 961 653 1,880
とに伴い通信費は増加したが、消耗品購入等の庶務

人 件 費経費は節約し、必要最小限度の支出に抑えた。 総 32,764 34,836 35,496 35,008

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 3.7 4 4 4
勤

計費 32,764 34,836 35,496 35,008

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　効率的かつ効果的な事務の執行に努めてきたこと 人　　数訳 常 0 0 0 0
で、部内及び課内の業務が円滑に進められた。 勤 計 0 0 0 0
　タブレット端末やルーターを調達し、オンライン

国庫支出金環境を整備したことで、コロナ禍においても区民が 0 1 245 499 0

安心して保育園の入所相談ができるようになった。 都 支 出 金 0 386 43 37 0
財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.2、5.5、8.5 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 33,872 35,517 36,169 35,125 1,880

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　部内及び課内の業務が円滑に運用できるよう関係所管と連携を図りながら、効率的かつ効果的な事務の執行に努めていく。また、
新型コロナウイルス感染症対策として、オンライン環境での保育コンシェルジュによる相談および説明会、保育施設事業者との定例
会などの実施を継続する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 20432 子ども施設入園一般管理事務
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・保育調整係
電 話 番 号 03-3880-5873 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

部内及び課内の各業務が適正かつ円滑に遂行できることを目的とする。 協事 目
働務 的

事 の ・
課庶務事務

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 児童福祉法　子ども・子育て支援法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

事業費 目標値：当初予算額、実績値：決算額 目標値 2,092 2,037 1,732 1,780 1,880
指

実績値 1,095 1,068 961



法令等 ップ補助金等に係る財務情報等公表要綱、福祉サービス第三者評価受審支援事業補助要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

保育士等キャリアアップ補 区内企業主導型保育事業において、保 目標値 9 9 10 14 10
指

助金交付施設数 育士等キャリアアップ補助金を交付し
実績値 8 9 10 10標

た施設数　［目標値：前年度実績+新
１

[単位] 件 規開設園見込数］ 達成率 89% 100% 100% 71%

福祉サービス第三者評価受 区内企業主導型保育事業を含む認可外 目標値 4 5 8 3
指

審施設数 保育施設において、福祉サービス第三
実績値 3 4 4標

者評価を受審した施設数（令和元年度
２

[単位] 件 から実施） 達成率 0% 75% 80% 50%

企業主導型保育所訪問等回 区内企業主導型保育施設への訪問等回 目標値 26 28 28 26 27
指

数 数
実績値 28 28 11 10標

［目標値：巡回立会、施設検査予定数
３

[単位] 回 ］ 達成率 108% 100% 39% 38%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】新規施設で実施しない施設、また既存実 総事業費 20,514 20,803 39,735 69,995
施施設で辞退する施設もあり目標に達しなかった。 事 業 費 15,201 14,707 32,885 63,221 27,292
【指標２】必須の施設のみの実施となり目標に達し

人 件 費なかった。【指標３】都の巡回がなかったため目標 総 5,313 6,096 6,850 6,774

に達しなかった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.6 0.7 0.7 0.7
勤

計費 5,313 6,096 6,212 6,126

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　運営費は国から助成され、届出は東京都となるた 人　　数訳 常 0 0 0.2 0.2
め、区は直接の権限がなく関わりが少ない施設であ 勤 計 0 0 638 648
るが、要件を設定してキャリアアップ補助金事業を

国庫支出金実施することで、保育の質の向上を図っている。 0 0 0 8,412 0

【貢献度】多様な働き方に応じた施設であり保育需 都 支 出 金 7,459 8,473 21,417 7,926 15,746
要の受け皿となっており貢献度は高い。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 13,055 12,330 18,318 53,657 11,546

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和４年度は２７施設、定員は５８７名であり、今年度の新規募集はない。補助事業を通して、要件を課し遵守を求めて保育の質
の維持向上を図る。補助施設には保育士も同行訪問し助言を行っている。また、研修案内や各種情報提供を積極的に行い、関係構築
をして支援をしていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22042 企業主導型保育事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・認証認外係
電 話 番 号 03-3880-8013 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

多様な就労形態に対応する保育サービスを行う企業主導型保育事業に対し、 【協働】区内事業者等と連携して、保育協事 目
保育従事職員の処遇を改善する経費を補助することにより、保育の質のさら を実施

働務 的
なる向上を図るとともに、待機児童の解消を図る。

事 の ・
１　保育士等キャリアアップ経費の補助

業 概 内 協
２　第三者評価受審の補助

要 容 創

根 拠 子ども・子育て支援法、足立区企業主導型保育事業における保育士等キャリアアップ補助要綱、足立区保育士等キャリアア



う改 目標値 1 1 1
指

交付施設 修経費補助金を交付した施設数（令和
実績値 0 0 0標

元年度から実施）
１

[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　実施検討施設はあったが実現しなかった。 総事業費 7,084 123,884 43,690 0
　事務事業名「9050保育施設整備事業」から事務移 事 業 費 0 113,433 42,891 0 37,000
管した指標については、今後開設の計画がないため

人 件 費廃止する。 総 7,084 10,451 799 0

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.8 1.2 0.09 0
勤

計費 7,084 10,451 799 0

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　施設の環境整備及び保育の受け皿確保のための事 人　　数訳 常 0 0 0 0
業であるが、実施には至らなかった。 勤 計 0 0 0 0
　なお、令和２年度までの投入資源実績については

国庫支出金、事務事業名「9050保育施設整備事業」から移管し 0 0 17,500 0 0

たものである。 都 支 出 金 0 5,832 22,994 0 18,500
財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsターゲット】4.2、5.5、8.5 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 2,397 0 18,500

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 7,084 118,052 799 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　引き続き実施を検討している事業者がいるため、意向調査や都の補助条件の確認、調整を行い、利用を促していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22167 保育施設整備事業
施 策 名 2.2 子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

記 入 所 属 子ども家庭部・子ども施設入園課・認証認外係
電 話 番 号 03-3880-8013 E - m a i l kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp

既存の認証保育所の定員の増加を伴う改修を行うことにより保育環境を整備 【協働】区内事業者等と連携し、保育を協事 目
し、待機児童の解消を図る。 実施。

働務 的
事 の ・

認証保育所の改修経費助成
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 足立区認証保育所運営費等補助要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

認証保育所改修経費補助金 認証保育所において、定員増に伴



み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

認定世帯数 児童扶養手当を認定している世帯（全 目標値 7,400 7,100 6,800 6,500 6,200
指

部支給停止世帯を含む）
実績値 7,204 6,963 6,850 6,126標

目標値＝前年度実績に基づく予定世帯
１

[単位] 世帯 数　実績値＝年度末の認定世帯数 達成率 97% 98% 101% 94%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】足立区における0～18歳の人口減少に伴い 総事業費 2,975,143 3,627,320 2,777,149 2,931,376
児童扶養手当の認定件数も減少している。この傾向 事 業 費 2,902,121 3,556,347 2,712,293 2,867,040 3,375,770
を踏まえ、目標値を前年度比300世帯の減少として

人 件 費設定した。その中において、令和3年度は、対前年 総 73,022 70,973 64,856 64,336

度比で724世帯減少した結果、目標値を下回る実績 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
となった。 常

人　　数業 7 6.9 5.51 5.5足立区0～18歳人口（令和3年4月1日現在：99,106人 勤
→令和4年4月1日現在：97,218人） 計費 61,985 60,092 48,896 48,136

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　ひとり親世帯等（父または母が重度の障がい者の 人　　数訳 常 3 3 5 5
場合を含む）で、児童を養育している方を対象に経 勤 計 11,037 10,881 15,960 16,200
済的な支援を実施した。

国庫支出金【貢献度】・【波及効果】 961,456 1,184,799 930,818 919,072 1,121,467

　ひとり親世帯等の生活不安を解消するとともに、 都 支 出 金 0 0 260 0 0
自立の促進に貢献している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsターゲット】1.3 源
その他特定財源 7,493 11,440 8,148 13,650 0

※令和3年度事業費には令和2年度のひとり親世帯臨 内
基　　金 0 0 0 0 0

時特別給付金に係る補助金返還金の支出を含む。 訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 2,006,194 2,431,081 1,837,923 1,998,654 2,254,303

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　あだち広報や区ホームページ、ひとり親家庭の暮らしに役立つ応援ブック等を活用し、手当等の手続きについて引き続き周知して
いく。また、申請受付の際や年1回の更新時期を捉えて、受給資格の要件・受給資格消滅の要件等を周知することで、後のトラブル
回避を図っていく。
　令和2.3年度にかけて、新型コロナウイルス感染症に伴い、事務処理の対応変更等を行ってきたが、今後においても、国・都の方
針に沿って的確な事務処理に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3786 児童扶養手当等の支給事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・親子支援係
電 話 番 号 03-3880-5883 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

手当を支給することにより児童及びひとり親の福祉の増進を図ることを目的 【庁内協働】足立福祉事務所協事 目
とする。

働務 的
事 の ・

満１８歳年度末までの児童を養育するひとり親または養育者に手当を支給。
業 概 内 協

児童１人目10,180円～43,160円，２人目5,100円～10,190円、３人目以降１
要 容 創人増すごとに3,060円～6,110円を支給（所得制限あり）

根 拠 児童扶養手当法　児童扶養手当法施行規則　児童扶養手当法施行令
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込



てください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

認定世帯数 児童育成手当を認定している世帯 目標値 8,600 8,400 8,100 7,800 7,500
指

目標値＝前年度実績に基づく予定世帯
実績値 8,489 8,187 7,974 7,706標

数　実績値＝年度末の認定世帯数
１

[単位] 世帯 達成率 99% 97% 98% 99%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】足立区における0～18歳の人口減少に伴い 総事業費 1,977,967 1,913,588 1,853,255 1,808,281
児童育成手当の認定件数も減少している。この傾向 事 業 費 1,935,189 1,871,498 1,820,249 1,772,305 1,902,364
を踏まえ、目標値を前年度比300世帯の減少として

人 件 費設定した。その中において、令和3年度は、対前年 総 42,778 42,090 33,006 35,976

度比で268世帯減少した結果、目標値を下回る実績 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
となった。 常

人　　数業 4 4 3 3足立区0～18歳人口（令和3年4月1日現在：99,106人 勤
→令和4年4月1日現在：97,218人） 計費 35,420 34,836 26,622 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　ひとり親世帯等（父または母が重度の障がい者の 人　　数訳 常 2 2 2 3
場合を含む）で、児童を養育している方を対象に経 勤 計 7,358 7,254 6,384 9,720
済的な支援を実施した。

国庫支出金【貢献度】・【波及効果】 0 0 0 0 0

　ひとり親世帯等の生活不安を解消するとともに、 都 支 出 金 0 0 0 0 0
自立の促進に貢献している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsターゲット】1.3 源
その他特定財源 3,581 4,224 2,872 3,693 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,974,386 1,909,364 1,850,383 1,804,588 1,902,364

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　あだち広報や区ホームページ、ひとり親家庭の暮らしに役立つ応援ブック等を活用し、手当等の手続きについて引き続き周知して
いく。また、申請受付の際や年1回の更新時期を捉えて、受給資格の要件・受給資格消滅の要件等を周知することで、後のトラブル
回避を図っていく。
　令和2.3年度にかけて、新型コロナウイルス感染症に伴い、事務処理の対応変更等を行ってきたが、今後においても、国・都の方
針に沿って的確な事務処理に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3787 児童育成手当の支給事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・親子支援係
電 話 番 号 03-3880-5883 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

手当を支給することにより児童及び養育者の福祉の増進を図ることを目的と 【庁内協働】足立福祉事務所協事 目
する。

働務 的
事 の ・

１、育成手当　父又は母が死亡、離婚等の１８歳の年度末までの児童の養育
業 概 内 協

者に支給　月額１人につき１３，５００円　２、障害手当　満２０歳未満の
要 容 創一定の障がいにある児童の養育者に支給　月額１人につき１５，５００円

根 拠 足立区児童育成手当条例
法令等 足立区児童育成手当条例施行規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替え



成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

認定世帯数 ひとり親家庭等医療費助成を認定して 目標値 5,200 5,000 4,800 4,600 4,400
指

いる世帯
実績値 5,104 4,808 4,648 4,505標

目標値＝前年度実績に基づく予定世帯
１

[単位] 世帯 実績値＝年度末の認定世帯数 達成率 98% 96% 97% 98%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】足立区における0～18歳の人口減少に伴い 総事業費 287,489 274,296 254,477 248,367
ひとり親家庭等医療費助成の認定件数も減少してい 事 業 費 253,566 240,915 221,471 215,631 270,241
る。この傾向を踏まえ、目標値を前年度比200世帯

人 件 費の減少として設定した。その中で、令和3年度は、 総 33,923 33,381 33,006 32,736

対前年度比で143世帯減少し目標値を下回る実績と 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
なったが、達成率では1ポイントの増となった。 常

人　　数業 3 3 3 3足立区0～18歳人口（令和3年4月1日現在：99,106人 勤
→令和4年4月1日現在：97,218人） 計費 26,565 26,127 26,622 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　ひとり親世帯等（父または母が重度の障がい者の 人　　数訳 常 2 2 2 2
場合を含む）で、児童を養育している方を対象に経 勤 計 7,358 7,254 6,384 6,480
済的な支援を実施した。

国庫支出金【貢献度】・【波及効果】 0 0 0 0 0

　ひとり親世帯等の生活不安を解消するとともに、 都 支 出 金 0 0 0 0 0
自立の促進に貢献している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsターゲット】1.3 源
その他特定財源 762 635 931 340 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 286,727 273,661 253,546 248,027 270,241

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　あだち広報や区ホームページ、ひとり親家庭の暮らしに役立つ応援ブック等を活用し、手当等の手続きについて引き続き周知して
いく。また、申請受付の際や年1回の更新時期を捉えて、受給資格の要件・受給資格消滅の要件等を周知することで、後のトラブル
回避を図っていく。
　令和2.3年度にかけて、新型コロナウイルス感染症に伴い、事務処理の対応変更等を行ってきたが、今後においても、国・都の方
針に沿って的確な事務処理に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3788 ひとり親家庭等医療費助成事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・親子支援係
電 話 番 号 03-3880-5883 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

ひとり親家庭等にかかる医療費のうち、本人負担分の医療費を助成すること 【庁内協働】国民健康保険課、足立福祉協事 目
により、ひとり親家庭等の保健の向上に寄与すると共に福祉の増進を図るこ 事務所

働務 的
とを目的とする。

事 の ・
世帯の課税状況により保険診療分のうち、本人負担分の全部、又は一部を助

業 概 内 協
成する。

要 容 創

根 拠 足立区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例
法令等 足立区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例施行規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達



事業】
根 拠 母子及び父子並びに寡婦福祉法、母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金交付要綱、東京都ひとり親家庭等生活向上事業
法令等 実施要綱・補助要綱、子供家庭支援区市町村包括補助事業実施要綱、養育費確保支援事業実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

教育訓練給付金（教訓）・ 教育訓練給付金及び高等職業訓練促進 目標値 70 80 80 80 60
指

高等職業訓練促進給付金（ 給付金支給対象者
実績値 77 69 50 49標

高職）支給対象者数 目標値＝各訓練の予定対象者数
１

[単位] 人 実績値＝支給対象者 達成率 110% 86% 63% 61%

自立支援計画書作成件数 相談者の自立に向けた支援計画の作成 目標値 50 50 50 25
指

件数
実績値 28 24 16標

目標値＝年間予定作成件数
２

[単位] 件 実績値＝年間作成件数※令和元年新規 達成率 0% 56% 48% 32%

「サロン豆の木」参加世帯 「サロン豆の木」に参加した世帯数 目標値 440 450 480 480 240
指

数 目標値＝年間予定参加世帯数
実績値 409 273 218 204標

実績値＝参加世帯数（延べ）
３

[単位] 世帯 ※平成29年度より新規設定 達成率 93% 61% 45% 43%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：教訓24人、高職25人に支給。年度途中で支 総事業費 118,700 126,861 108,391 98,973
援対象等を拡大し、相談件数は高い水準となったが 事 業 費 83,175 86,574 68,469 59,407 82,742
実績増には至らなかった。

人 件 費指標2：相談者284人のうち、16人が就労に向けた自 総 35,525 40,287 39,922 39,566

立支援計画書作成に至った。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標3：感染症拡大防止による開催中止や大人数で 常

人　　数業 2.35 2.96 3.06 3.04のサロン開催ができないため実績減となったが、新 勤
規世帯参加は増となった。 計費 20,809 25,779 27,154 26,606

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　就労支援として作成した自立支援計画書をもとに 人　　数訳 常 4 4 4 4
高職や教訓を活用して修了した方17名の内16名が就 勤 計 14,716 14,508 12,768 12,960
労することできた。また、交流事業であるサロンへ

国庫支出金の新規参加世帯が増え、新たな交流を生み出すこと 47,519 50,044 36,990 33,525 46,221

ができた。 都 支 出 金 14,045 13,461 10,823 2,778 4,925
【貢献度】生活の安定と経済的自立促進に貢献して 財

受益者負担金 0 0 0 0 0いる。 源
【波及効果】コロナ禍で不安を抱えるひとり親家庭 その他特定財源 0 0 20 0 0
を支え、貧困対策にもつながっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.3 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 57,136 63,356 60,558 62,670 31,596

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　就労支援事業においては、教訓や高職の対象条件等の時限的拡大を継続し、経済的自立に力を入れていく。また、令和4年度より
開始する訪問型ひとり親家庭支援員による寄り添い型支援を通じて、自立支援プログラム策定員による就労支援にもつないでいく。
　交流事業においては、相談支援型および企画型サロンについて、配信やzoomによるオンライン形式を取り入れたものの、オンライ
ンに慣れていない方もおり参加者は少なかったが、引続きオンライン形式による交流へも力を入れるよう、委託事業者と連携してい
く。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－妊娠・出産・子育て
事務事業名 3789 ひとり親家庭総合支援事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・家庭支援
電 話 番 号 03-3880-5932 E - m a i l hi-shien@city.adachi.tokyo.jp

ひとり親家庭の自立を支援し、生活の安定と向上を図り、児童の健全な成長 みどり推進課、保健予防課、NPO活動団協事 目
を確保するため、就労支援事業・相談事業・交流事業を柱立てとした総合的 体

働務 的
な支援を行う。 執行委任人件費

事 の ・
1　資格取得・就労支援 2　家庭同士の交流を図るサロンを実施 3　面談等 保健予防課（0.03）、工事課（0.01）含

業 概 内 協
による相談 4　冊子及びメール・アプリ等による情報提供 5 養育費確保支 む

要 容 創援 【重点プロジェクト



2 3 4

システム構築数 給付金支給システムの構築数 目標値 1 0
指

実績値 1標

１
[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】国による「子育て世帯生活支援特別給付 総事業費 0 0 0 11,493
金」の支給決定に伴い、4月に児童扶養手当受給者 事 業 費 0 0 0 7,029 0
データを基本とした給付金システムを構築し、該当

人 件 費者への支給を実施した。 総 0 0 0 4,464

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 0.51
勤

計費 0 0 0 4,464

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新型コロナウイルス感染症の影響により、様々な 人　　数訳 常 0 0 0 0
負担を負っているひとり親世帯に対し国による給付 勤 計 0 0 0 0
金を支給すべく、該当者を特定する等を目的とした

国庫支出金給付金支給システムを構築した。 0 0 0 11,493 0

【貢献度】・【波及効果】 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　このシステムにより対象者への給付金支給が滞り 財

受益者負担金 0 0 0 0 0なく実施できたことで、ひとり親世帯への生活支援 源
に対する一助となった。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.3 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　本給付金支給システムの構築は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、国において決定した「生活支援特別給付金」の支給に
伴うものであったが、支給時期の限定等制約がある中で迅速な対応ができた。今後、国等において新たな支援を実施する場合は、同
様に進めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22878 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給事務【投資】
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・親子支援係
電 話 番 号 03-3880-5883 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している中、低所得のひとり親世 協事 目
帯に対して生活支援を行うことを目的とする。

働務 的
事 の ・

児童扶養手当受給世帯等への給付として児童1人当たり５万円を支給する。
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給要領
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31



1 2 3 4

該当者への支払い状況 該当者への支払い完了状況 目標値 100 0
指

実績値 100標

１
[単位] ％ 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1】 総事業費 0 0 0 435,305
申請期間：令和3年4月19日～令和4年2月28日 事 業 費 0 0 0 411,233 0
支給決定分：児童扶養手当受給者5,042件、公的年

人 件 費金受給者126件、家計急変者264件 総 0 0 0 24,072

支払完了時期：令和4年3月18日 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
以上の実績があった。 常

人　　数業 0 0 0 2.01
勤

計費 0 0 0 17,592

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新型コロナウイルス感染症の影響により、様々な 人　　数訳 常 0 0 0 2
負担を負っているひとり親世帯に対し、国（全額国 勤 計 0 0 0 6,480
庫負担：補助率10/10）による児童扶養手当等を対

国庫支出金象とした給付金を支給した。 0 0 0 435,305 0

【貢献度】・【波及効果】 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　支給により、ひとり親世帯への生活支援に対する 財

受益者負担金 0 0 0 0 0一助となった。 源
【SDGsターゲット】1.3 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　本給付金は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い国において決定したものであるが、支給時期の限定等制約がある中で、受給
資格者に対して迅速かつ的確に支給することができた。今後、国等において新たな支援を実施する場合は、同様に対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22880 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給事務【経常】
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・親子支援係
電 話 番 号 03-3880-5883 E - m a i l oyakoshien @city.adachi.tokyo.jp

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している中、低所得のひとり親世 協事 目
帯に対して生活支援を行うことを目的とする。

働務 的
事 の ・

児童扶養手当受給世帯等への給付として児童1人当たり５万円を支給する。
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給要領
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 3



み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

システム構築 給付金支給システムの構築数 目標値 1 0
指

実績値 1標

１
[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　国による子育て世帯生活支援特別給付金の支給決 総事業費 0 0 0 9,994
定に伴い、給付金支給システムを構築し、該当者へ 事 業 費 0 0 0 9,906 0
の支給を実施した。

人 件 費総 0 0 0 88

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 0.01
勤

計費 0 0 0 88

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う収入減を補 人　　数訳 常 0 0 0 0
うため、国の事業として子育て世帯で住民税非課税 勤 計 0 0 0 0
の方に、臨時・特別の給付金を支給した。

国庫支出金【貢献度】・【波及効果】 0 0 0 9,994 0

　子育て世帯の生活支援に対する一助となった。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.3 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　本給付金は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組の一つとして閣議決定された。受給
者には、申請受付から支給までの処理を迅速かつ適正に処理した。
　今後、新たな支援を実施する場合にシステム改修が伴うものについては、早期に着手し遅滞なく対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22895 子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）の支給事務【投資】
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-6492 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している中、ひとり親世帯以外の 協事 目
低所得の子育て世帯に対して生活支援を行うことを目的とする。

働務 的
事 の ・

児童手当又は特別児童扶養手当を受給し、住民税均等割非課税世帯等への給
業 概 内 協

付として、児童１人当たり５万円を支給する。
要 容 創

根 拠 令和３年度子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）事務費分交付要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込



み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

該当者への支払い状況 該当者への支払い完了状況 目標値 7,343 0
指

実績値 7,343標

１
[単位] 人 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　対象者に対し、令和３年７月末より支給を開始し 総事業費 0 0 0 394,605
た。該当者には、３月末に支給を完了した。 事 業 費 0 0 0 370,533 0

人 件 費総 0 0 0 24,072

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 0 2.01
勤

計費 0 0 0 17,592

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う収入減を補 人　　数訳 常 0 0 0 2
うため、国の事業として子育て世帯で住民税非課税 勤 計 0 0 0 6,480
の方に、臨時・特別の給付金を支給した。

国庫支出金【貢献度】・【波及効果】 0 0 0 394,605 0

　子育て世帯の生活支援に対する一助となった。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
国庫補助金については、令和３年度に事業実績報告 財

受益者負担金 0 0 0 0 0を提出し、補助金が確定された後に精算（返還）処 源
理を行う。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】1.3 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　本給付金は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組の一つとして閣議決定された。受給
者には、申請受付から支給までの処理を迅速かつ適正に処理した。
　今後、新たな支援を実施する場合には、早期に着手し遅滞なく対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22897 子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）の支給事務【経常】
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 福祉部・親子支援課・児童給付係
電 話 番 号 03-3880-6492 E - m a i l oyakoshien@city.adachi.tokyo.jp

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している中、ひとり親世帯以外の 協事 目
低所得の子育て世帯に対して生活支援を行うことを目的とする。

働務 的
事 の ・

児童手当又は特別児童扶養手当を受給し、住民税均等割非課税世帯等への給
業 概 内 協

付として、児童１人当たり５万円を支給する。
要 容 創

根 拠 令和３年度子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）事務費分交付要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込



指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

就学援助申請書作成枚数 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
指

実績値 50,000 50,000 50,000 50,000標

１
[単位] 枚 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】就学援助申請書作成枚数の実績値につい 総事業費 12,555 12,959 10,642 11,113
ては、過去３年一定に推移しており、達成率は１０ 事 業 費 9,456 11,653 9,311 9,800 13,070
０％を維持している。

人 件 費総 3,099 1,306 1,331 1,313

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.35 0.15 0.15 0.15
勤

計費 3,099 1,306 1,331 1,313

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　小中学校の在籍児童生徒数を考慮して、就学援助 人　　数訳 常 0 0 0 0
申請書作成枚数は前年度と同様に行った。 勤 計 0 0 0 0
　就学援助申請書及び認定結果通知の封緘時には、

国庫支出金学務課での封緘枚数の確認に加え、封緘業者が封入 0 0 0 0 0

時に確認作業を行うことで、誤封入を防止した。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 12,555 12,959 10,642 11,113 13,070

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　就学援助申請手続きについては、引き続き、あだち広報や区ホームページ、対象者向けのチラシ等で周知を行っていく。また、就
学援助に係る封筒についても適正な在庫管理を行いながら、新規に作成していく。さらに、会計年度任用職員にも、個人情報等の取
り扱いについて指導し、確実な事務処理を徹底していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4075 就学援助庶務事務
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

教育委員会に属する事務の円滑な運営を図る 【庁内協働】子ども政策課：教育システ協事 目
ム共同利用、情報システム課：教育シス

働務 的
テムの保守運用支援等

事 の ・
就学援助事務費

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 学校教育法第１９条、要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱、地方教育行政の組織及び
法令等 運営に関する法律、足立区就学援助実施要綱及び事務処理要領、要保護及び準要保護児童生徒の医療費援助取扱要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。



が決まった学生へ入学準備金を助成する。 問催告業務0.00人分
根 拠 地方自治法２４１条、足立区会計事務規則、足立区育英資金条例及び施行規則、足立区付属機関の構成員の報酬及び費用弁
法令等 償に関する条例

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

新規奨学生貸付人員 募集定員を目標とする。 目標値 162 162 80 80 80
指

実績値は当該年度に審議会で採用決定
実績値 56 58 42 29標

し、後日実際に貸付した人数とする
１

[単位] 人 達成率 35% 36% 53% 36%

育英資金貸付額 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 48,378 53,526 64,957 84,250 103,583
指

実績値 65,968 78,167 108,615 123,968標

２
[単位] 千円 達成率 136% 146% 167% 147%

現年度分償還金収納率 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 94 94 94 94 94
指

実績値 93 94 94 95標

３
[単位] ％ 達成率 99% 100% 100% 101%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】国の奨学金制度が充実したことにより、 総事業費 289,891 377,230 424,613 671,508
新規貸付人数が減少したため、目標を下回った。 事 業 費 269,606 335,458 388,057 635,271 696,377
【指標２】新型コロナウイルス対策特別貸付を行っ

人 件 費たことにより、貸付額が増加したため、目標を大幅 総 20,285 41,772 36,556 36,237

に上回った。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【指標３】新型コロナウイルス対策償還猶予の対応 常

人　　数業 2 4.38 3.4 3.4を行ったことにより、収納率が維持されたため、目 勤
標を上回った。 計費 17,710 38,145 30,172 29,757

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　新規貸付人数は減少した。しかし、新型コロナウ 人　　数訳 常 0.7 1 2 2
イルス対策特別貸付を実施したことにより貸付額は 勤 計 2,575 3,627 6,384 6,480
増加し、経済的に修学が困難になった学生への支援

国庫支出金を実現した。 0 0 0 0 0

　また、新型コロナウイルス対策償還猶予の対応を 都 支 出 金 0 0 0 0 0
行ったことにより、収納率は９０％を超えた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　一方で、寄付金などの増により奨学金の原資が確 源
保され、次世代の学生に対する持続的な支援につな その他特定財源 16,047 19,692 48,507 57,819 7,825
がった。 内

基　　金 67,388 80,717 173,165 260,368 324,752
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.3 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 206,456 276,821 202,941 353,321 363,800

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある ■ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ □ 妥当である ■ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい □ 中位 ■ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　新規貸付人数が減少している状況から、学生が必要とする支援策が変化していると考えられる。育英資金積立基金の有効な活用策
を検討するため、付属機関として育英資金検討委員会を設置し、育英資金事業の再構築に向けた検討を行う。また、コロナ禍による
経済状況の悪化に配慮し、経済的に修学が困難になった学生を支援するため、令和２年度途中から実施している３つの緊急対策（償
還猶予、特別貸付、免除条件付緊急貸付）を継続して実施する。国や各大学の動向を注視しつつ、今後も対象者のニーズに合わせ柔
軟に対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 4076 育英資金事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

経済的理由により修学が困難な者に対し、修学上必要な学資金等の貸付・助 【庁内協働】情報システム課：システム協事 目
成を行うことにより、将来有望な人材を育成する。 運用管理等依頼、各福祉課・区民事務所

働務 的
:制度周知のため募集要項等の配付依頼

事 の ・
【貸付事業】大学等へ進学又は在学している学生へ貸付を行なう。 、福祉管理課：システム共同開発

業 概 内 協
【助成事業】対象の奨学金を貸与中の学生へ奨学金の返済を支援するために 【執行委任】特別収納対策課：電話・訪

要 容 創助成する。高校等へ進学



ス：学用品通学用品費・新入学児 報取得確認、情報システム課：教育シス
要 容 創童学用品費・学校給食費・通学費（特別支援学級のみ） テム保守

根 拠 学校教育法第19条、学校保健安全法第24条、就学困難な児童及び生徒に係わる就学奨励についての国の援助に関する法律、
法令等 補助金交付要綱、足立区就学援助実施要綱及び事務処理要領、医療費援助取扱要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

就学援助受給者数 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 9,224 8,698 8,130 7,652 7,255
指

実績値 8,187 7,536 7,234 6,995標

１
[単位] 人 達成率 89% 87% 89% 91%

就学援助費合計金額 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 637,270 629,665 638,853 607,405 589,211
指

実績値 633,145 646,166 542,905 578,561標

２
[単位] 千円 達成率 99% 103% 85% 95%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】受給者数は年々減少しており、令和３年 総事業費 654,228 660,016 558,439 593,990
度も減少したが、申請率と認定率はほぼ横這いとな 事 業 費 633,221 646,343 542,911 578,629 583,421
った。

人 件 費【指標２】金額は、令和２年度に臨時休校等により 総 21,007 13,673 15,528 15,361

減少していたが、令和３年度は前年より影響が少な 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
く、前年度比で増加した。特別申請認定件数２７件 常

人　　数業 2.31 1.57 1.57 1.57（前年度８３件）、申請率２８．６％（前年度２９ 勤
．３％）、認定率２２．９％（前年度２３．３％） 計費 20,455 13,673 13,932 13,741

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　庁内の関係課との連携により、認定審査時に住基 人　　数訳 常 0.15 0 0.5 0.5
情報、生活保護情報等を連動し、事務の効率化を図 勤 計 552 0 1,596 1,620
っている。また、学校を通じ、印字した申請書を全

国庫支出金児童に配付することで、利便性の向上および事業の 0 0 0 0 12

周知を図っている。 都 支 出 金 72 129 0 62 0
　経済的な理由により就学が困難な児童の保護者に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0対し必要な援助を与えることで、均等な教育の確保 源
に寄与した。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【貢献度】保護者の経済的な負担を軽減し、子ども 内

基　　金 0 0 0 0 0
が安心して就学できるようにすることで、事業貢献 訳

起　　債度は大きい。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 一般財源 654,156 659,887 558,439 593,928 583,409

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　申請書は学校を通じて全児童に配布しているが、申込みしやすいように申請は郵送受付である。受付後、援助が必要な方が申請し
ているかを学校を通じて確認している。受給者数は減少傾向にあるが、本事業は経済状況に大きく影響されるため、必要な方が援助
を受けられるよう、適正に事業を行っていく。重大な個人情報を扱っているため、事務処理には細心の注意を払い、正確に進めてい
く。なお、令和４年度も新型コロナウイルス感染症による家計急変に伴う特別申請を受け付ける。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4078 小学校要保護・準要保護児童就学援助事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

①経済的理由により就学困難な児童の保護者に対し学用品費等の必要な費用 【庁内協働】親子支援課：児童扶養手当協事 目
を援助し義務教育の円滑な遂行に資することを目的。②「就学困難な児童」 情報取得、各福祉課：生保情報取得、生

働務 的
とは要保護（生保受給）及び準要保護（生保基準1.1倍未満所得）を指す。 活保護指導課：過払金徴収協力、課税課

事 の ・
要保護世帯：校外活動費・卒業記念アルバム費・自然教室費・医療費（学校 ：税情報取得確認、戸籍住民課：住民情

業 概 内 協
病のみ）　準要保護世帯は要保護費目プラ



者に援助する。収入
要 容 創額・需要額の算定により、各認定区分の支給費目、金額を決定し支給する。

根 拠 学校教育法第１９条　特別支援学校への就学奨励に関する法律　特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令　特別支援
法令等 学校への就学奨励に関する法律施行規則　要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱　外

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

就学奨励受給者数 目標値は前年度実績とする 目標値 173 142 179 167 161
指

実績値 142 179 167 161標

１
[単位] 人 達成率 82% 126% 93% 96%

就学奨励費支給金額 目標値は前年度実績とする 目標値 3,827 3,473 3,778 3,763 3,835
指

実績値 3,473 3,778 3,763 3,835標

２
[単位] 千円 達成率 91% 109% 100% 102%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】受給者数については、令和３年度は、特 総事業費 4,801 5,084 5,094 9,524
別支援教室在籍者からの申請が減少したことにより 事 業 費 3,473 3,778 3,763 3,835 4,466
減少した。

人 件 費【指標２】支給金額は、前年のように新型コロナウ 総 1,328 1,306 1,331 5,689

イルス感染症の影響による臨時休校が行われなかっ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
たため増加した。 常

人　　数業 0.15 0.15 0.15 0.65
勤

計費 1,328 1,306 1,331 5,689

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　区立小学校にお知らせを配付し、広く周知を行っ 人　　数訳 常 0 0 0 0
たほか、該当者には申請書を配付した。 勤 計 0 0 0 0
　また、区域外の該当者には、各区教育委員会に調

国庫支出金査の上、該当者へ申請書を郵送するなど、安心して 1,714 1,863 1,499 1,913 2,232

就学できるよう支援した。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　特別支援学級・教室等に通う児童の保護者に対し 財

受益者負担金 0 0 0 0 0、通学にかかる費用の負担を軽減することで、特別 源
支援教育の普及奨励に貢献できた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 3,087 3,221 3,595 7,611 2,234

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　本事業は、法令等に基づくものであり、特別支援学級等へ就学する児童の保護者の経済的負担を軽減するために費用を援助し、特
別支援教育の普及啓発を図ることを目的としているため、引き続き実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4079 小学校特別支援学級児童就学奨励事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

教育の機会均等の趣旨にのっとり障害のある子どもの小中学校への就学の特 【庁内協働】課税課：税情報確認、戸籍協事 目
殊事情に鑑み、保護者の負担能力の程度に応じ就学の為に必要な経費を援助 住民課：住民情報確認、各福祉課：生活

働務 的
することで、保護者の経済的負担を軽減し特別支援教育の普及奨励を図る。 保護開始廃止情報確認、こども支援セン

事 の ・
区内在住で、特別支援学級に在籍又は通級、あるいは法施行令第22条の3に ターげんき：就学相談実績確認

業 概 内 協
該当する通常学級在籍児童生徒の保護者で就学奨励認定



を目標とする 目標値 1 2 2 1 1
指

実績値 3 0 0 0標

１
[単位] 人 達成率 33% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】令和３年度における罹災援助の実績は無 総事業費 134 87 89 88
かった。 事 業 費 45 0 0 0 75

人 件 費総 89 87 89 88

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.01 0.01 0.01 0.01
勤

計費 89 87 89 88

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　罹災発生時には、関係機関と連携を取り、被害状 人　　数訳 常 0 0 0 0
況の把握を行う。さらに、罹災児童の在籍校への連 勤 計 0 0 0 0
絡・確認を行い、迅速に罹災援助費の支給を行って

国庫支出金いく。 0 0 0 0 0

　罹災援助費の支給を行うことにより、安心して就 都 支 出 金 0 0 0 0 0
学できるように対応していく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 134 87 89 88 75

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度は罹災援助の実績はなく０件であった。今後も罹災の発生時には適切に対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4080 小学校罹災児童学用品用経費援助事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

火災、水災等の罹災により教科書や学用品通学用品に被害を受けた児童に対 【庁内協働】学校支援課：罹災情報を受協事 目
し、その費用の一部を援助し、義務教育の円滑な運営を図る。 ける、戸籍住民課：住民情報確認

働務 的
事 の ・

①対象者　罹災児童
業 概 内 協

②支給単価　１５千円
要 容 創

根 拠 足立区罹災援助実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

罹災児童援助者数 過去３年間の実績の平均



ラス：学用品通学用品費・学校給 報取得確認、情報システム課：教育シス
要 容 創食費・体育実技用具費・通学費（特別支援学級のみ） テム保守

根 拠 学校教育法第19条、学校保健安全法第24条、就学困難な児童及び生徒に係わる就学奨励についての国の援助に関する法律、
法令等 補助金交付要綱、足立区就学援助実施要綱及び事務処理要領、医療費援助取扱要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

就学援助受給者数 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 5,442 5,035 4,659 4,421 4,334
指

実績値 4,635 4,296 4,331 4,376標

１
[単位] 人 達成率 85% 85% 93% 99%

就学援助費合計金額 過去3年間の実績の平均を目標とする 目標値 631,723 571,893 514,924 438,764 423,400
指

実績値 502,381 461,341 352,571 456,288標

２
[単位] 千円 達成率 80% 81% 68% 104%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】受給者数は、生徒数全体の増加により、 総事業費 520,691 474,956 368,018 471,577
申請率は下がったものの、ほぼ横這いとなった。 事 業 費 502,429 461,370 352,579 456,304 520,801
【指標２】金額は、令和２年度に臨時休校等により

人 件 費減少していたが、令和３年度は前年より影響が少な 総 18,262 13,586 15,439 15,273

く、前年度比で増加した。特別申請認定件数１８件 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
（前年度５３件）、申請率４０．３％（前年度４１ 常

人　　数業 2 1.56 1.56 1.56．３％）、認定率３１．８％（前年度３２．４％） 勤
計費 17,710 13,586 13,843 13,653

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　庁内の関係課との連携により、認定審査時に住基 人　　数訳 常 0.15 0 0.5 0.5
情報、生活保護情報等を連動し、事務の効率化を図 勤 計 552 0 1,596 1,620
っている。また、　印字した申請書を学校を通じ全

国庫支出金生徒に配付することで、利便性の向上及び事業の周 5,039 3,973 0 3,289 4,641

知を図っている。 都 支 出 金 240 0 83 98 154
　経済的な理由により就学が困難な生徒の保護者に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0対し、必要な援助を与えることで、均等な教育の確 源
保に寄与した。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【貢献度】保護者の経済的な負担を軽減して、子ど 内

基　　金 0 0 0 0 0
もが安心して就学できるようにすることで、事業貢 訳

起　　債献度は大きい。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 一般財源 515,412 470,983 367,935 468,190 516,006

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　申請書は学校を通じて全児童に配布しているが、申込みしやすいように申請は郵送受付である。受付後、援助が必要な方が申請し
ているかを学校を通じて確認している。受給者数は減少傾向にあるが、本事業は経済状況に大きく影響されるため、必要な方が援助
を受けられるよう、適正に事業を行っていく。重大な個人情報を扱っているため、事務処理には細心の注意を払い、正確に進めてい
く。なお、令和４年度も新型コロナウイルス感染症による家計急変に伴う特別申請を受け付ける。

144

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4081 中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

①経済的理由により就学困難な生徒の保護者に対し学用品費等の必要な費用 【庁内協働】親子支援課：児童扶養手当協事 目
を援助し義務教育の円滑な遂行に資することを目的。②「就学困難な生徒」 情報確認、各福祉課：生保情報確認、生

働務 的
とは要保護（生保受給）及び準要保護（生保基準1.1倍未満所得）を指す。 活保護指導課：過払金徴収協力、課税課

事 の ・
要保護：修学旅行費・校外活動費・卒業記念アルバム費・自然教室費・医療 ：税情報取得確認、戸籍住民課：住民情

業 概 内 協
費（学校病のみ）準要保護は要保護費目プ



者に援助する。収入
要 容 創額・需要額の算定により、各認定区分の支給費目、金額を決定し支給する。

根 拠 学校教育法第１９条　特別支援学校への就学奨励に関する法律　特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令　特別支援
法令等 学校への就学奨励に関する法律施行規則　要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱　外

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

就学奨励受給者数 目標値は前年度実績とする 目標値 103 98 99 76 80
指

実績値 98 99 76 80標

１
[単位] 人 達成率 95% 101% 77% 105%

就学奨励費支給金額 目標値は前年度実績とする 目標値 6,029 5,852 5,296 3,510 4,715
指

実績値 5,852 5,296 3,510 4,715標

２
[単位] 千円 達成率 97% 90% 66% 134%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】受給者数については、区立中学校全校に 総事業費 7,180 6,602 4,841 10,404
特別支援教室が設置されたことによる通級廃止によ 事 業 費 5,852 5,296 3,510 4,715 5,578
り、受給者数が減少した令和２年度と同水準となっ

人 件 費た。 総 1,328 1,306 1,331 5,689

【指標２】支給金額は、令和２年度に中止された修 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
学旅行等が令和３年度において実施されたことによ 常

人　　数業 0.15 0.15 0.15 0.65り、前年度比で増加した。 勤
計費 1,328 1,306 1,331 5,689

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　区立中学校にお知らせを配付し、広く周知を行っ 人　　数訳 常 0 0 0 0
たほか、該当者には申請書を配付した。 勤 計 0 0 0 0
　また、区域外の該当者には、各区教育委員会に調

国庫支出金査の上、該当者へ申請書を送付するなど、安心して 2,858 2,605 2,094 2,291 2,789

就学できるよう支援した。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　特別支援学級・教室等に通う生徒の保護者に対し 財

受益者負担金 0 0 0 0 0、通学にかかる費用の負担を軽減することで、特別 源
支援教育の普及奨励に貢献できた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 4,322 3,997 2,747 8,113 2,789

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　本事業は、法令等に基づくものであり、特別支援学級等へ就学する生徒の保護者の経済的負担を軽減するために費用を援助し、特
別支援教育の普及啓発を図ることを目的としている、今後も適正に実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4082 中学校特別支援学級生徒就学奨励事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

教育の機会均等の趣旨にのっとり障害のある子どもの小中学校への就学の特 【庁内協働】課税課：税情報確認、戸籍協事 目
殊事情に鑑み、保護者の負担能力の程度に応じ就学の為に必要な経費を援助 住民課：住民情報確認、各福祉課：生活

働務 的
することで、保護者の経済的負担を軽減し特別支援教育の普及奨励を図る。 保護開始廃止情報確認、こども支援セン

事 の ・
区内在住で、特別支援学級に在籍又は通級、あるいは法施行令第22条の3に ターげんき：就学相談実施確認

業 概 内 協
該当する通常学級在籍児童生徒の保護者で就学奨励認定



を目標とする 目標値 1 1 1 0 0
指

実績値 0 0 0 0標

１
[単位] 人 達成率 0% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】令和３年度における罹災援助の実績は無 総事業費 89 87 89 88
かった。 事 業 費 0 0 0 0 80

人 件 費総 89 87 89 88

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.01 0.01 0.01 0.01
勤

計費 89 87 89 88

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　罹災発生時には、関係機関と連携を取り、被害状 人　　数訳 常 0 0 0 0
況の把握を行う。さらに、罹災生徒の在籍校への連 勤 計 0 0 0 0
絡・確認を行い、迅速に罹災援助費の支給を行って

国庫支出金いく。 0 0 0 0 0

　罹災援助費の支給を行うことにより、安心して就 都 支 出 金 0 0 0 0 0
学できるよう対応していく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 89 87 89 88 80

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和３年度は罹災援助の実績はなく０件であった。今後も罹災の発生時には適切に対応していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4083 中学校罹災生徒学用品用経費援助事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 学校運営部・学務課・助成係
電 話 番 号 03-3880-5977 E - m a i l gakumu@city.adachi.tokyo.jp

火災、水災等の罹災により教科書や学用品通学用品に被害を受けた生徒に対 【庁内協働】学校支援課：罹災情報を受協事 目
し、その費用の一部を援助し、義務教育の円滑な運営を図る。 ける、戸籍住民課：住民情報確認

働務 的
事 の ・

①対象者　罹災生徒
業 概 内 協

②支給単価　２０千円
要 容 創

根 拠 足立区罹災援助実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

罹災生徒援助者数 過去3年間の実績の平均



法、（国）児童虐待の防止等に関する法律、（都）子供への虐待の防止等に関する条例、（区）要保護児童
法令等 対策地域協議会設置要綱、（区）養育支援訪問事業実施要綱、（区）あだち・ほっとほーむ事業実施要綱

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

虐待通告件数 虐待通告受理件数（児童数） 目標値 900 900 1,000 1,150 1,100
指

目標値は前年度実績を基準とする。
実績値 892 994 1,053 1,028標

１
[単位] 件 達成率 99% 110% 105% 89%

虐待予防講座の実施回数 虐待防止啓発事業実施回数（子育て交 目標値 11 12 12 12 12
指

流講座、イライラしない子育て講座、
実績値 11 12 7 7標

講演会、オレンジリボンキャンペーン
２

[単位] 回 等）目標値は開催予定数とする。 達成率 100% 100% 58% 58%

要保護対策地域協議会の開 要保護児童対策地域協議会の開催回（ 目標値 230 230 280 280 270
指

催回数 受理会議・個別ケース会議等も含む）
実績値 237 256 268 261標

目標値は前年度実績を基準として調整
３

[単位] 回 達成率 103% 111% 96% 93%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】虐待通告件数は、安否確認を要する健診 総事業費 180,777 199,340 197,030 200,315
未受診の乳幼児が減少したこと等が影響し、平成２ 事 業 費 15,210 18,947 21,278 25,491 23,835
１年度以降初めて対前年度比で減少傾向となった。

人 件 費【指標２】実施回数は前年とほぼ同数で推移してい 総 165,567 180,393 175,752 174,824

る。コロナ禍による中止や日数短縮が影響している 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
。【指標３】コロナ禍により対面開催が難しいなか 常

人　　数業 12.05 14.05 14.05 13.83、書面開催など工夫をしながら実施し、実施回数は 勤
前年とほぼ同数で推移している。 計費 106,703 122,361 124,680 121,040

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

職員の体制強化や、区の協力員および事業者との連 人　　数訳 常 16 16 16 16.6
携による支援体制強化に加えて、コロナ禍により対 勤 計 58,864 58,032 51,072 53,784
面での開催が難しい状況のなか、虐待予防講座にお

国庫支出金いては日数を短縮しながらの開催、要保護児童対策 2,237 4,986 17,702 7,571 4,421

地域協議会においては書面開催を行うなど工夫をし 都 支 出 金 4,850 6,867 3,611 4,369 7,148
ながら実施をした結果、支援の質が向上している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsターゲット】16.2 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 173,690 187,487 175,717 188,375 12,266

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
コロナ禍において児童虐待防止を推進するために、SNSやメール配信を含め情報発信媒体の充実に取り組む。保護者には、区が新規
作成した面前DV（心理的虐待）防止用リーフレットを活用する。子どもに対しては、全区立小学校の４年生に配布してきた豆本（フ
リーダイヤルキッズライン）を、今年度より対象を拡大し、中学１年生にも配布し相談方法の周知に努める。関係機関には、実務者
用「児童虐待予防・養育支援マニュアル」抜粋版を継続配布する。引き続き、適正な人員配置や人材育成、関係機関との連携に努め
、家庭を保護者ごと支え、子どもが家庭で安心・安全に暮らせるよう支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－子どもの学び
事務事業名 3809 養育困難改善事業
施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

記 入 所 属 子ども家庭部・こ・こども家庭支援課・事業係
電 話 番 号 03-3852-2863 E - m a i l kodomo-genki@city.adachi.tokyo.jp

児童虐待の無い、健やかに子どもを生み育てる環境を作る。 【重点プロジェクト事業】養育困難家庭協事 目
の早期発見・早期解決のために、要保護

働務 的
児童対策地域協議会、区民やNPOを含め

事 の ・
子育てに関する相談を受け、専門機関や地域と連携して支援を行う。また要 た関係機関と連携している。保健予防課

業 概 内 協
保護児童対策地域協議会の開催や、児童虐待予防講座、キャンペーン等を実 への執行委任に係る0.03人分の人件費含

要 容 創施する。 む。
根 拠 （国）児童福祉



標
実績値＝年間開催回数

１
[単位] 回 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

年度当初に開催日を毎週月曜日に固定し、定例会化 総事業費 36,918 30,515 25,099 31,342
することで目標を達成できた。 事 業 費 3,063 4,025 1,318 971 1,418

人 件 費総 33,855 26,490 23,781 30,371

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 3.2 3 2.5 3.1
勤

計費 28,336 26,127 22,185 27,131

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

課内における情報共有と課内一体となる意識向上に 人　　数訳 常 1.5 0.1 0.5 1
寄与し、円滑にイベントの開催や各係の事業を実施 勤 計 5,519 363 1,596 3,240
できた。なお、消耗品の各自保管分や課保管を整理

国庫支出金することで、消耗品を前年比23千円削減することが 0 0 0 0 0

できた。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【SDGｓﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7、11.4 財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 36,918 30,515 25,099 31,342 1,418

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある □ 特にはない ■ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
今後も予算節減対策を行いながら適正に執行していく。
また、課内係長会議を継続し、なお一層の円滑な事業の執行に努める。

148

事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4132 地域文化一般管理事務
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・調整係
電 話 番 号 03-3880-5985 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

課に属する事務の円滑な運営を図る。 協事 目
働務 的

事 の ・
１　職員の旅費             ２　事務用品等購入経費

業 概 内 協
３　郵送料　　　　　　　   ４　負担金

要 容 創

根 拠 社会教育法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

課内係長会議 施策検討や情報交換のための会議回数 目標値 48 48 48 48 48
指

目標値＝月4回×12月の開催見込数
実績値 48 48 48 48



発生利子予想額
実績値 257 185 146 127標

実績値＝発生利子額
１

[単位] 千円 達成率 95% 69% 54% 99%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

平成17年に廃止した足立区総合文化施設建設資金積 総事業費 2,071 1,958 2,171 331
立金基金の一部を繰り入れ、足立区文化芸術振興基 事 業 費 300 216 396 331 330
金を設置した。

人 件 費実績値となる発生利子額は概ね目標どおりである。 総 1,771 1,742 1,775 0

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0.2 0.2 0.2 0
勤

計費 1,771 1,742 1,775 0

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

文化芸術振興基金計画に基づき、毎年取崩しを行い 人　　数訳 常 0 0 0 0
文化事業等に充当しているため、元本及び利子は減 勤 計 0 0 0 0
少している。なお、基金への新規積立として、令和

国庫支出金３年度は虹色寄附金の特にネット申込者が増加し、 0 0 0 0 0

えんチャレ登録団体からの寄附とあわせて、合計20 都 支 出 金 0 0 0 0 0
5,000円を積み立てた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0基金からの充当として「子どもと大人の文化芸術事 源
業」に9,000,000円、「エンターテイメントチャレ その他特定財源 440 216 429 326 330
ンジャー支援事業」に800,000円、「足立区展事業 内

基　　金 0 0 0 0 0
」に700,000円を投入し、事業の推進に寄与した。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7、11.4 0 0 0 0 0

一般財源 1,631 1,742 1,742 5 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している ■ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
足立区文化芸術振興基金は、足立区の文化芸術の振興及び発展を図ることを目的としているものであり、今後も文化芸術活動の推進
に欠かせないものであると考える。今後は、ＳＮＳ等を活用し寄附への周知をより一層図り、安定的な基金運用ができるよう取り組
んでいく。令和４年度より、足立区内小学校の５年生を対象とした芸術鑑賞体験事業を実施する予定であり、新たな事業への充当な
ど基金の効果的な活用を検討していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4153 文化芸術振興基金積立金
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・調整係
電 話 番 号 03-3880-5701 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

足立区文化芸術振興基金の設置による積立及び発生利子相当額を基金に繰り 協事 目
入れるため、歳出予算として計上する。

働務 的
事 の ・

足立区文化芸術振興基金積立及び発生利子の積立
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 足立区文化芸術振興基金条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

足立区文化芸術振興基金の 足立区文化芸術振興基金 目標値 270 270 270 128 110
指

発生利子 目標値＝



登録団体の審査）
根 拠 足立区文化芸術振興基本条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

伝統文化子ども教室の申込 伝統文化子ども教室に申込んだ子ども 目標値 300 300 300 300 300
指

者数 の数
実績値 257 207 173 158標

目標値＝年間申込み予定者
１

[単位] 人 実績値＝年間申込み者数 達成率 86% 69% 58% 53%

エンターテイメントチャレ エンターテイメントチャレンジャー支 目標値 12 12 12 12 12
指

ンジャー支援事業の申込数 援事業に申込んだ団体数
実績値 9 3 8 8標

目標値＝年間申込み予定団体数
２

[単位] 件 実績値＝年間申込み団体数 達成率 75% 25% 67% 67%

子どもと大人の文化芸術事 子どもと大人の文化のちから体験会に 目標値 6,500 6,500 6,500 1,000 1,000
指

業（子どもと大人の文化の 来場した人数
実績値 16,369 5,571 729 1,889標

ちから体験会）の来場者数 目標値＝事業の定員
３

[単位] 人 実績値＝事業の来場者数 達成率 252% 86% 11% 189%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：コロナ禍により実施教室数が減ったため、 総事業費 22,687 24,162 12,947 15,033
申込者数が減少した。 事 業 費 13,832 14,002 8,759 10,009 12,634
指標2：駅スタンドへのチラシ配布やSNSの活用等を

人 件 費続け、目標は下回ったが、昨年度と同数となった。 総 8,855 10,160 4,188 5,024

指標3：感染症対策により定員の半減や公演事業の 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
中止等あったが、他の公演に振り返る等の工夫で、 常

人　　数業 1 1 0.4 0.5下方修正していた目標値を超えた。 勤
計費 8,855 8,709 3,550 4,376

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標1:コロナ禍により実施教室数が少なかった。引 人　　数訳 常 0 0.4 0.2 0.2
き続き実施に向けた手続き等の支援をしていく。 勤 計 0 1,451 638 648
指標2:申込数こそ前年度と変わらなかったものの、

国庫支出金これまでにないジャンルの団体が登録され、事業の 0 0 0 0 0

幅が広がっている。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
指標3:公演チケットの一部買取と区民の無料招待に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0より、高い満足度とキャンセル料負担リスクを軽減 源
させた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【効果】文化団体やえんチャレ団体の活動により、 内

基　　金 15,600 12,600 9,020 9,779 10,600
地域の文化活動が活性化されている 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 0 0 0 0 0

一般財源 7,087 11,562 3,927 5,254 2,034

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
「伝統文化子ども教室」は、引き続き文化庁補助事業の申請手続きをサポートし、実施教室数を維持できるように支援していく。
「えんチャレ支援事業」は今後も積極的にPRし、事業を活性化していく。感染症の状況を注視し、2年続けて中止した「えんチャレ
まつり」の実施を模索する。「文化のちから体験会」は、区制90周年事業の一つとして、子ども対象の絵本音楽会、10代20代をター
ゲットとした2.5次元舞台、高齢世代をターゲットにした歌謡曲コンサートなど、各年代にバランス良くアピールし、区民が文化芸
術に触れる機会を提供していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4155 文化芸術を担う人材の育成事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・広域施設係
電 話 番 号 03-3880-5701 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

文化芸術のすそ野を広げるため、文化芸術活動に触れる機会の提供と、文化 【協働】えんチャレまつりなどを指定管協事 目
術活動を推進する人材の発掘と育成を行う。 理者・文化団体との協働により実施して

働務 的
いる。

事 の ・
区民に質の高い芸術鑑賞機会を提供するため、足立区文化芸術劇場での演劇 【庁内協働】シティプロモーション課（

業 概 内 協
・ワークショップの実施や、プロのアーティストを支援することによる還元 「エンターテイメントチャレンジャー支

要 容 創事業を実施する。 援事業」



行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

文化芸術劇場の利用率 劇場貸出日／開館日数 目標値 80 80 80 80 80
指

目標値＝8割利用
実績値 91 95 51 63標

実績値＝年間利用割合
１

[単位] ％ 達成率 114% 119% 64% 79%

文化芸術劇場の利用者数 文化芸術劇場各施設の利用者延べ人数 目標値 400,000 267,000 300,000 210,000 210,000
指

目標値＝施設利用予定者数
実績値 389,745 306,618 94,044 159,303標

実績値＝年間利用者数
２

[単位] 人 達成率 97% 115% 31% 76%

西新井文化ホールの利用率 劇場貸出日／開館日数 目標値 90 90 90 90 90
指

目標値＝9割利用
実績値 93 96 69 71標

実績値＝年間利用割合
３

[単位] ％ 達成率 103% 107% 77% 79%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：感染症対策による制限が緩和されたことで 総事業費 307,527 307,434 353,693 326,225
、令和２年度よりも12ポイント増加した。 事 業 費 286,275 292,629 344,819 319,223 298,786
指標2：利用率増加に伴い、約170％増加した（項目

人 件 費誤りにより、令和２年度数値を遡及修正）。 総 21,252 14,805 8,874 7,002

指標3：令和２年度よりも2ポイント増加した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 2.4 1.7 1 0.8
勤

計費 21,252 14,805 8,874 7,002

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

両施設とも、利用率、利用者数は回復傾向にある。 人　　数訳 常 0 0 0 0
感染症対策の徹底を続け、適切な管理を行う。 勤 計 0 0 0 0
【効果】利用者数増加に伴い、より多くの方に文化

国庫支出金芸術に触れる機会を提供できている。 0 0 0 16 0

【貢献度】数々の舞台芸術の公演や文化団体の活動 都 支 出 金 0 0 0 0 0
を支援を通じ、区の文化芸術の拠点となっている。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 源
その他特定財源 5,385 7,556 790 4,058 4,187

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 302,142 299,878 352,903 322,151 294,599

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
今後も感染症対策を徹底し、施設の適切な管理運営を続けていく。また、区制90周年事業として積極的なＰＲ活動を行い、さらに利
用率の向上を図るとともに、区民が本格的な文化芸術に触れられる機会を提供していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－生涯学習・文化・スポーツ
事務事業名 4156 文化芸術施設の管理運営事務
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・広域施設係
電 話 番 号 03-3880-5701 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

区の文化芸術の拠点となる文化芸術施設の管理運営等を行う。 【協働】西新井文化ホールでは、日本児協事 目
童・青少年演劇劇団共同組合や民間団体

働務 的
等と連携し、子どもたちに本格的な児童

事 の ・
文化芸術劇場・西新井文化ホールの管理運営委託 演劇やイリュージョンショーを提供。

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 足立区文化芸術劇場条例
法令等 西新井文化ホール条例

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執



績等 30 31 2 3 4

年間の温湿度管理 目標値＝温湿度管理設定条件の達成し 目標値 295 295 295 305 305
指

た日数（開館日数）
実績値 302 290 278 266標

実績値＝第2および第3収蔵庫における
１

[単位] 日 温湿度設定条件を満たした日数 達成率 102% 98% 94% 87%

年間の電気使用量 目標値＝平成25年度比22％以上の削減 目標値 22 22 22 22
指

実績値＝削減率（年間使用量-25年度
実績値 16.9 15.8 14.3 21.8標

使用量）/25年度使用量*100
２

[単位] ％ 達成率 77% 72% 65% 99%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1:空調設備（地下ピット冷温水槽）の不具合を 総事業費 56,537 59,763 67,834 72,992
解消する修繕を行うため、約1カ月空調設備を停止 事 業 費 32,342 32,332 37,809 35,880 38,848
した。空調設備の停止に伴い、第2・第3収蔵庫の温

人 件 費湿度を適正に管理できなかったため、目標を下回っ 総 24,195 27,431 30,025 37,112

た。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標2：新型コロナウイルス感染防止に伴う休館や 常

人　　数業 2.4 2.4 2.7 3.5空調設備の不具合があったため、目標値を下回って 勤
いるものの前年より大きくポイントを上げた。 計費 21,252 20,902 23,960 30,632

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

空調設備の不具合に伴い稼働を停止した期間は、適 人　　数訳 常 0.8 1.8 1.9 2
正な温湿度管理ができなかったものの、電気使用量 勤 計 2,943 6,529 6,065 6,480
の大きな削減につながった。

国庫支出金【貢献度】第2・第3収蔵庫の温湿度を適切に管理す 0 0 0 25 0

ることは、足立区固有の多彩な美術や文化の名品を 都 支 出 金 0 0 0 0 0
守ることにつながっている。 財

受益者負担金 2,103 1,481 859 743 2,676【波及効果】空調設備の不具合に関係部署と連携し 源
て対応したことによって、資料保存を行ううえで、 その他特定財源 33 8 4,107 0 5
空調設備が問題なく稼働し適正な温湿度を維持する 内

基　　金 0 0 0 0 0
重要性を共通認識として持つことができた。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7、11.4 0 0 0 0 0

一般財源 54,401 58,274 62,868 72,224 36,167

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和5年度から6年度にかけて、郷土博物館大規模改修を予定している。令和4年度に事務所移転や資料搬出に向けた準備を進めてい
く。改修期間中は、美術品トランクルームや倉庫を活用して安定した資料保存に努める。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4159 郷土博物館管理運営事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・郷土博物館
電 話 番 号 03-3620-9393 E - m a i l hakubutsukan@city.adachi.tokyo.jp

　足立区の歴史・民俗等を展示し、区民文化の向上を図る。また、歴史資料 【庁内協働】施設営繕部（空調設備の不協事 目
や伝統文化を後世に伝えるため、資料を収集・整理・保存している。 具合に対し、緊急修繕による対応）

働務 的
事 の ・

　博物館の施設管理・運営
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 博物館法
法令等 足立区立郷土博物館条例・同施行規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実



務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

郷土博物館入館者数 目標値＝郷土博物館入館者数 目標値 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000
指

実績値＝郷土博物館に入館した延べ人
実績値 20,770 20,916 8,615 7,608標

数
１

[単位] 人 達成率 69% 70% 29% 25%

講演会・講座等の開催回数 目標値＝前年度に開催した講演会、講 目標値 87 78 77 6 11
指

座等の回数の1.05倍
実績値 75 73 3 10標

実績値＝年間講座、各展示関連講座・
２

[単位] 回 講演会、体験学習等の実績数 達成率 86% 94% 4% 167%

年間展示実施回数 目標値＝年間の展示実施予定回数 目標値 22 22 22 16 16
指

実績値＝特別展、企画展、収蔵資料展
実績値 18 19 16 8標

、出前展示、中庭舞台展示等の実施回
３

[単位] 回 数 達成率 82% 86% 73% 50%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1:新型コロナウイルス感染症急速拡大に伴い、 総事業費 79,620 73,708 69,067 71,423
昨年度に比べ約1ヵ月休館期間が増加したため、昨 事 業 費 24,308 19,282 19,558 22,319 35,122
年度の入館者数を超えることはできなかった。

人 件 費指標2:昨年度に比べ講師派遣の回数が増加したこと 総 55,312 54,426 49,509 49,104

から、目標を上回った。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標3:新型コロナウイルス感染防止のため、区のイ 常

人　　数業 5 5 4.5 4.5ベントの多くが中止となり、出張展示を実施できな 勤
かったため、目標に届かなかった。 計費 44,275 43,545 39,933 39,384

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

感染防止の観点から休館や展示回数を減らしたこと 人　　数訳 常 3 3 3 3
で展示や入館者数は減ったものの、講師派遣増に伴 勤 計 11,037 10,881 9,576 9,720
い講演会等の開催回数の増加につながった。

国庫支出金【貢献度】展覧会や文化遺産調査漫画「ビビビ美ア 0 0 0 0 0

ダチ」を通して「美と知性の宝庫足立」をPRし、区 都 支 出 金 0 0 0 0 0
の文化的イメージ向上に寄与している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【波及効果】博物館収蔵資料が「別冊太陽」（有名 源
専門誌）に取り上げられたり、常設展示（B―29プ その他特定財源 0 0 0 0 0
ロペラ）がマスコミ（雑誌やテレビ）で報道される 内

基　　金 0 0 0 0 0
など区にゆかりのある資料が反響を呼んだ。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7、11.4 0 0 0 0 0

一般財源 79,620 73,708 69,067 71,423 35,122

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
区制90周年の節目の年となる令和4年度は、琳派作品を中心とした文化遺産調査の集大成となる特別展を開催する。これまでの文化
遺産調査の成果を区内外に広く発信することで区の文化的イメージアップや区に対する誇りの醸成に寄与する。また、電子展覧会や
ビビビ美アダチの刊行など区制90周年に花を添える関連事業に取り組む。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－生涯学習・文化・スポーツ
事務事業名 4160 展示等運営事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・郷土博物館
電 話 番 号 03-3620-9393 E - m a i l hakubutsukan@city.adachi.tokyo.jp

　郷土の文化や文化財を継承し、新たな区民文化の創造に寄与する。 【協働・協創】郷土博物館協働グループ協事 目
「あだち拓本研究会」と協働して拓本展

働務 的
を開催。

事 の ・
　１　資料収集・保管・展示及び講演会などの実施 【庁内協働】

業 概 内 協
　２　郷土史などの調査研究 報道広報課・シティプロモーション課（

要 容 創　３　体験学習・講師派遣などの教育活動　　 企画展・特別展のPR）
根 拠 博物館法、足立区立郷土博物館条例・同施行規則
法令等

事



活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

指定・登録・調査した文化 区内文化財の保護・周知に関する調査 目標値 5 5 3 3 10
指

財の件数 ・分析や指定・登録の件数
実績値 0 0 0 10標

目標値＝調査分析・指定登録予定件数
１

[単位] 件 実績値＝年間実施件数 達成率 0% 0% 0% 333%

足立史談発行回数 年間の発行回数　 目標値 12 12 12 12 12
指

目標値＝月1回×12月発行の回数
実績値 12 12 12 12標

実績値＝年間の発行回数
２

[単位] 回 達成率 100% 100% 100% 100%

遺跡の発掘調査 文化財保護法による埋蔵文化財包蔵地 目標値 20 20 20 25 25
指

該当地域で、届出により試掘調査を完
実績値 24 29 25 21標

了した件数　目標値＝年間調査予定数
３

[単位] 件 　実測値＝年間調査件数 達成率 120% 145% 125% 84%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1　令和3年度は文化財の指定・登録件数0件で 総事業費 29,091 36,365 26,355 32,689
あったが、調査した物件・資料は10件である。令和 事 業 費 8,001 14,886 12,016 12,854 13,985
4年度目標値は10件とする。

人 件 費指標2　足立史談は足立の歴史・文化財をタイムリ 総 21,090 21,479 14,339 19,835

ーにわかり易く、区民へ情報発信している。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標3　開発事業者の理解協力を得て、円滑に調査 常

人　　数業 1.8 1.8 1.4 1.6実施している。試掘調査件数は減っているが、大規 勤
模現場が多く、調査日数は増えている。 計費 15,939 15,676 12,424 14,003

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標1　重要な文化財の調査を進め、登録・指定の 人　　数訳 常 1.4 1.6 0.6 1.8
手続きを行っている。 勤 計 5,151 5,803 1,915 5,832
指標2　足立史談により内外へ郷土博物館展示やイ

国庫支出金ベント、足立の文化財の研究成果を広く紹介してい 1,200 2,090 2,065 2,310 2,310

る。 都 支 出 金 600 1,045 1,032 1,155 1,155
指標3　埋蔵文化財は、一度壊されると二度と戻ら 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ない貴重な物で、必要性を事業者へ周知している。 源
【効果】文化財の紹介記事や説明板は、観光資源と その他特定財源 0 0 0 0 0
なっている【貢献度】文化財保護法を遵守した埋蔵 内

基　　金 0 0 0 0 0
文化財包蔵地の開発が実施されている。【協働】文 訳

起　　債化財保護指導員を区民に委嘱しイベント協力等をお 0 0 0 0 0

こなっている。【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7、11.4 一般財源 27,291 33,230 23,258 29,224 10,520

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
文化財保護事業として地域の文化的・歴史的に価値ある文化財を調査し、区にとって重要で貴重な文化資源を保護し活用することが
できている。今後も区内の文化財を継続して研究分析し広く紹介し周知発信していく。
開発事業者から埋蔵文化財包蔵地の問合せが年間約950件あり、令和4年度も区内の伊興・舎人・保木間地域等の住宅開発に伴い発掘
届申請件数も多く予想される。開発に対しての理解協力を周知し試掘・立会調査を実施し、埋蔵文化財を保護していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4165 文化財保護事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・文化財係
電 話 番 号 03-3880-5984 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

　区内にある文化財を登録・指定し、保護・奨励をはかる。また、史跡説明 【協働】文化財保護指導員を区民に委嘱協事 目
板等により文化財を周知していく。 しイベント協力等をおこなっている。郷

働務 的
土博物館と文化財調査の結果を指定・登

事 の ・
１．文化財の登録・指定 録に反映しているしている。開発指導課

業 概 内 協
２．説明板・案内板の設置 で用途地域地区照会時に埋蔵文化財包蔵

要 容 創３．埋蔵文化財発掘調査 地の確認を案内している。
根 拠 文化財保護法・足立区文化財保護条例及び規則
法令等

事務事業の



を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

伊興遺跡公園来園者数 プチ展示や学校見学で訪れた総来園者 目標値 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000
指

数
実績値 14,243 15,059 9,205 9,451標

目標値＝平成21年度実績程度
１

[単位] 人 実績値＝年間来園者数 達成率 89% 94% 58% 59%

学校施設見学数 教科の一環で行う校外学習で来館する 目標値 10 10 5 5 5
指

学校数　
実績値 1 1 0 1標

目標値＝区内小中学校の約1割
２

[単位] 校 実績値＝年間の来校数 達成率 10% 10% 0% 20%

子どもイベント参加者数 小学生向けイベント（夏・春2回、計4 目標値 0 0 1,000 700 700
指

日間）参加者数【変更】
実績値 949 1,030 0 0標

目標値＝約1日175人（天候に影響）
３

[単位] 人 実績値＝年間参加者数 達成率 0% 0% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1　来園者は昨年度より増加したが、コロナ禍 総事業費 20,224 18,875 11,812 21,467
で外出自粛や新型コロナ第６波により展示館の閉館 事 業 費 7,391 6,973 5,211 5,326 6,637
期間があり目標値には届かなかった。

人 件 費指標2　小学校１校６年生３クラスが来園し、施設 総 12,833 11,902 6,601 16,141

見学や火おこし体験を実施した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標3　伊興遺跡公園での子どもイベントは、コロ 常

人　　数業 1.2 1.2 0.6 1.4ナ禍で実施できなかった。 勤
計費 10,626 10,451 5,324 12,253

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標1　学校見学や大人数での街歩きグループの来 人　　数訳 常 0.6 0.4 0.4 1.2
援により前年より増加したが、コロナ禍で来園者数 勤 計 2,207 1,451 1,277 3,888
は延びなかった。

国庫支出金指標2　小学校２校の申し込みがあったが、コロナ 0 0 0 0 0

禍で１校のみの来館となった。施設見学について小 都 支 出 金 0 0 0 0 0
中学校への案内がさらに必要である。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0指標3　コロナ禍で子どもイベントを断念した。 源
【効果】子どもたちにイベントを通して古代・足立 その他特定財源 0 0 0 0 0
の歴史について触れる機会を提供している。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7，11.4 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 20,224 18,875 11,812 21,467 6,637

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
伊興遺跡を中心に古代の歴史・文化に関する施設として一層の周知を図り、子どもイベントの実施により認知度を広めていく。
また、出前授業や出前展示を増やしていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4167 伊興遺跡公園管理運営事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・文化財係
電 話 番 号 03-3880-5984 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

　都内でも屈指の古代祭祀遺跡である伊興遺跡を保存・公開し、足立の歴史 【協働】文化財保護指導員に、子どもイ協事 目
への豊かなイメージの醸成と愛着をはかる。 ベント時にボランティアとして協力参加

働務 的
してもらっている。西部道路公園維持課

事 の ・
　伊興遺跡公園及び展示館の管理・運営 と公園の維持管理を、シティプロモーシ

業 概 内 協
ョン課とは伊興遺跡公園展示館のＰＲで

要 容 創 協働している。
根 拠 文化財保護法・足立区文化財保護条例・足立区公園条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果



[単位] 件 実績値＝年間実施件数　【低減目標】 達成率 0% 0% 0% 0%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指定管理者による１３０万円未満の軽微な修繕や中 総事業費 53,097 51,993 40,476 39,718
部地区建設課による電話工事などを実施したが、本 事 業 費 44,242 51,122 39,589 37,968 38,498
事業費に係る修繕工事は行わなかった。

人 件 費総 8,855 871 887 1,750

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 1 0.1 0.1 0.2
勤

計費 8,855 871 887 1,750

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

シアター1010と合築建物である千住ミルディスⅠ番 人　　数訳 常 0 0 0 0
館中長期修繕計画に基づき、計画的に修繕すること 勤 計 0 0 0 0
としている。

国庫支出金【効果】指定管理者等による修繕により施設を適切 0 0 0 0 0

に維持できている。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【貢献度】両施設とも、計画的な施設修繕により、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0区の文化の発信地として、安全で快適に利用できる 源
環境整備を図る。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【波及効果】修繕により、北千住、西新井を中心と 内

基　　金 0 0 0 0 0
した文化芸術の拠点施設として区のイメージアップ 訳

起　　債に繋がっている。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 一般財源 53,097 51,993 40,476 39,718 38,498

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
文化芸術劇場および西新井文化ホールは、区内では最大規模のキャパシティであり、これからも区の文化芸術の拠点としての機能を
維持することが必要である。今後も計画的に修繕を行っていき、舞台関係者、観覧客ともに満足できる施設を目指していく。
なお、令和４年度は文化芸術劇場のワイヤレスマイクの交換工事を「文化芸術施設改修事業」で実施する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4722 文化芸術施設維持補修事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・広域施設係
電 話 番 号 03-3880-5701 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

区民の文化芸術活動に資するため、文化芸術施設の補修等の経費を計上する 協事 目
。

働務 的
事 の ・

西新井文化ホール修繕費及び消耗品費
業 概 内 協

千住ミルディス負担金　等
要 容 創

根 拠 建築物等保全規定
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

修繕工事の実施件数 年間の修繕工事件数（130万円以上の 目標値 5 5 5 0 0
指

修繕工事）
実績値 0 0 0 0標

目標値＝年間工事予定件数
１



測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

共催事業数 区が共催した事業数（複数日開催の場 目標値 21 21 21 21 21
指

合も1回。定期演奏会のみ実施回数）
実績値 22 17 3 10標

目標値＝年度当初に共催決定した数
１

[単位] 事業 実績値＝年間共催事業数 達成率 105% 81% 14% 48%

共催事業の来場者数 区が共催した事業への来場者数 目標値 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000
指

目標値＝共催事業への来場者予定数
実績値 15,564 13,964 563 5,398標

実績値＝年間来場者数
２

[単位] 人 達成率 86% 78% 3% 30%

後援事業数 区が後援した事業数 目標値 80 80 80 80 80
指

目標値＝昨年度実績
実績値 83 84 46 55標

実績数＝年間承認件数
３

[単位] 事業 達成率 104% 105% 58% 69%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1,2：共催事業は、令和3年度より7事業増加し 総事業費 42,861 42,323 48,985 46,469
たが、コロナ前の水準には戻っていない。 事 業 費 18,067 19,680 11,503 12,370 19,778
指標3：後援事業は、令和3年度より9事業増加した

人 件 費が、コロナ前の水準には戻っていない。 総 24,794 22,643 37,482 34,099

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 2.8 2.6 3.9 3.6
勤

計費 24,794 22,643 34,609 31,507

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

コロナ禍により主催団体の活動が確保できない状況 人　　数訳 常 0 0 0.9 0.8
が続いている。事業の継承やコロナ禍以前の活動レ 勤 計 0 0 2,873 2,592
ベルに戻すことが課題である。令和3年度はコロナ

国庫支出金対策を講じるなど事業内容を見直すことで開催でき 0 0 0 0 0

るように支援した。 都 支 出 金 0 0 0 830 0
【貢献度】区民の文化活動の成果発表の場、文化芸 財

受益者負担金 0 0 0 0 0術に触れる機会の提供など貢献度は高い。 源
【効果】文化芸術活動は、区民の生活に潤いやゆと その他特定財源 0 0 0 0 0
りをもたらすとともに、健康維持の効果も大きい。 内

基　　金 0 0 0 0 2,000
【SDGsターゲット】4.7 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 42,861 42,323 48,985 45,639 17,778

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
共催事業や後援事業は区民の文化活動の成果の表れである。令和3年度も新型コロナウイルスが終焉せず、開催できなかった事業が
多かった。区民の文化活動の流れを絶やさぬように引き続きコロナ対策の徹底を図り、地域に根差した文化活動を支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 13562 区民の文化活動支援事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・団体支援係
電 話 番 号 03-3880-5986 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

人間性豊かな地域社会の形成と、区民生活の充実及び向上を図るため、区民 【協働・協創】文化団体、文化団体連合協事 目
の地域に根ざした文化活動を支援する。 会及び郷土芸能保存会とイベント実施で

働務 的
協働している。

事 の ・
・音楽三団体、ジュニア吹奏楽団の支援

業 概 内 協
・足立区展運営支援、共催事業支援　など

要 容 創

根 拠 足立区文化団体連合会に対する補助金交付要綱、足立区文化振興事業補助金交付要綱、足立区音楽団体に対する指導育成及
法令等 び支援要綱

事務事業の活動量･活動結果を



成率 0% 0% 100% 0%

設計委託の件数 郷土博物館の常設展示改修設計委託数 目標値 0 0 0 1 1
指

【新規】
実績値 0 0 0 1標

目標値＝設計委託予定件数
２

[単位] 件 実績値＝設計委託実施件数 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：令和２年度に終了しているため実績なし。 総事業費 0 871 422,822 11,146
指標2：常設展示改修基本設計を実施したため、目 事 業 費 0 0 421,047 7,645 15,065
標を達成できた。

人 件 費総 0 871 1,775 3,501

平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0.1 0.2 0.4
勤

計費 0 871 1,775 3,501

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標1：令和２年度に終了しているため実績なし。 人　　数訳 常 0 0 0 0
指標2：常設展示改修における新しいコンセプトに 勤 計 0 0 0 0
沿った展示空間の創出及び収蔵資料の適正管理に向

国庫支出金けた基本設計を作成した。 0 0 0 0 0

【貢献度】適切な設計業務を行うことは改修工事に 都 支 出 金 0 0 0 0 0
向けて必須で、文化遺産調査の結果多数発見された 財

受益者負担金 0 0 0 0 0資料のより良い収蔵・展示に繋がるものであり、そ 源
の貢献度は高い。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7、11.4 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 871 422,822 11,146 15,065

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和4年度は常設展示改修実施設計を予定している。郷土博物館大規模改修前年であるため、より精緻な設計内容とすることができ
るよう識者の意見や先進事例等を参考に進めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22087 文化芸術施設改修事業
施 策 名 3.1 文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・地域文化課・広域施設係
電 話 番 号 03-3880-5701 E - m a i l chiiki@city.adachi.tokyo.jp

文化芸術施設の老朽化等に伴う施設・設備の改修を実施する。 【庁内協働】施設営繕部協事 目
働務 的

事 の ・
文化芸術劇場設備機器更新

業 概 内 協
要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

機器更新、修繕工事等の箇 改修が終了した項目を1件とする 目標値 0 3 3 0 0
指

所数 目標値＝予算計上時の予定数
実績値 0 0 3 0標

実績値＝完了した箇所数
１

[単位] 箇所 達



標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

改修件数（改修のための工 改修工事等の件数 目標値 1 1 1 1 0
指

事・委託等を行った件数） 目標値＝施設維持に最低限必要である
実績値 1 1 1 1標

として予算計上した予定件数。
１

[単位] 件 実績値＝年間改修工事等の件数 達成率 100% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　令和２年９月１日から実施した鹿浜センターの大 総事業費 11,084 11,823 18,078 16,695
規模改修工事は令和３年６月３０日に予定どおり終 事 業 費 4,885 10,952 17,191 15,820 0
了した。

人 件 費　施設の再開日については、７月１２日の学童保育 総 6,199 871 887 875

室、７月２０日の地域学習センター・図書館等、順 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
次リニューアルオープンを行った。 常

人　　数業 0.7 0.1 0.1 0.1
勤

計費 6,199 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　鹿浜センター大規模改修工事は、屋上・外壁や照 人　　数訳 常 0 0 0 0
明設備等の改修のほか、ユニバーサルデザインに対 勤 計 0 0 0 0
応した赤ちゃんコーナーや音声誘導装置等の新設を

国庫支出金行った。 0 0 0 0 0

　また、老朽化した物品の更新も行い、施設のリニ 都 支 出 金 0 0 0 0 0
ューアルにより、安全安心な利用施設として区民に 財

受益者負担金 0 0 0 0 0開放することができた。 源
【貢献度】施設改修により、引き続き区民の生涯学 その他特定財源 0 0 0 0 0
習活動に貢献する。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【波及効果】適切な改修工事を行うことで区民に安 訳

起　　債全な施設を提供する。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 一般財源 11,084 11,823 18,078 16,695 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　公共施設等総合管理計画「個別計画」に基づき、計画的・効果的な改修工事等を行うことにより、施設改修等にかかるコストの低
減と長寿命化などに努めていく。
　令和４年度は物品更新（購入費）の予算計上はないが、施設営繕部と連携し次回の大規模改修工事（中央本町センター）に向け、
令和４年度設計委託、令和５年度から令和６年度改修工事を計画通りに進めているため、令和６年度に改めて予算計上を予定してい
る。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4138 地域学習センター改修事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・生涯学習支援課・生学第一係
電 話 番 号 03-3880-5467 E - m a i l sg-shien@city.adachi.tokyo.jp

地域学習センターは、通年にわたり開館時間が長く、経年による施設の老朽 【庁内協働】協事 目
化が、著しい。このため適宜改修工事を行い、利用者の安全と快適性を確保 　施設営繕部が大規模改修工事を実施

働務 的
するとともに施設の有効利用を図る。 　（関係所管による定例会の開催）

事 の ・
　学習センター大規模改修工事関連事業および計画的に実施する設備改修等 【区民との協働】

業 概 内 協
　地域住民の要望を反映させて実施

要 容 創

根 拠 建築物等保全規定、中期財政計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指



田地域図書館 ・利用者懇談会等による施設の管理運営
根 拠 地方自治法２４４条の２、足立区生涯学習センター条例、足立区地域学習センター条例、足立区地域体育館条例、足立区図
法令等 書館条例

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

指定管理者施設利用率 学習センター・体育館の利用率 目標値 67 68 69 54 54
指

目標値＝前年度の利用率+3％
実績値 65 66 51 51標

実績値＝貸出施設（部屋）件数÷貸出
１

[単位] ％ 可能施設件数 達成率 97% 97% 74% 94%

指定管理者施設利用者数 学習センターの利用者数 目標値 800,000 773,403 653,010 320,050 430,046
指

※令和元年度より目標値対 目標値＝施設利用者予定数
実績値 750,877 633,990 310,728 440,188標

前年比3％増とする 実績値＝のべ施設利用者数
２

[単位] 人 ※令和元年度より選挙利用数を除く 達成率 94% 82% 48% 138%

指定管理者制度公募施設数 指定管理者の公募を行なった施設数 目標値 5 10 10 0 3
指

目標値＝公募予定施設
実績値 5 0 10 0標

実績値＝公募した施設（地域学習セン
３

[単位] 施設 ター、体育館等各条例ごとに算出） 達成率 100% 0% 100% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①について、緊急事態宣言及びまん延防止等重 総事業費 1,666,650 1,729,059 1,780,511 2,144,363
点措置期間等により施設の利用自粛要請を行ったた 事 業 費 1,614,405 1,661,129 1,692,658 2,058,593 2,143,719
め、目標値を下回った。

人 件 費指標②について、令和２年度は感染症対策に伴う施 総 52,245 67,930 87,853 85,770

設の休館及び収容率50％の制限を行ったが、令和３ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
年度は休館等がなかったため、目標値を上回った。 常

人　　数業 5.9 7.8 9.9 9.8指標③について、令和3年度は指定管理者の公募・ 勤
選定を行っていない。 計費 52,245 67,930 87,853 85,770

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　区民が安全安心、快適に施設利用ができるよう、 人　　数訳 常 0 0 0 0
指定管理者と連携し、感染対策を徹底した施設の管 勤 計 0 0 0 0
理運営を行った。　　

国庫支出金　また、コロナ禍において、ソーシャルメディアを 0 0 0 0 0

用いた講座のオンライン開催やYouTube等の動画配 都 支 出 金 0 0 0 0 0
信も行うなど、多種多様な学習機会の提供を行うこ 財

受益者負担金 99,290 88,143 78,342 82,538 100,338とができた。 源
【貢献度・波及効果】 その他特定財源 35,675 30,882 28,402 41,576 29,099
　文化・読書・スポーツの分野間の施策連携を強化 内

基　　金 0 0 0 0 0
することで、各分野に楽しむ区民の増加につながっ 訳

起　　債ている。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 一般財源 1,531,685 1,610,034 1,673,767 2,020,249 2,014,282

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
 生涯学習センター及び地域学習センターの指定管理者と連携し、区民の生涯学習機会の充実と自主的な学習活動を支援していき、
施設の利用率及び利用者の増加を図る。新型コロナウイルス感染症の影響により各学習センターや施設利用の自粛が続いたが、区民
に元気や活力を感じてもらえる区制90周年関連事業を推進する。また、令和4年度は3施設（梅田地域学習センター、花畑地域学習セ
ンター、東綾瀬公園温水プール）の指定管理者公募をスケジュールに沿って、滞りなく行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－生涯学習・文化・スポーツ
事務事業名 4139 指定管理者管理運営事務
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・生涯学習支援課・生学第二係
電 話 番 号 03-3880-5468 E - m a i l sg-shien@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習施設の管理運営に指定管理者を導入し、民間のノウハウを活用する 【庁内協働】協事 目
ことにより効率的な運営で区民サービスを向上させるとともに生涯学習の推 　スポーツ振興課・中央図書館等と連携

働務 的
進を図る。 【区民との協働】

事 の ・
指定管理者対象施設 ・指定管理者の選定、評価における学識

業 概 内 協
■生涯学習センター■地域学習センター13施設（うち地域体育館併設9施設 　委員及び区民委員

要 容 創、図書館併設12施設）■梅



績値 139 147 140 126標
目標値＝年間工事予定件数

１
[単位] 件 実績値＝年間工事件数　【低減目標】 達成率 97% 92% 96% 107%

計画保全工事の比率 計画的な保全工事件数の比率 目標値 50 50 50 50 50
指

目標値＝50％
実績値 20.1 32.7 39.2 22.2標

実績値＝（計画保全工事件数/総工事
２

[単位] ％ 件数）×100 達成率 40% 65% 78% 44%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】計画どおりの工事発注を行ったため、実 総事業費 106,006 96,317 99,599 99,557
績値126件、達成率107％となった。令和3年度の緊 事 業 費 74,128 70,190 72,977 73,301 69,468
急工事件数は4件（ドレン配管改修工事外3件）対応

人 件 費した。 総 31,878 26,127 26,622 26,256

【指標２】エレベーター部品交換、UGS制御装置交 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
換等の保全工事を28件実施したが、保全対象が少な 常

人　　数業 3.6 3 3 3かったため、実績値は22.2％、達成率44％（令和2 勤
年度比較34％減）となった。 計費 31,878 26,127 26,622 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　大規模改修工事は実施しているものの、その他設 人　　数訳 常 0 0 0 0
備更新の遅れにより、計画外の修繕工事が多く、計 勤 計 0 0 0 0
画保全工事の比率が減少した。引き続き、安定的な

国庫支出金施設運営の確保に努めていくため、日々の点検によ 0 0 0 0 0

り設備状況を把握すると共に、12条点検での不具合 都 支 出 金 1,538 2,132 4,351 6,094 0
箇所の修繕を進めていく。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【貢献度】安全な施設を提供することで、区民の文 源
化・学習活動に貢献している。 その他特定財源 0 0 4,102 0 0
【波及効果】予防保全的維持修繕により、未然に事 内

基　　金 0 0 0 0 0
故や故障を防ぎ、施設の安定的な運営につながって 訳

起　　債いる。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 一般財源 104,468 94,185 91,146 93,463 69,468

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　中期財政計画に伴う大規模改修工事が進んでいるが、その他設備の更新が遅れているため、修繕等の工事件数はほぼ同水準で推移
している。
　引き続き、安定かつ快適な施設を提供するために、定期点検や修繕工事を行っていく。
　また、中期財政計画の見直しに合わせて、主管課工事計画の更新を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 13500 生涯学習関係施設維持補修事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・生涯学習支援課・施設計画係
電 話 番 号 03-3880-5955 E - m a i l sg-shien@city.adachi.tokyo.jp

区民の地域学習・スポーツ活動を支える場としての施設を安定的に提供する 協事 目
。

働務 的
事 の ・

生涯学習センター、地域学習センター及びスポーツ施設の維持補修を行う。
業 概 内 協

要 容 創

根 拠 建築物等保全規定
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

修繕等の数 学習センター等の修繕工事を施工した 目標値 135 135 135 135 135
指

件数
実



進委員会条例施行規則
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

文化・読書・スポーツ推進 助言・評価するための会議回数 目標値 1 2 2
指

委員会（全体会）開催回数 目標値＝予定回数
実績値 1 2標

実績値＝年間開催回数
１

[単位] 回 達成率 0% 0% 100% 100%

足立区文化・読書・スポー 助言・評価するための会議回数 目標値 3 9 9
指

ツ推進委員会（部会）開催 目標値＝予定回数
実績値 3 9標

回数 実績値＝年間開催回数
２

[単位] 回 達成率 0% 0% 100% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標①・②ともに、足立区文化・読書・スポーツ 総事業費 0 0 18,792 24,158
推進委員会（以下、「推進委員会」。）については 事 業 費 0 0 1,044 6,654 3,589
、条例に基づき、関係各課との連携や会議開催方法

人 件 費の工夫により、全体会及び分野別の部会を計画どお 総 0 0 17,748 17,504

り実施し、目標を達成した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0 2 2
勤

計費 0 0 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

 ３分野計画を一体的に管理・評価する組織として 人　　数訳 常 0 0 0 0
、推進委員会を実施した結果、年間の評価サイクル 勤 計 0 0 0 0
の構築につなげることができた。

国庫支出金　また、推進委員会では、評価だけではなく改善提 0 0 0 0 0

案としての助言も行うことで、文化・読書・スポー 都 支 出 金 0 0 0 0 0
ツの各分野の助言に対する区の考え方を報告書とし 財

受益者負担金 0 0 0 0 0て整理でき、各事業を見直すきっかけともなってい 源
る。 その他特定財源 0 0 25 21 0
　課の旅費、郵送費等の庶務事務については、経費 内

基　　金 0 0 0 0 0
削減に努めながら適正に執行した。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 18,767 24,137 3,589

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　推進委員会については、令和４年度に３分野計画の見直しに向けた中間検証を実施するため、令和３年度の区民アンケート調査結
果も踏まえ、令和４年９月の答申を目指し円滑に運営していく。
　課の庶務事務については、今後も経費削減に努めながら、円滑な運営を行っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22576 生涯学習支援事業管理事務
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・生涯学習支援課・生学第一係
電 話 番 号 03-3880-5467 E - m a i l sg-shien@city.adachi.tokyo.jp

　文化・読書・スポーツ推進委員会および課に属する事務の円滑な運営を図 【庁内協働】地域文化課、スポーツ振興協事 目
る。 課、中央図書館

働務 的
【区民との協働】推進委員会は、学識委

事 の ・
　１　職員の旅費　　　　２　事務用品等購入経費 員の他、各分野の専門家や区議会議員で

業 概 内 協
　３　郵送料　　　　　　４　文化・読書・スポーツ推進委員会事務経費 構成されており、協働している。

要 容 創

根 拠 　社会教育法、足立区文化・読書・スポーツ推進委員会条例、足立区文化・読書・スポーツ推



書館法　足立区図書館条例 足立区読書活動推進計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

業務調整会議の開催数（中 中央図書館の一部業務委託事業者との 目標値 12 12 11 12 12
指

央図書館） 定例連絡調整会議　
実績値 12 11 12 12標

目標値＝月1回×12ヵ月　　　　　
１

[単位] 回 実績値＝年間の開催数 達成率 100% 92% 109% 100%

メールカーによる相互貸借 全区立図書館・他施設への図書館資料 目標値 780,000 780,000 760,000 760,000 793,419
指

した図書資料等の配送件数 等の配送・回収
実績値 771,213 822,610 710,648 793,419標

目標値＝概ね前年実績数+見込み
２

[単位] 冊 実績値＝年間実績数 達成率 99% 105% 94% 104%

全区立図書館の入館者数 目標値＝概ね前年実績数+見込み 目標値 2,660,000 2,438,000 2,438,000 2,137,742
指

実績値＝年間実績数　※令和3年度目
実績値 2,731,936 2,502,253 1,548,980 2,137,742標

標値は令和2年度目標値とする。
３

[単位] 人 達成率 0% 94% 64% 88%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①予定通り開催し、目標を達成した。 総事業費 349,029 226,884 241,274 311,513
指標②新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めな 事 業 費 309,930 177,970 189,984 264,774 272,483
がら開館を継続し、目標を達成した。

人 件 費指標③新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めな 総 39,099 48,914 51,290 46,739

がら開館を継続したが、入場整理やイベント開催自 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
粛を行ったため、入館者数は目標を下回った。 常

人　　数業 4 5.2 5.6 4.6
勤

計費 35,420 45,287 49,694 40,259

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　感染対応を適切に行い、開館を継続することがで 人　　数訳 常 1 1 0.5 2
きた。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、 勤 計 3,679 3,627 1,596 6,480
Web上で予約し、来館する回数や滞在時間を減らす

国庫支出金傾向があり、配送件数が増えたほどには入館者が増 0 0 0 0 0

えなかったと考えられる。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　本事業は乳幼児期からの読書習慣の定着により、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0子どもの学力向上に貢献している。 源
　また、地域の活性化につながる子育て世代の交流 その他特定財源 75 89 70 68 86
のきっかけとなっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 348,954 226,795 241,204 311,445 272,397

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　来館される利用者に対する新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めるとともに電子図書館やオンライン申請を拡充し、非来館型
・非接触型のサービスを実施していく。
　また、新しい生活様式やデジタル化など社会情勢の変化を踏まえながら「足立区読書活動推進計画」の中間検証を行う。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4168 図書館管理事務
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・管理係
電 話 番 号 03-5813-3749 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【庁内協働】執行委任・地域文化課(こ協事 目
ども未来創造館)0.1人、区政情報課、多

働務 的
様性社会推進課、産業政策課、企業経営

事 の ・
図書館資料を収集・整理・保存し、閲覧や館外貸出、読書相談等のｻｰﾋﾞｽを 支援課：図書館システムによる情報の流

業 概 内 協
行うため、施設・図書館資料の維持及び管理と一部業務委託やﾒｰﾙｶｰの運行 通とメールカーによる図書資料類の相互

要 容 創を行う。 活用を図っている。
根 拠 社会教育法第５条第４号　図



計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

図書資料貸出数※令和元年 区立図書館の図書資料貸出数 目標値 606,838 3,117,865 2,937,701 2,353,179 2,999,313
指

度からは全15館に変更　　 目標値＝前年度実績値の2％増(地域館
実績値 549,605 2,937,701 2,307,038 2,940,503標

　　　 工事有。R2のみ目標値＝H31実績値)
１

[単位] 冊 実績値＝図書資料貸出数 達成率 91% 94% 79% 125%

視聴覚資料貸出数 中央図書館の視聴覚資料貸出数 目標値 128,105 120,697 105,308 55,824 66,548
指

目標値＝前年度実績値の3％増
実績値 117,182 105,308 54,199 64,610標

実績値＝視聴覚資料貸出数
２

[単位] 点 達成率 91% 87% 51% 116%

区内相互貸借貸出数 中央図書館の区内相互貸借貸出数 目標値 171,793 168,564 168,422 156,473 163,348
指

目標値＝前年度実績値の2％増
実績値 165,259 165,120 153,405 160,146標

実績値＝区内相互貸借貸出数のうち中
３

[単位] 冊 央図書館の所蔵によるもの 達成率 96% 98% 91% 102%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標共通事項として、3年度は新型コロナウイル 総事業費 86,366 224,684 225,127 248,195
ス感染拡大防止を目的とした臨時休館等がなく、全 事 業 費 7,241 152,277 164,280 183,934 175,643
体的に貸出数が伸び、目標を達成した。

人 件 費指標①：前年度比約27％の増。上記に関連し、一昨 総 79,125 72,407 60,847 64,261

年の貸出数とほぼ同程度となった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標②：近年減少傾向であったが、前年度比約19％ 常

人　　数業 3.95 2.9 2.9 2.9増となった。 勤
指標③：前年度比約5％の増。 計費 34,977 25,256 25,735 25,381

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　図書資料については、乳幼児期からの読書習慣の 人　　数訳 常 12 13 11 12
定着に努めており、特に児童書の貸出数が伸びてい 勤 計 44,148 47,151 35,112 38,880
る（前年度比約40％増）。引き続き豊富な蔵書に加

国庫支出金え、電子書籍のさらなるＰＲを行うことで、多様化 0 0 0 0 0

する利用者のニーズに応えていく。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　図書資料の貸出しや閲覧を実施することで、区民 財

受益者負担金 0 0 0 0 0の学習環境や教養を高めることに繋がっている。 源
また、「防災特集」や「健康特集」など、地域の課 その他特定財源 0 0 0 0 0
題の解決に資する情報発信を行うことで、地域の絆 内

基　　金 0 0 0 0 0
づくりに貢献している。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 0 0 0 0 0

一般財源 86,366 224,684 225,127 248,195 175,643

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　引き続き「足立区読書活動推進計画」の実現に向けた図書資料の収集を行い、区民サービスの充実を図る。その中でも電子図書館
の運営については、今まで本に馴染みが薄かった方へのきっかけとなるような環境を整備をするため、さらなる蔵書の拡大およびPR
を計画的に進めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4174 図書館図書資料貸出・整備事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・資料選定係
電 話 番 号 03-5813-3741 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【庁内協働】区政情報課、多様性社会推協事 目
進課、地域文化課、産業政策課、企業経

働務 的
営支援課：図書館システムによる情報の

事 の ・
図書資料、視聴覚資料、地方行政資料及びその他必要な資料を収集し、整理 流通とメールカーによる図書資料類の相

業 概 内 協
・保存して閲覧に供するとともに、館外貸出のサービスを行う。 互活用を図っている。

要 容 創

根 拠 社会教育法第５条第４号　図書館法　足立区立図書館条例 足立区読書活動推進



立図書館条例 足立区図書館館則 足立区読書活動推進計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

図書館ホームページアクセ 目標値＝前年度実績の5％増 目標値 1,566,840 1,582,927 1,715,167 1,743,939 1,848,682
指

ス件数（トップページ） 実績値＝年間アクセス件数
実績値 1,507,550 1,633,493 1,660,895 1,760,650標

元年度から目標値の設定方法を変更し
１

[単位] 件 た（30年度までは前年度実績10％増） 達成率 96% 103% 97% 101%

利用者用公衆無線（Wi-Fi 目標値＝前年度実績の5％増 目標値 0 96,186 121,628 61,877 99,241
指

）アクセス件数 実績値＝年間アクセス件数
実績値 48,093 115,837 58,931 94,516標

令和元年度から指標に追加する
２

[単位] 件 達成率 0% 120% 48% 153%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①、②とも目標値を達成した。指標①は、電子 総事業費 52,473 16,617 19,874 17,132
図書館の導入や一部手続きのオンライン化により、 事 業 費 7,513 5,295 8,338 5,754 5,667
アクセス件数が増加したと考えられる。指標②は、

人 件 費2年度と比較し新型コロナウイルス感染症拡大防止 総 44,960 11,322 11,536 11,378

による臨時休館がなかったため、来館による利用が 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
増加したと考えられる。 常

人　　数業 3 1.3 1.3 1.3
勤

計費 26,565 11,322 11,536 11,378

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　指標①について、ホームページでの情報発信、手 人　　数訳 常 5 0 0 0
続きのオンライン化により、電話問い合わせの抑制 勤 計 18,395 0 0 0
や窓口の混雑防止につなげることができた。

国庫支出金　ネットワークの整備によって、区民が知識や教養 0 0 0 0 0

を高めるための資料、環境の提供に大いに貢献して 都 支 出 金 0 0 0 0 0
いる。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】 4.a 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 52,473 16,617 19,874 17,132 5,667

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　3年度に図書館システムをリニューアルし新しい機能が追加されたが、さらなるサービスアップに向けて貸出カードの電子化や電
子図書館連携などの導入を検討していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4176 図書館ネットワークシステム管理事務
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・システム運用係
電 話 番 号 03-5813-3746 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【庁内協働】区政情報課、多様性社会推協事 目
進課、地域文化課、産業政策課、企業経

働務 的
営支援課：図書館システムによる情報の

事 の ・
図書館資料を収集・整理・保存し、閲覧や館外貸出、読書相談等のサービス 流通とメールカーによる図書資料類の相

業 概 内 協
を合理的かつ円滑に行うため、コンピュータによるネットワークシステムを 互活用を図っている。

要 容 創構築し維持・管理を行う。
根 拠 社会教育法第５条第４号　図書館法　足立区



書館条例 足立区読書活動推進計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

読み語り講座 読み語り事業推進のためのボランティ 目標値 7 7 7 7 7
指

ア入門講座やフォローアップ講座の開
実績値 6 6 2 5標

催回数。目標値＝年7回　実績数＝年
１

[単位] 回 間の開催数 達成率 86% 86% 29% 71%

絵本の配付率 あだちはじめてえほん事業絵本配付率 目標値 70 70 70 70 70
指

（1歳6か月児）
実績値 65 63 58 56標

目標値＝前年度配付率+見込み
２

[単位] 率 実績値＝配付率 達成率 93% 90% 83% 80%

学校図書館ボランティア活 学校図書館ボランティアが活動してい 目標値 83 83 83 83 83
指

動学校数 る学校数（区立小・中学校）
実績値 76 74 64 63標

目標値＝全校数の80％の学校数
３

[単位] 校数 実績値＝当該年度の活動学校数 達成率 92% 89% 77% 76%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①予定していた講座を新型コロナウイルス感染 総事業費 87,393 62,804 61,473 59,374
拡大防止の観点から、中止したため目標値を下回っ 事 業 費 15,183 9,833 10,017 11,406 22,045
た。

人 件 費指標②新型コロナウイルス感染拡大により、配付施 総 72,210 52,971 51,456 47,968

設への来館自粛につながり目標値を下回った。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標③新型コロナウイルス感染拡大により、学校で 常

人　　数業 4 4 4 4の活動が停滞したため目標値を下回った。 勤
計費 35,420 34,836 35,496 35,008

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　読み語り講座の実施により、読み語りの大切を伝 人　　数訳 常 10 5 5 4
えることができ、乳幼児が本に親しむ機会の提供に 勤 計 36,790 18,135 15,960 12,960
つながっている。

国庫支出金　コロナ禍においても絵本を楽しめるよう、読み語 0 0 0 0 0

り動画を配信した。さらに3年度から動画で紹介し 都 支 出 金 0 0 0 0 0
ている絵本を配付絵本に加え、動画と連動したＰＲ 財

受益者負担金 0 0 0 0 0も行った。 源
　目標は達成しなかったものの、養成講座の実施に その他特定財源 0 0 0 0 1,000
より、ボランティアのスキル向上や各学校での活動 内

基　　金 0 0 0 0 0
の定着にもつながっている。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.a 0 0 0 0 0

一般財源 87,393 62,804 61,473 59,374 21,045

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　読み語り講座及び学校図書館ボランティア養成講座は、新型コロナウイルス感染症対策を講じながら開催していく。また、講座を
通じてボランティアの活動が定着するよう支援していくとともに、新たな人材の発掘を図る。
　あだちはじめてえほん事業は、子どもに読書習慣が定着するよう、本に親しめる機会を提供していく。なお、4年4月から、3～4か
月児健診対象者全員（約4,000人）に仮登録した図書館の貸出カードの配付を開始し、図書館への来館を促している。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4177 読書活動推進事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・読書活動推進係
電 話 番 号 03-5813-3745 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【協働・協創】ボランティアと連携し、協事 目
絵本の読み語りを実施

働務 的
【庁内協働】住区推進課、保健予防課、

事 の ・
あだちはじめてえほん事業など子どもの読書習慣につながる機会を提供する 教育政策課(区立小学校・中学校)

業 概 内 協
とともに、こどもの読書活動に関わるボランティアや学校図書館を支援する

要 容 創。また、読書活動の充実を図るために、人材の育成や多様な連携を図る。
根 拠 社会教育法第５条第４号　図書館法　足立区立図



義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

図書館内設備の新設・増設 目標値＝100％ 目標値 0 100 100 100 0
指

実績値＝設備の新設・増設の達成率
実績値 100 100 100標

目標達成により令和4年度から指標を
１

[単位] 率 削除 達成率 0% 100% 100% 100%

図書館内設備の修繕対応 目標値＝100％ 目標値 0 100 100 100 100
指

実績値＝設備の修繕対応実施率
実績値 100 100 100標

令和元年度から事業の開始に伴い指標
２

[単位] 率 を追加 達成率 0% 100% 100% 100%

図書館内物品の更新・増設 目標値＝100％ 目標値 100 100
指

実績値＝物品類の更新・増設対応実施
実績値 100標

率
３

[単位] 率 令和4年度から指標を追加 達成率 0% 0% 0% 100%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①地域図書館4館の閲覧席の電源コンセント増 総事業費 0 21,527 19,977 24,781
設を実施した。2年度までの実施分と合算して計13 事 業 費 0 11,076 9,328 14,279 8,271
館で導入済であり、当初の目標を達成したため4年

人 件 費度からは指標から削除する。 総 0 10,451 10,649 10,502

指標②目標値を達成した。竹の塚図書館の書架、梅 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
田図書館の防犯カメラ等の修繕を実施した。 常

人　　数業 0 1.2 1.2 1.2指標③4年度から指標に追加した。3年度は中央図書 勤
館の予約棚用書架を増設した。 計費 0 10,451 10,649 10,502

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　閲覧席の電源コンセントや中央図書館の予約棚の 人　　数訳 常 0 0 0 0
増設により、新たなサービス展開につながった。ま 勤 計 0 0 0 0
た、老朽化した設備の故障時に迅速に対応すること

国庫支出金で館内環境の維持を実現できている。 0 0 0 0 0

　館内環境を整備することで、利用者の満足度向上 都 支 出 金 0 0 0 0 0
に貢献している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】 4.a 源
その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 21,527 19,977 24,781 8,271

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ □ ある ■ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　引き続き設備や物品の故障時に迅速に対応し、館内環境の維持に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22322 図書館施設運営事務
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・システム運用係
電 話 番 号 03-5813-3746 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【庁内協働】住区推進課、生涯学習支援協事 目
課：施設の維持管理を進めるにあたり、

働務 的
施設所管各課と連携している。

事 の ・
区立図書館の適正な運営のため、施設の維持管理を行う。

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 社会教育法第５条第４号　図書館法　足立区図書館条例 足立区読書活動推進計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定



※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

レファレンス事例件数(元 区公式ホームページに掲載したレファ 目標値 87 97 192 234
指

年度から新規指標) レンス事例の件数
実績値 87 92 160 195標

目標値＝前年度実績の20％増（令和
１

[単位] 件 2年度まで前年度比増加数を加算） 達成率 0% 106% 165% 102%

調べ学習用図書配送件数( 区立小・中学校に対し、調べ学習用図 目標値 104 104 124 123
指

元年度から新規指標) 書を配送した回数
実績値 63 125 191標

目標値＝足立区の区立小・中学校数（
２

[単位] 件 小学校68校＋中学校35校×1.2 達成率 0% 61% 120% 154%

図書宅配サービス提供冊数 身体の障がいなどの理由により、図書 目標値 76 150 218 367
指

(元年度から新規指標) 館へ来館することが困難な方を対象に
実績値 76 150 218 367標

配送した図書資料の冊数目標値＝前年
３

[単位] 冊 度実績値 達成率 0% 197% 145% 168%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標①区公式ホームページに足立区や時事に関する 総事業費 0 75,473 62,159 68,130
テーマを中心に掲載し、目標を上回った。 事 業 費 0 4,367 3,617 2,994 7,677
指標②校長会での説明など学校へのPRを強化したこ

人 件 費とにより利用が増加したため、目標を大きく上回っ 総 0 71,106 58,542 65,136

た（小学校174回、中学校17回）。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
目標③読書量が多い利用者に対して発送方法を見直 常

人　　数業 0 4 3 3した結果、目標を大幅に上回った。 勤
計費 0 34,836 26,622 26,256

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指標①区公式ホームページにレファレンス事例を掲 人　　数訳 常 0 10 10 12
載することにより、区民の知識・技能の向上に寄与 勤 計 0 36,270 31,920 38,880
した。

国庫支出金指標②利用が増加したことで、小・中学校の図書館 0 0 0 0 0

を使った調べる学習コンクールへの活用が進んでい 都 支 出 金 0 0 0 0 0
る。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0指標③配送事業を行うことで、障がいなどの理由に 源
より図書館へ来館が困難な方の読書活動の推進に貢 その他特定財源 0 0 0 0 0
献している。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.3、4.1、4.5 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 75,473 62,159 68,130 7,677

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　レファレンス事例の掲載を図書館システムに移行し、OPAC（蔵書検索・予約システム）と連携し、事例を見た区民がそのまま本を
予約できるようにすることで利便性の向上を図っていく。
　調べ学習用図書配送は今後も小・中学校へのPRを継続する。
　障がい者向け図書宅配サービスは障がい福祉センターあしすとなど関係機関と連携してPRを行っていく。また、オンライン申請を
開始することにより利便性を向上していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22323 図書館サービス運営事務
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・図書案内係
電 話 番 号 03-5813-3742 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

 生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【庁内協働】区政情報課、多様性社会推協事 目
進課、地域文化課、産業政策課、企業経

働務 的
営支援課：図書資料の相互活用により、

事 の ・
 レファレンス・読書相談等のサービスを円滑に行うため、相互貸借や未返 レファレンス・読書相談のサービス向上

業 概 内 協
却者への督促を行う。 を図っている。

要 容 創

根 拠  社会教育法第５条第４号　図書館法　足立区図書館条例 足立区読書活動推進計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標



図書館法　足立区図書館条例　足立区読書活動推進計画
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

大規模改修の実施施設数 大規模改修を行った施設数 目標値 1 1 1 0 0
指

実績値 1 1 1 0標

１
[単位] 件 達成率 100% 100% 100% 0%

梅田八丁目複合施設基本構 【新規指標】梅田八丁目複合施設基本 目標値 0 0 0 1 0
指

想及び基本計画の策定 構想及び基本計画の策定件数
実績値 1標

２
[単位] 件 達成率 0% 0% 0% 100%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標①は大規模改修工事の計画がなく、目標値、 総事業費 0 69,740 56,975 72,838
実績値ともにゼロとなった。 事 業 費 0 65,385 46,505 60,846 0
　指標②は4年3月に「梅田八丁目複合施設基本構想

人 件 費・基本計画」の策定が完了したことにより、目標を 総 0 4,355 10,470 11,992

達成した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 0 0.5 1 1
勤

計費 0 4,355 8,874 8,752

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　指標②については、複合施設の基本構想・基本計 人　　数訳 常 0 0 0.5 1
画の策定完了に伴い、施設の機能や規模等の複合施 勤 計 0 0 1,596 3,240
設としての整備方針が確立できた。

国庫支出金【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.7 0 0 0 0 0

都 支 出 金 0 0 0 0 0
財

受益者負担金 0 0 0 0 0
源

その他特定財源 0 0 0 0 0
内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 0 69,740 56,975 72,838 0

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 ■ 休止・終了
　大規模改修については、次回は中央本町センター（やよい図書館）が4年度に設計、5年度から6年度にかけての工事が予定されて
おり、計画通り対応を進めていく。
　梅田八丁目複合施設の整備については、当初予算に経費を計上していないが、4年度中に整備用地を都から取得予定である。その
ために、3年度末に策定した基本構想及び基本計画を元に、都との協議や手続を行っていく。また、9年度を予定している施設開館に
向け、設計や管理運営に関する事項等について、関連所管と連携しながら、スケジュールの遅滞が発生しないよう検討を進める。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 22340 図書館の大規模改修・開設事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・システム運用係
電 話 番 号 03-5813-3746 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

生涯学習環境の整備・充実を図り、学習機会を提供する。 【庁内協働】エリアデザイン計画担当課協事 目
協働・協創推進課、資産活用担当課、西

働務 的
部地区建設課、住区推進課、地域文化課

事 の ・
１　図書館大規模改修において、書架等の図書館備え付け備品等の購入を行 生涯学習支援課、スポーツ振興課：大規

業 概 内 協
い、図書館内環境整備をする。 模改修の設計・計画を進めるにあたり、

要 容 創２　梅田八丁目複合施設の整備に関する業務を行う。 各課と連携している。
根 拠 社会教育法第５条第４号　



動支援事業実施 連携講座等の年間実施予定回数 目標値 101 197 445 122 125
指

回数
実績値 172 215 15 19標

１
[単位] 回 達成率 170% 109% 3% 16%

あだち放課後子ども教室支 巡回指導回数（週1回程度）+スタッフ 目標値 3,174 3,174 3,196 3,196 3,149
指

援回数 会議等参加回数（令和3年度公社支援6
実績値 3,861 3,501 2,132 2,196標

8校）。
２

[単位] 回 達成率 122% 110% 67% 69%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

「指標1」コロナ感染者数が減少した時期に実施で 総事業費 348,546 333,541 322,332 325,927
きたプログラㇺもあったが、緊急事態宣言等により 事 業 費 312,240 297,834 285,949 290,044 308,510
大多数のプログラムが中止となり、目標値には達し

人 件 費なかった。 総 36,306 35,707 36,383 35,883

「指標2」感染症の状況を見ながらの放課後子ども 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
教室運営となり、休止や再開調整等のため、打合せ 常

人　　数業 4.1 4.1 4.1 4.1を含め巡回等の支援を行ったが、年間実施日数の縮 勤
小により、目標値には達しなかった。 計費 36,306 35,707 36,383 35,883

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

「指標1」コロナの影響により、子どもたちの遊び 人　　数訳 常 0 0 0 0
や学び・交流活動の機会は縮小する結果となった。 勤 計 0 0 0 0
「指標2」安全・安心な放課後子ども教室の実施の

国庫支出金ため、３密回避の方策を協議し、事業運営を行った 0 0 0 0 0

。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
 新しいルールの中でも、子どもたちが自主的に活 財

受益者負担金 0 0 0 0 0動する場が継続でき、関わる大人も考え、学び、実 源
践する生涯学習の場となった。また、感染症対応の その他特定財源 0 0 0 0 0
ため、事業内容は縮小されるも、放課後の居場所が 内

基　　金 0 0 0 0 0
提供でき、貧困対策にもつながっている。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】1.3，4.a 0 0 0 0 0

一般財源 348,546 333,541 322,332 325,927 308,510

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である ■ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　放課後子ども教室が、子どもたちの、安心・安全な居場所として安定運営を継続し、併せて自主的な活動の場として拡充していく
ために、公社は、実行委員会・安全管理スタッフ、体験交流活動に関わる地域のボランティア、企業・団体等、様々な地域資源と協
働し、事業の運営支援を行う。また、地域活動に取り組む区民の活動継続のための事業を通じ、学びの成果を地域で活かす生涯学習
事業を推進し、放課後子ども教室等の場で、生涯学習の機会を提供する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4130 生涯学習振興公社運営事業
施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

記 入 所 属 学校運営部・学校支援課・教育調整
電 話 番 号 03-3880-5961 E - m a i l kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jp

区が目指す「人間力と文化力を育み活力あふれる文化都市」の創造に寄与す 「協働」地域人材・団体との協働により協事 目
るため、公社運営を補助する。 、子どもの体験・交流活動を進めている

働務 的
。

事 の ・
人件費補助、公社管理運営補助

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 公益財団法人足立区生涯学習振興公社の助成等に関する条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

生涯学習活



読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

小学校の施設利用管理委託 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 89,596 87,497 83,448 80,420 80,420
指

費 実績値＝地域開放､学校行事､改修工事
実績値 90,158 66,894 44,717 20,342標

等に伴うシルバー会員人件費
１

[単位] 千円 ※低減目標 達成率 99% 131% 187% 395%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

新型コロナウイルス感染拡大防止のために、例年配 総事業費 95,690 72,337 50,111 23,616
置を行っていない自主管理校に対しても消毒物品の 事 業 費 90,158 66,894 44,716 20,342 83,856
補充を実施した。

人 件 費一方、学校の貸出中止期間が約７か月あったことに 総 5,532 5,443 5,395 3,274

より、学校開放にかかる経費は削減されたが、通常 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
の学校運営に必要な工事立合、学童、保育事業にお 常

人　　数業 0.5 0.5 0.5 0.3ける対応は継続された。 勤
計費 4,428 4,355 4,437 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

学校教育以外の目的で学校施設を利用する団体や工 人　　数訳 常 0.3 0.3 0.3 0.2
事関係者などが、校内活動を行う場合の開錠、施錠 勤 計 1,104 1,088 958 648
を行っている。令和３年度については、新型コロナ

国庫支出金ウイルス感染拡大防止により、学校開放団体に対す 0 0 0 0 0

る貸出中止が長期間となったことで、工事や学童保 都 支 出 金 0 0 0 0 0
育といった活動に対する安全管理のためのシルバー 財

受益者負担金 0 0 0 0 0会員の配置が主となった。 源
◎貢献度・波及効果：学校を安全に利用するため、 その他特定財源 0 0 0 0 0
必要不可欠な業務である。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 95,690 72,337 50,111 23,616 83,856

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
日常的に行われてきた学校開放事業が新型コロナウイルス感染拡大により中止となったことで、シルバー会員配置要件が絞られた一
方、消毒の徹底のために、学校開放実施期間中は、自主管理校を含む全校で配置をした。学校、利用団体、配置シルバー会員も変更
されたルールにしたがって対応をしてきた。今後も、感染症対策を踏まえたよりよい学校の管理方法について、教育委員会とも協議
しながら対応していく。
また、学校施設管理運営委員会を通じた学校開放団体への適正利用の徹底を図り、経費の削減に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4144 小学校施設利用管理委託事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・振興係
電 話 番 号 03-3880-5826 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

区立小学校の学校開放等地域活用時の受付業務を委託することにより、学校 【協働】スポーツ推進委員が会長となり協事 目
管理に万全を期す。 、学校、利用団体の３者で調整等を行っ

働務 的
ている。

事 の ・
学校開放等地域活用時に要する受付業務委託 【庁内協働】教育政策課、学校施設管理

業 概 内 協
課、地域文化課、住区推進課、生涯学習

要 容 創 振興公社
根 拠 学校教育法、社会教育法、足立区学校施設の地域活用に関する実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に



に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

中学校の施設利用管理委託 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 19,962 16,674 19,857 18,494 18,494
指

費 実績値＝地域開放､学校行事、部活、
実績値 22,192 13,642 14,586 5,248標

改修工事等に伴うシルバー会員人件費
１

[単位] 千円 ※低減目標 達成率 90% 122% 136% 352%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

新型コロナウイルス感染拡大防止のために、例年配 総事業費 27,356 18,722 19,880 8,522
置をおこなっていない自主管理校に対しても消毒物 事 業 費 22,192 13,642 14,805 5,248 19,842
品の補充を実施した。

人 件 費一方、学校の貸出中止期間が約７か月あったことに 総 5,164 5,080 5,075 3,274

より、学校開放にかかる経費は削減されたが、通常 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
の学校運営に必要な工事立会等の対応が継続された 常

人　　数業 0.5 0.5 0.5 0.3。 勤
計費 4,428 4,355 4,437 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

学校教育以外の目的で学校施設を利用する団体や工 人　　数訳 常 0.2 0.2 0.2 0.2
事関係者などが、校内活動を行う場合の開錠、施錠 勤 計 736 725 638 648
を行っている。令和３年度については、新型コロナ

国庫支出金ウイルス感染拡大により、学校開放団体に対する貸 0 0 0 0 0

出中止が長期間となったことで、工事や学習教室に 都 支 出 金 0 0 0 0 0
対する安全管理のためのシルバー会員の配置が主と 財

受益者負担金 0 0 0 0 0なった。 源
◎貢献度・波及効果：学校を安全に利用するため、 その他特定財源 0 0 0 0 0
必要不可欠な業務である。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 27,356 18,722 19,880 8,522 19,842

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
日常的に行われてきた学校開放事業が新型コロナウイルス感染拡大により中止となったことで、シルバー会員配置要件が絞られた一
方、消毒の徹底のために、学校開放実施期間中は、自主管理校を含む全校で配置をした。学校、利用団体、配置シルバー会員も変更
されたルールにしたがって対応をしてきた。今後も、感染症対策を踏まえたよりよい学校の管理方法について、教育委員会とも協議
しながら対応していく。
また、学校施設管理運営委員会を通じた学校開放団体への適正利用の徹底を図り、経費の削減に努めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4145 中学校施設利用管理委託事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・振興係
電 話 番 号 03-3880-5826 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

区立中学校の学校開放等地域活用時の受付業務を委託することにより学校管 【協働】スポーツ推進委員が会長となり協事 目
理に万全を期す。 、学校、利用団体の３者で調整等をおこ

働務 的
なっている。

事 の ・
学校開放等地域活用時に要する受付業務委託 【庁内協働】教育政策課、学校施設管理

業 概 内 協
課、地域文化課、住区推進課、生涯学習

要 容 創 振興公社
根 拠 学校教育法、社会教育法、足立区学校施設の地域活用に関する実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率



住区推進課、生涯学習
要 容 創 振興公社

根 拠 学校教育法、社会教育法、足立区学校施設の地域活用に関する実施要綱
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

学校開放利用者数 目標値＝経年実績をもとに設定 目標値 1,370,000 1,400,000 1,170,000 1,170,000 1,170,000
指

実績値＝小学校69校、中学校35校、合
実績値 1,393,923 1,297,968 447,130 465,490標

計104施設の利用者延べ人数
１

[単位] 人 達成率 102% 93% 38% 40%

登録団体数 目標値＝経年実績をもとに設定 目標値 1,400 1,450 1,400 1,400 1,400
指

実績値＝小学校69校、中学校35校、合
実績値 1,393 1,313 1,322 1,355標

計104施設の全登録団体数
２

[単位] 件 達成率 100% 91% 94% 97%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：新型コロナウイルス感染拡大防止のため、 総事業費 30,619 16,867 14,908 9,705
学校開放貸出中止期間が約７か月あったことにより 事 業 費 26,191 12,512 10,471 6,107 22,286
目標値を下回った。

人 件 費指標2：コロナ禍にあって、運動・スポーツを身近 総 4,428 4,355 4,437 3,598

なところで行いたいという新規登録団体の申請や、 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
PTAなどの地域団体の活動実態に合わせた登録を促 常

人　　数業 0.5 0.5 0.5 0.3したことにより、昨年度実績値を上回った。 勤
計費 4,428 4,355 4,437 2,626

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

身近にある学校施設を活用し、運動・スポーツや文 人　　数訳 常 0 0 0 0.3
化活動の場を提供できるよう、学校施設管理運営委 勤 計 0 0 0 972
員会を中心に、事業を実施している。

国庫支出金◎貢献度、波及効果：登録団体による学校を単位と 0 0 0 0 0

する自主的な活動であり、本活動自体が地域の仲間 都 支 出 金 0 0 0 0 0
づくりやコミュニティ育成に貢献し、絆を深める機 財

受益者負担金 0 0 0 0 0会となっている。 源
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 30,619 16,867 14,908 9,705 22,286

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
学校開放事業は、教育施設を借用し身近で気軽に運動・スポーツ、文化活動をする場を拡充しているが、本来目的の教育活動が優先
されるため、開放が中止となる場合がある。コロナ禍で、感染拡大を防止するために、改めて団体の活動に対する理解やルールの徹
底を図ったうえで再開が出来たことは、学校開放の今後の運営にプラスとなった。今後も各校の学校施設管理運営委員会において調
整を図りながら、より多くの区民が学校施設を利用できるよう適正かつ公平な運営に取り組んでいく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4146 学校施設の地域開放事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・振興係
電 話 番 号 03-3880-5826 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

地域住民に学校施設を開放し、利用施設の管理を地域・学校・行政の三者協 【協働】スポーツ推進委員が会長となり協事 目
働で行い生涯学習を推進する。地域文化・地域スポーツの振興、住民の連帯 、学校、利用団体と３者間で利用調整や

働務 的
感の高揚とコミュニティの育成、青少年の健全育成等の目標を推進する。 情報交換をおこなっている。

事 の ・
区立小・中学校施設を地域の社会教育・社会体育団体に開放する。学校開放 【庁内協働】教育政策課、学校施設管理

業 概 内 協
の管理業務の一部を利用者が担う。 課、地域文化課、



、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

事業従事者数 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 800 850 700 700 700
指

実績値＝スポーツ推進委員の延べ従事
実績値 860 700 34 386標

者数
１

[単位] 人 達成率 108% 82% 5% 55%

会議、研修会実施数 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 130 130 118 118 118
指

実績値＝全体会、研修会、運営部会、
実績値 118 107 57 59標

ブロック会議等の実施数
２

[単位] 回 達成率 91% 82% 48% 50%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1、指標2ともに緊急事態宣言が発出され、学校 総事業費 29,600 26,666 28,598 20,581
の休校等、新型コロナウイルス感染拡大防止のため 事 業 費 11,890 9,248 10,850 9,203 12,899
に事業や会議が中止となったことにより、目標値を

人 件 費下回った。 総 17,710 17,418 17,748 11,378

しかし、小学校の体力測定や屋外事業などが実施と 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
なり前年に比べて実績値は上がった。 常

人　　数業 2 2 2 1.3
勤

計費 17,710 17,418 17,748 11,378

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

地域のスポーツ行事や小学校体力状況調査、各種ス 人　　数訳 常 0 0 0 0
ポーツ教室への指導派遣により、地域スポーツの振 勤 計 0 0 0 0
興を支えてきた。事業準備のための会議や研修を行

国庫支出金ってきたが、派遣中止となったケースが続いた。 0 0 0 0 0

◎貢献度：区や地区対が主催する運動・スポーツ事 都 支 出 金 0 0 0 0 0
業には、指導者として関わり、円滑な運営に貢献し 財

受益者負担金 0 0 0 0 0ている。 源
◎波及効果：具体的な指導方法を研修で習得してお その他特定財源 0 0 0 0 0
り、イベントや地域事業への指導者派遣につながっ 内

基　　金 0 0 0 0 0
ている。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 0 0 0 0 0

一般財源 29,600 26,666 28,598 20,581 12,899

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
スポーツ推進委員会は、地域のスポーツ活動のコーディネーターとして区主催イベントの共催や地域での活動に関わり、スポーツの
普及・推進に貢献している。新型コロナウイルス感染対策をとりながら、イベントの形も変えつつ、一層、身近で取り組める運動・
スポーツの普及に貢献していただけるよう理解と協力を求めていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4147 スポーツ推進委員会活動支援事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・振興係
電 話 番 号 03-3880-5826 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

区民の健康体力づくり運動の促進およびスポーツ推進委員の資質向上を図り 【協働】総合型地域クラブ連絡会へ出席協事 目
、生涯スポーツの振興・区民皆スポーツの推進を図る。 、協力体制、情報共有を図っている。

働務 的
【庁内協働】教育政策課、学校施設管理

事 の ・
報酬、研修等参加旅費の支払い。活動に必要な物品の購入。 課、地域文化課、青少年課、生涯学習振

業 概 内 協
興公社

要 容 創

根 拠 スポーツ基本法
法令等 足立区スポーツ推進委員に関する規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は



化、実践する。 生涯学習支援課、教育委員会、高齢福祉
要 容 創 課他

根 拠 スポーツ基本法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

行政推進会議実施数 目標値＝改修、プール関連増見込み 目標値 55 55 45 45 55
指

実績値＝施設長、関係所管連携会議（
実績値 53 52 40 50標

経営戦略推進担当・公園管理課等）
１

[単位] 件 実施数　※スポーツ関連 達成率 96% 95% 89% 111%

区民推進会議実施数 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 51 51 43 43 43
指

実績値＝地域ミーティング、クラブミ
実績値 44 56 18 18標

ーティング、スポーツ推進委員会地域
２

[単位] 件 部会 達成率 86% 110% 42% 42%

後援申請承認件数 目標値＝経年実績をもとに設定 目標値 250 270 270 270 270
指

実績値＝社会体育団体の後援及び共催
実績値 290 244 228 234標

申請の承認件数
３

[単位] 件 達成率 116% 90% 84% 87%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標１：新型コロナウイルス感染防止を目的とした 総事業費 53,343 61,359 61,318 40,481
臨時休館等により実施回数に影響されたが、目標値 事 業 費 31,205 39,586 30,259 23,755 37,755
を上回った。

人 件 費指標２：新型コロナウイルス感染防止を目的とした 総 22,138 21,773 31,059 16,726

臨時休館等により実施回数が減少ため目標値を下回 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
った。 常

人　　数業 2.5 2.5 3.5 1.8指標３：一部事前大会等を中止とした影響もあり、 勤
目標値を下回った。 計費 22,138 21,773 31,059 15,754

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

それぞれの会議については、関係団体の事業調整の 人　　数訳 常 0 0 0 0.3
ほか、共生社会の構築といった区の課題解決のため 勤 計 0 0 0 972
の討議の場となっているが、書面やリモートなどの

国庫支出金情報交換は別途行ったものの開催回数の確保ができ 0 0 0 0 0

なかった。 都 支 出 金 3,350 4,036 1,081 3,251 0
◎貢献度：関係団体相互の協力のもと、人材活用、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0施設運営、課題解決に対し貢献している。 源
◎波及効果：団体間の情報共有、支援体制、連携に その他特定財源 0 2,000 297 677 0
つながっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 49,993 55,323 59,940 36,553 37,755

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している ■ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
新型コロナウイルス感染症の影響により今年度も様々なスポーツイベントが中止になるなか、新たな取り組みとして「ウォーキング
チャレンジ」を実施したほか、オンライン会議の実施など、新たな生活様式に対応した取り組みを実践してきた。今後もコロナ禍に
おいても区民が身近に運動・スポーツを楽しめるよう取り組みを実践していくとともに、東京2020オリ・パラのレガシーである「あ
だちスポーツコンシェルジュ」「スペシャルクライフコート」のさらなる定着化を図り、スポーツを通じた共生社会の実現に寄与し
ていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－生涯学習・文化・スポーツ
事務事業名 4148 スポーツ振興事務
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・振興係
電 話 番 号 03-3880-5826 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

足立区生涯スポーツ振興計画を具体化するため、生涯スポーツ振興をめぐる 【協働】関係団体や指定管理者との協働協事 目
諸課題に対し体系的、計画的に取り組む。また、2020年東京オリンピック・ により、事業や地域行事の円滑な運営が

働務 的
パラリンピックに向けた気運醸成と運動・スポーツを普及する。 図れている。

事 の ・
関係部、教育委員会、体育協会、スポーツ推進委員、指定管理者等が連携・ 【庁内協働】地域調整課、住区推進課、

業 概 内 協
協働し、各種事業を具体



根拠) 実績等 30 31 2 3 4

スポーツ推進委員事業参加 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 21,000 23,000 25,000 25,000 25,000
指

者数 実績値＝体力測定、ニュースポーツ等
実績値 22,511 24,485 76 375標

の体験事業参加者数
１

[単位] 人 達成率 107% 106% 0% 2%

総合型地域クラブ事業参加 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 51,000 51,000 42,500 42,500 42,500
指

者数（9クラブ） 実績値＝各種教室、イベント、委託事
実績値 47,575 38,646 13,038 15,902標

業（子どもの体力向上等）の参加者数
２

[単位] 人 達成率 93% 76% 31% 37%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

指標1：例年指標対象としている事業が新型コロナ 総事業費 27,994 27,622 22,145 21,126
ウイルスの感染拡大のためすべて中止となったが、 事 業 費 10,284 10,204 4,220 9,748 11,268
新たにスペシャルクライフコートにおけるパラスポ

人 件 費ーツ体験教室を実施した。 総 17,710 17,418 17,925 11,378

指標2：学校の貸出中止など、活動が大幅に制限さ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
れたため、実績値が大きく下回った。両指標ともに 常

人　　数業 2 2 2.02 1.3、参加者制限など、新しい生活様式にあった活動に 勤
変更するため、目標値は据え置きとした。 計費 17,710 17,418 17,925 11,378

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、スポーツ推 人　　数訳 常 0 0 0 0
進委員や総合型地域クラブでの事業展開が難しい状 勤 計 0 0 0 0
況であった。その中で、新しい生活様式に合わせた

国庫支出金取り組み（人数制限、リモート、個人参加等）など 0 0 0 0 0

身近な場所で取り組める事業を工夫しながら、地域 都 支 出 金 996 676 181 0 0
スポーツ振興に寄与している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0◎貢献度：地域住民のスポーツ振興、体力向上に寄 源
与している。 その他特定財源 0 0 0 0 0
◎波及効果：地域の活性化、人材活用、地域コミュ 内

基　　金 0 0 0 0 0
ニティの形成に寄与している。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 0 0 0 0 0

一般財源 26,998 26,946 21,964 21,126 11,268

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
身近な場所での運動・スポーツの推進には、スポーツ推進委員や総合型地域クラブといった地域に根ざした活動をしている区民の協
力が不可欠である。一方、事業実施には、新型コロナウイルス感染防止の観点から工夫をおこない、地域で活動する団体と連携しな
がら、それぞれの円滑な運営を後押ししていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4149 地域団体活動支援事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・振興係
電 話 番 号 03-3880-5826 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

区民の健康体力づくりの啓発活動として、特に日頃運動不足になりがちな人 【協働】スポーツ推進委員、総合型地域協事 目
たちへのスポーツ参加のきっかけづくりを図る。 クラブ協力のもと事業展開をしている。

働務 的
【庁内協働】教育政策課、学校施設管理

事 の ・
総合型地域クラブ事業補助・委託 課、地域文化課、生涯学習振興公社

業 概 内 協
要 容 創

根 拠 スポーツ基本法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出



定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

各種大会参加者数 目標値＝経年の実績を参考に設定 目標値 20,000 20,000 16,000 10,000 10,000
指

実績値＝足立区民体育大会37種目及び
実績値 19,787 17,169 0 4,340標

都民予選会14種目の参加者総数
１

[単位] 人 達成率 99% 86% 0% 43%

各種大会派遣者数 目標値＝経年の実績を参考に設定 目標値 2,000 2,000 1,700 1,000 1,000
指

実績値＝都民体育大会、都民生涯スポ
実績値 1,778 1,961 88 2標

ーツ大会、墨東五区大会の選手、スタ
２

[単位] 人 ッフ等の派遣者数 達成率 89% 98% 5% 0%

その他、事業参加者数 目標値＝経年の実績を参考に設定 目標値 130,000 130,000 100,000 65,000 65,000
指

実績値＝各連盟・協会自主事業、ジュ
実績値 125,160 111,499 29,952 45,941標

ニア大会、広場、教室等の参加者数
３

[単位] 人 達成率 96% 86% 30% 71%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

新型コロナ対策を加味した目標としたが、かなりの 総事業費 48,894 45,463 29,444 27,275
事業を中止したため、目標は達成できなかった。 事 業 費 40,039 36,754 20,570 21,149 43,820
指標１：区民大会等の区主催大会は３分の１程度の

人 件 費大会しか開催できなかった。 総 8,855 8,709 8,874 6,126

指標２：ほぼ全ての大会が中止となった。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
指標３：各加盟団体自主事業は、コロナ対策をし、 常

人　　数業 1 1 1 0.7緊急事態宣言などによる自粛期間以外で実施し、目 勤
標に近い結果となった。 計費 8,855 8,709 8,874 6,126

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

体育協会は、各加盟団との連携により、スポーツや 人　　数訳 常 0 0 0 0
レクリエーション振興等の役割を担っている。令和 勤 計 0 0 0 0
３年度は区の新型コロナ対策に基づき、活動の自粛

国庫支出金などを体育協会を通じて要請することで多くの利用 0 0 0 0 0

者に素早く伝達することができた。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
◎貢献度：各団体の活動が地域スポーツの振興に繋 財

受益者負担金 0 0 0 0 0がっている。 源
◎波及効果：運営への指導・助言により団体の組織 その他特定財源 0 0 0 0 0
力の強化になっている。 内

基　　金 0 0 0 0 0
◎協働：区・体育協会主催事業では、各加盟団体と 訳

起　　債連携し、会場や日程調整、実施に至るまで協働体制 0 0 0 0 0

を組んでいる。【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4、17.17 一般財源 48,894 45,463 29,444 27,275 43,820

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
コロナ禍中ではあるが、区民の体力づくりやスポーツを楽しむ機会をできるかぎり創出していく。各種大会やイベントは、プログラ
ム内容やタイムスケジュールの見直し等の感染防止対策を徹底して準備を進め、区内の新型コロナウイルス感染状況を踏まえながら
開催可否の判断をしていく。
体育協会と協議し、体協加盟団体による競技力向上、ジュニア育成、高齢者スポーツ、パラスポーツ等への主体的な取り組みを積極
的に支援していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4151 体育協会活動支援事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・生涯スポ
電 話 番 号 03-3880-5976 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

公益財団法人足立区体育協会を支援することにより、体育・スポーツ事業の 【庁内協働】地域文化課、学校施設管理協事 目
安定的な運営を行う。 課と広報・案内等の事業調整

働務 的
事 の ・

１　社会体育団体育成のための経費の一部として補助金を交付。
業 概 内 協

２　墨東五区大会全１４種目を、各区が２～３種目を当番制により実施。
要 容 創　　

根 拠 スポーツ基本法
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の



理の調整）
要 容 創平野運動場　総合スポーツセンター 【執行委任】東部道路公園維持課

根 拠 足立区東綾瀬公園温水プール条例・施行規則 足立区温水プール条例・施行規則 足立区地域体育館条例・施行規則 足立区
法令等 千寿本町小学校温水プール条例・施行規則 足立区営運動場条例・施行規則 足立区総合スポーツセンター条例・施行規則

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

温水プール施設利用総人数 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 545,000 550,000 460,000 166,000 195,000
指

実績値＝3温水プールの総利用者数（
実績値 545,298 520,221 157,612 187,713標

スイムスポーツセンターは体育館利用
１

[単位] 人 者を含む） 達成率 100% 95% 34% 113%

平野運動場総利用者数 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 115,000 125,000 100,000 100,000 125,000
指

実績値＝総利用者数
実績値 119,005 116,005 90,073 114,512標

（野球場、テニスコート、ゲートボー
２

[単位] 人 ル場） 達成率 103% 93% 90% 115%

総合スポーツセンター総利 目標値＝前年実績をもとに設定 目標値 460,000 480,000 390,000 223,000 300,000
指

用者数 実績値＝全施設の総利用者数
実績値 474,593 404,105 208,718 261,661標

３
[単位] 人 達成率 103% 84% 54% 117%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

新型コロナウイルス感染症拡大防止を目的とした施 総事業費 728,070 747,100 720,912 668,537
設の利用制限（利用中止や時間短縮等）があったも 事 業 費 696,852 708,463 682,934 636,110 575,797
のの、利用定員の緩和など前年度よりも通常利用に

人 件 費近づいたことで利用者数が増加し、目標を上回った 総 31,218 38,637 37,978 32,427

。しかし、屋内施設の利用者はコロナ禍前と比較す 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
ると、依然として約5割程度に止まっている。なお 常

人　　数業 3.11 4.02 3.92 3.52、スイムスポーツセンターは大規模改修のため、令 勤
和3年9月～令和5年11月まで休館となる。 計費 27,539 35,010 34,786 30,807

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

指定管理者による施設の管理運営が定着し、民間企 人　　数訳 常 1 1 1 0.5
業による創意工夫等により、利用者の利便性向上と 勤 計 3,679 3,627 3,192 1,620
施設運営の効率化につながった（全施設が評価B+以

国庫支出金上）。 0 0 0 0 0

【貢献度】コロナ禍で従来とは異なる施設運営が求 都 支 出 金 2,392 1,936 0 1,557 0
められる中、各指定管理者が独自のノウハウを活か 財

受益者負担金 149,039 137,306 74,898 81,455 118,231した事業を実施し、新規利用者の増加に積極的に取 源
り組んだ。よって、本事業は生涯スポーツ活動の充 その他特定財源 924 780 677 667 607
実につながっていることから、施策への貢献度は高 内

基　　金 0 0 0 0 0
い。 訳

起　　債【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 0 0 0 0 0

一般財源 575,715 607,078 645,337 584,858 456,959

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
施設の老朽化が著しい施設については、将来の大規模改修を見越した適切な補修を行うとともに、安全性と快適性を重視した維持管
理を行っていく。また、新型コロナウイルス感染防止対策を徹底したうえで、オリパラレガシー事業を始めとした各指定管理者が実
施する事業への支援を継続していくことで、誰もがスポーツに触れられる機会を創出していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－生涯学習・文化・スポーツ
事務事業名 20896 スポーツ施設指定管理者管理運営事務
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・施設支援係
電 話 番 号 03-3880-5989 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

スポーツ振興課所管のスポーツ施設の施設管理運営を指定管理者に行わせる 【協働】体育協会等と連携し事業を実施協事 目
ことにより、施設利用者の利便性向上と施設運営の効率化を図る。 【庁内協働】生涯学習支援課（総合受付

働務 的
システムの運用、施設長会議等の調整）

事 の ・
下記スポーツ施設の管理運営を指定管理者により実施 、学校施設管理課（千寿本町小学校施設

業 概 内 協
東綾瀬公園温水プール　スイムスポーツセンター　千住温水プール　 管



値＝改修工事の実施予定件数 目標値 7 7 1 2 5
指

実績値＝施設の老朽化に伴う改修工事
実績値 8 7 1 2標

の実施件数
１

[単位] 件 *いずれも営繕一元化工事・設計件数 達成率 114% 100% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

スポーツ施設は老朽化が進み、設備故障が相次いで 総事業費 15,282 61,158 14,646 32,187
いる。故障発生時は、利用者の安全確保を第一とし 事 業 費 5,984 58,110 4,885 17,439 45,152
、迅速な復旧作業を行う。

人 件 費【令和3年度実施】 総 9,298 3,048 9,761 14,748

スイム大規模改修、総スポ防火シャッター改修 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
【令和4年度実施予定】 常

人　　数業 1.05 0.35 1.1 1.5スイム大規模改修、防災設備・火災報知設備・管制 勤
設備・遊具入替（いずれも総スポ、改修設計） 計費 9,298 3,048 9,761 13,128

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

【令和3年度実績】 人　　数訳 常 0 0 0 0.5
スイム大規模改修及び総スポ防火シャッター改修の 勤 計 0 0 0 1,620
ほか、4体育館への空調設置により安全に利用でき

国庫支出金る施設維持につなげた。また、高野小跡地スポーツ 0 0 0 0 0

施設基本計画を策定した。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
【故障対応】指定管理者の施設管理は概ね良好に行 財

受益者負担金 0 0 0 0 0われている（全施設評価B+以上）が、東綾瀬温水プ 源
ールで水道設備故障による臨時休館があった。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【貢献度】指定管理者や利用者からの改修要望や故 内

基　　金 0 0 0 0 0
障へ迅速に対応し、安全な施設として維持している 訳

起　　債。よって、本事業は施策への貢献度は高い。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】3.4 一般財源 15,282 61,158 14,646 32,187 45,152

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
改修工事は、建築基準法第12条点検の結果を踏まえ、優先順位を付けて計画的に実施する。特に、設置及び大規模改修から期間が空
いているスイムスポーツセンターや総合スポーツセンターについては、大規模改修を見据えながら、適切な補修を行う。また、地域
体育館への空調設備設置については、安全性に十分留意したうえで計画的に実施していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 21820 生涯スポーツ施設改修事業
施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

記 入 所 属 地域のちから推進部・生・スポーツ振興課・施設支援係
電 話 番 号 03-3880-5989 E - m a i l sports@city.adachi.tokyo.jp

生涯スポーツ施設を改修することで、安全に利用できる施設として維持する 【庁内協働】生涯学習支援課、施設営繕協事 目
。 部

働務 的
事 の ・

・鹿浜地域学習センター大規模改修に伴う体育館スポーツ消耗品、備品の購
業 概 内 協

入・地域体育館空調設備賃借・高野小跡地におけるスポーツ施設建設にかか
要 容 創る基本計画の作成

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

改修件数 目標



て」
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

「人権のつどい」来場者数 目標値＝前年度の実績値を参考に設定 目標値 330 330 330 330 330
指

実績値＝当年度の来場者数
実績値 365 263 0 0標

１
[単位] 人 達成率 111% 80% 0% 0%

人権ポスターコンクールの 目標値＝前年度の実績値を参考に設定 目標値 630 700 700 700 700
指

応募点数 実績値＝当年度の応募点数
実績値 911 693 0 531標

２
[単位] 点 達成率 145% 99% 0% 76%

講座来場者数 目標値＝前年度の実績値を参考に設定 目標値 200 200 230 200 200
指

実績値＝当年度の来場者数
実績値 177 228 0 0標

３
[単位] 人 達成率 89% 114% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標1・指標3】新型コロナウイルス感染症拡大防 総事業費 21,368 20,567 19,832 20,322
止のため、共催機関や団体と協議の上、中止した。 事 業 費 3,658 3,149 2,084 2,818 4,541
そのため、目標値は達成できなかった。

人 件 費【指標2】小中学生対象の本事業は、校長会への周 総 17,710 17,418 17,748 17,504

知や各校あての通知の他、担当教員あてにも通知す 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
るなど積極的な周知に努めたが、令和2年度の中止 常

人　　数業 2 2 2 2による認知度低下等も影響し、目標は達成できなか 勤
った。 計費 17,710 17,418 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　指標1及び指標3は中止したが、人権啓発パネル展 人　　数訳 常 0 0 0 0
開催、区広報紙への人権啓発記事掲載等の他、議員 勤 計 0 0 0 0
提案により令和3年7月に施行した「足立区拉致問題

国庫支出金等啓発推進条例」に基づき、ポスター作成及び配布 0 0 0 0 0

や駅頭での啓発キャンペーン等、拉致問題の啓発に 都 支 出 金 1,167 901 0 279 700
も注力し、人権問題への理解促進につなげた。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0　また、指標2を実施したことにより、様々な人権 源
問題について考え表現した作品が提出され、区内の その他特定財源 0 0 0 0 0
児童・生徒への人権啓発につながった。さらに、入 内

基　　金 0 0 0 0 0
賞した60作品は一般展示に加え、区ホームページで 訳

起　　債も紹介し、広く区民への啓発につなげた。 0 0 0 0 0

【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】10.2 一般財源 20,201 19,666 19,832 20,043 3,841

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和4年度は、平成21年策定の人権推進指針「人権の推進をめざして」の改定を最優先事項とする。3月から4月にかけて実施した
パブリックコメントでの意見も確認しながら、早期改定を目指し作業を進めていく。改定後は、人権推進指針に基づき人権に関わる
各施策へ人権尊重の理念を一層浸透させていく。
　また、各種講座については、過去の開催実績から来場者数の増減要因等を分析し、引き続き集客力の高い内容を企画する。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3465 人権啓発普及事務
施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

記 入 所 属 総務部・総務課・人権推進係
電 話 番 号 03-3880-5497 E - m a i l soumu@city.adachi.tokyo.jp

様々な人権問題について、区民の理解と認識を深める。また、職員や企業関 【協働】社会状況の変化等により多様化協事 目
係者等への啓発を促進し、人権問題の解決を目指す。 ・複雑化する人権課題に対応するため、

働務 的
人権擁護委員及び人権団体との交流を進

事 の ・
人権研修会・講演会の開催（区民企画同和問題講座、人権週間行事「人権の めている

業 概 内 協
つどい」等）、あだち広報「人権コラム」の掲載、人権ポスターコンクール 【庁内協働】人材育成課、教育指導課

要 容 創の開催等。
根 拠 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、「人権の推進をめざし



務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

所蔵DVD・ビデオ資料数 同和問題等の人権問題に関するDVD・ 目標値 58 60 60 62 46
指

ビデオ資料所蔵数
実績値 58 58 60 44標

目標値＝前年度実績値-破損数+2本
１

[単位] 点 実績値＝当該年度購入数-破損数 達成率 100% 97% 100% 71%

DVD・ビデオ資料貸出数 ビデオ・DVD資料貸出数 目標値 96 97 135 97 151
指

目標値＝前年度実績値の3％増
実績値 95 132 95 147標

実績値＝当該年度貸出数
２

[単位] 点 達成率 99% 136% 70% 152%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　指標①については、予定本数は購入したが、劣化 総事業費 743 1,176 1,121 1,181
が進んだビデオの廃棄に伴い所蔵数が減となったた 事 業 費 300 305 234 306 306
め、目標値は達成できなかった。

人 件 費　指標②については、3年度は新型コロナウイルス 総 443 871 887 875

感染防止を目的とした臨時休館等もなく、年間を通 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
じて貸し出しが行われたため、目標を大きく上回っ 常

人　　数業 0.05 0.1 0.1 0.1た。 勤
計費 443 871 887 875

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　地域学習センターにおける人権DVD上映会につい 人　　数訳 常 0 0 0 0
ては、新型コロナウイルス感染拡大による開催中止 勤 計 0 0 0 0
期間があった。一方で、地域図書館による特集や各

国庫支出金種情報発信を実施した結果、貸出数が前年度と比較 0 0 0 0 0

して大きく伸びる結果となった。 都 支 出 金 0 0 0 0 0
　上記のような普及啓発施策により、高齢者や障が 財

受益者負担金 0 0 0 0 0い者、女性等が安心して暮らし続けられる社会づく 源
りに寄与している。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】10.2、10.3 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 743 1,176 1,121 1,181 306

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　令和4年1月、図書館広報誌「かけはし」においてLGBT特集を組み、関連書籍の紹介などを通じて正しい知識や情報の普及啓発に努
めた。また、地域図書館においても人権特集による啓発に取り組んだ。
　近年はLGBTをはじめとする人権に関する側面が注目されていることから、引き続き啓発すべき分野の選定を関係機関と協議し、連
携を図っていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4173 人権教育啓発事業
施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

記 入 所 属 地域のちから推進部・中央図書館・資料選定係
電 話 番 号 03-5813-3741 E - m a i l tosyokan@city.adachi.tokyo.jp

全ての人が対等に尊重される人権尊重の意識を啓発する。 【庁内協働】総務課、多様性社会推進課協事 目
生涯学習支援課：購入資料の選定にあた

働務 的
り、各課との連携を行っている。

事 の ・
人権問題に関する図書資料等（図書・雑誌・ビデオ資料）を収集・整理・保

業 概 内 協
存し、閲覧するとともに館外貸出しを行い人権問題に対する啓発を行う。

要 容 創

根 拠 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教育法第５条第４号、図書館法、足立区図書館条例　足立区読書活動推進
法令等 計画

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業



執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

研修開催回数 区立学校教職員の人権教育及び同和問 目標値 4 4 5 5 5
指

題に対する認識と理解を深めるための
実績値 5 5 2 4標

研修会の回数　目標値：区主催研修及
１

[単位] 回 び人権教育推進校発表会等の回数 達成率 125% 125% 40% 80%

研修受講者数 区立学校教職員の人権教育及び同和問 目標値 400 400 400 400 400
指

題に対する認識と理解を深めるための
実績値 513 547 264 347標

研修会の受講者数　目標値：各研修の
２

[単位] 人 想定人数　実績値：受講者数 達成率 128% 137% 66% 87%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】令和３年度は人権教育研修会１回、いじ 総事業費 1,819 1,802 1,835 1,819
め防止研修会1回、人権教育推進校発表会を２回行 事 業 費 48 60 60 69 83
った。その他、初任者と中堅教諭等資質向上研修で

人 件 費テーマの一つとしてＬＧＢＴ研修を行った。【指標 総 1,771 1,742 1,775 1,750

２】目標値に届かなかったが、昨年度を上回った。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
いじめ防止研修会以外はオンライン実施であり、発 常

人　　数業 0.2 0.2 0.2 0.2表会は１台の画面に複数人視聴の可能性があるため 勤
、実際の受講者数は実績値より多いと思われる。 計費 1,771 1,742 1,775 1,750

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

人権教育研修会やいじめ防止研修会で、「研修内容 人　　数訳 常 0 0 0 0
は学校での実践に活用できるか」とアンケートを行 勤 計 0 0 0 0
った結果、全体の７０％以上が「とてもあてはまる

国庫支出金」と回答した。 0 0 0 0 0

安定した通信環境でオンライン研修を実施した場合 都 支 出 金 0 0 0 0 0
、受講者数の制限がある。研修の内容を充実させ、 財

受益者負担金 0 0 0 0 0受講者が研修後に学校内に還元するよう周知を図っ 源
ていく。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】4.1 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 1,819 1,802 1,835 1,819 83

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
令和３年度は、特にＬＧＢＴに関する人権課題について、重点的に取り上げ、教員の人権意識の向上を図ってきた。令和４年度も引
き続き、「足立区ＬＧＢＴガイドライン」や「性の多様性に関する困りごと対応マニュアル」を基に、受講者同士で学校教育現場に
おける指導の在り方の事例を協議し、学校内での支援体制や配慮事項等を学ぶ機会を設けていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 4110 人権啓発普及事務
施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

記 入 所 属 教育指導部・教育指導課・研修係
電 話 番 号 03-3880-6443 E - m a i l k-kenshu@city.adachi.tokyo.jp

学校教育における人権尊重の教育の重要性を認識し、人権尊重の教育、同和 人権教育の正しい理解と指導方法の充実協事 目
問題の視点に立った教育活動の改善・充実を図り教員の人権感覚についての に向けて、総務課人権推進係と協働で行

働務 的
啓発を行うための研修を実施。 っている。

事 の ・
講演・講義　　　３回

業 概 内 協
合計年３回の研修を実施予定。（人権教育研修会２回、いじめ防止研修会１

要 容 創回）
根 拠 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第５条
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝



ください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

施設利用者数 目標値＝貸出施設（4室）の目標利用 目標値 13,300 11,500 12,500 5,000 5,000
指

人数の合計
実績値 11,306 11,992 3,570 2,271標

実績値＝貸出施設（4室）の延べ利用
１

[単位] 人 人数の合計 達成率 85% 104% 29% 45%

施設利用率 目標値＝貸出施設（4室）の目標利用 目標値 50 40 40 30 30
指

率
実績値 25 36 18 11標

実績値＝貸出施設（4室）の利用率
２

[単位] ％ 利用率＝利用件数/利用可能枠数 達成率 50% 90% 45% 37%

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１、２】新型コロナウイルス感染拡大の影響 総事業費 26,024 20,085 20,243 19,952
により、目標値の見直しを行ったが、貸出施設の利 事 業 費 956 853 899 828 1,181
用人数及び利用率とも目標値に達しなかった。これ

人 件 費は、利用制限期間が想定よりも長かったことや、利 総 25,068 19,232 19,344 19,124

用団体の感染リスク対策も起因していると考えられ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
る。 常

人　　数業 2 2 2 2
勤

計費 17,710 17,418 17,748 17,504

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　貸出施設は、男女共同参画に資する活動の場とし 人　　数訳 常 2 0.5 0.5 0.5
て、それを目的とする団体および企業の活動の場と 勤 計 7,358 1,814 1,596 1,620
して有効に活用されている。

国庫支出金　今後も、団体および企業が男女共同参画社会に関 0 0 0 0 0

わる利用をさらに促していき、地域活動の活性化や 都 支 出 金 0 0 0 0 0
情報発信の場として積極的に活用していただくよう 財

受益者負担金 0 0 0 0 0周知していく。 源
【SDGsターゲット】5.1、5.2、5.5、5.6 その他特定財源 0 0 0 0 0

内
基　　金 0 0 0 0 0

訳
起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 26,024 20,085 20,243 19,952 1,181

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ □ 増大している ■ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ □ 出来ない ■ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である ■ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である ■ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ □ 協働している ■ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　この数年は、新型コロナウイルスの影響により、施設の利用者数や施設の利用率は伸びていないが、施設貸出は継続して行ってお
り、現状維持とした。令和4年度は団体や事業者と連携し、男女共同参画のイベント等を通じて、新たな利用者につながるPRを行っ
ていく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3599 男女参画プラザ管理運営事務
施 策 名 4.2 男女共同参画社会の推進

記 入 所 属 地域のちから推進部・多様性社会推進課・男女参画係
電 話 番 号 03-3880-5222 E - m a i l danjo@city.adachi.tokyo.jp

男女共同参画社会（性別に関係なく、家庭・地域・仕事の場でお互いを認め 【協働・協創】地域団体と連携し、男女協事 目
合って生きていく社会）の実現のための拠点として、男女参画プラザを運営 共同参画社会の実現を目指す。

働務 的
している。

事 の ・
区民や事業者、団体が施設を活用し、男女共同参画への取り組みや活動が行

業 概 内 協
えるよう、施設を維持・管理していく。

要 容 創

根 拠 足立区男女参画プラザ条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えて



７女性団体の支援
根 拠 足立区男女共同参画社会推進条例
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

ワーク・ライフ・バランス 目標値＝区ＨＰ・ＳＮＳ等による情報 目標値 12
指

（以下ＷＬＢ）に関する情 発信の目標回数
実績値標

報発信回数 実績値＝区ＨＰ・ＳＮＳ等による情報
１

[単位] 件 発信回数【新規指標】 達成率 0% 0% 0% 0%

ＬＧＢＴ啓発講座・イベン 目標値＝講座・イベント等の目標人数 目標値 160 160 160 160 760
指

ト等の受講者･参加者数 実績値＝講座・イベント等の参加人数
実績値 68 127 47 1,437標

目標値の積算根拠（各年度の予算積算
２

[単位] 人 根拠）【新規指標】 達成率 43% 79% 29% 898%

女性相談件数 目標値＝女性相談受付目標件数 目標値 680 670 670 670 800
指

実績値＝女性相談受付件数
実績値 633 631 627 754標

３
[単位] 件 達成率 93% 94% 94% 113%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】ＷＬＢに関する意識啓発の活動実績を図 総事業費 53,766 59,502 59,313 70,042
れるように見直しを行った。 事 業 費 19,843 31,561 31,095 33,414 41,378
【指標２】パートナーシップ宣誓制度の開始の効果

人 件 費もあり、出前講座の依頼が急増した。 総 33,923 27,941 28,218 36,628

【指標３】予約受付方法の拡充や女性向け相談チラ 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
シの作成・配布の効果があり件数が増加した。 常

人　　数業 3 3 3 4
勤

計費 26,565 26,127 26,622 35,008

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　「ＷＬＢ推進認定企業数」から「ＷＬＢに関する 人　　数訳 常 2 0.5 0.5 0.5
情報発信」に変更し、新規の活動取組となるため、 勤 計 7,358 1,814 1,596 1,620
目標値・実績値いずれも未記入としている。

国庫支出金　啓発講座については、庁内関係所管課を通して、 0 0 0 0 0

講座のＰＲを行い、学校や地域団体への研修を行っ 都 支 出 金 0 164 0 0 0
たほか、誰でも気軽に参加できるようオンラインや 財

受益者負担金 16 2 0 0 7ワークショップ形式の講座を実施するなど、様々な 源
手法を取り入れた。 その他特定財源 0 0 0 0 0
　女性相談は庁内連携が図れ、第一次相談窓口とし 内

基　　金 0 0 0 0 0
て、必要に応じ、適切な機関に繋げることができて 訳

起　　債いる。 0 0 0 0 0

【SDGsターゲット】5.1、5.2、5.5、5.6 一般財源 53,750 59,336 59,313 70,042 41,371

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ □ 困難である □ 検討可能 ■ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ ■ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 ■ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　区の活動に対する経年の数値の動きを分析しやすいよう指標の見直しを行った。
　令和３年度も新型コロナウイルスの影響で、対面での講座等が難しい状況となったが、講座やイベントにZOOMやYouTubeなどのオ
ンライン講座を実施し、参加者の獲得につなげることができたことを評価し、改善・変更とした。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－個性・ライフスタイル
事務事業名 3600 男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業
施 策 名 4.2 男女共同参画社会の推進

記 入 所 属 地域のちから推進部・多様性社会推進課・男女参画係
電 話 番 号 03-3880-5222 E - m a i l danjo@city.adachi.tokyo.jp

　男女共同参画計画の推進を充実するとともに、男女の多様な生き方を促進 【重点プロジェクト事業】協事 目
する施策を展開する。 【庁内協働】

働務 的
・企業経営支援課等：ＷＬＢ推進事業

事 の ・
１ワーク・ライフ・バランスの推進　２男女共同参画推進委員会の運営　３ ・こころとからだの健康づくり課等：食

業 概 内 協
苦情処理機関の運営　４区民への男女共同参画に関する意識啓発　５情報資 育関連事業、自殺対策事業

要 容 創料室の管理運営　６女性・男性相談　



援　〇国際理解教 【庁内協働】外国人を含めた区民サービ
要 容 創育等文化交流事業　〇日本語学習支援　〇多文化共生推進会議 スを対象とする各課

根 拠 足立区自治基本条例、足立区多文化共生推進計画、多文化共生推進プラン（総務省）、東京都多文化共生推進指針
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

日本語ボランティア教室の 区内日本語ボランティア教室における 目標値 200 190 180 180 180
指

指導者数 指導者数【４年度から定義変更】
実績値 184 177 180 129標

目標値＝コロナ禍以前の実績に基づく
１

[単位] 人 実績値＝実指導者数 達成率 92% 93% 100% 72%

国際理解教育参加者数 各年度の国際理解教育参加者数 目標値 2,760 2,880 1,800 600 1,800
指

目標値＝コロナ禍以前の実績に基づく
実績値 3,519 3,596 0 614標

実績値＝実参加者数
２

[単位] 人 【４年度から定義変更】 達成率 128% 125% 0% 102%

国際まつり参加者数 各年度の国際まつり参加者数 目標値 15,000 15,000 8,500 8,500 8,500
指

目標値＝コロナ禍以前の実績に基づく
実績値 12,000 8,000 0 0標

実績値＝実参加者数
３

[単位] 人 【４年度から定義変更】 達成率 80% 53% 0% 0%

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

【指標１】感染症拡大により年間を通じて活動でき 総事業費 37,228 36,516 51,970 63,964
ない教室が複数あり、解散した教室もあったことか 事 業 費 4,802 4,590 12,580 22,383 26,989
ら、目標に達しなかった。

人 件 費【指標２】感染症拡大の影響により例年に比べ参加 総 32,426 31,926 39,390 41,581

者数は減ったものの、学校側からの講座開催希望が 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
一定数あり、目標を達成した。 常

人　　数業 2 2 3 2.9【指標３】感染症拡大の影響により開催できなかっ 勤
たため、実績値が０となった。 計費 17,710 17,418 26,622 25,381

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

感染症拡大の影響を受ける中、感染対策を徹底し国 人　　数訳 常 4 4 4 5
際理解教育や日本語ボランティア養成講座などの事 勤 計 14,716 14,508 12,768 16,200
業を実施したことで、異文化理解の促進や外国人の

国庫支出金日本語習得支援につながった。 0 0 4,000 4,937 4,000

【貢献度】外国人住民と共に築き上げる共生社会に 都 支 出 金 1,262 1,243 0 0 0
向けて、貢献度は高い。 財

受益者負担金 54 72 0 0 0【波及効果】多文化共生社会を実現することで、子 源
育て・教育・就労など各施策に波及効果がある。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】10.2、10.3 内

基　　金 0 0 0 0 0
指標１・２・３の目標値については、コロナ禍以前 訳

起　　債の実績に基づいて設定し直したいので、令和４年度 0 0 0 0 0

から定義変更する。 一般財源 35,912 35,201 47,970 59,027 22,989

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する ■ 負担導入は困難 □ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ ■ 配慮している □ 一部配慮している □ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 □ 拡　 充 □ 改善・変更 ■ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　感染症拡大による入国制限に伴い、区内在住外国人数は減少傾向にあるものの、全国的に見ても多くの外国人が居住しており、多
文化共生社会を実現するためには本事業の継続が欠かせない。令和３年度に実施した外国人実態調査の結果に基づき必要な施策を検
討・実施するほか、今後の社会情勢にも臨機応変に対応しながら事業を推進していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分)

事務事業名 3568 多文化共生推進事業
施 策 名 4.3 多文化共生社会の実現

記 入 所 属 地域のちから推進部・地域調整課・多文化共生
電 話 番 号 03-3880-5177 E - m a i l tabunka@city.adachi.tokyo.jp

区役所窓口全体に対する多言語支援（通訳・翻訳）、日本語を学ぶ機会や環 【協働】日本語教室のボランティア講師協事 目
境を作る日本語習得支援、異文化理解教育など文化交流事業を通じて、外国 や国際理解教育の授業を実施するボラン

働務 的
人区民と共に生活する環境を整え、足立区の多文化共生を推進していく。 ティアスタッフとの協働により、多文化

事 の ・
〇外国人相談窓口　〇他課窓口への支援(通訳・翻訳)　　〇各ボランティア 共生推進活動を実施した。

業 概 内 協
(通訳・文化交流・日本語ボランティア)の育成及び活動支



サルデザイン推進計画、
法令等 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等 30 31 2 3 4

ユニバーサルデザイン推進 審議・評価するための会議回数 目標値 6 6 6 6 6
指

会議等の開催回数 目標値＝推進会議と部会の予定開催数
実績値 6 7 6 6標

実績値＝推進会議と部会の開催数
１

[単位] 回 達成率 100% 117% 100% 100%

目標値
指

実績値標

２
[単位] 達成率

目標値
指

実績値標

３
[単位] 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円) 30 31 2 3 4

　新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえ、 総事業費 25,074 27,945 25,539 33,413
対面及びＷＥＢを併用しながら、ユニバーサルデザ 事 業 費 1,165 1,818 6,016 14,159 29,659
イン推進会議や評価部会を計画通り、合計6回実施

人 件 費した。これにより、ユニバーサルデザイン推進計画 総 23,909 26,127 19,523 19,254

の個別施策の評価及び改善提案を着実に実施した。 平均給与事 8,855 8,709 8,874 8,752
常

人　　数業 2.7 3 2.2 2.2
勤

計費 23,909 26,127 19,523 19,254

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 3,679 3,627 3,192 3,240非

　バリアフリー地区別計画の花畑周辺地区編を策定 人　　数訳 常 0 0 0 0
した。また、ユニバーサルデザイン推進会議の個別 勤 計 0 0 0 0
施策への評価や意見を得たことで、関係各課と連携

国庫支出金し、各施策のスパイラルアップを図った。 0 0 1,430 4,242 9,700

【貢献度】評価部会での個別施策への評価や意見は 都 支 出 金 0 0 1,430 3,000 8,100
ＰＤＣＡサイクルを機能させ、貢献している。 財

受益者負担金 0 0 0 0 0【波及効果】推進会議及び協議会での評価等は個別 源
施策や各事業に対する改善を促し、波及している。 その他特定財源 0 0 0 0 0
【SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ】11.7 内

基　　金 0 0 0 0 0
訳

起　　債 0 0 0 0 0

一般財源 25,074 27,945 22,679 26,171 11,859

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ ■ 増大している □ 変わらずにある □ 減少している □ その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ ■ 妥当である □ 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ □ 大きい ■ 中位 □ 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ ■ 大きい □ 中位 □ 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ■ ある □ 特にはない □ 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ ■ 出来ない □ 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ ■ 困難である □ 検討可能 □ 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ □ 妥当である □ 検討を要する □ 負担導入は困難 ■ 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ ■ 協働している □ 協働は困難である □ 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ □ 配慮している □ 一部配慮している ■ 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 ■ 拡　 充 □ 改善・変更 □ 現状維持 □ 縮　 小 □ 統合による終了 □ 休止・終了
　関係各課と協働して、ユニバーサルデザインの理念を取り入れた事業を推進していく。併せて、バリアフリー推進計画で定めた地
区別計画策定予定の10か所の特定地域のうち、未策定地域についてはエリアデザイン計画などと連携し、まちづくり等の動向に合わ
せ、順次、地区別計画を策定していく。
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事務事業名
施 策 名
記 入 所 属
電 話 番 号 E - m a i l

協事 目
働務 的

事 の ・
業 概 内 協

要 容 創

根 拠
法令等

事務事業の活動量･活動結果を測る指標 ※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。
指標名／単位 指標の定義(算出根拠) 実績等

目標値
指

実績値標

１ 達成率

目標値
指

実績値標

２ 達成率

目標値
指

実績値標

３ 達成率

指標分析(指標の達成度の分析:担当者･係長評価) 投入資源 (千円)

総事業費

事 業 費

人 件 費総

平均給与事
常

人　　数業
勤

計費

事業分析(事業実績等の分析:担当者･係長評価) 平均給与内 非

人　　数訳 常

勤 計

国庫支出金

都 支 出 金
財

受益者負担金
源

その他特定財源
内

基　　金
訳

起　　債

一般財源

視点別事務事業評価(担当者･係長評価)
事務事業の実施に対する区民ニーズはあるか？ 増大している 変わらずにある 減少している その他妥

今後も区が実施する事務事業として妥当か？ 妥当である 検討を要する当

性 事業の休止･終了による区民生活の影響は大きいか？ 大きい 中位 小さい
有 事務事業の上位施策への貢献度は大きいか？ 大きい 中位 小さい
効

他の施策に対する具体的な波及効果はあるか？ ある 特にはない 内部業務(全体波及)性
効 関連・類似事務事業との統合は出来ないか？ 出来ない 検討可能
率

民間への外部化（民営化・業務委託等）は可能か？ 困難である 検討可能 実施済み性

受益者負担の水準は妥当だと考えられるか？ 妥当である 検討を要する 負担導入は困難 該当しない公平性

区民等と協働して事業を展開しているか？ 協働している 協働は困難である 協創の可能性がある協働

事務事業の実施に際し環境に配慮しているか？ 配慮している 一部配慮している 該当しない環境

総合評価(課長評価) ※効率化を前提として、評価実施年度の方針を決定する。
【今後の方針】 拡　 充 改善・変更 現状維持 縮　 小 統合による終了 休止・終了

足立区　令和４年度事務事業評価調書(令和３年度事業実施分) 【R3】ひと－個性・ライフスタイル
事務事業名 21226 ユニバーサルデザイン推進事業
施 策 名 4.4 ユニバーサルデザインの推進

記 入 所 属 都市建設部・都市建設課・ユニバー
電 話 番 号 03-3880-5768 E - m a i l tosi@city.adachi.tokyo.jp

足立区ユニバーサルデザイン推進計画に基づき、「思いやり」と「こころづ ユニバーサルデザイン推進会議は、区内協事 目
かい」があふれるまち、誰もが自分らしく暮らせるまちを目指す。 関係団体や事業者、公募区民などで構成

働務 的
され、協働している。

事 の ・
足立区ユニバーサルデザイン推進会議の運営

業 概 内 協
足立区バリアフリー協議会の運営 【重点プロジェクト事業(評価対象外)】

要 容 創ユニバーサルデザイン・バリアフリーに関する啓発活動
根 拠 足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例、足立区ユニバー


